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(趣旨)
第１条　この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第16条第６項の規定に基づき、
　四国中央市防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定めるものとする。

(所掌事務)
第２条　防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

(１)　四国中央市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。
(２)　市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。
(３)　前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。
(４)　水防法（昭和24年法律第193号）第32条の水防計画を調査審議すること。
(５)　前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務

(平18条例45・平24条例19・一部改正)
(会長及び委員)

第３条　防災会議は、会長及び委員をもって組織する。
２　会長は、市長をもって充てる。
３　会長は、会務を総理する。
４　会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。
５　委員は、次に掲げる者をもって充てる。

(１)　指定地方行政機関の職員のうちから市長が委嘱する者
(２)　愛媛県の知事の部内の職員のうちから市長が委嘱する者
(３)　愛媛県警察の警察官のうちから市長が委嘱する者
(４)　市長がその部内の職員のうちから任命する者
(５)　四国中央市教育委員会の教育長
(６)　四国中央市消防長
(７)　消防団長
(８)　自主防災組織を構成する者又は学識経験を有する者のうちから市長が委嘱する者

６　前項の委員の定数は、25人以内とする。
７　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、その前任者の残任期間とする。
８　前項の委員は、再任されることができる。

(平24条例19・一部改正)
(専門委員)

第４条　防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。
２　専門委員は、関係地方行政機関の職員、愛媛県の職員、市の職員、関係公共機関の職員、
　関係地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから市長が委嘱又は任命する。
３　専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。

(その他)
第５条　この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な
　事項は、会長が防災会議に諮って定める。

附　則
　この条例は、平成16年４月１日から施行する。

附　則(平成18年9月22日条例第45号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成24年9月27日条例第19号)

(施行期日)

１　この条例は、公布の日から施行する。

(任期の特例)

２　第1条の規定による改正後の四国中央市防災会議条例第3条第5項第8号の規定により新たに

　委嘱される委員の任期は、同条第7項の規定にかかわらず、平成26年3月31日までとする。

１ 四国中央市防災会議条例 平成 1 6年４月１日
条 例 第 180 号（ ）
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令和８年４月１日現在

区　分 委　員

第１号委員 今治海上保安部長

愛媛県東予地方局地域産業振興部長

愛媛県東予地方局四国中央土木事務所長

愛媛県東予地方局四国中央保健所長

第３号委員 四国中央警察署長

四国中央市副市長

四国中央市経営企画部長

四国中央市総務部長

四国中央市地域振興部長

四国中央市産業創生部長

四国中央市市民部長

四国中央市福祉部長

四国中央市都市整備部長

四国中央市危機管理部長

四国中央市水資源部長

四国中央市教育委員会事務局教育部長

四国中央市議会事務局長

第５号委員 四国中央市教育長

第６号委員 四国中央市消防長

第７号委員 四国中央市消防団長

ＮＴＴ西日本株式会社四国支店設備部　災害対策室長

四国電力送配電株式会社愛媛支社　四国中央事業所長

四国旅客鉄道株式会社　伊予三島駅長

宇摩医師会理事

２　四国中央市防災会議委員名簿

会　長　四国中央市長

第２号委員

第４号委員

第８号委員
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　(趣旨)

第１条　この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条の2第8項の規定に基づき、
四国中央市災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）に関し必要な事項を定めるもの
とする。

(平24条例19・一部改正)
　（組織）
第２条　災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。
２　災害対策副本部長は災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときは、その職

務を代理する。
３　災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。
　（班）
第３条　災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に班を置くことができる。
２　班に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。
３　班に班長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。
４　班長は、班の事務を掌理する。
　（現地災害対策本部）
第４条　現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害対策本部員その他の職員を置き、

災害対策副本部長及び災害対策本部員その他の職員のうちから災害対策本部長が指名する者
をもって充てる。

２　現地災害対策本部長は、現地災害対策本部の事務を掌理する。
　（委任）
第５条　この条例に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長が

定める。
附　則

この条例は、平成16年４月１日から施行する。
附　則(平成24年9月27日条例第19号)抄

(施行期日)
１　この条例は、公布の日から施行する。

３ 四国中央市災害対策本部条例 平成 1 6年４月１日
条 例 第 180 号（ ）
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令和８年４月１日現在

協定名 締結日 事業所名 協定の概要

1 日本水道協会中国四国地方支部相互
応援対策要綱

H08.10.04 日本水道協会中国四国地方支
部

・地震、異常渇水等の災害時、給水能力回復
・協会地方支部内の各都市間での相互応援

2 鉄道災害時の安全対策に関する覚書 H15.06.30 四国旅客鉄道株式会社 ・市内軌道敷内で人身事故等時
・救助活動等の相互連絡・協力

3 大災害発生時の医師の出動に係る協
定書

H16.04.01 一般社団法人宇摩医師会  ・多数負傷者発生時、医師派遣
・救護活動

4 重大事故等に係る医師の現場往診協
定書

H16.04.01 長谷川病院、ＨＩＴＯ病院、
豊岡台病院

5 災害ボランティア活動支援等に関す
る協定

H17.11.01 社会福祉法人四国中央市社会
福祉協議会

・被災者生活の救援と生活再建を目的
・ボランティアセンターを設置し運営

6 災害時における救援物資提供に関す
る協定書

H18.01.18 四国コカ・コーラボトリング
株式会社

・地域貢献型自販機の機内在庫の提供
・フォロー態勢

7 愛媛県消防広域相互応援協定 H18.03.01 愛媛県・県下市町・消防事務
組合

8 愛媛県消防防災ヘリコプターの支援
に関する協定

H18.03.01 愛媛県・県下市町・消防事務
組合

・消防支援のため派遣（災害対応・予防）
・災害応急対策、救急救助、火災防御等

9 災害時等における物資供給協力に関
する協定書

H19.07.01 株式会社フジ ・生活物資等の供給（優先提供）、配送
・避難場所の提供（駐車場）
・災害発生の恐れ含む

10 災害時等における物資供給協力に関
する協定書

H19.07.01 株式会社マルナカ土居店 ・生活物資等の供給（優先提供）、配送
・災害発生の恐れ含む

11 災害時等における物資供給協力に関
する協定書

H19.07.01 生活協同組合コープえひめ ・生活物資等の供給（優先提供）、配送
・災害発生の恐れ含む

12 災害時における協力に関する協定書 H20.08.01 公益社団法人四国中央市シル
バー人材センター

・応急車両の供給
・災害発生の恐れ含む

13 大規模災害時における水道の応急活
動に関する協定書

H21.04.01 四国中央市管工事協同組合 ・水道の被害調査、応急給水
・応急復旧の応援

14 災害時における応急生活物資（ＬＰ
ガス等）の供給に関する協定書

H22.03.01 一般社団法人愛媛県エルピー
ガス協会四国中央支部

・ＬＰガス等の調達・運搬
・災害発生の恐れ含む

15 災害時相互応援に関する協定書 H22.03.26 観音寺市・三好市 ・独自で措置困難時、市相互の応援隊派遣等
・被災者避難、給食給水、応急医療救護
・応急復旧資材の調達供給等

16 大規模災害時等における四国中央市
の施設の使用に関する協定書

H22.12.22 四国中央警察署 ・大規模災害で警察庁舎が使用不能時
・警察機関に対し市施設を貸与

17 震災時等における水質検査機器の相
互利用に関する協定書

H23.02.15 松山市・今治市・新居浜市・
南予地方水道水質検査協議会

・震災時・緊急時、水道事業者等の水質検査
・検査機器の相互利用

18 ヘリテレ映像の提供に関する協定 H23.03.01 愛媛県・県下市町・消防事務
組合

・災害に係る県警ヘリテレ映像
・県が提供受けた映像を、市に対し提供

19 災害時における応急対策業務の協力
に関する協定

H23.08.09 一般社団法人愛媛県電設業協
会

・避難所に対する電気設備の設置及び点検協
力

20 災害時における情報交換及び支援に
関する協定書

H23.10.26 国土交通省四国地方整備局 ・被害状況の把握・提供、情報連絡網の構築
・市の災害応急措置を支援
・局から市への連絡員派遣

21 災害時の歯科医療救護に関する協定 H24.09.01 一般社団法人愛媛県歯科医師
会宇摩支部

・歯科医療救護活動の実施
　・歯科傷病者の応急処置、転送等の判断
　・死体確認及び検案等の協力
・歯科医療救護班を派遣

22 災害時における物資供給等の協力に
関する協定

H24.10.01 株式会社アクティオ四国支店 ・物資等の調達・供給　※建機等
・上記物資等の運搬の協力
・災害発生の恐れ含む

23 災害時等における車両用燃料等の優
先供給に関する協定

H24.12.01 愛媛県石油商業組合四国中央
支部

・車両・発電機等用燃料の供給（優先供給）

24 災害時における家屋被害認定調査に
関する協定書

H25.02.26 愛媛県土地家屋調査士会 ・家屋認定調査の調査（市職員と連携）
・罹災証明に関する市民相談の補助

25 災害時等における支援協力に関する
協定

H25.08.02 株式会社ハローズ ・生活物資等の供給、配送
・避難場所、炊き出し場所の提供（駐車場）
・災害発生の恐れ含む

26 災害時等における支援協力に関する
協定

H25.11.01 ＤＣＭ株式会社 ・生活物資（作業用品等）（優先提供）、配
送
・避難及び救援場所の提供
・災害発生の恐れ含む27 災害時の協力に関する協定書 H26.02.06 四国電力送配電株式会社 ・災害情報の相互提供
・電力供給設備の復旧
・復旧作業に対する市の協力（道路復旧、土
地道路等への設備仮設、許認可手続き）
・復旧拠点等の確保に対する市の協力

28 災害時における物資供給協力に関す
る協定書

H26.02.07 愛媛県森林組合連合会・宇摩
森林組合・いしづち森林組合

・木材等の提供（応急仮設住宅の設置、被災
住宅の応急修理等）
・災害発生の恐れ含む

29 災害時における応急対策業務の協力
に関する協定書

H26.05.16 愛媛県電気工事工業組合・愛
媛県電気工事工業組合宇摩支
部宇摩電気工事工業協同組合

・避難場所に対する電気資器材等の提供
・避難場所の電気器材の応急点検

30 瀬戸内・海の路ネットワーク災害時
相互応援に関する協定

H26.05.29 瀬戸内・海の路ネットワーク
推進協議会（会員：107市町
村、11府県、9国機関）

・資器材・物資の提供、職員派遣
・被災傷者等の受入、臨時居住施設の提供等
・自治体等間の相互応援

４　四国中央市協定・覚書一覧表
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協定名 締結日 事業所名 協定の概要

31 災害時における応急対策業務に関す
る協定

H26.11.19 愛媛東予クレーン協同組合 ・建設機械の応援出動（道路・橋梁等の公共
土木施設等の被災、浸水対応及びがけ崩れ）
・前項に伴う搬送
・緊急輸送・災害対応の障害となる車両等除
去
・災害発生の恐れ含む

32 災害時における物資提供等の協力に
関する協定

H26.12.18 王子コンテナー株式会社愛媛
工場

・段ボール製品（シート・ケース等）の提供
・上記製品の運搬

33 災害時における地図製品等の供給等
に関する協定書

H26.12.19 株式会社ゼンリン四国エリア
統括部

・災害時、災対本部への地図製品等の提供、
搬送
・平常時からの防災減災に寄与する地図作成
の検討・推進

34 災害発生時における四国中央市と四
国中央市内等郵便局の協力に関する
協定

H27.09.01 四国中央市内等郵便局 ・緊急車両の提供（郵便配達車を除く）
・局が収集した被災者の避難所開設状況・避
難先リスト等（本人同意必要）の相互提供
・郵便ネットワークを活用した広報活動
・特別事務等（郵便葉書の無償交付、郵便料
金免除　等）※災害救助法適用時
・道路等損傷情報の市への提供
・避難所への臨時郵便箱の設置等　その他

35 災害時における飲料水の供給に関す
る協定書

H27.11.01 共同瓦斯株式会社 ・市の災害時及び被災した他自治体への支援
時
・飲料水の供給（優先供給、12L×1000本）

36 災害時相互応援に関する協定 H28.01.29 和歌山県新宮市・福岡県新宮
町・兵庫県たつの市

・食料・飲料水・生活物資等の提供
・応急復旧への資機材等の提供
・救援救助への車両提供
・救援救助及び応急復旧への職員応援
・大規模災害時の自主的応援活動
・ボランティアへの情報提供
・市町間の相互応援

37 災害時における愛媛県市町相互応援
に関する協定書

H28.02.17 愛媛県・県下市町 ・食料・飲料水・生活物資等の提供
・応急復旧への資機材等の提供、職員派遣
・救援救助への車両提供
・被災者の一時収容施設の提供
・被災市町の情報発信代行
・県内自治体間の相互応援

38 四国中央市・日本下水道事業団災害
支援協定

H29.04.01 日本下水道事業団 ・災害状況の現地調査
・災害報告の資料作成
・簡易消毒・仮設ポンプの設置等
・災害査定に係る資料作成及び査定立会

39 大規模自然災害時における下水道施
設の緊急的復旧工事その他支援に関
する協定

H29.04.01 株式会社東芝四国支社 ・下水道施設の電気設備の早期機能回復（調
査・復旧計画の策定・仮設電源・設計図書の
作成　等）

40 大規模自然災害時における下水道施
設の緊急的復旧工事その他支援に関
する協定

H29.04.01 株式会社東光高岳 ・下水道施設の電気設備の早期機能回復（調
査・復旧計画の策定・仮設電源・設計図書の
作成　等）

41 大規模自然災害時における下水道施
設の緊急的復旧工事その他支援に関
する協定

H29.04.01 日新電機株式会社四国支店 ・下水道施設の電気設備の早期機能回復（調
査・復旧計画の策定・仮設電源・設計図書の
作成　等）

42 自然災害による下水道機械設備緊急
工事の請負に関する協定書

H29.04.01 水ing株式会社四国営業所 ・下水道施設の機械設備の早期復旧（調査・
復旧計画・応急及び工事）

43 市町村広域災害ネットワーク災害時
相互応援に関する協定

H29.06.05 市町村広域災害ネットワーク
運営協議会

・応急対策・復旧の資機材等の提供
・応急対策・復旧の職員派遣
・医療機関への被災傷病者受入
・被災者一時収容施設の提供　等
・要請待たずの応援
・加入市町村の相互応援、独自措置困難な場
合

44 災害時における復旧支援協力に関す
る協定

H29.06.19 公益社団法人日本下水道管路
管理業協会

・下水道管理施設の早期復旧（応急復旧業
務：巡視・点検・調査・清掃等）
・下水道対策本部設置時はその活動を優先

45 大規模災害時等における応急対策業
務に関する協定書

H29.08.01 四国中央市建設業協会連合会 ・公共土木施設等に対する応急対策事業
　・被害情報の収集報告及び予防措置
　・支障物の除去・応急復旧　等
・団体による応急業務施工者の区域等選定
・災害発生の恐れ含む

46 大規模自然災害時における下水道施
設の緊急的復旧工事その他支援に関
する協定

H29.12.27 株式会社鶴見製作所松山営業
所

・下水道施設の機械・電気設備の早期復旧
（調査・復旧計画の策定・仮設電源・設計図
書の作成　等）

47 災害時における被災者支援に関する
協定書

H30.01.17 愛媛県行政書士会 ・被災者支援に係る行政書士業務
　・罹災証明申請の相談
　・相続関係の相談
　・許認可申請の相談　他
・被災支援相談窓口の設置及び職員派遣

48 大規模自然災害時における下水道施
設の緊急的復旧工事その他支援に関
する協定

H30.01.31 株式会社株式会社荏原製作所
四国支店

・下水道施設の機械設備の緊急的復旧工事
（機械設備、復旧計画策定、停電時の暫定的
仮設電源、設計図書）

49 災害時における物資（紙製品）の調
達に関する協定

H30.10.01 公益社団法人愛媛県紙パルプ
工業会

・災害時、物資（紙製品）調達の協力（トイ
レットペーパ、ティッシュペーパ、ウェット
ティッシュ等）

50 ＧＰＳ波浪計観測情報配信システム
を使用した情報の活用に関する協定
書

H30.10.01 国土交通省四国地方整備局 ・四国地方整備局ＧＰＳ波浪計観測情報を市
に対し提供

甲府・玉野・泉大津・刈谷・日向・阿久根・益田・大和郡山・高砂・行

橋・苅田・八幡・可児・四国中央・野洲・亀山・那珂・柳井・磐田・橋本・
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協定名 締結日 事業所名 協定の概要

51 災害時における下水道施設の技術支
援協力に関する協定

R01.05.22 愛媛県・県内下水道関係17市
町・公益社団法人全国上下水
道コンサルタント協会中国・
四国支部

・災害時、下水道施設の技術支援協力

52 災害に係る情報発信等に関する協定 R01.07.01 ＬＩＮＥヤフー株式会社 ・市ＨＰアクセス負荷の軽減措置
・ヤフーサービスへの掲載等（緊急情報、防
災情報（避難所等）、被害状況、ライフライ
ン、ボタンティア、必要緊急物資）
・避難者名簿作成の協力

53 災害時における災害廃棄物等の処理
等の協力に関する協定

R01.06.24 愛媛県・県下市町・一般社団
法人えひめ産業資源循環協会

・災害廃棄物等（被災者等の生活廃棄物含
む）の処理等（撤去、収集、運搬、分別、保
管、処分及び仮設場の管理並びに関連業務）
・県・市町・事業所間での協力

54 災害時における物資輸送等に関する
協定書

R01.09.24 四国中央地区トラック協会 　物資輸送等（貨物車・運転者・倉庫・輸
送）協力
・生活必需品等の配送
・救援物資の受入・仕分・配送
・資材の貸与
・災害情報の提供、情報収集の協力
・被災地への支援物資の配送

55 災害時の動物救護活動に関する協定
書

R01.09.24 公益社団法人愛媛県獣医師会 ・被災動物の治療、保護動物の管理等の協力
・対象：住民が飼育する犬及び猫等を基本

56 災害時における福祉避難所の設置運
営等に関する協定書

R02.02.14 社会福祉法人澄心・社会福祉
法人光と風

・福祉避難所の開設運営、要配慮者の受入れ
・一般被災者に対する水・トイレ等の提供及
び各種情報の提供
・市が福祉避難所の必要物資等の調達を実施

57 大規模災害時における生活用水等の
確保に関する協定書

R02.10.19 東予広域生コンクリート協同
組合

生活・消防用水の供給協力
・飲料水を除く
・組合に対し輸送要請も可能

58 災害時における福祉避難所の設置運
営等に関する協定書

R04.01.11 社会福祉法人まこと
特定医療法人明生会

・福祉避難所の開設運営、要配慮者の受入れ
・市が福祉避難所の必要物資等の調達を実施

59 災害時における指定福祉避難所の設
置運営等に関する協定書

R04.03.01 社会福祉法人えんわ
株式会社ＴＲＵＳＴ

・福祉避難所の開設運営、要配慮者の受入れ
・市が福祉避難所の必要物資等の調達を実施

60 大規模災害発生時等における応急対
策業務に関する協定書

R04.03.01 一般社団法人日本石材産業協
会愛媛県支部・一般社団法人
日本石材産業協会

・災害復旧に支障を及ぼす石材構築物の撤
去・移設等の協力

61 公衆無線LANアクセスポイント設置
に関する協定書

R04.09.01 株式会社四国中央テレビ ・防災拠点の通信環境確保等、市及び市来訪
者の利便性向上のため、公衆無線ＬＡＮサー
ビスの提供

62 四国中央市と川之江信用金庫との地
方創生に関する包括連携協定書

R04.09.20 川之江信用金庫 包括協定
・防災・減災に関すること

63 災害時における指定福祉避難所の設
置運営等に関する協定書

R05.03.31 社会福祉法人愛美会 ・福祉避難所の開設運営、要配慮者の受入れ
・市が福祉避難所の必要物資等の調達を実施

64 災害時における指定福祉避難所の設
置運営等に関する協定書

R05.03.31 株式会社四国中央興産、有限
会社エム・ジェイ・エム

・福祉避難所の開設運営、要配慮者の受入れ
・市が福祉避難所の必要物資等の調達を実施

65 災害時における施設使用及び食料等
の供給に関する協定書

R07.01.16 株式会社遊食房屋 ・食料品等の提供
・一時避難場所

66 災害時における施設の一部使用に関
する協定書

R07.05.01 福助工業株式会社 ・福祉避難所の開設運営、要配慮者の受入れ
・市が福祉避難所の必要物資等の調達を実施

67 災害時における施設使用等に関する
協定書

R07.06.24 うま農業協同組合 ・応援部隊の活動拠点（施設提供）
・物流業務（資器材等倉庫管理、輸送業務
等）
・食料等救援物資の調達及び供給

68 災害時における物資供給に関する協
定書

R07.07.02 ＮＰＯ法人コメリ災害対策セ
ンター

・災害時緊急対応物品（優先提供）、配送
　作業関係、日用品、水関係
　冷暖房機器、電気用品等
　トイレ用品（救急ミニトイレ）

69 地域防災力の向上及び災害時支援に
関する協定書

R07.09.30 損害保険ジャパン株式会社 ・市民の防災意識の啓発及び防災知識の普及
・ 市の防災イベント等へのブース出展等
・ 災害時のドローン等による情報収集
・災害時の支援

70 四国中央市と今治海上保安部との包
括連携協定書

R08.01.29 今治海上保安部 包括協定
・地域の安全・安心、防災力向上

71 災害時におけるトイレカー等の相互
応援に関する協定

R08.02.21 愛媛県・県下市町 ・各市町所有のトイレカー等相互支援
・県外派遣の場合の枠組み

72 四国中央市とあいおいニッセイ同和
損害保険株式会社との地方創生に関
する包括連携協定

R08.02.25 あいおいニッセイ同和損害保
険株式会社

包括協定
・防災・減災に関すること

73 四国中央市とネッツトヨタ瀬戸内株
式会社との包括連携に関する協定書

R08.03.05 ネッツトヨタ瀬戸内株式会社 包括協定
・防災・減災に関すること

74 災害時における指定福祉避難所の設
置運営等に関する協定書

R08.04.01 株式会社ワンス ・福祉避難所の開設運営、要配慮者の受入れ
・市が福祉避難所の必要物資等の調達を実施
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　災害報告は、県における災害応急対策を決定し、災害復旧を行うための基礎となるもので
あるから迅速かつ的確でなければならないので、これに対応するための災害情報報告計画は、
次のとおり定めるものとする。

１　報告すべき災害の範囲
報告すべき災害の範囲は、災害対策基本法第２条第１号の規定により定められた災害と

する。

２　報告責任者
県関係機関の長及び市町長は、災害報告のためあらかじめ報告責任者を指定しておくも

のとする。

３　報告の方法
報告は次の方法により行うものとする。ただし、これらの通信方法がいずれも不通の場

合は、通信可能地域まで伝令により報告する等あらゆる手段をつくして報告しなければな
らない。
(１)　県防災通信システム（地上系：衛星系）
(２)　電　話
(３)　県災害情報システム
(４)　インターネット

４　報告の内容と時期
(１)　発生報告

初期的なもので、被害の有無及び程度の概況についての報告とし、市町及び県機関並 
びに防災関係機関が災害を覚知したとき直ちに即報するものとする。

なお、報告にあたっては、迅速を旨とし、概況を様式１に示す事項について報告する
こととし、特に人及び家屋被害を優先して報告する。

(２)　中間報告
被害状況が判明次第、逐次報告するもので、様式２に定める事項について、判明した 

事項から逐次報告し、即報が２報以上にわたるときは先報との関連を十分保持するため
一連番号を付して、報告時限を明らかにするものとする。

なお、報告にあたっては、警察署等と緊密な連絡をとりながら行うものとする。
(３)　最終報告

被害確定報告であるので、正確な調査結果を災害応急対策終了後10日以内に、様式２
により行うものとする。

(４)　その他即報事項
次に掲げる事項が発生した場合、市町等は直ちに報告するものとする。

ア　市町災害対策本部（水防本部等を含む）を設置又は解散したとき。
イ　市町長が自ら災害に関する警報を発したとき。

ウ　避難の勧告、指示を行ったとき。

５　災害情報の収集及び報告

(１)　発見者の通報義務

災害の発生又は災害の発生が予測される異状現象を発見した者は、市町長又は警察官

若しくは海上保安官に通報するものとする。

(２)　市　町

ア　被害情報の収集は、関係機関、諸団体及び住民組織等に応援を求めて実施する。

特に、初期の情報は区長、組長等を通じ直ちに市町長に通報されるよう市町地域防

災計画において体制を整えておくものとする。

イ　災害が発生したときは、直ちに災害調査班を編成するなどして、情報収集にあたる

ものとする。

ウ　被害が甚大な市町において情報の収集及び状況調査が不可能なとき、又は調査に専

門的な技術を必要とするときは、県又は関係機関の応援を求めて実施するものとする。

災害情報報告５
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エ　情報の収集、調査については、警察、県機関及び関係機関と充分連絡をとるものと

する。

オ　市町は、収集した情報を、前述の４の(１)、(２)及び(３)の段階に応じて、所定の

様式１又は様式２により、県支部に対して報告するものとする。

なお、報告にあたっての被害認定基準については、別表の基準によるものとする。

(３)　県支部

ア　支部長は災害の発生を覚知したときは、各班長を通じて積極的に情報収集にあたら

せるものとし、必要に応じ、調査班を編成する等、総合的な被害調査に努めるものと

する。

イ　支部長は、管内市町から情報収集及び状況調査について応援を求められたときは速

やかに職員を派遣して、応援協力するものとする。

ウ　支部長は、管内市町長からの災害即報を様式２によりとりまとめ、迅速に県本部に

対し報告するものとする。

(４)　県災害対策本部

ア　各対策部総括班長は、部内各班で収集した情報を、様式２にとりまとめ、事務局に

通知するものとする。また必要に応じて、収集した情報を各班に関係する指定地方行

政機関に通報するものとする。

イ　本部事務局は、各対策部、各支部及び関係機関からの情報をとりまとめ、本部長、

各対策部及び関係機関に対し、逐次報告又は通報するものとする。

ウ　本部事務局は、収集した災害情報を、災害対策基本法第53条第２項の規定に基づき、

別紙様式２の(１)により、逐次、内閣府（中央防災会議）及び消防庁に対して報告す

るものとする。

(５)　防災関係機関

防災関係機関は、それぞれの防災業務計画に定めるところにより、災害情報を状況に

応じ県及びその他の関係機関に対し通報するものとする。

特に、運輸、通信、電力、ガス等の事業者は、運行不能、不通、供給停止等の事態が発生

したとき又は応急復旧したとき、県災害対策本部事務局へ通報するものとする。
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別　表　災害の被害認定基準

半壊又は半焼
　住家の損壊がはなはだしいが、補修すれば元通りに使用できる程度のもので、
具体的には損壊部分がその住家の延床面積の20％以上70％未満のもの又は住家の
主要構造部の被害額がその住家の時価の20％以上50％未満のものとする。

分
類

用　　語 被害程度の判定基準

死者

行方不明者

　当該災害により負傷し、１月以上の治療を要する見込みの者

　当該災害により負傷し、１月未満で治療できる見込みの者

　現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうか
を問わない。

住家

負傷者

重傷者

　耕土が流失し、又は砂利等の堆積のため、耕作が不能となったもの流失・埋没田
畑
被
害

非
住
家
の
被
害

その他 　公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。

非住家被害 　全壊又は半壊の被害を受けたもの

　高速自動車道、一般国道、県及び市町道（道路法第２条第１項に規定する道
路、以下同じ）の一部が損壊し、車両の通行が不能となった程度の被害をいう。
ただし、橋りょうを除いたものとする。

道路決壊

　市町道以上の道路に架設した橋が一部又は全部流失、一般の渡橋が不能になっ
た程度の被害をいう。

橋りょう流失

　河川法にいう１級河川及び２級河川（河川法の適用若しくは準用される河川）
の堤防あるいは溜池、かんがい用水路の堤防が決壊し、復旧工事を要する程度の
被害をいう。

河川決壊

　汽車、電車の運行が不能となった程度の被害をいう。鉄道不通 

そ
の
他
被
害

　生計を一つにしている実際の生活単位をいうが、同一家屋内の親子夫婦であっ
ても生活の実態が別々であれば当然２世帯となる。また、主として学生等を宿泊
させている寄宿舎、下宿、その他これに類する施設に宿泊するもので、共同生活
を営んでいるものについては原則としてその宿泊者等を１世帯として取扱う。

軽傷者

人
的
被
害

　当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの又は死体を確認することができ
ないが、死亡したことが確実な者

　当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いがある者

世帯

住
家
の
被
害

冠水 　植付作物の先端が見えなくなる程度に水につかったもの

　損壊の程度が半壊焼にいたらない程度の住家の破損で、修理を必要とする程度
のものとする。ただし窓ガラス２～３枚が割れた程度のものを除く。

一部破損

　住家以外の建物で、この報告中、他の被害箇所項目に属さないものとする。こ
れらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。

　例えば、役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は、公共の用に供する建物
とする。

非住家 

公共建物

　住家が滅失したもので、具体的には住家の損壊、若しくは、流失した部分の床
面積がその住家の延床面積の70％以上に達した程度のもの、又は住家の主要構造
部の被害額がその住家の時価の50％以上に達した程度のものとする。報告につい
ては棟数並びに世帯数及び人員とする。

全壊、全焼
または流失

　浸水がその住家の床上に達した程度のもの、具体的には床上に達したとき、浸
水が畳を超えた程度のものをいう。又は全壊あるいは半壊には該当しないが、土
砂、竹木等の堆積により一時的に居住することができないものをいう。

床上浸水

　床上浸水にいたらない程度に浸水したものをいう。床下浸水
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分
類

用　　語 被害程度の判定基準

　建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等とする。商工被害 

そ
の
他
用
語
の
解
説

　農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニ－ルハウス、農作物等の被
害とする。

農産被害

　農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害とする。林産被害 

　農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害とする。畜産被害

清掃施設

その他 　建物及び危険物以外のもの

火
災
発
生

　小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、ろう学校、養護学
校及び幼稚園における教育の用に供する施設とする。

文教施設

　地震又は火山噴火の場合のみとすること。

　土地に定着する工作物のうち屋根及び柱若しくは壁を有するもの、観覧のため
の工作物又は地下若しくは高架の工作物に設けた事務所、店舗、倉庫、その他こ
れらに類する施設をいい、貯蔵そうその他これに類する施設を除く。

火災

建物

　消防法第１１条に起因する市町長等が許可した製造所等危険物 

り災者

　公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設をいい、例え
ば庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用又は公共の用に供する施設とする。

その他の公共施設

　公立の文教施設とする。公立文教施設

　農林水産施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律による補助対象
となる施設をいい。具体的には、農地、農業用施設、林業用施設、漁港施設及び
共同利用施設とする。

農林水産業施設

　公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法による国庫負担の対象となる施設をい
い、具体的には河川、砂防施設、林地荒廃防止施設、道路及び漁港とする。

公共土木施設

　港湾法第２条第５項に規定する水域施設、外かく施設、けい留施設又は港湾の
利用及び管理上重要な臨港交通施設で復旧工事を要する程度の被害をいう。

　砂防法第１条の規定による砂防施設、同法第３条の規定によって同法が準用さ
れる砂防のための施設又は同法第３条の２の規定によって同法が準用される天然
の河岸で復旧工事を要する程度の被害をいう。

港湾被害

砂防被害

　ごみ処理及びし尿処理施設とする。

被
害
世
帯
数

り災世帯 
　災害により被害を受けて通常の生活を維持できなくなった世帯で全壊半壊、床
上浸水により被害を受けた世帯をいう。

　被災世帯の構成員をいう。

電気 　災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数とする。

水道
　上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点における
戸数とする。

　一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最も多く供
給停止となった時点における戸数とする。

　倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。

ガス

ブロック塀

　災害により通話不能となった電話の回線数とする。電話

　ろ、かいのみをもって運行する舟以外の船で、船体が没し、航行不能になった
もの、及び流失し所在が不明になったもの、並びに修理しなければ航行できない
程度の被害をいう。

被害船舶

そ
の
他
被
害
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様式１

市（町）

　　月　　日　　時　　分　

(３)　消防機関の活動状況
ア 出動人員　　消防職員　　　　　名、消防団員　　　名、　計　　　　名

イ 主な活動内容（使用した機材を含む）

５
　
災
害
に
対
し
て
取
ら
れ
た
措
置

（１）主な措置

受　信　時　刻 

発　　信　　者

受　　信　　者

避難先
命令、勧告、自主の

別、その他

所在地 被害状況

氏　名 年　齢 職　業 住　所 備　考

世帯主 年　齢 職　業

１　災害発生の日時　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

２　災害発生場所

３　災害発生原因

（

１
）
状
況

（

２
）
死
傷
者

（

３
）
被
害
家
屋

４
　
災
害
の
概
況

災 害 発 生 報 告

（

２
）
避
難
状
況

地区名 世帯数 人　員
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別記様式１－２

（あて先）松山市消防局長

（あて先）ブロック幹事消防長

○　○　市　町　長　

　次のとおり応援要請連絡を行います。

毒劇物等対応隊

密閉空間火災等対応隊

遠距離大量送水隊

その他の部隊

区　分 担当課 職

TEL　　　－　　　－

市町 FAX　　　－　　　－

連絡責
任者

氏　　　名 電話・FAX番号

水上部隊 大規模危険物火災等対応隊

特に指定なし
特殊
装備
部隊

その他の情報
（必要資機材、装

備等）

必要応援部隊

（応援の必要
がある部隊名
に○をし、希
望する部隊数
を記入する）

部 隊 種 別

消火部隊

特殊

災害

部隊

救助部隊 　Ｎ災害対応隊

救急部隊 　Ｂ災害対応隊

航空部隊 　Ｃ災害対応隊

災害の種別・状況

人的・物的
被害の状況

応援要請日時 令和　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

災害発生場所

愛媛県消防広域応援要請連絡票

第　　　　　　　　　　報

令和　　年　　月　　日

愛媛県消防広域応援要請連絡について

災害発生日時 令和　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分
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様式２の（１）

29

30

10　その他 棟

住
家
被
害

非
住
家

火
災
発
生

９　公共建物 棟

８　床下浸水

７　床上浸水

６　一部破損

５　半壊 世帯

人

世帯

人

今後の見とおし

消防機関の活動状況

千円

46　被害総額 千円

人的被害者の住所氏名等

そ
の
他

45　その他

千円

千円

千円

千円

40　農産被害

41　林産被害

42　畜産被害

43　水産被害

44　商工被害

千円

39 公共施設被害市町村数 団体

件

33　その他 件

世帯

り災者数 人

31　建物 件

り災世帯数

32　危険物

千円

棟

世帯

人

棟

世帯

人

棟

世帯

人

棟

４　全壊

28　ブロック塀等 箇所

26　電気 戸

27　ガス 戸

24　水道 戸

25　電話 回線

22　鉄道不通 箇所

23　被害船舶 隻

20　清掃施設 箇所

21　崖くずれ 箇所

18　港湾 箇所

19　砂防 箇所

17　河川 箇所

報告者名

受領者名

区　　分 被害 13　文教施設 箇所

人

人

１　死者

２　行方不明者
人
的
被
害

14　病院 箇所

15　道路 箇所

人

人

そ
の
他

棟

中間報告・最終報告（共用）

発信機関 区　　分

番号（　　月　　日　　時現在）

12
　
畑

（１）流失、埋没 ｈａ

（２）冠水 ｈａ

報　告　　　第　　　　報 ｈａ11
　
田

（１）流失、埋没

（２）冠水 ｈａ 35 農林水産業施設

災　　害　　名
発 生 年 月 日
発　生　場　所

48　災害救助法の適用状況

47　市町災害対策本部の
　　設置状況

被害 区　　分 被害

36 公共土木施設 千円

34 公共文教施設 千円

千円

16　橋りょう

37 その他の公共施設 千円

38 小　計

災
害
の
概
要

箇所

13

負傷者 (２)軽症

３　　 (１)重症

文教施設・公共建物の名称、被害程度 不通道路橋りょう名

文教施設・公共建物の名称、被害程度 不通道路橋りょう名

出動状況

 49 消防団 人  51　警察官 人  53　自衛隊 人

避
難
状
況

応急措置及び救助
活動の状況

 50 消防吏員 人  52 その他の応援者 人 計 人



様式２の２

69

商
工
労
働
関
係
被
害

66 箇所

67 箇所

68 箇所

63 箇所

64 箇所

65 箇所

60 箇所

61 箇所

62 箇所

57 箇所

58 箇所

59

54

55 棟

56 箇所

51 箇所

52 箇所

53 箇所

50 箇所

箇所

31 箇所

32 箇所

26 箇所

27 箇所

28 箇所

45 箇所

46 箇所

47 箇所

42 箇所

43 棟

44 棟

37 箇所

38

35 箇所

30

箇所

箇所

25

その他

小　計

ホ テ ル ・ 旅 館

観 光 施 設

その他

小　計

観
光
施
設

計

環
境
衛
生
施
設

計

中
小
企
業

建 物 （住宅部除く）

機 械 設 備

商品、原材料、仕掛品

その他

小　計

小　計

伝 染 病 棟

伝 染 病 舎

公 的 病 院

私 的 病 院

その他

小　計

33 箇所

34 箇所

48

49水 道 施 設

医
療
施
設

生 活 保 護 施 設

身 障 更 生 保 護 施 設

老 人 福 祉 施 設

児 童 福 祉 施 設

婦 人 反 故 施 設

その他

社
会
福
祉
施
設

市
町
村
有
施
設

他の項
目に掲
げるも
のを除
く

庁 舎 等

その他の行政財産

普 通 財 産

県 立 大 学

そ の 他

小 計

39 箇所

箇所

県
有
施
設

他の項
目に掲
げるも
のを除
く

庁 舎 等

その他の行政財産

普 通 財 産

県 立 大 学

そ の 他

小 計

非住家
被害

全壊及び半壊

り災
世帯

り災世帯

り災者

人

17

18

19

20

21 棟

22 世帯

23 人

24

棟

世帯

棟

世帯

人

棟

世帯

人

棟

世帯

世帯

人11

12

13

14

15

16

5

床下浸水

棟　数

世　帯

人　員

住
家
被
害

6

7

8

9

10

一部破損

棟　数

世　帯

人　員

床上浸水

棟　数

世　帯

人　員

重　症

鉱
工
業

建 物

機 械 設 備

商品、原材料、仕掛品

下 水 道 施 設

清 掃 施 設

その他

小　計

全壊

棟　数

世　帯

人　員

人

人

人

人

人

軽　症

小　計

人

棟

被害状況内訳表

区　　　分

厚
生
関
係
被
害

36 箇所

40 箇所

41 箇所

29 箇所

箇所

半壊

棟　数

世　帯

人　員

一
般
被
害

人
的
被
害

1

2

3

4

備考被害額（千円）被　害　量符号

死　　者

行方不明者

負傷者

14



様式２の２

計

耕
地
関
係 堤 と う

道 路

橋 り ょ う

揚 水 機

そ の 他 132 箇所

箇所

120 ｈａ

水
産
関
係

流 失 埋 没

田 冠 水

小 計農
地

農
畜
産
物
等

計

漁港

漁船

船具

共同利用施設

非共同利用施設

養殖施設

養殖物

農
畜
産
物
関
係

繭

その他

小計

家
畜
等

家畜

畜産物

貯蔵物、加工品

100

小計 101

99

97

98

ｈａ ｔ

小計

施
設
関
係

計

水陸稲

麦類

野菜

果物

園芸作物

茶

小計

共
同
利
用
施
設

非
共
同
利
用
施
設

畜産関係

蚕糸関係

園芸関係

入植関係

その他

小計

畜産関係

地方
公共
団体
等の
施設

畜産関係

蚕糸関係

園芸関係

入植関係

牧野地

牧野施設
果樹、桑樹、茶樹、の樹体被害

蚕糸関係

園芸関係

入植関係

その他

88 箇所

96

93

94

91

92

89 箇所

95

ｔｈａ

ｈａ ｔ

90 箇所

134

133 箇所小 計

131 箇所

農
業
用
施
設

た め 池

頭 首 工

水 路

129 箇所

130 箇所

127 箇所

128 箇所

125

126 箇所

124 ｈａ

畑

流 失 埋 没

冠 水

小 計

122 ｈａ

123 ｈａ

121 ｈａ

119 ｈａ

その他 117

漁協(連合会）在庫物 116

小計 118

114 箇所

115

112 箇所

113 箇所

111 箇所

109 隻

110 件

107

108 箇所

106

104

105

102

103

桑

飼料作物

その他

84 ｈａ

85 箇所

86 箇所

その他

87 箇所

82 ｈａ

83

81 箇所

79 箇所

80 箇所

70 箇所

72 箇所

78 箇所

76 箇所

77 箇所

75 箇所

被害状況内訳表

区　　　分 符号 被　害　量 被害額（千円） 備考

ｈａ ｔ

ｈａ ｔ

ｈａ ｔ

ｈａ ｔ

ｈａ ｔ

ｈａ ｔ

ｈａ ｔ農
林
関
係
被
害

73 箇所

74 箇所

71 箇所

15



様式２の２

186 箇所

小　計

学
校
関
係

社
会
教

育
施
設

公 民 館

そ の 他

小 計

土
木
関
係
被
害

幼 稚 園

小 学 校

中 学 校

高　等　学　校

その他の学校

文
教
関
係
被
害

県
工
事

漁 港

小 計

市
町
村
工
事

国
庫
負
担
工
事

河 川

県
工
事

単
独
工
事

計

そ の 他

計

小 計

港 湾

182

総 合 計

小　計 188

県 指 定 文 化 財

史 跡 名 勝

天 然 記 念 物

文
化
財
関
係

184 件

国 宝

重 文

189

190

187 箇所

185 件

箇所

183 件

180 箇所

181 箇所

178 校

179

176 校

177 校

175 校

173 箇所

172 箇所

174 件

170 箇所

一 般 都 市 施 設 171 箇所

港 湾 168 箇所

漁 港 169 箇所

橋 り ょ う 167 箇所

砂 防 165 箇所

道 路 166 箇所

163 箇所

164 箇所

161 箇所

162 箇所

道 路 159 箇所

橋 り ょ う 160 箇所

砂 防 158 箇所

小 計 156 箇所

河 川 157 箇所

154 箇所

漁 港 155 箇所

港 湾

橋 り ょ う 153 箇所

砂 防 151 箇所

河 川 150 箇所

道 路 152 箇所

149

林
業
関
係

計

林
道

道 路

橋 架

小 計

合　　計

その他

137 箇所

木炭施設 146 箇所

144

一般林道施設 145 箇所

142

林
産
物

木 材

立 木

木 炭

薪

そ の 他

小 計

147

148

ｋｇ

143

141 ｋｇ

139 ｍ2

140 ｈａ

138 ｍ2

136 箇所

山地崩壊 135 ｈａ

農
林
関
係
被
害

被害状況内訳表

区　　　分 符号 被　害　量 被害額（千円） 備考

16



６　指定一般避難所
（令和８年４月１日現在）

校舎※ (670)

体育館 130

校舎※ (680)

体育館 80

校舎※ (660)

体育館 60

校舎※ (860)

体育館 120

校舎※ (380)

体育館 100

校舎※ (510)

体育館 90

校舎※ (590)

体育館 140

校舎※ (590)

体育館 140

9
川之江ふれあい交流セ
ンター

川之江町4069番地1 28－6247 100 ○ ○ ○ ○ ○

10 金生公民館 金生町下分865番地1 28－6249 170 × ○ ○ ○ ○

11 上分公民館 上分町556番地1 28－6248 60 × ○ ○ ○ ○

12 妻鳥公民館 妻鳥町1480番地2 28－6250 100 ○ ○ ○ ○ ○

13 金田公民館 金田町金川330番地 28－6251 90 ○ ○ ○ ○ ○

14 川滝公民館 川滝町下山1882番地1 28－6252 40 ○ × ○ ○ ○

15 川之江こども園 川之江町1061番地6 28－6270 150 × ○ ○ ○ ○

16 金生保育園 金生町下分1653番地1 28－6273 140 × ○ ○ ○ ○

17 上分保育園 上分町545番地1 28－6272 80 × ○ ○ × ○

18 金田こども園 金田町金川203番地1 28－6275 100 ○ ○ ○ ○ ○

19 石川保育園 川滝町下山2104番地3 － 30 ○ ○ ○ ○ ○

20 葱尾ふれあい広場 川滝町下山1353番地2 － 50 ○ × ○ ○ ○

校舎※ (1,280)

体育館 130

22 しこちゅ～ホール 妻鳥町1830番地1 59－4510 595 ○ ○ ○ ○ ○

23 川之江体育館 川之江町1012番地48 28－6255 800 ○ ○ ○ ○ ○

○ × ○

21 川之江高等学校 川之江町2257番地 58－2061 × ○ ○

8 川之江南中学校 上分町395番地 28－6286 × ○

○ ○

7 川之江北中学校 川之江町2390番地 28－6287 × ○ ○ ○ ×

6 南小学校 金田町金川145番地 28－6280 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

5 上分小学校 上分町800番地 28－6284 × ○ ○

4 妻鳥小学校 妻鳥町1488番地 28－6281 ○ ○

○ ○

3 金生第二小学校 金生町山田井775番地 28－6283 ○ ○ ○ ○ ○

2 金生第一小学校 金生町下分1665番地 28－6282 × ○ ○ ○ ○

た
め
池

津
 
波

川
之
江

1 川之江小学校 川之江町2370番地 28－6285 × × ○

収容可能
人員数

洪
水
水
害

土
砂
災
害

地
 
震

地
域

番
号

施設の名称 所在地 電話番号 区分

○ ×

17



た
め
池

津
 
波

収容可能
人員数

洪
水
水
害

土
砂
災
害

地
 
震

地
域

番
号

施設の名称 所在地 電話番号 区分

24
川之江コミュニティセ
ンター

川之江町2975番地2 28－6253 70 ○ × ○ × ○

25 切山集会所
金生町山田井乙261番地
4

58－7754 10 ○ ○ ○ ○ ○

26 半田公会堂 金田町半田乙264番地3 － 10 × ○ × ○ ○

27 柴生公会堂 柴生町461番地4 － 10 ○ ○ × ○ ○

28 下川集会所 下川町777番地 － 10 ○ ○ × ○ ○

29 生きがい研修センター 金生町山田井826番地3 28－6262 60 ○ ○ ○ × ○

30
川之江西老人つどいの
家

川之江町281番地2 － 30 × ○ ○ ○ ○

校舎※ (680)

体育館 100

校舎※ (740)

体育館 140

校舎※ (450)

体育館 70

校舎※ (640)

体育館 120

校舎※ (420)

体育館 100

校舎※ (490)

体育館 60

校舎※ (1,030)

体育館 230

校舎※ (950)

体育館 170

校舎※ (690)

体育館 170

校舎※ (1,610)

体育館 130

41 松柏公民館 下柏町388番地 28－6062 100 ○ ○ ○ ○ ○

42 三島公民館 三島中央3丁目4番21号 28－6063 180 ○ ○ ○ ○ ○

43 中曽根公民館 中曽根町1502番地1 28－6061 110 ○ ○ ○ ○ ○

44 中之庄公民館 中之庄町108番地 28－6065 110 ○ ○ ○ ○ ○

45 寒川公民館 寒川町1390番地 28－6066 110 ○ × ○ ○ ○

46 豊岡公民館 豊岡町豊田78番地1 28－6067 130 ○ × ○ ○ ○

47
伊予三島運動公園体育
館

中之庄町1665番地1 28－6071 600 ○ ○ ○ ○ ○

○ × ○

40 三島高等学校 三島中央5丁目11番30号 23－2136 ○ △ ○

39 三島南中学校 寒川町4335番地 28－6099 ○ ×

○ ○

○ ○

38 三島西中学校 中之庄町乙38番地1 28－6100 ○ × ○ ○ ○

○ ○

36 豊岡小学校 豊岡町豊田45番地 28－6097 ○ × ○

35 寒川小学校 寒川町1814番地 28－6096 ○ ×

○ ○

○ ○

34 中之庄小学校 中之庄町140番地 28－6092 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

32 三島小学校 三島中央3丁目2番23号 28－6095 ○ ○ ○ ○ ○

川
之
江

三
島

31 松柏小学校 下柏町407番地 28－6094 ○ ○ ○

33 中曽根小学校 中曽根町1556番地 28－6093 ○ ○ ○

○

37 三島東中学校 中曽根町199番地 28－6098 ○ ○ ○

18



た
め
池

津
 
波

収容可能
人員数

洪
水
水
害

土
砂
災
害

地
 
震

地
域

番
号

施設の名称 所在地 電話番号 区分

48 上小川集会所 金砂町小川山2263番地3 － 10 ○ × ○ ○ ○

49 藤原集会所 富郷町津根山123番地 － 10 ○ × ○ ○ ○

50 寒川山集会所 富郷町寒川山226番地 － 10 ○ ○ ○ ○ ○

校舎※ (230)

体育館 100

校舎※ (530)

体育館 70

校舎※ (250)

体育館 50

校舎※ (320)

体育館 50

校舎※ (320)

体育館 50

校舎※ (850)

体育館 140

校舎※ (1,010)

体育館 140

58 小富士公民館 土居町小林814番地 28－6359 50 ○ ○ ○ × ○

59 長津公民館 土居町津根2682番地 28－6362 80 ○ ○ ○ ○ ○

60 北地区交流センター 土居町蕪崎629番地 28－6365 80 ○ ○ ○ ○ ○

61
土居総合体育館（ア
リーナ土居）

土居町土居1781番地 74－1111 280 × ○ ○ ○ ○

62 土居公民館 土居町土居891番地 28－6358 50 ○ ○ ○ ○ ○

63 北野保育園 土居町北野1522番地 28－6376 50 × ○ ○ ○ ○

64 土居保育園 土居町土居1570番地 28－6372 80 ○ ○ ○ ○ ○

65 小林保育園 土居町小林834番地 28－6373 60 ○ ○ ○ × ○

66 土居東こども園 土居町津根1650番地 28－6375 150 ○ ○ ○ ○ ○

67 北保育園 土居町蕪崎712番地 28－6374 70 ○ ○ ○ ○ ○

68 土居東幼稚園 土居町津根3703番地1 28－6364 60 × ○ ○ ○ ×

69 土居西幼稚園 土居町入野86番地2 － 70 ○ ○ ○ ○ ○

70 野田中央会館 土居町野田甲1244番地1 － 20 ○ ○ ○ ○ ○

71 農村環境改善センター 土居町入野178番地1 28－6300 210 ○ ○ ○ ○ ○

72 土居文化会館 土居町入野939番地 28－6353 760 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○

56 土居中学校 土居町土居375番地 28－6371 ○ ○ ○

55 北小学校 土居町蕪崎1040番地 28－6368 ○ ○

× ○

× ○

54 長津小学校 土居町津根2061番地 28－6370 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

52 土居小学校 土居町土居1580番地 28－6366 ○ ○ ○ ○ ○

三
島

土
居

51 関川小学校 土居町上野1726番地1 28－6369 ○ ○ ○

53 小富士小学校 土居町小林667番地 28－6367 ○ ○ ○

○

57 土居高等学校 土居町中村892番地 74－2017 ○ ○ ○
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た
め
池

津
 
波

収容可能
人員数

洪
水
水
害

土
砂
災
害

地
 
震

地
域

番
号

施設の名称 所在地 電話番号 区分

校舎※ (180)

体育館 150

74 新宮公民館 新宮町新宮482番地 28－6410 130 ○ × ○ ○ ○

75 総野集会所 新宮町馬立4453番地 － 10 ○ ○ ○ ○ ○

76 少年自然の家 新宮町新瀬川1138番地 28－6417 100 ○ ○ ○ ○ ○

77 新成・堂成集会所 新宮町馬立4219番地1 － 10 ○ ○ ○ ○ ○

78 久保ヶ内集会所 新宮町新瀬川310番地 － 10 ○ ○ ○ ○ ○

79 金山集会所 新宮町新宮620番地 － 10 ○ × ○ ○ ○

80 古野集会所 新宮町馬立1190番地 － 40 ○ × ○ ○ ○

81 旧西庄小学校講堂 新宮町上山922番地 － 20 ○ ○ ○ ○ ○

82 中上集会所 新宮町上山3108番地 － 20 ○ × ○ ○ ○

83 中西地区集会所 新宮町新宮50番地 － 10 ○ × ○ ○ ○

84 長瀬生活改善センター 新宮町馬立甲153番地1 － 10 ○ × ○ ○ ○

85 ジョイフル八窪 新宮町上山6751番地 － 30 ○ × ○ ○ ○

○

備　考

１　学校「校舎※印」について
　　学校の避難所エリアは、原則「体育館」とし、避難者の状況に応じ「校舎」を使用します。
２　災害種別への対応について
　【共通】○：危険区域外／利用可能、×：期間区域内／利用不可　※「×」の災害時は当該施設
　　　　　　　の使用は危険です。
　【土砂】△：敷地一部土砂災害の危険性
　【地震】○：耐震化済み（予定）、×：未耐震
　【津波】△：周辺の津波水位のため孤立

新
宮

73 新宮小・中学校 新宮町新宮448番地 28－6424 ○ × ○ ○
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（令和３年10月27日現在）

７　指定緊急避難場所

番

号
施設名 所在地 電話番号

収
容
可
能
人
員

洪
水
水
害

土
砂
災
害

地
震

た
め
池

津
波

○

2 金生第二小学校
グラウンド

金生町山田井775番地 28－6283 3,600 ○ ○ ○ × ○

1 金生第一小学校
グラウンド

金生町下分1665番地 28－6282 5,400 × ○ ○ ○

○

4 上分小学校
グラウンド

上分町800番地 28－6284 2,900 × ○ ○ ○ ○

3 妻鳥小学校
グラウンド

妻鳥町1488番地 28－6281 6,200 ○ ○ ○ ○

○

6 川之江小学校
グラウンド

川之江町2370番地 28－6285 6,600 × × ○ × ×

5 南小学校グラウンド 金田町金川145番地 28－6280 6,400 ○ ○ ○ ○

×

8 川之江南中学校
グラウンド

上分町395番地 28－6286 7,700 × ○ ○ × ○

7 川之江北中学校
グラウンド

川之江町2390番地 28－6287 7,500 × ○ ○ ×

○

10 川之江こども園
グラウンド

川之江町1061番地6 28－6270 1,300 × ○ ○ ○ ○

9 川之江高等学校
グラウンド

川之江町2257番地 58－2061 8,000 × ○ ○ ○

○

12 川之江運動場 川之江町594番地 ― 7,900 × ○ ○ ○ ×

11 金田グラウンド 金田町金川270番地1 ― 3,000 ○ ○ ○ ○

△

14 向山グラウンド 金生町下分2571番地1 ― 1,400 ○ ○ ○ ○ ○

13 埋立グラウンド 妻鳥町3053番地 ― 5,000 × ○ ○ ○

△

16 川之江体育館防災広場 川之江町993番地 28－6231 500 ○ ○ ○ ○ ○

15 浜公園多目的広場 川之江町4109番地3 ― 9,700 ○ ○ ○ ○

○

18 大江１号緑地 妻鳥町3068番地 ― 3,500 × ○ ○ ○ ×

17 森と湖畔の公園 金田町半田甲232番地 28－6269 1,000 ○ ○ ○ ○

○

20
三島高等学校
グラウンド

三島中央5丁目11番30号 23－2136 8,000 ○ × ○ ○ ○

19 新田公園 柴生町字山瀬乙169番地 ― 3,100 ○ ○ ○ ○

○

22 三島小学校
グラウンド

三島中央3丁目2番23号 28－6095 4,000 ○ ○ ○ ○ ○

21 松柏小学校
グラウンド

下柏町407番地 28－6094 3,000 ○ ○ ○ ○

○

24
中之庄小学校
グラウンド

中之庄町140番地 28－6092 3,900 ○ ○ ○ ○ ○

23 中曽根小学校
グラウンド

中曽根町1556番地 28－6093 2,800 ○ ○ ○ ○
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（令和３年10月27日現在）

番

号
施設名 所在地 電話番号

収
容
可
能
人
員

洪
水
水
害

土
砂
災
害

地
震

た
め
池

津
波

○

26 豊岡小学校
グラウンド

豊岡町豊田45番地 28－6097 2,800 ○ × ○ ○ ○

25 寒川小学校
グラウンド

寒川町1814番地 28－6096 3,300 ○ × ○ ○

○

28 三島東中学校
グラウンド

中曽根町199番地 28－6098 6,600 ○ ○ ○ ○ ○

27 松柏グラウンド 下柏町356番地1 28－6062 2,400 ○ ○ ○ ○

○

30 関川小学校
グラウンド

土居町上野1726番地1 28－6369 2,500 ○ ○ ○ ○ ○

29 伊予三島運動公園 中之庄町1665番地1 28－6071 35,000 ○ ○ ○ ○

○

32 小富士小学校
グラウンド

土居町小林667番地 28－6367 3,200 ○ ○ ○ × ○

31 土居小学校
グラウンド

土居町土居1580番地 28－6366 2,900 ○ ○ ○ ○

○

34 北小学校グラウンド 土居町蕪崎1040番地 28－6368 3,500 ○ ○ ○ ○ ○

33 長津小学校
グラウンド

土居町津根2061番地 28－6370 3,000 ○ ○ ○ ○

○

36 土居高等学校
グラウンド

土居町中村892番地 74－2017 8,000 ○ ○ ○

35 土居中学校
グラウンド

土居町土居375番地 28－6271 7,500 ○ ○ ○ ×

○ ○

○ ○

37 やまじ風公園 土居町畑野1637番地 74－8882 12,400 ○ × ○
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８　指定福祉避難所

（令和8年4月1日現在）

番
号

施設の名称 所在地
電話
番号

受入対象者
(注)

延床
面積
（㎡）

収容可
能人員

洪
水
水
害

土
砂
災
害

地
　
震

た
め
池

津
　
波

1 川之江文化センター
金生町下分791番地
2

28－
6236

要配慮者 3,629 130 × ○ ○ ○ ○

2
子ども若者発達支援センター
（パレット）

下柏町749番地2
28－
6029

要配慮者 2,006 50 ○ ○ ○ ○ ○

3 保健センター
三島宮川4丁目6番
53号

28－
6054

要配慮者 20 ○ ○ ○ ○ ○

4 土居老人憩いの家
土居町入野174番地
2

28－
6352

要配慮者 310 45 ○ ○ ○ ○ ○

5 土居福祉センター
土居町入野174番地
3

－ 要配慮者 757 110 ○ ○ ○ ○ ○

6 土居こども館
土居町入野178番地
1

28－
2395

要配慮者 528 70 ○ ○ ○ ○ ○

7
社会福祉法人澄心　なかまた
ち

豊岡町大町2005番
地1

25－
3633

知的障がい者
精神障がい者
身体障がい者

180 45 ○ ○ ○ ○ ○

8
社会福祉法人澄心　ステップ
byすてっぷ

川之江町2472番地1
59－
1370

知的障がい者 100 25 × ○ ○ ○ ×

9
社会福祉法人光と風　ゆうゆ
う

中之庄町542番地
24－
4006

精神障がい者 140 35 ○ ○ ○ ○ ○

10
社会福祉法人澄心　ぽれぽれ
ウインカル

三島宮川2丁目3番
10号

22－
3346

知的障がい者
精神障がい者
身体障がい者

240 60 ○ ○ ○ ○ ○

11
社会福祉法人まこと　デイ
サービスセンターしあわせの
家

豊岡町大町2786番
地2

28－
2871

要支援・要介
護認定者

80 20 ○ ○ ○ ○ ×

12
医療法人明生会　リハビリデ
イサービスたんぽぽ

金生町下分1330番
地

22－
3805

要支援・要介
護認定者

120 30 × ○ ○ ○ ○

13
医療法人明生会　デイサービ
スほのぼの

金生町下分1330番
地

22－
3803

要支援・要介
護認定者

30 30 × ○ ○ ○ ○

14
医療法人明生会　デイサービ
スいきいき

金生町下分1348番
地1

22－
3843

要支援・要介
護認定者

30 30 × ○ ○ ○ ○

15
社会福祉法人えんわ
インクルーシブセンターいま
じん（三島）

三島宮川2丁目2番6
号

72－
6336

知的障がい者
精神障がい者
身体障がい者

80 20 ○ ○ ○ ○ ○

16
株式会社ＴＲＵＳＴ　放課後
等デイサービス ここから

寒川町616番地1
77－
4975

知的障がい者
精神障がい者
身体障がい者

40 10 ○ ○ ○ ○ ○

17
株式会社ＴＲＵＳＴ　ここか
ら りいぷ

川之江町2982番地1
77－
4381

知的障がい者
精神障がい者
身体障がい者

60 15 × ○ × × ○

18
社会福祉法人愛美会　樋谷荘
（通所介護支援事業所）

上分町乙8番地2
56-
0006

要支援・要介
護認定者

80 20 ○ ○ ○ ○ ○

19
社会福祉法人愛美会　通所介
護事業所みどり荘

中之庄町542番地
28-
7751

要支援・要介
護認定者

60 15 ○ ○ ○ ○ ○

20
社会福祉法人愛美会　通所介
護事業所ひうち荘

土居町津根2639番
地

29-
5151

要支援・要介
護認定者

40 10 ○ ○ ○ ○ ○

21
株式会社四国中央興産 多機
能型事業所のびのび

寒川町760番地
29-
5167

知的障がい者
精神障がい者
身体障がい者

172 43 ○ ○ ○ ○ ○

22
有限会社エム・ジェイ・エム
ひらり土居ルーム

土居町津根1654番
地1

72-
6771

知的障がい者
精神障がい者
身体障がい者

40 10 ○ ○ ○ × ○

23
株式会社ワンス
グループホームベース

金生町山田井819番
地

22-
3687

知的障がい者
精神障がい者
身体障がい者

174 43 × ○ ○ ○ ○
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９　津波に対する避難場所

番号 名　　　　　称 所　　在　　地 収容人員（人）

3 妻鳥小学校グラウンド 妻鳥町1488番地 6,200

4 上分小学校グラウンド 上分町800番地 2,900

1 金生第一小学校グラウンド 金生町下分1665番地 5,400

2 金生第二小学校グラウンド 金生町山田井775番地 3,600

7 川之江高等学校グラウンド 川之江町2257番地 8,000

8 川之江こども園グラウンド 川之江町1061番地6 1,300

5 南小学校グラウンド 金田町金川145番地 6,400

6 川之江南中学校グラウンド 上分町395番地 7,700

11 川之江体育館防災広場 川之江町993番地 500

12 森と湖畔の公園 金田町半田甲232番地 1,000

9 金田グラウンド 金田町金川270番地1 3,000

10 向山公園グラウンド 金生町下分2571番地1 1,400

15 松柏小学校グラウンド 下柏町407番地 3,000

16 三島小学校グラウンド 三島中央3丁目2番23号 4,000

13 新田公園 柴生町字山瀬乙169番地 3,100

14 三島高等学校グラウンド 三島中央5丁目11番30号 8,000

19 寒川小学校グラウンド 寒川町1814番地 3,300

20 豊岡小学校グラウンド 豊岡町豊田45番地 2,800

17 中曽根小学校グラウンド 中曽根町1556番地 2,800

18 中之庄小学校グラウンド 中之庄町140番地 3,900

23 伊予三島運動公園 中之庄町1663番地1 35,000

24 関川小学校グラウンド 土居町上野1726番地1 2,500

21 松柏グラウンド 下柏町356番地1 2,400

22 三島東中学校グラウンド 中曽根町199番地 6,600

27 長津小学校グラウンド 土居町津根2061番地 3,000

28 北小学校グラウンド 土居町蕪崎1040番地 3,500

25 土居小学校グラウンド 土居町土居1580番地 2,900

26 小富士小学校グラウンド 土居町小林667番地 3,200

31 やまじ風公園 土居町畑野1637番地 12,400

計 165,300

29 土居中学校グラウンド 土居町土居375番地 7,500

30 土居高等学校グラウンド 土居町中村892番地 8,000

24



　緊急輸送に関する諸活動の拠点の相互連絡及び避難圏内の住民を迅速かつ安全に避難をさせる
ための避難所へ通じる道路等をいう。

10　主要輸送・避難道路

番号 管理者 路　線　名 区　　　　　　間 幅員
（m）

延長
（km)

2 国 国道11号バイパス 上分町高木　～
中之庄町

16.0 6.5

1 国 国道11号 香川県境　～
新居浜市境

12.0 26.6

4 県 国道319号 徳島県境　～
国道11号（三島金子交差点）

3.5～
19.5

41.3

3 国 国道192号 川滝町下山徳島県境　～
川之江町井地（井地交差点）

12.0 11.6

6 県
主要地方道
大野原川之江線

香川県境　～
金生町下分（川之江庁舎前交差点）

3.5～
13.0

10.4

5 県
主要地方道
川之江大豊線

川之江町（港通り交差点）　～
高知県境

3.5～
13.0

28.9

8 県
一般県道
上分三島線

上分町（県道川之江大豊線）～
三島中央（三島郵便局前交差点）

3.5～
13.0

4.8

7 県
一般県道
三島川之江港線

妻鳥町新浜　～
妻鳥町（三島川之江ＩＣ入口）

13.0 2.2

10 県
主要地方道
壬生川新居浜野田線

新居浜市境　～
豊岡町（国道11号）

13.0～
19.5

11.9

9 県
一般県道
金生三島線

金生町下分（川之江郵便局前）　～
三島中央１丁目

3.5～
13.0

4.0

12 市 市道中村山田井線 金生町下分　～
妻鳥町（県道三島川之江港線）

14.7 1.5

11 県
一般県道
蕪崎土居線

土居町蕪崎　～
土居町中村（国道11号中村交差点）

9.0 2.7

14 市 市道港通井地線 川之江町（山下公園前交差点）　～
川之江町井地（国道11号井地交差点）

12.5 1.5

13 市 市道塩谷小山線 金生町下分（金生橋）～
金生町下分（県道大野原川之江線）

12.0 0.75

16 市 市道金生線 金生町山田井大下　～
上分町（上分大橋）

7.2 1.4

15 市 市道川之江山田井線 川之江町（山下公園前交差点）～
金生町山田井大下

10.9 2.2

18 市 市道平木中上線 妻鳥町（金生三島線）　～
妻鳥町（上分三島線）

8.7 2.3

17 市 市道町西線 上分町（県道川之江大豊線）　～
上分大橋（市道金生線）

6.3 0.3

20

市 市道中曽根神之元線 中曽根町（国道11号バイパス）　～
三島宮川１丁目（国道11号）

12.9 0.9

19

市 市道本郷平木線 下柏町（県道三島川之江港線）　～
下柏町（国道11号バイパス）

16.8 0.5

市 市道葱尾西線 川滝町下山　～
川滝町下山

3.9～
9.0

0.3

22

市 市道公園通線 中曽根町下秋則　～
中曽根町野々首

12.0 0.9

21

市 市道中曽根三島港線 中曽根町（国道11号バイパス）　～
三島中央１丁目（国道11号）

9.2 1.7

24

市 市道大谷川通り線 具定町（国道11号）　～
中之庄町（山田団地）

12.6 0.9

23

市 市道寒川江之元線 寒川町江之元　～
寒川町（寒川公民館前）

9.8 0.7

25

27

市 市道津根干拓線 土居町津根（国道11号津根交差点）　～
土居町津根

12.2 1.428

26

市
市道下井出藤原海岸
線

土居町藤原（藤崎橋）　～
土居町中村（海通橋）

7.0 1.4

市 市道下具定線 具定町（国道11号）　～
具定町（金子豊岡海岸線）

8.6 0.4

25



11　消防活動が困難である区域の解消に資する道路

番号 管理者 路　線　名 区　　　　　　間 幅員
（m）

延長
（m)

1,860

1 県 街路中央村松線
村松町（市道村松一貫田線交差点）　～
村松町（県道三島川之江港線交差点）

12.0 200

2 市 街路塩谷小山線
川之江町宮の谷（国道11号バイパス）～
金生町下分（県道大野原川之江線）

12.0

26



１　飛行場外離着陸場一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和3年5月3日現在

◎

〇

◎

〇

12 ヘリコプター臨時離着陸場

地区名 名称（飛行場外離着陸場） 所在地 管理者

連絡先

備考

内線（ＩＰ） 電話番号

三島

三島運動公園 中之庄町1678-5
文化・スポーツ振興課 1740（課長） 28-6046

スカイフィールド富郷 富郷町寒川山字上長瀬151

近藤（体協事務局） （個人連絡先のため非公表）

文化・スポーツ振興課 1744（担当） 28-6046

翠波峰駐車場 具定町字重石乙66-54 観光交通課 1772（担当） 28-6187

伊予三島運動公園体育館 1960 28-6071 （公財）体育協会

三島ヘリポート 中之庄町1670-4 消防本部

柴生町字山瀬乙169 都市計画課 6550（課長） 28-6231

文化・スポーツ振興課

通常連絡先

伊予三島運動公園体育館 1960（代表） 28-6071

川之江ヘリポート
金生町下分2081-1地先

　川原田橋北
二級河川金生川右岸

消防本部

富郷ダムヘリポート 富郷町津根山乙353-2 富郷ダム管理所 22-0302

浜公園多目的広場 川之江町4109-3

近藤（体協事務局） （個人連絡先のため非公表）

川之江体育館 2715（代表） 28-6255

新田公園

川之江

土居ヘリポート 土居町土居開通橋北東関川河川内 消防本部

74-8882

緊急連絡（近藤泰久） （個人連絡先のため非公表）
土居

やまじ風公園 土居町畑野1637

文化・スポーツ振興課 1740（課長） 28-6046

やまじ風公園事務所

1744（担当） 28-6046

新宮ヘリポート 新宮町新瀬川403 消防本部
新宮

旧新宮小中学校 新宮町新宮105 教育総務課 1710（課長） 28-6044

成運動公園 新居浜市別子山乙304-8 新居浜市スポーツ振興課 0897-65-1303
管外

大滝広場 新居浜市別子山甲122 （株）森髙リゾート 0897-64-2220

2
7



２　消防防災ヘリコプター取水水利連絡一覧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和3年5月3日現在

名称（取水水利） 管理者 代表者 連絡先 備考

新宮ダム 新宮ダム管理所 72-2021 左記連絡先不通の場合
池田総合管理所に連絡する

（0883-72-2050）

吉野川ダム統合管理事務所
（0883-72-3000）

別子ダム
住友共同電力（株）

西の谷オペレーションセンター
0897-32-2215 ２４時間職員常駐

富郷ダム 富郷ダム管理支所 22-0302

柳瀬ダム 柳瀬ダム管理所 29-0011

川之江 早苗出池（上・下） 金生町山田井水利組合 尾藤　政行

（個人連絡先のため非公表）

組合長

川之江 飼谷池 金生町下分水利組合 三好　敏幸

土居 坂ノ内池 土居町土地改良区（天満支部） 岸　嵩幸 土居町土地改良区天満支部長

※坂ノ内池使用時は、タカガワ新伊予ゴルフ倶楽部上空を飛行するため、タカガワ新伊予ゴルフクラブに連絡すること！

組合長

土居 田尾池 土居町土地改良区（小林支部） 中川　幸夫 土居町土地改良区理事長2
8



令和3年5月3日現在

名称（取水水利） 管理者 代表者 連絡先 備考

藤谷池 星川弘和 藤谷池管理組合長

三島
（新規）

土居
タカガワ新伊予ゴルフ倶楽部

（中央最深部水深３ｍ）
タカガワ新伊予ゴルフ俱楽部 永易照敏 0896-74-6151（ゴルフ俱楽部）

タカガワ新伊予ゴルフ俱楽部支
配人

妻鳥土地改良区
理事長　脇　武猛

①0896-58-3830（土地改良区事務所）

内海敏浩 管理者

川之江
（新規）

土居池 篠原紀文 水利組合長

川之江
（新規）

古池 上分町土地改良区

石川邦彦 上分町土地改良区理事長

2
9

入野池 植田　稔 東寒川水利組合長

井川徳治 地元役員

三島
（新規）

琵琶池（古池）

三島土地改良区

内田イサオ 中曽根水利組合長

伴野嘉一 石床水利組合長

三島
（新規）

土居
（新規）

かがつ池 土居町土地改良区（中村支部） 苅田耕一

（個人連絡先のため非公表）

土居町土地改良区中村支部長

川之江
（新規）

黒波瀬池



１　四国中央市消防本部・署組織

消防本部

13　 消防本部の現況

令和３年４月１日

警防課 総務係・警防係

消防
本署

消防一課
消防二課

消防係・救助係・予防係
庶務係・救急係・通信係

消防署

東分署 消防係・救急係

予防課 予防係

西分署 消防（救助）係・救急係

消防係（救急係）

消防係（救急係）

新宮分遣所

嶺南分遣所

30



２　消防職員配置状況
（令和３年4月1日）

３　消防機械器具配備状況

（１）　車両等 （令和３年4月1日）

消防士長 消防副士長 消防士
その他

の

本　　　　部 16 1 1 3 7

計 消防監 消防指令長 消防指令 消防司令補

2 2

東　分　署 17 3 6 3 1 4

本　　　　署 54 8 17 8 10 11

新宮分遣所 8 2 2 4

西　分　署 21 3 5 4 3 6

合　　　　計 124 1 1 21 39 17 15 28 2

嶺南分遣所 8 2 2 1 3

自
動
車
合
計

ポ
ン
プ
自
動
車

（

Ｃ
Ａ
Ｆ
Ｓ
搭
載
車
）

水
槽
付
ポ
ン
プ
車

（

Ｃ
Ａ
Ｆ
Ｓ
搭
載
車
）

可
搬
ポ
ン
プ
合
計

Ｂ
級

Ｃ
級

Ｄ
級

合　　計 32 4 3 1 1

広
報
車

可
搬
ポ
ン
プ
積
載
車

査
察
車

指
揮
車

搬
送
車

火
災
調
査
車

化
学
車

は
し
ご
車
（

3
0
ｍ
級
）

救
助
工
作
車
Ⅱ
型

小
型
動
力
ポ
ン
プ
水
槽
車

高
規
格
救
急
自
動
車

２
Ｂ
型
救
急
自
動
車

8 81 2 11 1 1 1 5 2 4 2 2

本　　署 13 3 1

2 2消防本部 6 1 1

4 4

1 1東　分　署 4 1

1 11 1 1 1 3

1 11

1 1

新宮分遣所 2 1

1 11西　分　署 5 1 1

1

1 1

嶺南分遣所 2 1

1

1 1

階級
部署

車 種

所 属
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（２）　消防器具

 （その１） （令和３年4月1日）

 （その２） （令和３年4月1日）

エ
コ
フ
ァ

イ
タ
ー

布
水
槽

ジ
ェ
ッ

ト
シ
ュ
ー

タ
ー

チ
ェ

ン
ソ
ー

放水器具 林野火災器具 救助器具

ホ
ー

ス

ホ
ー

ス 空
気
呼
吸
器

空
気
補
充
用
ボ
ン
ベ

5
0
（

4
0
）

m
/
m

6
5
m
/
m

合　計 534
147
(19) 5 15 6

ガ
ス
溶
断
器

大
型
油
圧
切
断
機

エ
ン
ジ
ン
カ
ッ

タ
ー

ハ
ン
マ
ド
リ
ル

ガ
ス
測
定
器

放
射
線
測
定
器

か
ぎ
付
き
は
し
ご

三
連
は
し
ご

救
命
索
発
射
銃

可
搬
ウ
ィ

ン
チ

大
型
油
圧
ス
プ
レ
ッ

ダ
ー

マ
ッ

ト
型
空
気
ジ
ャ
ッ

キ

ラ
イ
ン
プ
ロ

ク
ア
ド
ラ
ノ
ズ
ル

4 4 1 70 165

本　署 216
68
(4)

2 7

7 4 3 3 4 76 51 12 5 4 2

991

25 2 4 1

3 2 2 1 47

1 1 5

3 2 2 2 22 1 25 4 3 2

15

西分署 70 44 1 3

1 11 3 2 1東分署 100

331 2 2

10 1 1

2 1 1 13

3

1 1 22 2 16 3 2 1

9

嶺南
分遣所

70 (15)

1 3 1
新宮
分遣所

78

2 91 11 4 2

救助器具 救急器具

送
排
風
機

耐
電
服

化
学
防
護
服

陽
圧
式
化
学
防
護
服

耐
熱
服

救
命
胴
衣

救
命
浮
環

手
動
式
人
工
呼
吸
器

バ
ッ

ク
ボ
ー

ド

自
動
式
心
マ
ッ

サ
ー

ジ
器

喉
頭
鏡

自
動
式
人
工
呼
吸
器
一
式

自
動
体
外
式
除
細
動
器

救
命
ボ
ー

ト

バ
ス
ケ
ッ

ト
型
担
架

Ｇ
Ｐ
Ｓ

簡
易
画
像
探
索
機

熱
画
像
直
視
装
置

投
光
器

39 15 6

特
定
行
為
用
資
機
材

72 20 7 19 7 19

発
電
機

血
中
酸
素
飽
和
度
測
定
器

心
電
計

7 15

6 2 33 8 221 11 2 9 4 11

53 19 2 6 6 1

本　署 1 5 11 2 2 27 7 2 2 3 1

合　計 2 7 16 2 2

10 3東分署 1 2 6 3 1 11 3 1 3 1 3

7 5 2 1西分署 1 2 5 1 3 6 3 1 12 2 3 3

6 2 1 1
新宮
分遣所

1 1 2 2 1 13 1 2 1 1

3 2 1 1
嶺南
分遣所

1 1 3 1 1 11 1 2 1 1

種 別

所属別

種 別

所属別
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１　消防団の組織

14 消防団の現況

令和３年４月１日

方面隊本部

三島第一分団 第１～４部

三島第二分団 第５～８部

松柏分団 第１～５部

寒川分団 第１～４部

方面隊長
副方面
隊長 豊岡分団 第１～２部

金砂分団 第１部

富郷分団 第１～２部

方面隊本部

副団長 川之江分団 第１～５部

金生分団 第１～４部

方面隊長
副方面
隊長

上分分団 第１～２部

副団長 金田分団 第１～４部

川滝分団 第１～５部

副団長 関川分団 第１～４部

土居分団 第１～５部

妻鳥分団 第１～３部
市長 団長

方面隊本部

第１～４部

副団長 長津分団 第１～５部

天満分団 第１～３部

方面隊長
副方面
隊長

第２分団

第３分団

方面隊長
副方面
隊長

小富士分団

第４分団

第５分団

第６分団

蕪崎分団 第１～２部

方面隊本部

第１分団

伊予三島方面隊

川之江方面隊

土居方面隊

新宮方面隊
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２　消防団の人員・装備
（令和３年4月1日）

分
団
長

そ
の
他
車
両

計

消防団本部
25 14 1 4

副
分
団
長

部
長

班
長

団
員

消
防
ポ
ン
プ
自
動
車

小
型
動
力
ポ
ン
プ
積
載
車

人　員
装　備

定
　
員

実
　
員

階　級　別

団
長

副
団
長

伊予三島方面隊
512 413 2

1
うち女性 9 1 3

1 3 5
1

5

6 3 26
うち女性 1

11 7 28 83 282
17

1

27

2 25

土居方面隊 374 349 2 10 7 24

6 24 81 200 12 11川之江方面隊 332 323 2 10

90 2 7

98 208 6 18 3

19 1 1

1 7

機能別消防団市役所消防隊 19

5 23 53 1 5新宮方面隊 124

四国中央市消防団
（計） 1,367 1,247 1 12 38 25

39機能別消防団ＯＢ消防団 39

87
うち女性

806
36 41 10

610 1 3

77 288

階級

区 分

地 区 別
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（令和３年4月1日現在）

小

計

１

０

０

㎥

以

上

６
０
㎥
～

１
０
０
㎥
未
満

４

０

㎥
～

６

０

㎥

未

満

２

０

㎥
～

４

０

㎥

未

満

小

計

３

０

㎥

型

４

０

㎥

型

８

０

㎥

型

１

０

０

㎥

型

1,234 770 10 10 213 537 69 65 1 3 13 139 15 32 103 93

下

水

道

そ

の

他

15　 消防水利

合

計

防 火 水 槽 耐 震 性 貯 水 槽 井

戸

河

川

・

溝

等

海

・

湖

プ

ー

ル

濠

・

池

等
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【事前対応】

【応援要請手順】 ≪対応≫

応援部隊編成計画

16　 愛媛県消防広域応援基本計画フロー

情報連絡体制
事前段階

事前
計画

その他

発災地消防機関の
消　　防　　力

発災段階 災害出動
要請側

消防機関
（発災地）

応援出勤

覚知

近隣市町等
消防機関の

消　　防　　力
［近隣市町村間消
防相互応援協定］

近　　隣
市　　町
等　　の
消防機関

各地区
（東・中・

南予）
の消防機関

応援要請

各地区（東・中・
南予）消防機関の
消　　防　　力

［東予・中予・南
予の広域消防相互
応　援　協　定］

要請側ブロック
幹事消防機関

代　　表
消防機関

覚　知

県下の消防力
［愛媛県消防相互
応　援　協　定］

愛　媛　県
（県民環境部

消防防災安全課）
応援出勤の
決定通知要　請　側

ブロック内
消防機関

終期段階

その他

その他応　援　側
ブロック幹事

消防機関

覚　知

応　援　側
ブロック内
消防機関

応援出勤の
決定通知

応援出勤

情報連絡

情報連絡方法

情報連絡内容

応援部隊の編成規模

応援部隊編成要領

指揮体制の確立

通信体制の確立

補給体制の確立

要
請
順
位
1

ブ
ロ
ッ
ク
内
応
援

災害状況の把握

災害状況の連絡

非常警備の発令

応援要請準備

応援要請基準

応援要請手順

応援要請時の通報事項

情報交換

（※副幹事

消防機関）

（※副幹事

消防機関）

要
請
順
位
２

ブ
ロ
ッ
ク
外
応
援

応援に係る事前検討

応援準備

残留警備体制の確認

応援隊出動の通報

現場到着時の報告

帰署（所）、帰団通報

応援始期、終期

応援の中断

応援に係る事前検討

応援準備

残留警備体制の確認

応援隊出動の通報

現場到着時の報告
帰署（所）、帰団通報

応援始期、終期

応援の中断

消防組織法

第21条

消防組織法

第21条

消防組織法

第21条

（※代行

消防機関）

は、

要請ルートを示す

は、

情報伝達ルートを示す

※代行消防機関

代行消防機関に事故等ある場合は、

その任務を代行する。

※副幹事消防機関

ブロック幹事消防機関に事故等ある

場合は、その任務を代行する。
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第１章　総則

１　目　的

２　用語の定義
　この計画において、使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。
(１)　災害発生市町長等

(２)　災害発生地消防本部
　　災害発生地を管轄する消防本部をいう。
(３)　代表消防機関

(４)　代表消防機関代行
　　新居浜市消防本部をいう。
(５)　ブロック幹事

○東予ブロック ・四国中央市消防本部
・新居浜市消防本部
・西条市消防本部
・今治市消防本部（幹事）
・上島町消防本部

○中予ブロック ・松山市消防局
・伊予消防等事務組合消防本部（幹事）

　 ・久万高原町消防本部
・東温市消防本部

　
○南予ブロック ・大洲地区広域消防事務組合消防本部

・八幡浜地区施設事務組合消防本部
・西予市消防本部
・宇和島地区広域事務組合消防本部（幹事）
・愛南町消防本部

(１)　災害発生地消防本部は、応援依頼を受けた県内応援部隊の集結場所（航空部隊、水上
　部隊を除く。）として、地理的条件がよく、大部隊が集結できる場所（避難場所とは異な
　る場所）を確保し、速やかに調整本部へ連絡する。

17 愛媛県消防広域相互応援計画

　この計画は、愛媛県内の市町において地震、水火災等による大規模な災害又は特殊な災害
が発生した場合の愛媛県消防広域相互応援協定に基づく応援について必要な事項を定めるも
のとする。

　　大規模災害又は特殊災害が発生した県内市町長（消防の一部事務組合長を含む。）をい
　う。

　　松山市消防局をいう。ただし、松山市が被災等により、県内の消防機関の連絡調整を行
　うことができない場合は、代表消防機関代行がその任にあたる。
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第２章　県内応援実施体制の確立

１　応援の要請
(１)　災害発生市町からの応援要請連絡

(２)　応援部隊が出動するまでに必要な情報

(３)　情報の共有化

２　応援の実施
(１)　愛媛県消防広域応援調整本部運営員

(２)　愛媛県消防広域応援調整本部の設置

(３)　調整本部の運営

３　県内応援部隊の編成
(１)　県内応援部隊は、各消防機関が応援可能な部隊により編成するものとし、災害発生市
　町長等の要請に基づき調整本部が調整し、ブロック幹事を通じ各消防本部に応援依頼を連
　絡する。
　　なお、各消防本部は、業務に重大な支障がない限り応援依頼連絡を受けた部隊を直ちに
　出動させなければならない。
(２)　災害発生地が各ブロック境界付近の場合は、ブロックにとらわれることなく応援を実
　施するものとする。
(３)　消防団に係る県内応援部隊の編成については、災害発生市町長等の要請に基づき、そ
　の都度、調整本部が関係市町と調整する。

　　災害発生市町長等は、大規模な災害等に際し、愛媛県消防広域相互応援を受ける必要が
　あると判断したときは、別記様式１－１により速やかに知事に連絡するものとする。
　　ただし、知事に連絡をとることができない場合は、別記様式１－２により代表消防機関
　又は、ブロック内幹事に連絡するものとする。

　　災害発生市町長等は、別記様式２により、知事等に対する第１報要請時に必要な情報を
　連絡後、引き続き必要な情報を速やかに連絡するものとする。

　　知事は、災害発生市町長等からの応援要請連絡を受けた場合には、代表消防機関、代表
　消防機関代行及び各ブロック幹事に連絡するものとする。
　　また、代表消防機関が災害発生市町長等からの応援要請連絡を受けた場合には、知事、
　代表消防機関代行及び各ブロック幹事に連絡するものとし、ブロック内幹事が災害発生市
　町長等からの応援要請連絡を受けた場合には、知事、代表消防機関、代表消防機関代行及
　び他のブロック幹事に連絡するものとする。

　　大規模災害が発生した場合の初動時における情報収集体制の強化及び県と代表消防機関
　との情報の共有化を図るため、愛媛県消防広域応援調整本部運営員（以下「県運営員」と
　いう。）及び代表消防機関消防広域応援調整本部運営員（以下「代表消防機関運営員」と
　いう。）を置くこととし、災害発生市町長等からの応援要請連絡を受けた場合には、県内
　応援の実施、緊急消防援助隊の出動の要否等について協議するものとし、運営員が必要と
　認めた場合には、代表消防機関代行及びブロック幹事の意見を聴くことができる。
　　運営員には、愛媛県県民環境部管理局消防防災安全課長及び松山市消防局警防課長をも
　って充てる。
　　なお、運営員に変更があった場合は、相互に通知する。

　　県運営員は、愛媛県消防広域相互応援に基づく応援部隊（以下「県内応援部隊」とい
　う。）の出動が決定された場合には、愛媛県消防広域応援調整本部（以下「調整本部」と
　いう。）を設置し、関係災害対策本部、県内応援部隊を派遣した消防機関等との連絡調整
　等を行うものとする。
　　なお、調整本部は、県運営員及び代表消防機関運営員をもって組織することとし、県運
　営員を本部長とする。
　　また、本部長は、必要に応じ、災害発生市町、代表消防機関代行及びブロック幹事に、
　調整本部への参加を求めることができる。

　　調整本部の運営等については、「愛媛県緊急消防援助隊調整本部設置要綱」を準用する。
　なお、緊急消防援助隊の出動が決定され、緊急消防援助隊調整本部が設置された場合には、
　当該緊急消防援助隊調整本部がその機能を果たすことができる。

38



応援要請連絡ルート
応援依頼ルート
情報連絡ルート
調整・出勤ルート

４　集結場所

(２)　自発的に応援を決定した部隊については、現地に集結する。
(３)　災害発生地消防本部は、誘導員を県内応援部隊の道案内のため、適宜配置する。

５　指揮体制
(１)　指揮本部の設置

(２)　指揮系統
　①　指揮本部長は、災害発生地消防本部の長とする。
　②　県内応援部隊の指揮は、指揮本部長が県内応援部隊の指揮者に行う。

(３)　県内応援部隊の運用
　①　県内応援部隊の運用は、応援側消防機関単位で運用する。
　②　指揮本部長は、県内応援部隊の増強、交代等に備え、予備隊の確保に努める。

６　情報連絡体制
　愛媛県内の情報連絡体制は、次のとおりとする。

(２)　情報連絡内容は次のとおりとする。
　①　災害の発生日時
　②　災害の発生場所
　③　災害の種別（地震、風水害、林野火災、コンビナート火災、航空機災害等）
　④　災害の状況
　⑤　応援要請の状況（他の協定による消防機関の応援等）
　⑥　被害の状況（人的、物的）
　⑦　その他必要な事項

(１)　情報連絡の手段は、原則として電話又はファクシミリ（有線又は衛星回線）によるも
　　のとするが、これらが途絶している場合には、県内共通波消防無線により対応するもの
　　とする。

応援部隊への情報連絡図

災害発生
市町長

愛媛県
（調整本部）

ブロック幹事
（東予・中予・南予）

県内各消防本部
（県内応援部隊）
自発的部隊含む

松山市消防局
（代表消防機関）

新居浜市消防本部
（代表消防機関代行）

(１)　災害発生地消防本部は、応援依頼を受けた県内応援部隊の集結場所（航空部隊、水上
　部隊を除く。）として、地理的条件がよく、大部隊が集結できる場所（避難場所とは異な
　る場所）を確保し、速やかに調整本部へ連絡する。

(４)　県内応援部隊のうち、集結場所への参集の際、地理的な理由等から、直接、災害現場
　に出動する部隊や交通渋滞等の理由で集合時間に遅れる部隊については、その旨を調整本
　部に報告し指示を受ける。

　①　災害発生地消防本部は県内応援部隊を円滑に運用し、消防活動を有効に行うため、管
　　轄内に指揮本部を設置するものとする。
　②　指揮本部には、指揮連絡班・連絡調整班・情報収集班・広報班・補給班等を配置する
　　ものとし、指揮本部要員については応援部隊からの受入れも考慮しておくものとする。

　③　県内応援部隊内の指揮は、指揮本部長の指揮内容に基づき県内応援部隊の指揮者が行
　　う。

応援要請連絡

調整②

①

②

応援依頼

情報連絡

応援依頼

出勤

情報連絡
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７　無線運用体制

(１)　全国共通波は、緊急消防援助隊の出動に備え、基本的に使用しない。

８　資機材に関する事項

指揮連絡班
連絡調整班
情報収集班
広報班
補給班等

航空部隊長

水上部隊長

指　　揮　　系　　統

救急部隊長 各救助隊（長）

調整本部
救急部隊長 各救急隊（長）

指揮本部
指揮本部長

（災害発生地消防長）

消火部隊長 各消火隊（長）

消火部隊副部隊長

後方支援部隊長

　応援可能資機材及び応援可能無線機等は、愛媛県緊急消防援助隊応援実施計画別表３及び
別表４のとおりである。

特殊災害部隊長 各特殊災害隊（長）

特殊装備部隊長 各特殊装備隊（長）

消防団（部隊長） 各消防団

　県内応援部隊活動時の無線運用を円滑に行うため、県内における無線種別及び無線運用体
制については次のとおりとする。

(２)　県内応援部隊と調整本部、災害発生地消防本部及びブロック幹事との通信は、県内共
　通波を使用し、統制は県内応援部隊が行う。
(３)　県内応援部隊内の通信は、無線機の貸し借りにより、各部隊内で同一の周波数の市町
　波又は署活動波が確保できるよう努めることとする。
(４)　災害発生地消防本部内の通信は、災害発生地消防本部の市町波又は署活動波を使用す
　る。
(５)　災害現場の状況により、上記によりがたい無線の運用を行う必要がある場合は、調整
　本部において調整するものとする。

下命

連絡
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第３章　受援体制の確立

１　情報収集体制

２　消防本部単位の受援体制
　この計画において、使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。

（消防本部単位の確立すべき内容）
①　応援要請手続き
②　現地指揮本部の指揮者、要員及び設置場所
③　消防本部と市町との連絡体制
④　調整本部との連絡体制
⑤　その他受援に必要な事項

（受援に必要な情報等）
①　消防水利の情報

ア　水利種類（消火栓、防火水槽、プール、河川等）
イ　水利の所在地
ウ　管口径、貯水容量
エ　水利地図（広域地図・住宅地図）

②　医療機関の一覧表及び地図
③　野営場所の一覧表及び地図
④　燃料、食料、建設機械等の調達先の一覧表及び地図
⑤　その他受援に必要な事項

３　応援等サポート本部の設置

（応援等サポート本部の任務）
①　集結場所への誘導及び集結場所の現地整理
②　集結場所から活動場所への通行路の確保及び誘導
③　緊急通行路、消防水利等に関する情報の提供
④　燃料、食料、建設機械等に係る調達先の確保及び手配
⑤　野営場所の設置、運営
⑥　携帯無線機の手配、貸与
⑦　後方支援部隊のサポート

(３)　ブロック幹事は、応援等サポート本部の設置・運営等について計画を策定するととも
　に、ブロック内消防本部の受援に関する計画及び情報等を整理保管し、県内応援部隊に速
　やかに提供できる体制を構築しておくものとする。

　ブロック幹事は、災害発生地消防本部に情報収集の余裕がないと判断した場合は、自ら職
員を派遣し、あるいは、ブロック内の他の消防本部に職員派遣を要請するなどして情報収集
にあたり、別記様式２により調整本部に報告するものとする。

(１)　各消防本部は、この計画に基づき、県内応援部隊の応援を受ける場合に必要な次の事
　項について、市町防災担当部局と協議のうえ受援に必要な情報等の収集整理を行うものと
　する。

(２)　県内応援部隊の出動決定の連絡を受けた災害発生地消防本部は、この計画に基づき直
　ちに受援体制を整える。

(１)　県内応援部隊の出動決定の連絡を受けた災害発生地のブロック幹事は、被災状況等か
　ら判断し最も適当と認める消防本部内に、応援等サポート本部を設置するとともに、ブロッ
　ク内消防本部からの派遣職員による応援等サポート部隊を編成する。
　　応援等サポート本部の本部長は、ブロック幹事消防長とし、指揮本部と連携・協力しな
　がら県内応援部隊の活動のサポート体制を確立する。

(２)　ブロック幹事が、管内災害対応等のため応援等サポート本部を設置することができな
　いときは、調整本部において設置する消防本部を決定する。
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４　補給体制

(２)　補給隊は、災害発生地消防本部の職員で編成する。
(３)　緊急性のある補給物資から優先的に支給する。

５　愛媛県職員の派遣

(１)　調整本部との連絡調整
(２)　消防庁との連絡調整
(３)　関係災害対策本部との連絡調整
(４)　その他必要な事項

６　緊急交通路の確保

第４章　その他
１　この計画に定めのない事項については、調整本部において協議のうえ、決定する。

　　附　則
１　この計画は、平成18年４月１日から施行する。
２　平成７年10月１日付けで策定した「愛媛県消防広域応援実施計画」（旧計画）は、平成18
　年３月31日をもって廃止する。

応援等サポート体制

調整本部 指　揮　本　部
本部長（災害発生地消防長）

ブロック幹事
応援等サポート本部

本部長（ブロック幹事消防長）
（適当と認める消防本部）

応援等サポート部隊
（サポート体制の確立）

　各消防本部は、災害活動が長期に及ぶ場合に備えて、次により県内応援部隊に対する食料、
燃料等補給物資の円滑な補給体制を市町等と協議し、確立しておくものとする。
(１)　指揮本部長は、消防活動が長期に及ぶと判断した場合、補給班に補給隊の編成を命じ、
　補給物資の調達、支給を行わせる。

(４)　消防活動が長期化した場合に備えて、県内応援部隊の宿泊施設として、学校、体育館
　等多数の人員を収容することができる施設の確保を図るものとする。

　調整本部は、必要と認めた場合には、下記の事項に対処させるため、進出拠点あるいは現
地指揮本部に、県地方局職員の派遣を依頼し、あるいは、県消防防災安全課の職員を派遣す
る。

　調整本部は、愛媛県警察本部から緊急交通路に関する情報を入手し、県内応援部隊が通行
する路線を決定のうえ、県内応援部隊、災害発生地消防本部、応援等サポート本部に連絡す
るとともに、愛媛県警察本部に対し、必要な交通規制等を依頼する。

連絡・調整

連絡・調整
連携・協力
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別記様式１－１

（あて先）

愛　媛　県　知　事

○　○　市　町　長　

　次のとおり応援要請連絡を行います。

毒劇物等対応隊

密閉空間火災等対応隊

遠距離大量送水隊

その他の部隊

区　分 担当課 職

TEL　　　－　　　－

FAX　　　－　　　－

愛媛県消防広域応援要請連絡票

第　　　　　　　　　　報

令和　　年　　月　　日

愛媛県消防広域応援要請連絡について

災害発生日時 令和　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

災害発生場所

災害の種別・状況

人的・物的被害の
状況

応援要請日時 令和　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

必要応援部隊

（応援の必要がある
部隊名に○をし、希
望する部隊数を記入
する）

部 隊 種 別

消 火 部 隊

特殊

災害

部隊

救 助 部 隊 　Ｎ災害対応隊

救 急 部 隊 　Ｂ災害対応隊

航 空 部 隊 　Ｃ災害対応隊

水 上 部 隊 大規模危険物火災等対応隊

特に指定なし
特殊
装備
部隊

その他の情報
（必要資機材、装備等）

連絡責
任者

氏　　　名 電話・FAX番号

市町村
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別記様式１－２

（あて先）松山市消防局長

（あて先）ブロック幹事消防長

○　○　市　町　長　

　次のとおり応援要請連絡を行います。

毒劇物等対応隊

密閉空間火災等対応隊

遠距離大量送水隊

その他の部隊

区　分 担当課 職

TEL　　　－　　　－

市町 FAX　　　－　　　－

愛媛県消防広域応援要請連絡票

第　　　　　　　　　　報

令和　　年　　月　　日

愛媛県消防広域応援要請連絡について

災害発生日時 令和　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

災害発生場所

災害の種別・状況

人的・物的
被害の状況

応援要請日時 令和　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

必要応援部隊

（応援の必要がある
部隊名に○をし、希
望する部隊数を記入
する）

部 隊 種 別

消 火 部 隊

特殊

災害

部隊

救 助 部 隊 　Ｎ災害対応隊

救 急 部 隊 　Ｂ災害対応隊

航 空 部 隊 　Ｃ災害対応隊

水 上 部 隊 大規模危険物火災等対応隊

特に指定なし
特殊
装備
部隊

その他の情報
（必要資機材、装備等）

連絡責
任者

氏　　　名 電話・FAX番号
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別記様式２

代表消防本部

ブロック幹事消防本部　　御中

愛媛県消防主管課

（記入欄が不足する場合等は、別紙で記入すること。様式は任意でよい）

その他（どのようなことでもよいので災害に関する情報を記入すること）

第　　　　　報
（　　　消防本部）

災　害　状　況　報　告　書

報告日時 年　　月　　日　　　　時　　分

重大な被害が
発生している
地　　　域

地　区　の　説　明 被　害　の　状　況

（住所又は国道○○号沿い、○○駅周辺等） （該当する被害に○印を入れること。）

建物倒壊多数　市街地火災　林野火災
地滑り　洪水　津波　毒劇物災害
その他（　　　　　　　　　）

建物倒壊多数　市街地火災　林野火災
地滑り　洪水　津波　毒劇物災害
その他（　　　　　　　　　）

建物倒壊多数　市街地火災　林野火災
地滑り　洪水　津波　毒劇物災害
その他（　　　　　　　　　）

建物倒壊多数　市街地火災　林野火災
地滑り　洪水　津波　毒劇物災害
その他（　　　　　　　　　）

現 在 の
対応状況

市域全体の
建物被害状況

（該当するものに
○印）

鉄筋構造物の倒壊（極めて多数・多数・何件か確認できる・少数・未確認）
一般家屋の倒壊（極めて多数・多数・何件か確認できる・少数・未確認）
今後の被害予測（拡大する見込み・拡大の見込みは少ない・不明）

火災の発生
状　　　況

（該当するものに
○印）

火災状況（市街地大規模火災・同時多発火災・規模不明・未発生・未確認）
焼損面積（概算）
今後の被害予測（拡大する見込み・拡大の見込みは少ない・不明）

人的被害
（該当するものに

○印）

死傷者予測（５万人以上・１万人以上・５千人以上・千人以上・不明）

現時点での死傷者数　死者　　　　　　　　負傷者　　　　　　　

今後の被害予測（拡大する見込み・拡大の見込みは少ない・不明）
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第１章　総　則

１　目　的

２　用語の定義
　この計画において、用語の定義は、次の各号に定めるところによる。
(１)　指揮者

指揮を執る市長又はその委任を受けた者をいう。
(２)　ブロック幹事消防本部

県受援計画に定める地域ブロックを取りまとめる消防本部をいう。
(３)　緊急消防援助隊調整本部

(４)　応援等サポート本部

第２章　応援要請

１　県内応援及び緊急消防援助隊第１次派遣の要請

ア　市内で延焼火災が多発し、市の消防力では対応できないと認める場合
イ　市内で震度７の揺れが観測され、多数の家屋倒壊が発生した場合
ウ　市の部隊で対応できない不測の事態が発生したと認める場合

２　緊急消防援助隊第２次派遣の要請

３　応援要請要領
(１)　県内応援隊の要請要領

　災害の規模から判断して、更に応援隊が必要な場合は、災害対策本部の協議により緊急消
防援助隊第２次派遣隊を要請する。
　この場合、必要な派遣部隊の種類、数、派遣先、必要機材等を明示する。

　市長又は市長から委任を受けた消防長は、県内応援隊の応援要請が決定された場合、愛媛
県消防広域相互応援計画（以下「県応援計画」という。）別記様式１－１により、愛媛県知
事に応援要請を行う。
　ただし、知事に連絡をとることができない場合は、県応援計画別記様式１－２により、代
表消防機関又はブロック幹事に連絡する。

18 四国中央市緊急消防援助隊等受援計画

　四国中央市内において地震等の大規模災害又は特殊災害が発生し、四国中央市だけでは対
応が困難となり、若しくは困難となることが予想され、緊急消防援助隊及び愛媛県消防広域
相互応援協定等による応援隊（以下「応援隊」という。）の応援を受ける場合に、応援隊が
効果的に活動できる体制を確保することを目的として、「愛媛県緊急消防援助隊受援計画」
（以下「県受援計画」という。）第４章２(１)に基づき、四国中央市の受援計画を定めるも
のとする。
　なお、本計画によるもののほかは、県受援計画及び愛媛県消防広域相互応援計画によるも
のとする。

　緊急消防援助隊運用要綱第10条に定める応援等の調整を行う本部をいい、原則として被
災地が一の市町の場合には当該市町が設置し、被災地が複数の場合には愛媛県が設置する。
（以下「応援等調整本部」という。）

　被災地における応援隊の活動が円滑に行われるようサポート活動を行う消防本部をいい、
ブロック幹事消防本部が指定し、ブロック内消防本部からの派遣職員による応援等サポー
ト部隊を編成する。（以下「サポート本部」という。）

　愛媛県消防広域相互応援協定（平成18年４月１日）による応援隊（以下「県内応援隊」と
いう。）の要請及び緊急消防援助隊の要請依頼は、四国中央市災害対策本部（以下「災害対
策本部」という。）の協議により決定する。
　災害対策本部が設置されていない場合で緊急を要する場合は、消防長が市長の了解委任を
得て要請をすることができる。
　なお、応援要請の判断基準として次の規模の災害を目安とする。
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※応援要請の際、各ブロック内及び県内全般の被災状況も把握すること。

(２)　緊急消防援助隊要請要領

応援要請手続

応援要請手続

●愛媛県消防広域相互応援協定（消防組織法第21条）

市長
（委任を受けた消防長）

愛媛県知事
（消防広域応援調整本部）

県運営員
代表消防機関運営員

松山消防
（代表消防機関）

0899-26-9200

今治消防
（ブロック幹事）

0898-32-6666

伊予消防
（ブロック幹事）

089-982-0657

宇和島消防
（ブロック幹事）

0895-20-0119

　市長又は市長から委任を受けた消防長は、緊急消防援助隊の応援要請が決定された場合、
県受援計画別記様式１－１により、愛媛県知事に応援要請を行う。
　愛媛県知事に連絡がとれない場合は、直接消防庁長官に応援要請を行い、事後、愛媛県知
事に連絡する。
　また、併せて代表消防本部及びブロック幹事に応援要請を行った旨を連絡する。
　その他応援要請要領の詳細は、県受援計画第２章「応援要請の手続き」によるものとする。

各市町村長 各市町村長 各市町村長

●緊急消防援助隊の要請（消防組織法第24条の３）

市　　　長
（委任を受けた消防長）

愛媛県知事
（消防広域応援調整本部）

代表消防本部
ブロック幹事消防本部

消防庁長官

各都道府
県知事

各都道府
県知事

各都道府
県知事

緊急消防
援助隊編成

①応援要請

（県応援計画別記様式１－２）

①応援要請

（県応援計画別記様式１－１）

②応援要請

応援出勤

①応援要請

（県受援計画様式１―２）

①応援要請

（県受援計画様式１―１）

②応援要請連絡

③応援出動指示

都道府県隊の編成

④応援出動指示 ④応援出動指示 ④応援出動指示

47



（参考）緊急消防援助隊（平成18年４月１日付け消防庁登録部隊）

指揮支援部隊　 29隊　都道府県指揮隊　107隊
消火部隊　　1,308隊　救助部隊　　　　312隊　救急部隊　 752隊
後方支援部隊　336隊　航空機部隊　　　 69隊　水上部隊　　19隊
特殊災害部隊　251隊　特殊装備部隊　　300隊

（参考）愛媛県が被災県の場合における応援計画（緊急消防援助隊第１次派遣）

第１次出動都道府県隊

４　要応援部隊数の算定
(１)　消火部隊

幹線道路 消火部隊 中継部隊

必要水量の目安
・筒先１口（火面長10ｍ）につき、0.5ｔ／min×20min＝10ｔと考える。
・消火部隊が10隊の場合、20口であるから200ｔの水源を確保する必要がある。

(２)　救助部隊

（例）市内の人口10万人で震度７の地震があった場合
100,000×0.5／100÷50＝10隊

(３)　救急部隊
　震度７の地域の救急隊１隊につき10隊の応援を目安とする。

指揮支援部隊 指揮支援隊

県名 指揮隊 消火隊 救助隊 救急隊 支援隊 特殊隊 代表消防本部
19 広島市消防局

香川 2 14 3 7 3 4 高松市消防局
広島 2 39 8 23 15

4 徳島市消防局
高知 2 10 2 7 2 4 高知市消防局
徳島 3 11 3 6 2

31

　市街地火災は時間経過とともに拡大することを念頭に、数時間先の延焼状況を推測し、多
目の算定を行い要請すること。
　目安として、延焼火災１件（10,000㎡を想定）につき、消火部隊10隊（20口）、中継部隊
20隊の計30隊と考える。

　震度７の地域の人口の0.5％が要救助者であると推測し、１救助部隊が３日間で救出完
了できる人員を72時間÷1.5時間／人＝約50人とみなし、算定する。

＊阪神淡路大震災時のＲＣ造の平均救出時間１人あたり188人・分（４人
編成では47分）の倍の1.5時間を１人あたりの救出時間とした。

合計 9 74 16 43 22

（広島市消防局） （北九州市、福岡市、大阪市、神戸市、東京都）

延焼街区

ポンプ車 水源
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第３章　受援体制

１　指揮本部の設置等

ア　災害対策本部は、県内応援隊の活動に必要な情報収集、物資の補給等の支援を行う。

２　応援等調整本部の設置等
(１)　応援等調整本部の設置

イ　応援等調整本部は、四国中央市応援等調整本部と呼称する。
ウ　応援等調整本部には、電話、無線機等必要な機器を配置する。

(２)　応援等調整本部の組織

イ　応援等調整本部の本部長は、消防長とする。
(３)　応援等調整本部の役割

　応援等調整本部は、消防庁、応援隊及び指揮本部と連携し、次の事務を行う。
ア　応援隊の配備に関すること。
イ　関係機関との連絡調整に関すること。
ウ　応援隊の後方支援に関すること。
エ　その他必要な事項に関すること。

(４)　愛媛県との連携

３　応援隊の受入要領
(１)　県内応援隊

ア　被災地情報の提供

イ　集結場所の指定
県応援隊の集結場所は、県受援計画の資料「別表６」のとおりとする。

(２)　緊急消防救助隊
ア　被災地情報の提供

イ　集結場所の指定
　応援隊の集合場所は、県受援計画の資料「別表６」のとおりとする。

応援隊登録要領

　消防広域応援調整本部運営員（県庁）に対し、市内の被害状況、必要部隊、派遣先を
報告する。（県応援計画別記様式２）

　災害対策本部が設置され県内応援隊を要請した場合、県応援計画第２章５(１)に基づく、
指揮本部の設置は、災害対策本部と四国中央市消防本部（以下「消防本部」という。）が災
害活動等の統括を目的として設置する警防本部（以下「警防本部」という。）が連携し、そ
の機能を果たすものとする。

イ　警防本部は、県内応援隊の指揮連絡、誘導配備等の現場活動を統括するものとし、必要
　に応じサポート本部派遣職員等の応援を求めることができる。

ア　災害対策本部が設置され、緊急消防援助隊を要請した場合は、災害対策本部内に応援
　等調整本部を設置する。
　　なお、災害対策本部が設置されていない場合は、消防本部内に応援等調整本部を設置
　する。

ア　応援等調整本部の構成員は、消防長、消防庁派遣職員、愛媛県派遣職員、指揮支援部
　隊長、代表消防本部派遣職員、応援等サポート本部長等とする。

　愛媛県に応援等調整本部が設置された場合は、市長が委任する消防本部管理職員を派遣
するものとする。

　応援等調整本部は、サポート本部の協力を得ながら、県内応援隊の集結場所への誘導及
び集結場所の現地整理を行う。

　緊急消防救助隊の派遣が決定した場合は、県受援計画に基づき、消防広域応援調整本部
運営員に市内の災害情報を報告する。（県受援計画別記様式２）

　応援等調整本部は、サポート本部の協力を得ながら、応援隊の集結場所への誘導及び集結
場所の現地整理を行う。

集結場所
（四国中央市
消防本部他）

応援隊 活動拠点

応援隊
活動現場

応援等調整本部
指揮支援本部

（部隊把握及び任務指示）
応援隊

都道府県毎集結 誘導員
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ウ　応援隊への任務指示及び活動拠点への誘導
(ｱ)　応援隊への任務指示

(ｲ)　活動拠点への誘導

エ　応援隊の活動拠点等の指定

(ｱ)　活動支援拠点
・電源車、照明車及び上水タンク車等の派遣、食料、トイレ、燃料の調達
・電池、バッテリー類、寝具類、衣類、医薬品類、その他生活用品の調達
・各種消防活動用資機材の調達、仮設救護所の設置

 (ｲ)　活動拠点（後方支援部隊が運営）
・電源、照明、水、トイレ、電池、バッテリー類、燃料等の調達

(３)　応援隊の運用要領

ア　消火部隊
　原則として、消防本部の誘導員１人が同乗して出動する。

イ　救助部隊
　原則として、消防本部の誘導員１人が同乗して出動する。

ウ　救急部隊
　原則として、消防本部の救急隊員１人が同乗して出動する。

　応援隊の活動を支援するため、全市的な活動支援拠点として愛媛県紙産業研究セン
ターを指定し、活動拠点については、応援等調整本部が災害現場周辺施設の調査を行
い指定する。
　なお、発災後、各拠点には次の設備又は物品を準備する。

　応援隊の指揮体系は、消防本部で消防司令以上の階級にある者が出動する現場について
は当該消防司令の指揮下で、その他の場合は出動部隊の上級指揮者が現場指揮をとる。
　また、地理不案内な応援隊の運用に際しては、管内の必要事項を記入した地図を配付す
るほか、部隊ごとに次の運用を行う。

　応援隊への任務指示については、本部長が事前に集結場所へ責任者及び誘導員を
派遣し、指揮支援部隊長との調整の後、到着する都道府県隊長に任務及び活動拠点
を指示する。

　誘導員（消防職員を中心に編成）を集結拠点へ派遣し、各都道府県隊の活動拠点
までの誘導を行う。
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(４)　応援隊の指揮体系

４　海外からの派遣隊の受入に関する調整

　　附　則
この計画は、平成18年６月１日から施行する。

サポート本部 後方支援隊

各　小　隊
署　隊

情報・広報班
各　小　隊

応
援
等
調
整
本
部

指
揮
支
援
本
部

各消防本部
愛媛県指揮隊長

指揮連絡班
各消防本部

各消防本部

　海外からの派遣隊については、災害対策本部が窓口となり、関係部局と調整する。
　なお、消防に関する受入れの要否などの調整については、応援等調整本部が行うものとす
る。

都道府県隊長

各消防本部
航　空　隊

各消防本部

都道府県隊長
四国中央市消防部隊指揮者
指揮支援部隊長
航空隊指揮者
指揮支援隊

各消防本部
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19 主要備蓄物資

令和２年４月１日現在

物　資　等 単位 川之江 三　島 新　宮 土　居 合　計

14

缶詰パン 食 5,208 4,560 0 0 9,768

備蓄箇所数 ― 2 7 2 3

12,500

飲料水（500㎖） 本 7,824 9,225 480 480 18,009

米（アルファ米） 食 5,600 6,900 0 0

1,815毛布 枚 304 1,202 97 212
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1 ビニールシート ５枚

2 布担架 ２枚

20 救急医療用資機材

令和３年４月１日現在

№ 品　　　　　名 規　　　　　格 数量

3 救護所標旗 ２枚

4 白衣（帽子付き）
L ３枚

M ２枚

7 はさみ ２本

8 ノート・ペン 各３ｹ

5 トリアージタッグ 200枚

6 トリアージリボン 赤・黄・緑 各１ｹ

11
糸付き縫合針
（ＣＲＯＷＮＪＵＮ）

４－0 45cm　20本入 ２箱

５－0 45cm　20本入 ２箱

9 50％イソプロピルアルコール 500ｍｌ 10本

10 マスキン水 500ｍｌ ５本

12 手術用手袋 ７号20双入 １箱

13 滅菌綿球（カップ入）

14㎜×６カップ入 １箱

20㎜×６カップ入 １箱

30㎜×６カップ入 １箱

14
外科用ドレッシング
(ｼﾙｷｰﾎﾟｱ　ﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞ)

４号 100×130mm
20枚入

２箱

７号 100×260mm
20枚入

２箱

８号 100×310mm
20枚入

２箱

17 アメジスト（尺角四つ折りガーゼ） 40袋

18
クリーンシーツ
(手術用布)穴なし

600×500W
50枚入

１箱

15
ナースバン
（非固着性アルミガーゼ）

７×５　　　５枚入 ８箱

16 三角巾 40枚入 １箱

20 ギブスホータイ（巻軸繃帯）

２裂 14cm×９m 55本

３裂 9.3cm×９m 10本

４裂 ７cm×９m 10本

19 ニュースタイU
５cm×4.5m 10入 ５箱

7.5cm×4.5m 10入 ５箱

小 ６本

23 ラクテックD注 500ｍｌ×20本入 １箱

21 救急繃帯（ガーゼパット付き） 40個

22 梯状副子

大 ６本

中 １本
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令和３年４月１日現在

№ 品　　　　　名 規　　　　　格 数量

25 翼状針 22G×50セット入 １箱

26 輸液セット（三方活栓付） 10セット入 ２箱

24 留置針セーフレットキャス 22Ｇ×50本入 １箱

27 シルキーポア（ホワイト） ５号 １箱

28
ディスポーザブル注射器
（DSシリンジ）

20ml×50本入 １箱

５ml針付22G１　1/4
100本入

１箱

31 サニコット（消毒綿） 200ｹ入 １箱

32 聴診器 バーガンディ ４個

29 ピンク針 18G×100本入 １箱

30 ブル－針 23G×100本入 １箱

33 血圧計 ５個

34 気管内チューブ

7.0mm×10本入 １箱

8.5mm×10本入 １箱

36 エラテックス
３号 ６箱

５号 ６箱

9.0mm×10本入 １箱

35 気管内挿管セット 喉頭鏡 他 １式

39 ペンタジン注射液15mg １ｍｌ×10本 １箱

40 ノルアドレナリン0.1W/V％ １ｍｌ×10本 １箱

37 BVMセット １式

38 リサシキット 喉頭鏡 他 １式

43 ２％キシロカインゼリー 30ml×5本入 １箱

44 単２乾電池（喉頭鏡用） ４個

41 ソルコーテフ500mg ５本入 １箱

42 １％キシロカイン 100ml入 １本
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21　救護班の編成及び収容施設（県指定病院）
（令和８年３月現在）

No 機　関　名 所在地
電話
(FAX)

病床数
(内一般)

助産
施設

救護
班数

病院
区分

1
公立学校共済組合四国中央
病院

四国中央市川之江
町2233

0896
58-3515
(58-3464)

275
(229)

○ 2
災拠
救護

2 長谷川病院
四国中央市金生町
下分1249-1

0896
58-5666
(58-5696)

100
(52)

－ 1 救護

3 ＨＩＴＯ病院
四国中央市上分町
788－1

0896
58-2222
(58-2223)

228
(174)

－ 2
災拠
救護

4 西岡病院
四国中央市三島金
子2-7-22

0896
24-5511
(23-0590)

60
(0)

－ 1 救護

5 豊岡台病院
四国中央市豊岡町
長田603-1

0896
25-0088
(25-1039)

194
(0)

－ 1 救護

6 栗整形外科病院
四国中央市中之庄
町398-1

0896
24-5550
(24-5553)

40
(40)

－ 1 救護

7
四国中央市国民健康保険新
宮診療所

四国中央市新宮町
新宮50

0896
72-2131
(72-3044)

0
(0)

－ 1 －

8 松風病院
四国中央市土居町
入野970

0896
74-2001
(74-8166)

199
(0)

－ 1 救護

9 恵康病院
四国中央市土居町
蕪崎253-1

0896
74-7600
(74-7601)

60
(0)

－ 1 救護

備　考
【凡例】災拠：災害拠点病院、救護：救護病院等

本市に、三次救急医療施設及び災害基幹拠点病院なし
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22 廃棄物再生利用施設

施設の名称
規模
ｔ/日

処理内容 竣工年月 郵便番号 所在地 電話番号

(0896)28-6015

23 し尿処理施設

施設名
規模
kL/日

処
理
方
式

設置年月 郵便番号 施設所在地 電話番号

 リサイクル
 プラザ

32 選別資源化 Ｈ９．３ 799-0422
四国中央市中之庄
町字浜之前1670-３

(0896)28-6145

エコトピ
アひうち

33

高
負
膜
分

Ｈ12.４ 799-0704 四国中央市土居町津根4249-２ (0896)28-6145

アイ・
クリーン

35

高
負
膜
分

Ｈ５.11 799-0101 四国中央市川之江町4086-１

24 ごみ焼却施設

施設の名称
規模

(t/日)
炉数

処理
方法

排ガス
処理方法

竣工
年月

郵便番号 所 在 地 電話番号

Ｈ12.３ 799-0422
四国中央市中
之庄町字浜之
前1670-３

(0896)28-6015
 クリーン
 センター

150 3 全連 バ　グ
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549 1 335 68 98 28 97 2 38 4 213 85 2 126

176 1 112 28 5 5 47 2 24 1 63 3 60

106 69 15 4 22 24 1 3 37 9 28

122 65 18 31 1 9 6 57 32 2 23

44 28 1 12 8 7 16 8 8

25 16 6 8 2 9 8 1

23 13 7 6 10 9 1

43 23 22 1 20 16 4

10 9 9 1 1

4 3 3 1 1

516 1 309 65 78 28 97 2 35 4 206 85 2 119

29 23 20 3 6 6

25 危険物施設

（令和３年４月１日現在）

計
製
造
所

貯　　　　　　蔵　　　　　所 取　　扱　　所

小
　
　
　
計

屋
内
貯
蔵
所

移
送
取
扱
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

倍
　
　
　
数
　
　
　
別

合計

５倍以下

５倍をこえ10倍以下

10　 〃　50　〃

10000倍をこえるもの

5000　〃　10000 〃

小
　
　
　
計

給
油
取
扱
所

販
売
取
扱
所

1000　〃　5000 〃

一
般
取
扱
所

50　〃　100　〃

100　〃　150　〃

150　〃　200　〃

200　〃　1000 〃

屋
外
貯
蔵
所

類
　
 
別

第１類

第２類

第３類

第４類

第５類

第６類

製造所の区分

倍 数 別

種 別
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（目的）

（会の名称）
第２条　会の名称を「東予地区排出油等防除協議会」（以下「地区協議会」）という。

（地区協議会の業務）
第３条　地区協議会は、次の業務を行う

(１)　排出油等防除マニュアルの作成
イ　情報の共有
ロ　人員、施設、器材の動員、輸送
ハ　出動船艇相互間の通信連絡
ニ　その他必要事項

(２)　排出油等防除に必要な施設、器材の整備推進
(３)　排出油等防除に関する研修及び訓練
(４)　排出油等防除活動の実施の推進
(５)　排出油等の処理剤の使用に関する事項
(６)　その他排出油等の防除に必要な事項

（組織）
第４条　地区協議会は、会長及び会員をもって組織する。
２　会長は、今治海上保安部長をもってあてる。
３　会長は、会務を統理する。

６　技術専門委員会の委員は、会長の推薦する者のうちから会議の同意を得て会長が委嘱する。

（会議）
第５条　会議は、定例会議及び臨時会議として会長が招集する。
２　定例会議は、原則として年１回開催する。
３　臨時会議は、必要がある場合に開催する。

（資料の提出）

(１)　施設、器材の整備、保有状況
(２)　情報連絡体制（連絡担当者、昼夜間の電話番号等）
(３)　その他必要事項

２　会長は、前項の資料をとりまとめのうえ、各会員に提供するものとする。

（情報提供）

２　防除活動を実施する会員は、その所属する幹部職員を総合調整本部に派遣するものとする。

26 東予地区排出油等防除協議会会則

第１条　この協議会は、海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律（昭和45年法律第136号。
　以下「海防法」という。）第43条の６第１項の協議会として、東予地区（今治海上保安部管
　轄区域内海域及びその隣接海域）において、大量の油又は有害液体物質（以下「油等」とい
　う。）の排出事故が発生した場合の油の防除活動についてあらかじめ必要な事項を協議し、
　事故発生時において、それぞれの立場で相互に連携しかつ、その連携を推進すること及び広
　域防除活動の連携を推進する機関としての役割を果たすことを目的とする。

４　会員は、今治海上保安部管轄区域内において排出油等の防除に関係ある別表に掲げる機関
　の長又は、その指名する職員をもってあてる。
５　地区協議会に、排出油等の防除に関する技術的事項の調査研究及び事故発生時における技
　術的事項に関する助言を行うため、技術専門委員会をおくことができる。

第６条　会員は、排出油等の防除に必要な次の資料を年１回（３月末日現在）会長に提出する
　ものとする。
　　なお、防除能力に大幅に変更があった場合は、その都度会長に通報するものとする。

第７条　会長は、大量の油等が排出され、又は排出のおそれがある場合は、会員に対し、すみ
　やかに事故に関する情報を通知する。

第８条　大量の油等が排出され、又は排出のおそれがある場合、会長は直ちに総合調整本部を
　設け、情報の共有を図るとともに防除措置状況等の周知に努め、会員がそれぞれの立場に応
　じて連携協力を図り、迅速かつ的確な防除活動を実施するために必要な活動の調整を行うも
　のとする。
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（排出油等防除活動の実施）

４　各会員の防除活動は、それぞれの機関の固有の指揮系統のもと実施するものとする。

（排出油防除計画に係る意見の提出）

（訓練）

（求償事務）

（災害補償）

（経費）
第14条　この会の運営に必要な経費は、会員が協議のうえ徴収するものとする。

（協議）

（庶務）
第16条　地区協議会の庶務は、今治海上保安部警備救難課において行う。

　附　則
この会則は、昭和50年１月29日から施行する。

平成10年６月13日改正（第７条、出動要請の改正）
平成19年６月19日改正（排出油等の防除に関する協議会の設置及び運営についての改正）

第10条　地区協議会は、海防法第43条の６第２項の規定に基づき、会員の協議により必要と認
　める場合は、東予地区（今治海上保安部管轄区域内海域およびその隣接海域）に係る同法第
　43条の５第１項に基づく排出油防除計画について、海上保安庁長官に対し意見を述べるもの
　とする。

第９条　会員である船舶所有者、石油関係企業等は、海防法第39条第2項各号に掲げる原因者
　又は同条第4項各号に掲げる協力者として防除活動を実施するものとする。
２　会員である関係行政機関及び地方公共団体は、固有の事務又は海防法41条の２の規定によ
　る管区本部長等の要請により、防除活動、二次災害防止等の対策を実施するものとする。
３　会員である民間防除機関、曳船、サルベージ、油防除資機材メーカー、漁業者団体等は、
　原因者や地方公共団体等からの要請又は自衛措置により、防除活動、二次災害防止等の対策
　を実施するものとする。

第11条　排出油等事故発生時における会員の防除活動を演練するため、毎年１回以上訓練（図
　上訓練を含む）を行うものとする。

第12条　防除活動に要した経費の求償に関する事務は、各会員ごとに処理することを原則とす
　る。

第13条　防除活動に出動した者が、そのために死亡し、負傷し、もしくは、病気にかかり、又
　は廃失となった場合における災害補償については、法令に別段の定めがあるもののほか当該
　被災した職員が所属する機関があたるものとする。

第15条　この会則に疑義が生じた場合及びこの会則に定められていない事項について協議の必
　要がある場合には、その都度協議し決定するものとする。

平成８年９月25日改正（協議会名、海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律に基づく協議
会とするため等の改正）
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令和２年１月14日現在

27 災害救助法による救助の程度、方法及び期間について

救助の種類 対　　　象 費用の限度額 期　　　間 備　　　考

〇賃貸型応急住宅
１　規模　建設型
対応仮設住宅に準
ずる。
２　基本額　地域
の実情に応じた額

　災害発生の日か
ら速やかに借上
げ、提供

１　費用は、家賃、共
益費、敷金、礼金、仲
介手数料、火災保険
等、民間賃貸住宅の貸
主、仲介業者との契約
に不可欠なものとし
て、地域の実情に応じ
た額とすること。
２　供与期間は建設型
仮設住宅と同様。

避難所の
設　　置

　災害により現に
被害を受け、又は
受けるおそれのあ
る者に供与する。

（基本額）
避難所設置費
1人　１日当たり
　　　330円以内

　高齢者等の要援
護者等を収容する
「福祉避難所」を
設置した場合、当
該地域において当
該特別な配慮のた
めに必要な通常の
実費を加算でき
る。

　災害発生の日か
ら７日以内

１　費用は、避難所の
設置、維持及び管理の
ための賃金職員等雇上
費、消耗器材費、建物
等の使用謝金、器物の
使用謝金、借上費又は
購入費、光熱水費並び
に仮設便所等の設置費
を含む。
２　避難に当たっての
輸送費は別途計上
３　避難所での生活が
長期にわたる場合にお
いては、避難所に避難
生活している者の健康
上の配慮等により、ホ
テル・旅館など宿泊施
設を借り上げて実施す
る事が可能。

応急仮設住
宅の供与

　住家が全壊、全
焼又は流失し、居
住する住家がない
者であって、自ら
の資力では住宅を
得ることができな
い者

〇建設型仮設住宅
１　規模
　応急救助の趣旨
を踏まえ、実施主
体が地域の実情、
世帯構成等に応じ
て設定
２　限度額　１戸
当たり
　 5,714,000円以
内
３　建設型仮設住
宅
の供与終了に伴う
解体撤去及び土地
の現状回復のため
に支出できる費用
は、当該地域にお
ける実費。

　災害発生の日か
ら20日以内着工

１　費用は設置にかか
る原材料費、労務費、
付帯設備工事費、輸送
費及び建築事務費等の
一切の経費として
5,714,000円以内であれ
ばよい。
２　同一敷地内等に概
ね50戸以上設置した場
合は、集会等に利用す
るための施設を設置で
きる。（50戸未満で
あっても小規模な施設
を設置できる。）
３　高齢者等の要支援
者等を数人以上収容す
る「福祉仮設住宅」を
設置できる。
４　供与期間は最高２
年以内
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救助の種類 対　　　象 費用の限度額 期　　　間 備　　　考

炊き出しそ
の他による
食品の給与

１　避難所に収容
された者
２　住家に被害を
受け、若しくは災
害により現に炊事
のできない者

１人１日当たり
　　　1,160円以内

　災害発生の日か
ら７日以内

　食品給与のための総
経費を延給食日数で除
した金額が限度額以内
であればよい。(１食は
1/3日)

飲料水の
供　　給

　現に飲料水を得
ることができない
者（飲料水及び炊
事のための水であ
ること。）

　当該地域におけ
る通常の実費

　災害発生の日か
ら７日以内

　輸送費、人件費は別
途計上

被服、寝具
その他生活
必需品の給
与又は貸与

　全半壊（焼）、
流失、床上浸水等
により、生活上必
要な被服、寝具そ
の他生活必需品を
喪失若しくは毀損
等により使用する
ことができず、直
ちに日常生活を営
むことが困難な者

１　夏季（４月～
９月）冬季（10月
～３月）の季別は
災害発生の日を
もって決定する。
２　下記金額の範
囲内

　災害発生の日か
ら10日以内

１　備蓄物資の価格は
年度当初の評価額
２　現物給付に限るこ
と。

82,700 11,400

６人ごと１人
増すごとに加
算

全　　壊
全　　焼
流　　失

夏 18,800 24,200 35,800 42,800 54,200 7,900

冬

区　　分
１人
世帯

２人
世帯

３人
世帯

４人
世帯

５人
世帯

半　　壊
半　　焼
床上浸水

夏 6,100 8,300 12,400 15,100

31,200 40,400 56,200 65,700

19,000 2,600

冬 10,000 13,000 18,400 21,900 27,600 3,600
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患者等の移送費は、別
途計上

助　　　産 　災害発生の日以
前又は以後７日以
内に分べんした者
であって、災害の
ため助産の途を
失った者（出産の
みならず、死産及
び流産を含み現に
助産を要する状態
にある者）

１　救護班等によ
る場合は、使用し
た衛生材料等の実
費
２　助産師による
場合は、慣行料金
の100分の80以内の
額

　分べんした日か
ら７日以内

妊婦等の移送費は、別
途計上

医　　　療 　医療の途を失っ
た者
（応急的処置）

１　救護班…使用
した薬剤、治療材
料、破損した医療
器具の修繕費等の
実費
２　病院又は診療
所…国民健康保険
診療報酬の額以内
３　施術者…協定
料金の額以内

　災害発生の日か
ら14日以内

被災者の救
出

１　現に生命、身
体が危険な状態に
ある者
２　生死不明な状
態にある者

　当該地域におけ
る通常の実費

　災害発生の日か
ら３日以内

１　期間内に生死が明
らかにならない場合
は、以後｢死体の捜索｣
として取り扱う。
２　輸送費、人件費
は、別途計上

被災した住
宅の応急処
理

１　住家が半壊
（焼）し、自らの
資力により応急修
理をすることがで
きない者
２　大規模な補修
を行わなければ居
住することが困難
である程度に住家
が半壊(焼)した者

　居室、炊事場及
び便所等日常生活
に必要最小限度の
部分
１世帯当たり
　　 595,000円以
内

　災害発生の日か
ら１か月以内

学用品の
給　　与

　住家の全壊
（焼）、流失、半
壊（焼）又は床上
浸水により学用品
を喪失又は毀損等
により使用するこ
とができず、就学
上支障のある小学
校児童、中学校生
徒、義務教育学校
生徒及び高等学校
等生徒

１　教科書及び教
科書以外の教材で
教育委員会に届出
又はその承認を受
けて使用している
教材、又は正規の
授業で使用してい
る教材実費
２　文房具及び通
学用品は、１人当
たり次の金額以内
　小学校児童
4,500円
　中学校生徒
4,800円
　高等学校等生徒
5,200円

　災害発生の日か
ら
（教科書）　１ヶ
月以内
（文房具及び通学
用品）　15日以内

１　備蓄物資は評価額
２　入進学時の場合は
個々の実情に応じて支
給する。
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救助の種類 対　　　象 費用の限度額 期　　　間 備　　　考

埋　　　葬 　災害の際死亡し
た者を対象にして
実際に埋葬を実施
する者に支給

１体当たり
大人（12歳以上）
　　 215,200円以
内
小人（12歳未満）
　　 172,000円以
内

　災害発生の日か
ら10日以内

災害発生の日以前に死
亡したものであっても
対象となる。

死体の捜索 　行方不明の状態
にあり、かつ、四
囲の事情により既
に死亡していると
推定される者

当該地域における
通常の実費

　災害発生の日か
ら10日以内

１　輸送費、人件費
は、別途計上
２　災害発生後３日を
経過したものは一応死
亡した者と推定してい
る。

死体の処理 　災害の際死亡し
た者について、死
体に関する処理
（埋葬を除く。）
を行う。

（洗浄、消毒等）
　１体当たり
3,500円以内

　災害発生の日か
ら10日以内

１　検案は原則として
救護班
２　輸送費、人件費
は、別途計上
３　死体の一時保存に
ドライアイスの購入費
等が必要な場合は当該
地域における通常の実
費を加算できる。

　災害発生の日か
ら10日以内

輸送費及び
賃金
職員等雇上
費

１　被災者の避難
に係る支援
２　医療及び助産
３　被災者の救出
４　飲料水の供給
５　死体の捜索
６　死体の処理
７　救済用物資の
整理配分

当該地域における
通常の実費

　救助の実施が認
められる期間以内

一
時
保
存

既存建物借上
費
　通常の実費
既存建物以外
　１体当たり
　5,400円以内

検
索

救護班以外は
慣行料金

障害物の除
去

　居室、炊事場、
玄関等に障害物が
運びこまれている
ため生活に支障を
きたしている場合
で自力では除去す
ることのできない
者

　市町村内におい
て障害物の除去を
行った１世帯当た
りの平均
　

　137,900円以内
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救助の種類 対　　　象 費用の限度額 期　　　間 備　　　考

実費弁償 １　災害救助法施
行令第４条第１号
から第４号までに
規定する者
２　災害救助法施
行令第４条第５号
から第10号までに
規定する者

1人1日当たり
医師、歯科医師
　　　22,200円以
内
薬剤師、診療放射
線技師、臨床検査
技師、臨床工学技
士、歯科衛生士
　　　15,600円以
内
保健師、助産師、
看護師、准看護師
　　　15,700円以
内
救急救命士
　　　13,700円以
内
土木技術、建築技
術者
　　　15,300円以
内
大工
　　　21,200円以
内
左官
　　　21,800円以
内
とび職
　　　21,600円以
内
業者のその地域に
おける慣行料金に
よる支出実績に手
数料としてその100
分の3の額を加算し
た額以内とするこ
と。

　救助の実施が認
められる期間以内

　時間外勤務手当及び
　旅費は別途に定める
額
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救助の種類 対　　　象 費用の限度額 期　　　間 備　　　考

※　この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事は、内閣総理大
　　臣に協議し、その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。

救助の事務
を行うのに
必要な費用

１　時間外勤務手
当
２　賃金職員等雇
上費
３　旅費
４　需用費（消耗
品費、燃料費、食
糧費、印刷製本
費、光熱水費、修
繕料）
５　使用料及び貸
借料
６　通信運搬費
７　委託費

　救助事務費に支
出できる費用は、
法第21条に定める
国庫負担を行う年
度（以下「国庫負
担対象年度」とい
う。）における各
災害に係る左記１
から７までに掲げ
る費用について、
地方自治法施行令
（昭和22年度政令
第16号）第143条に
定める会計年度所
属区分により当該
年度の歳出に区分
される額を合算
し、各災害の当該
合算した額の合計
額が、国庫負担対
象年度に支出した
救助事務費以外の
費用の額の合算額
に、次のアからキ
までに定める割合
を乗じて得た額の
合計額以内とする
こと。
ア　３千万円以下
の部分の金額につ
いては100分の10
イ　３千万円を超
える６千万円以下
の部分の金額につ
いては100分の9
ウ　６千万円を超
える１億円以下の
部分の金額につい
ては100分の8
エ　１億円を超え
る２億円以下の部
分の金額について
は100分の7
オ　２億円を超え
る３億円以下の部
分の金額について
は100分の6
カ　３億円を超え
る５億円以下の部
分の金額について
は100分の5
キ　５億円を超え
る部分の金額につ
いては100分の4

　救助の実施が認
められる期間及び
災害救助費の清算
する事務を行う期
間以内

　災害救助費の清算事
務を行うのに要した経
費も含む。

65



人
 
 
口

人
家
戸
数

耕
　
地

（ha） (人） (戸) （ha）

28 地すべり危険箇所

危
険
箇
所
番
号

位　　置
地すべり
被害想定
区域の面
積

地すべり
保　全　対　象 危

険
箇
所
判
定

履　　歴

箇
所
名

数
　
　
量

郡
　
市

町
　
村

大
　
字

発
生
数

発
生
年
数

施
　
　
設

5.3 Ｂ

2
領
 
家

四
国
中
央

川
 
滝

領
 
家

1
1

22.4 ＡＳ.62 153 51
集会所
郵便局

1
田
 
尾

四
国
中
央

川
 
滝

下
　
山

15.2 0 15

金
 
田

半
 
田

34.2 1

49.2 1

5
市　道
集会所

300
1

Ｂ

4
平
 
山

四
国
中
央

金
 
田

金
　
川

52.3 1 Ｈ.２ 45

Ｓ.40 54 18 公会堂 1 0.2

15 県　道 3010 10.5 Ａ

3
横
 
川

四
国
中
央

5
東
金
川

四
国
中
央

金
 
田

三
角
寺

6260 7 Ａ

6
佐
 
礼

四
国
中
央

金
 
田

三
角
寺

27.4 2

98.1 3 Ｈ.２ 96 32 市　道

ＡＳ.51 33

7
三
角
寺

四
国
中
央

金
 
田

三
角
寺

10.4 1 Ｓ.39 12

11
県　道
市　道

180
1200

5.7

4 市　道 170 4.9 Ａ

8
亀
 
尻

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

480
330

5.3 Ａ

9
木
 
颪

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

44.4 1

21.4 3 Ｓ.47 15 5
県　道
市　道

ＢＳ.45 31

10
寺
 
内

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

15.3 不明 24

14

市　道
集会所
小学校
幼稚園

1970
1
1
1

17.1

11 市　道 960 12.9 Ｃ

11
東
北
浦

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

400
230

1.3 Ａ

12
中
 
野

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

63.4 5

15.8 1 Ｈ.２ 17 6
県　道
市　道

ＡＳ.51 87 28

県　道
市　道
集会所
郵便局

990
1860
1
1

21.5
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人
 
 
口

人
家
戸
数

耕
　
地

（ha） (人） (戸) （ha）

危
険
箇
所
番
号

位　　置
地すべり
被害想定
区域の面
積

地すべり
保　全　対　象 危

険
箇
所
判
定

履　　歴

箇
所
名

数
　
　
量

郡
　
市

町
　
村

大
　
字

発
生
数

発
生
年
数

施
　
　
設

13
泉
 
田

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

21.4 1 Ｈ.１ 41 15 市　道 890 18.4 Ａ

14
嵯
峨
野

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

1700 21 Ａ

15
上
 
山

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

15.0 3

37.3 2 Ｓ.51 47 19 市　道

ＡＳ.51 19

16
城
瀬
谷

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

10.8 1 Ｓ.58 9

9 市　道 520 7.2

4 市　道 410 5.1 Ａ

17
中
 
村

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

700
1350
1

15.7 Ａ

18
中
 
上

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

20.7 1

48.2 2 Ｈ.２ 30 12
県　道
市　道
集会所

ＡＳ.51 19

19
倉
 
六

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

10.2 3 Ｓ.30 17

9
県　道
市　道

120
740

8.2

8 市　道 400 3.1 Ａ

20
内
 
野

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

1240
2630
1

15.8 Ａ

21
大
 
窪

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

60.1 1

64.4 1 Ｓ.45 53 20
県　道
市　道
集会所

ＡＨ.２ 75

22
田
之
内

四
国
中
央

新
 
宮

上
 
山

32.5 2 Ｓ.58 44

30
県　道
市　道

750
2030

24.8

16 市　道 1480 23.6 Ａ

23
黒
 
田

四
国
中
央

新
 
宮

新
 
宮

90
1560
1100
1

27.2 Ａ

24
程
 
野

四
国
中
央

新
 
宮

新
瀬
川

19.7 3

73.7 3 Ｓ.51 196 58

高速道路
県　道
市　道
診療所

ＡＳ.40 12

25
大
 
影

四
国
中
央

新
 
宮

馬
 
立

51.8 3 Ｓ.47 21

5 林　道 260 1.5

10 市　道 1200 4.6 Ａ
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人
 
 
口

人
家
戸
数

耕
　
地

（ha） (人） (戸) （ha）

危
険
箇
所
番
号

位　　置
地すべり
被害想定
区域の面
積

地すべり
保　全　対　象 危

険
箇
所
判
定

履　　歴

箇
所
名

数
　
　
量

郡
　
市

町
　
村

大
　
字

発
生
数

発
生
年
数

施
　
　
設

26
大
 
尾

四
国
中
央

新
 
宮

馬
 
立

2100
1

1.2 Ａ

27
芋
 
野

四
国
中
央

新
 
宮

馬
 
立

18.1 2

39.2 1 Ｈ.２ 11 6
林　道
集会所

ＢＳ.51 0

28
鳶
 
畑

四
国
中
央

上
 
柏

鳶
 
畑

16.9 3 12

0 林　道 1390 0.8

4 林　道 640 11 Ａ

29
池
之
尾

四
国
中
央

金
 
砂

小
川
山

4.8 Ｂ

30
大
 
藪

四
国
中
央

金
 
砂

小
川
山

13.3 2

46.3 2 Ｓ.51 4 2

ＡＳ.51 2

31
円
 
山

四
国
中
央

中
曽
根

丸
 
山

18.9 2 Ｓ.51 111

1 県　道 220 0.6

37
林　道
浄水場

900
1

14.1 Ｂ

32
岩
 
鍋

四
国
中
央

金
 
砂

小
川
山

690
1
1

1 Ａ

33
上
小
川

四
国
中
央

金
 
砂

小
川
山

18.4 2

18.7 2 Ｓ.51 0 0
県　道
支　所
郵便局

ＡＳ.51 27

34
平
野
山

四
国
中
央

金
 
砂

平
野
山

17.6 3 不明 9

9 市　道 360 4

3
県　道
林　道

330
920

0.9 Ａ

35
長
谷
川

四
国
中
央

寒
 
川

長
谷
川

1460 0 Ｂ

36
板
 
谷

四
国
中
央

富
 
郷

寒
川
山

26.3 2

18.6 不明 3 1 林　道

ＢＳ.24 0

37
元
之
庄

四
国
中
央

富
 
郷

寒
川
山

14.2 3 0

0 県　道 690 0.5

0 0.7 Ｂ

38
上
猿
田

四
国
中
央

富
 
郷

寒
川
山

910
1

7 Ａ33.5 2 Ｓ.51 27 9
県　道
集会所
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人
 
 
口

人
家
戸
数

耕
　
地

（ha） (人） (戸) （ha）

危
険
箇
所
番
号

位　　置
地すべり
被害想定
区域の面
積

地すべり
保　全　対　象 危

険
箇
所
判
定

履　　歴

箇
所
名

数
　
　
量

郡
　
市

町
　
村

大
　
字

発
生
数

発
生
年
数

施
　
　
設

39
岩
原
瀬

四
国
中
央

富
 
郷

豊
 
坂

45.4 1 ＡＨ.２ 42

40
中
 
尾

四
国
中
央

富
 
郷

津
根
山

13.1 不明 9

14

県　道
市　道
林　道
公民館
小学校
郵便局
支　所

800
2280
350
１
１
１
１

5.6

3 林　道 850 2 Ｂ

41
葛
 
川

四
国
中
央

富
 
郷

津
根
山

170
410

0 Ｂ

42
城
 
師

四
国
中
央

富
 
郷

津
根
山

74.7 2

14.6 1 Ｓ.36 0 0
市　道
林　道

ＡＳ.51 2

43
戸
 
女

四
国
中
央

富
 
郷

津
根
山

29.9 1 Ｈ.２ 6

1
県　道
市　道

590
890

0

3
県　道
市　道

390
1180

6.5 Ａ

44
折
 
宇

四
国
中
央

富
 
郷

津
根
山

30
500
80

2.2 Ａ

461

久
保
の
内

四
国
中
央

川
 
滝

下
 
山

31.2 0

20.7 2 Ｓ.51 8 4
県　道
市　道
林　道

Ｂ39

462
中
 
通

四
国
中
央

川
 
滝

領
 
家

12.1 0 27

13 市　道
350
630

4.5

9 市　道 1260 4.4 Ｂ

463
中
通

（

上
）

四
国
中
央

川
 
滝

領
 
家

1
2710

17.1 Ｂ

464
合
 
路

四
国
中
央

川
 
滝

領
 
家

13.9 0

36.9 0 51 17
集会所
市　道

Ｂ33

465
西
 
谷

四
国
中
央

新
 
宮

馬
 
立

38.1 0 15

11 市　道 690 6.6

6 市　道 1490 5.7 Ｂ

466 城

四
国
中
央

上
 
柏

城 2080 6 Ｂ20.5 0 171 57 市　道
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人
 
 
口

人
家
戸
数

耕
　
地

（ha） (人） (戸) （ha）

危
険
箇
所
番
号

位　　置
地すべり
被害想定
区域の面
積

地すべり
保　全　対　象 危

険
箇
所
判
定

履　　歴

箇
所
名

数
　
　
量

郡
　
市

町
　
村

大
　
字

発
生
数

発
生
年
数

施
　
　
設

467
柳
 
瀬

四
国
中
央

金
 
砂

小
川
山

10.1 0 Ｂ2

468
翠
波
橋

四
国
中
央

金
 
砂

小
川
山

20.1 1 Ｈ.９ 0

1 県　道 920 0

0 県　道 800 0 Ａ

469
的
之
尾

四
国
中
央

中
曽
根

上
石
床

1060
390

1.9 Ｂ

470
長
 
野

四
国
中
央

金
 
砂

平
野
山

32.8 1

36.4 0 3 1
市　道
高速道

Ｂ不明 27

471
大
 
西

四
国
中
央

寒
 
川

大
 
西

46 1 不明 3

9
林　道
地方道

2350
500

6.3

1 市　道 1940 1.8 Ｂ

472

恵
之
久
保

四
国
中
央

豊
 
岡

大
 
町

2500
530

3.9 Ｂ

473
五
良
野

四
国
中
央

豊
 
岡

五
良
野

47.1 0

26.4 0 27 9
市　道
国　道

Ｂ3

474
瀬
井
野

四
国
中
央

富
 
郷

津
根
山

74.2 1 不明 0

1 市　道 3380 4.9

0 地方道 1110 1.2 Ａ

475
松
 
野

四
国
中
央

富
 
郷

津
根
山

476
宮
 
城

四
国
中
央

富
 
郷

津
根
山

28.3 1

13.9 1

Ａ不明 0 0 0.7

600 4 Ａ不明 0 0 市　道
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急傾斜地崩壊危険箇所（Ⅰ）
（１）　川之江地域

ア　自然斜面

(ｍ) (戸)

急

S47.8.31

急

S50.4.1

急

S63.4.8

公
共
施
設

他
事
業
の
区
域
指
定

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

大
字

小
字

種　類 数 種　類

29 急傾斜地崩壊危険箇所

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

公
共
的
建
物

208-
Ⅰ-2

西
の
浜

四
国
中
央

川
之
江

西
之
浜

国　道 120

数

208-
Ⅰ-1

塩
　
谷

四
国
中
央

川
之
江

塩
　
谷

120 無 5

208-
Ⅰ-4

表

四
国
中
央

金
　
生

山
田
井

表 30 無

無 7 集会所 1 市　道 180
208-
Ⅰ-3

中
須
・

古
町

四
国
中
央

川
之
江

中
須
・

古
町

100

200 無 30 集会所 1

208-
Ⅰ-7

大
久
保

（

北
）

四
国
中
央

金
　
田

金
　
川

大
久
保

市　道 100
208-
Ⅰ-6

国
　
秀

四
国
中
央

金
　
田

金
　
川

国
　
秀

120 無 13

12

208-
Ⅰ-9

西
金
川

四
国
中
央

金
　
田

金
　
川

西
金
川

150 無

無 17 市　道 250

80

208-
Ⅰ-8

大
久
保

四
国
中
央

金
　
田

金
　
川

東
金
川

300

200 無 11 市　道

市　道 30
208-
Ⅰ-
10

坪
　
谷

四
国
中
央

金
　
田

半
　
田

坪
　
谷

40 無 7

6 市　道 150

10030 無 8 市　道
208-
Ⅰ-
11

西
之
坊

四
国
中
央

金
　
田

半
　
田

西
之
坊
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急

H2.5.18

208-
Ⅰ-
12

北
柴
生
Ａ

四
国
中
央

柴
　
生

北
柴
生

100

急
Ｈ１.３.31
Ｈ２.12.７

208-
Ⅰ-
14

平
　
木

四
国
中
央

川
　
滝

下
　
山

平
　
木

200 無

10 集会所 1
208-
Ⅰ-
13

棒
　
賀

四
国
中
央

下
　
川

棒
　
賀

250 無

無 8 市　道 100

208-
Ⅰ-
17

七
　
田

四
国
中
央

川
　
滝

下
　
山

七
　
田

市　道 200
208-
Ⅰ-
16

中
下
Ａ

四
国
中
央

下
　
川

中
　
下

200 無 6

10 国　道 200

208-
Ⅰ-
2545

涼
　
川

四
国
中
央

金
　
田

金
　
川

涼
　
川

180 無

無 6 集会所 1 市　道 120

180 保（―）

208-
Ⅰ-
2544

葱
　
尾

四
国
中
央

川
　
滝

下
　
山

葱
　
尾

120

180 無 8 市　道

208-
Ⅰ-
2637

射
　
場

四
国
中
央

下
　
川

射
　
場

市　道 360
208-
Ⅰ-
2636

北
柴
生
Ｂ

四
国
中
央

柴
　
生

北
柴
生

400 無 20

14 市　道 180

208-
Ⅰ-
2639

名
草
谷

四
国
中
央

妻
　
鳥

山
　
口

80 無

無 10

100

208-
Ⅰ-
2638

沼
ケ
谷
Ａ

四
国
中
央

金
　
生

山
田
井

古
　
城

50

100 無 6 市　道

208-
Ⅰ-
2641

椿
堂

（

北
）

四
国
中
央

川
　
滝

下
　
山

椿
　
堂

市　道 270
208-
Ⅰ-
2640

宮
の
谷
Ｂ

四
国
中
央

川
之
江

宮
の
谷

200 無 30

0
知的障害
児施設

1 市　道 150

208-
Ⅰ-
2643

脇
の
山

四
国
中
央

金
　
生

山
田
井

脇
の
山

150 無

無 6
208-
Ⅰ-
2642

大
　
野

四
国
中
央

川
　
滝

下
　
山

大
　
野

100

130 無 2 小学校 1

10 集会所 1 市　道 150
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イ　人工斜面

(ｍ) (戸)

208-
Ⅰ-2

大
　
門

四
国
中
央

川
之
江

大
　
門

他
事
業
の
区
域
指
定

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

大
字

小
字

種　類 数 種　類 数

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

公
共
的
建
物

公
共
施
設

208-
Ⅰ-
201

宮
の
谷
Ａ

四
国
中
央

川
之
江

宮
の
谷

200 無

無 10 市　道 50

60

208-
Ⅰ-3

南
柴
生

四
国
中
央

柴
　
生

南
柴
生

200

80 無 5 市　道

市　道 100
208-
Ⅰ-
202

川
原
田

四
国
中
央

金
　
生

下
　
分

川
原
田

100 無 13

12 市　道 100
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（２）　伊予三島地域
ア　自然斜面

(ｍ) (戸)

208-
Ⅰ-
19

岩
　
鍋

四
国
中
央

金
　
砂

平
野
山

岩
　
鍋

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

大
字

小
字

種　類 数 種　類 数

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

公
共
的
建
物

公
共
施
設

他
事
業
の
区
域
指
定

208-
Ⅰ-
23

上
長
瀬
Ａ

西

四
国
中
央

富
　
郷

寒
川
山

上
長
瀬

80 無

無 5 県　道 80

300 地（全）

208-
Ⅰ-
22

灰
原
瀬

四
国
中
央

金
　
砂

平
野
山

灰
原
瀬

80

350 無 0

簡易郵便
局

市役所
支所

1
1

国　道

208-
Ⅰ-
29

豊
坂
Ａ

四
国
中
央

富
　
郷

豊
　
坂

消防
林業研究
センター

1
1

県　道 500
208-
Ⅰ-
25

杉
　
成

四
国
中
央

富
　
郷

寒
川
山

杉
　
成

450 無 11

7

無 11 市　道 100
208-
Ⅰ-
36

城

四
国
中
央

上
　
柏

城 100

30 無 1 小学校 1
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（３）　土居地域
ア　自然斜面

(ｍ) (戸)

急

H17.3.4

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

公
共
的
建
物

市　道 80

数

302-
Ⅰ-
52

西
の
江
Ａ

四
国
中
央

土
　
居

天
　
満

西
の
江

30 無 6

公
共
施
設

他
事
業
の
区
域
指
定

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

大
字

小
字

種　類 数 種　類

170

302-
Ⅰ-
54

河
　
内

四
国
中
央

土
　
居

浦
　
山

河
　
内

200 無

170 無 7 市　道
302-
Ⅰ-
53

西
の
町

四
国
中
央

土
　
居

天
　
満

西
の
町

市　道 100
302-
Ⅰ-
56

大
谷
Ａ

四
国
中
央

土
　
居

北
　
野

大
　
谷

150 無 9

12 県　道 200 保（―）

60 保（全）

302-
Ⅰ-
2647

大
谷
Ｂ

四
国
中
央

土
　
居

北
　
野

大
　
谷

80

120 無 7 市　道
302-
Ⅰ-
2548

山
　
下

四
国
中
央

土
　
居

北
　
野

山
　
下

無 5

75



（４）　新宮地域

ア　自然斜面

(ｍ) (戸)

急

S63.4.8

公
共
施
設

他
事
業
の
区
域
指
定

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

大
字

小
字

種　類 数 種　類

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

公
共
的
建
物

301-
Ⅰ-
41

赤
　
滝

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

嵯
　
峨

幼稚園
小学校

1
1

市　道 150

数

301-
Ⅰ-
39

寺
　
内

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

寺
　
内

50 無 2

301-
Ⅰ-
45

杉
　
谷

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

杉
　
谷

80 無

無 5 国　道 200

800

301-
Ⅰ-
44

広
　
瀬

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

広
　
瀬

100

250 無 5 集会所 1 市　道

国　道
市　道

100
70

301-
Ⅰ-
46

清
　
水

四
国
中
央

新
　
宮

新
　
宮

清
　
水

80 無 7

5 集会所 1

150 地（全）

301-
Ⅰ-
48

鉱
　
山

四
国
中
央

新
　
宮

新
　
宮

下
休
場

160

100 無 5 国　道
301-
Ⅰ-
47

宮
　
川

四
国
中
央

新
　
宮

新
　
宮

宮
　
川

301-
Ⅰ-
50

日
　
浦

四
国
中
央

新
　
宮

馬
　
立

日
　
浦

市　道 100
301-
Ⅰ-
49

影
　
田

四
国
中
央

新
　
宮

新
瀬
川

影
　
田

110 無 6

無 15 集会所 1 市　道 400

301-
Ⅰ-
2547

中
　
西

四
国
中
央

新
　
宮

新
　
宮

中
　
西

70 無

無 6 市　道 150
301-
Ⅰ-
51

市
　
仲

四
国
中
央

新
　
宮

馬
　
立

市
　
仲

150

300 無 8

変電所 1 市　道 400
301-
Ⅰ-
2644

影
井
Ａ

四
国
中
央

新
　
宮

新
　
宮

影
　
井

420 無 10

23 市　道 200
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301-
Ⅰ-
2646

宮
川
北

四
国
中
央

新
　
宮

新
　
宮

宮
　
川

300

200 無 5
301-
Ⅰ-
2645

総
　
野

四
国
中
央

新
　
宮

馬
　
立

総
　
野

無 13 診療所 1 国　道 300
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急傾斜地崩壊危険箇所（Ⅱ）
（１）　川之江地域
ア　自然斜面

(ｍ) (戸)

公
共
施
設

他
事
業
の
区
域
指
定

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

大
字

小
字

種　類 数 種　類

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

公
共
的
建
物

208-
Ⅱ-2

石
　
川

四
国
中
央

川
　
滝

下
　
山

石
　
川

数

208-
Ⅱ-1

池
の
奥

四
国
中
央

金
　
田

半
　
田

池
の
奥

40 無 2

208-
Ⅱ-4

平
尾
山

四
国
中
央

上
　
分

平
尾
山

10 無

無 2 国　道 80

120

208-
Ⅱ-3

久
保
の
内

四
国
中
央

川
　
滝

下
　
山

久
保
の
内

100

140 無 2 国　道

208-
Ⅱ-6

城
ノ
谷
Ａ

四
国
中
央

上
　
分

城
　
下

国　道 40
208-
Ⅱ-5

余
　
木

四
国
中
央

川
之
江

余
　
木

余
　
木

30 無 2

1

208-
Ⅱ-8

城
ノ
谷
Ｃ

四
国
中
央

上
　
分

城
　
下

70 無

無 1 市　道 25

30

208-
Ⅱ-7

城
ノ
谷
Ｂ

四
国
中
央

上
　
分

城
　
下

70

60 無 4 市　道

208-
Ⅱ-
10

中
下
Ｂ

四
国
中
央

下
　
川

中
　
下

208-
Ⅱ-9

椿
堂

（

南
）

四
国
中
央

川
　
滝

下
　
山

椿
　
堂

60 無 1

1

208-
Ⅱ-
12

坪
谷

（

西
）

四
国
中
央

金
　
田

半
　
田

坪
　
谷

30 無

無 2 市　道 60
208-
Ⅱ-
11

椿
堂

（

東

)

四
国
中
央

川
　
滝

下
　
山

椿
　
堂

50

70 無 3

3 県　道 40
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イ　人工斜面

(ｍ) (戸)

他
事
業
の
区
域
指
定

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

大
字

小
字

種　類 数 種　類 数

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

公
共
的
建
物

公
共
施
設

80 無 4
208-
Ⅱ-1

沼
ケ
谷
Ｂ

四
国
中
央

金
　
生

山
田
井

古
　
城
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（２）　伊予三島地域
ア　自然斜面

(ｍ) (戸)

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

種　類 数

鳶
　
畑

160 無

公
共
的
建
物

公
共
施
設

他
事
業
の
区
域
指
定

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

大
字

小
字

種　類 数

208-
Ⅱ-4

小
川
山
―

１

四
国
中
央

金
　
砂

小
川
山

208-
Ⅱ-3

野
々
首

四
国
中
央

中
曽
根

野
々
首

170 無 3

2
208-
Ⅱ-2

鳶
　
畑

四
国
中
央

上
　
柏

208-
Ⅱ-6

小
川
山
―

３

四
国
中
央

金
　
砂

小
川
山

50 無

無 1

70

208-
Ⅱ-5

小
川
山
―

２

四
国
中
央

金
　
砂

小
川
山

30

50 無 1 市　道

208-
Ⅱ-8

城
（

北
）

四
国
中
央

上
　
柏

城

208-
Ⅱ-7

津
根
山

四
国
中
央

富
　
郷

津
根
山

50 無 1

1 市　道 60

208-
Ⅱ-
12

中
之
川
―

４

四
国
中
央

金
　
砂

小
川
山

70 無

無 2

50

208-
Ⅱ-
11

中
之
川
―

３

四
国
中
央

金
　
砂

小
川
山

50

60 無 2 市　道

208-
Ⅱ-
14

甲
斐
野

四
国
中
央

金
　
砂

小
川
山

甲
斐
野

208-
Ⅱ-
13

中
之
川
―

５

四
国
中
央

金
　
砂

小
川
山

40 無 1

2

無 3
208-
Ⅱ-
15

上
長
瀬
Ａ

東

四
国
中
央

富
　
郷

寒
川
山

上
長
瀬

70

50 無 2
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208-
Ⅱ-
16

上
長
瀬
Ｂ

四
国
中
央

富
　
郷

寒
川
山

上
長
瀬

60 無

208-
Ⅱ-
18

岩
原
瀬

四
国
中
央

富
　
郷

豊
　
坂

岩
原
瀬

地（全）
208-
Ⅱ-
17

七
々
木

四
国
中
央

富
　
郷

豊
　
坂

七
々
木

220 無 1

3 市　道 40

地（全）

208-
Ⅱ-
20

上
猿
田

四
国
中
央

富
　
郷

寒
川
山

上
猿
田

200 無

無 2 市　道 100

地（全）

208-
Ⅱ-
19

下
猿
田
Ａ

四
国
中
央

富
　
郷

寒
川
山

下
猿
田
Ａ

320

70 無 3

208-
Ⅱ-
22

中
　
尾

四
国
中
央

富
　
郷

津
根
山

中
　
尾

林　道 100
208-
Ⅱ-
21

藤
　
原

四
国
中
央

富
　
郷

津
根
山

藤
　
原

50 無 2

1 市　道 150 地（全）

208-
Ⅱ-
24

下
猿
田
Ｂ

四
国
中
央

富
　
郷

寒
川
山

下
猿
田
Ｂ

90 無

無 4

50

208-
Ⅱ-
23

丸
　
山

四
国
中
央

中
曽
根

丸
　
山

120

115 無 2 市　道

1 市　道 230 地（全）
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イ　人工斜面

(ｍ) (戸)

209-
Ⅱ-2

石
床

四
国
中
央

中
曽
根

石
床

他
事
業
の
区
域
指
定

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

大
字

小
字

種　類 数 種　類 数

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

公
共
的
建
物

公
共
施
設

209-
Ⅱ-5

小
川
山
―

２

四
国
中
央

金
　
砂

小
川
山

上
小
川

50 無

無 2
209-
Ⅱ-4

小
川
山
―

１

四
国
中
央

金
　
砂

小
川
山

上
小
川

50

150 無 1

209-
Ⅱ-7

平
野
山
―

２

四
国
中
央

金
　
砂

平
野
山

平
　
野

209-
Ⅱ-6

平
野
山
―

１

四
国
中
央

金
　
砂

平
野
山

平
　
野

30 無 3

1

地（全）

209-
Ⅱ-9

豊
　
坂

四
国
中
央

富
　
郷

豊
　
坂

15 無

無 1 市　道 40
209-
Ⅱ-8

岩
原
瀬

四
国
中
央

富
　
郷

岩
原
瀬

40

40 無 4

1 県　道 30
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（３）　土居地域
ア　自然斜面

(ｍ) (戸)

302-
Ⅱ-1

西
の
江
Ｂ

四
国
中
央

土
　
居

天
　
満

西
の
江

他
事
業
の
区
域
指
定

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

大
字

小
字

種　類 数 種　類 数

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

公
共
的
建
物

公
共
施
設

302-
Ⅱ-3

大
屋
敷

四
国
中
央

土
　
居

浦
　
山

大
屋
敷

90 無

無 3 市　道 50
302-
Ⅱ-2

西
の
江
Ｃ

四
国
中
央

土
　
居

天
　
満

西
の
江

120

60 無 1

1 保（全）
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（４）　新宮地域
ア　自然斜面

(ｍ) (戸)

301-
Ⅱ-2

影
井
Ｂ

四
国
中
央

新
　
宮

新
　
宮

影
　
井

他
事
業
の
区
域
指
定

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

大
字

小
字

種　類 数 種　類 数

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

公
共
的
建
物

公
共
施
設

301-
Ⅱ-5

西
横
野

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

西
横
野

20 無

無 2 市　道 100

50

301-
Ⅱ-3

要
　
麦

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

要
　
麦

140

60 無 2 市　道

301-
Ⅱ-7

秋
　
田

四
国
中
央

新
　
宮

新
瀬
川

秋
　
田

市　道 80
301-
Ⅱ-6

下
り
付

四
国
中
央

新
　
宮

馬
　
立

下
り
付

70 無 2

1 市　道 40 地（全）

301-
Ⅱ-9

下
市
仲

四
国
中
央

新
　
宮

馬
　
立

下
市
仲

40 無

無 1

220

301-
Ⅱ-8

杉
　
谷

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

杉
　
谷

50

220 無 3 市　道

301-
Ⅱ-
10

中
　
村

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

中
　
村

40 無 1

1 国　道 40

50 地（全）

301-
Ⅱ-
12

鳩
　
岡

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

鳩
　
岡

60

50 無 1 市　道
301-
Ⅱ-
11

中
　
野

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

中
　
野

地（全）

301-
Ⅱ-
13

木
　
颪

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

木
　
颪

240 無

無 2 市　道 120

市　道 50
301-
Ⅱ-
14

谷
　
内

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

谷
　
内

50 無 1

2 市　道 350 地（全）
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イ　人工斜面

(ｍ) (戸)

大
字

小
字

種　類 数

80

箇
所
番
号

箇
所
名

位　　置
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
箇
所

の
延
長

が
け
崩
れ
災
害
の
有
無

保　　全　　対　　象

人
　
家
　
戸
　
数

200 無 3 市　道
301-
Ⅱ-
15

泉
　
田

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

泉
　
田

種　類 数

公
共
的
建
物

公
共
施
設

他
事
業
の
区
域
指
定

急傾斜地崩
壊危険区域
の指定

郡
市

町
村

市　道 100
301-
Ⅱ-2

泉
田

(

東

)

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

泉
　
田

65 無 2

2 市　道 100
301-
Ⅱ-1

堂
　
成

四
国
中
央

新
　
宮

馬
　
立

堂
　
成

40 無

100 地（全）

301-
Ⅱ-4

長
　
瀬

四
国
中
央

新
　
宮

馬
　
立

長
　
瀬

40

40 無 2 市　道
301-
Ⅱ-3

下
泉
田

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

泉
　
田

2 市　道 150 地（全）

地（全）

301-
Ⅱ-5

亀
　
尻

四
国
中
央

新
　
宮

上
　
山

亀
　
尻

70 無

無 2 市　道 80
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急傾斜地崩壊危険箇所に準ずる斜面（Ⅲ）
（１）　川之江地域
ア　自然斜面

（ｍ）

イ　人工斜面

（ｍ）

（２）　三島地域
ア　自然斜面

（ｍ）

イ　人工斜面

（ｍ）

（２）　新宮地域
ア　自然斜面

（ｍ）

箇所
番号

箇　所　名

位　　　　　　　　置
準ずる斜
面の延長

がけ崩れ
災害の有

無郡　市 町　村 大　字 小　字

小　字

208-Ⅲ-1
イケヤ池谷

（西）
四国中央 川之江 大　門

80 無

箇所
番号

箇　所　名

位　　　　　　　　置
準ずる斜
面の延長

がけ崩れ
災害の有

無郡　市 町　村 大　字

208-Ⅲ-1
イケヤ池谷

（東）
四国中央 川之江 大　門

小　字

209-Ⅲ-1 積　善 四国中央 上　柏 積　善

箇所
番号

箇　所　名

位　　　　　　　　置
準ずる斜
面の延長

がけ崩れ
災害の有

無郡　市 町　村 大　字

箇所
番号

箇　所　名

位　　　　　　　　置
準ずる斜
面の延長

がけ崩れ
災害の有

無郡　市 町　村 大　字

209-Ⅲ-3 落　合 四国中央 富　郷 津根山 落　合

209-Ⅲ-2 中之川２ 四国中央 金　砂 小川山

箇所
番号

箇　所　名

位　　　　　　　　置
準ずる斜
面の延長

がけ崩れ
災害の有

無郡　市 町　村 大　字

小　字

209-Ⅲ-1 積　善 四国中央 上　柏 積　善

301-Ⅲ-2 大谷（西） 四国中央 新　宮 馬　立 大　谷

小　字

301-Ⅲ-1 大谷（北） 四国中央 新　宮 馬　立 大　谷
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土石流危険渓流Ⅰ

（１）　川之江地域
警
戒
避
難
基
準
雨
量
　
㎜

安
全
な
避
難
場
所
　
　
有
無

砂
防
指
定
地
　
　
　
　
有
無

人
口
　
　
　
　
（

人
）

人
家
戸
数
　
　
（

戸
）

災
害
時
要
援
護
者
関
連
施
設

左
記
以
外
の
公
共
施
設

耕
地
面
積
　
　
　
㏊

砂
防
施
設
　
　
　
有
無

未
満
砂
量
　
　
　
㎥

30 土石流危険渓流

渓
流
番
号

水
系
名

河
川
名

渓
流
名

位
置

保　全　対　象 砂防施設 土
石
流
災
害
　
　
　
　
有
無

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1002

東
の
谷
川

東
の
谷
川

東
の
谷
川

余
木

44
(44)

0
(0)

その他の建物１
　タニイワ商事㈱
市道380(380)ｍ
　市道246号線

2.29
(2.29)

無 0
IM208
－1001

余
木
崎
川

余
木
崎
川

余
木
崎
川

余
木

0
(0)

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1004

西
ノ
川

西
ノ
川

西
ノ
川

余
木

64
(64)

23
(16)

集会施設１
　集会所
駅舎１
　余木バス停
ＪＲ75(75)ｍ
ＪＲ予讃線
国道155(85)ｍ
　国道11号

0.05
(1.04)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1003

中
の
谷
川

中
の
谷
川

中
の
谷
川

余
木

67
(47)

15
(15)

その他の建物１
　㈲桑原商事
ＪＲ80(80)ｍ
　ＪＲ予讃線
国道185(185)ｍ
　国道11号

0.21
(0.21)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1006

長
須
川

長
須
川

北
長
須
川

長
瀬

47
(47)

11
(11)

官公署１
　川之江分団第三部消防車庫
集会施設２
　川之江公民館二名分館
　二名集会所
駅舎１
　二名公民館前バス停
ＪＲ175(175)ｍ
　ＪＲ予讃線
国道210(210)ｍ
　国道11号
市道150(150)ｍ
　市道247号線

0.89
(0.89)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1005

二
名
川

二
名
川

二
名
川

余
木

32
(32)

22
(22)

駅舎１
　余木バス停
ＪＲ170(170)ｍ
　ＪＲ予讃線
国道230(230)ｍ
　国道11号
市道100(100)ｍ
　市道247号線

1.40
(1.40)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

切
山
集
会
所

IM208
－1008

宮
川

東
町
川

高
野
北
谷
川

東
町

291
(291)

50
(43)

ＪＲ210(160)ｍ
　ＪＲ予讃線
市道170(150)ｍ
　市道10号線　市道206号線

1.37
(1.27)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

切
山
集
会
所

IM208
－1007

長
須
川

長
須
川

長
須
川

長
瀬

146
(125)

16
(16)

老人福祉施設２
　デイサービスセンター
　かわのえ
　特別養護老人ホーム川
　之江荘

集会施設１
　長須集会所
ＪＲ170(170)ｍ
　ＪＲ予讃線
市道170(170)ｍ
　市道10号線　市道206号線

1.49
(1.49)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

切
山
集
会
所

IM208
－1010

宮
川

尻
無
川

高
野
谷
川

大
門

0
(0)

30
(6)

その他の建物３
　東町ポンプ場
　本田電設工業
　㈲東予ウォーターメンテナンス
㈲
市道40(0)ｍ
　市道10号線　市道207号線

1.35
(0.64)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

切
山
集
会
所

IM208
－1009

宮
川

東
町
川

東
町
川

東
町

87
(17)

100
(100)

その他の建物２
　東町ポンプ場
　㈱本田電設工場
市道340(340)ｍ
　市道10号線　市道245号線
　市道207号線

3.06
(3.06)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

テ
ィ

セ
ン
タ
ー

川
之
江
コ
ミ
ュ

ニ

53
(53)

集会施設１
　大門集会所
市道170(170)ｍ
　市道231号線　市道224号線

0.42
(0.42)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

北
中
学
校

IM208
－1011

宮
川

尻
無
川

不
老
の
谷
川

大
門

154
(154)

0
(0)

教育施設１
　市立川之江小学校

3.03
(3.03)

無 0
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IM208
－1012

宮
川

尻
無
川

寺
の
谷
川

大
門

210
(61)

無
有

WL(122)
EL(146)

テ
ィ

セ
ン
タ
ー

川
之
江
コ
ミ
ュ

ニ

IM208
－1014

金
生
川

山
田
井
川

松
木
川

大
門

265
(262)

36
(36)

その他の建物２
　寿司割烹　京
　居酒屋とんちんかん
市道145(145)ｍ
　市道５号線

2.29
(2.29)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

テ
ィ

セ
ン
タ
ー

川
之
江
コ
ミ
ュ

ニ

IM208
－1013

金
生
川

山
田
井
川

イ
ケ
ヤ
谷
川

大
門

105
(105)

72
(21)

集会施設１
　大門集会所
市道235(65)ｍ
　市道231号線　市道224号線

1.00
(0.75)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

テ
ィ

セ
ン
タ
ー

川
之
江
コ
ミ
ュ

ニ

IM208
－1016

金
生
川

山
田
井
川

東
黒
岩
川

城
ヶ

谷

38
(38)

134
(43)

官公署１
　大門簡易郵便局
集会施設１
　東大門集会所
市道155(15)ｍ
　市道５号線　市道235号線
　市道234号線

3.25
(1.44)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

テ
ィ

セ
ン
タ
ー

川
之
江
コ
ミ
ュ

ニ

IM208
－1015

金
生
川

山
田
井
川

扇
谷
川

大
門

390
(125)

91
(90)

官公署１
　大門簡易郵便局
集会施設１
　東大門集会所
市道140(140)ｍ
　市道５号線　市道235号線
　市道234号線

2.59
(2.59)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

金
生
第
二
小
学
校

IM208
－1018

金
生
川

山
田
井
川

竜
王
谷
川

脇
の
山

15
(15)

13
(0)

市道75(0)ｍ
　市道237号線

1.01
(0.25)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

金
生
第
二
小
学
校

IM208
－1017

金
生
川

山
田
井
川

黒
岩
川

城
ヶ

谷

38
(0)

13
(13)

市道75(75)ｍ
　市道237号線

1.86
(1.86)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

金
生
第
二
小
学
校

IM208
－1020

金
生
川

山
田
井
川

本
谷
川

古
城

47
(47)

3
(0)

宿泊施設１
　丸住製紙㈱まるすみ山の家
発電所１
　変電設備
高速道路275(35)ｍ
　高松自動車道

1.90
(0.32)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

金
生
第
二
小
学
校

IM208
－1019

金
生
川

山
田
井
川

東
竜
王
谷
川

脇
の
山

9
(0)

5
(5)

宿泊施設１
　丸住製紙㈱まるすみ山の家
その他の建物１
　㈱ジェー・ビー・シー

2.32
(2.32)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

下
川
集
会
所

IM208
－1022

金
生
川

柴
生
北
川

長
持
北
川

長
持

15
(15)

18
(18)

その他の建物１
　ポンプ室
市道1065(1065)ｍ
　市道57号線

4.71
(4.71)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

金
生
第
二
小
学
校

有
２
条

IM208
－1021

金
生
川

金
生
川

池
之
奥
川

池
之
奥

52
(52)

16
(16)

市道155(155)ｍ
　市道240号線

1.63
(1.63)

有
１
基

25,506

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1024

金
生
川

下
川
川

古
屋
ヶ

谷
川

射
場

0
(0)

7
(7)

市道105(105)ｍ
　市道56号線

0.85
(0.85)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1023

金
生
川

柴
生
北
川

西
ノ
谷
川

長
持

20
(20)

5
(5)

市道110(110)ｍ
　市道56号線

1.15
(1.15)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無
5
(5)

0.89
(0.89)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1025

金
生
川

下
川
川

竹
花
川

竹
花

15
(15)

0
(0)

駅舎１
　射場バス停
市道60(60)ｍ
　市道54号線

0.81
(0.81)

無 0
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IM208
－1026

金
生
川

下
川
川

棒
賀
川

棒
賀

23
(23)

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1028

金
生
川

金
生
川

弟
地
川

七
田

17
(17)

7
(7)

国道70(70)ｍ
　国道192号
市道10(10)ｍ
　市道520号線

0.92
(0.92)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1027

金
生
川

金
生
川

石
川
北
谷
川

石
川

20
(20)

8
(8)

市道170(170)ｍ
　市道１号線　市道519号線

0.91
(0.91)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無
有
２
条

IM208
－1030

金
生
川

金
生
川

寒
之
池
川

寒
之
池

17
(15)

7
(7)

集会施設１
　久保内公会堂
国道90(90)ｍ
　国道192号
市道410(410)ｍ
　市道51号線　市道627号線

2.17
(2.17)

有
１
基

1,923

無
有

WL(122)
EL(146)

無
有
２
条

IM208
－1029

金
生
川

金
生
川

久
保
ノ
内
川

久
保
之
内

20
(20)

6
(6)

駅舎１
　七田バス停
国道60(60)ｍ
　国道192号
市道60(60)ｍ

1.85
(1.85)

有
１
基

11,626

無
有

WL(122)
EL(146)

無
有
２
条

IM208
－1032

金
生
川

金
生
川

的
場
谷
川

的
場

26
(26)

17
(17)

集会施設１
　藪尾集会所
国道220(220)ｍ
　国道192号
市道40(40)ｍ
　市道622号線　市道625号線

2.20
(2.20)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1031

金
生
川

金
生
川

藪
尾
谷
川

中
組

49
(49)

6
(5)

官公署１
　川滝分団第一部消防車庫
駅舎１
　久保内バス停
国道150(150)ｍ
　国道192号
市道160(160)ｍ
　市道51号線　市道626号線

2.91
(2.91)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1034

金
生
川

金
生
川

利
家
川

中
通

17
(15)

2
(2)

集会施設１
　田尾集会所
市道20(20)ｍ
　市道622号線　市道52号線

2.82
(2.82)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1033

金
生
川

金
生
川

田
尾
谷
川

田
尾

6
(6)

9
(9)

集会施設１
　中組集会所(老人集いの家)
国道20(20)ｍ
　国道192号
市道80(80)ｍ
　市道624号線　市道59号線
　市道52号線

1.51
(1.51)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1036

金
生
川

庄
田
川

庄
田
川

合
路

58
(12)

17
(17)

官公署２
　川滝分団第二部消防車庫
　川之江市役所川滝出張所
集会施設２
　川滝老人集いの家
　川滝公民館
寺等１
　椿堂常福寺
その他の建物１
　ＪＡ川之江市川滝支所
国道180(180)ｍ
　国道192号
市道30(30)ｍ
　市道52号線　市道61号線
　市道618号線　市道２号線
　市道619号線

2.35
(2.35)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無
有
２
条

IM208
－1035

金
生
川

庄
田
川

芹
谷
川

合
路

49
(49)

6
(5)

集会施設１
　中通集会所
その他の建物１
　防火水槽
市道250(250)ｍ
　市道621号線　市道52号線

3.82
(2.19)

有
１
基

16,186

無
有

WL(122)
EL(146)

無
有
２
条

20
(4)

官公署２
　川滝分団第二部消防車庫
　川之江市役所川滝出張所
集会施設２
　川滝老人集いの家
　川滝公民館
寺等１
　椿堂常福寺
その他の建物１
　ＪＡ川之江市川滝支所
国道180(0)ｍ
　国道192号
市道70(70)ｍ
　市道52号線　市道61号線
　市道618号線　市道２号線
　市道619号線

2.10
(1.06)

有
１
基

7,789

89



無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1038

金
生
川

横
川
川

古
下
田
川

西
ノ
尾

61
(61)

21
(2)

官公署２
　消防車庫
　川之江市役所川滝出張所
集会施設２
　川滝老人集いの家
　川滝公民館
寺等１
　椿堂常福寺
その他の建物１
　ＪＡ川之江市川滝支所
国道180(0)ｍ
　国道192号
市道50(50)ｍ
　市道52号線　市道61号線
　市道618号線　市道２号線
　市道619号線

2.28
(0.86)

無 0
IM208
－1037

金
生
川

庄
田
川

合
路
川

合
路

61
(6)

無
有

WL(122)
EL(146)

石
川
保
育
園

IM208
－1040

金
生
川

金
生
川

坪
谷
川

平
山

17
(17)

11
(11)

集会施設１
　横川公会堂
市道150(150)ｍ
　市道２号線

1.66
(1.66)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

石
川
保
育
園

IM208
－1039

金
生
川

横
川
川

真
の
宮
川

横
川

32
(32)

21
(21)

集会施設１
　古下田集会所
その他の建物１
　ポンプ場
市道140(140)ｍ
　市道２号線　市道615号線
　市道616号線

2.67
(2.67)

有
１
基

2,967

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1042

金
生
川

涼
川

梅
ノ
木
谷
川

東
金
川

111
(111)

28
(28)

市道180(0)ｍ
　市道637号線　市道60号線
　市道609号線　市道53号線
　市道633号線

4.41
(2.97)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1041

金
生
川

涼
川

涼
川
奥
谷
川

涼
川

81
(81)

6
(6)

県道80(80)ｍ
　県道５号線
市道80(80)ｍ
　市道633号線　市道431号線

3.49
(3.49)

有
２
基

60,099

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1044

金
生
川

三
角
寺
川

白
石
川

東
金
川

55
(55)

54
(24)

集会施設１
　東金川集会所
市道200(0)ｍ
　市道637号線　市道60号線
　市道609号線　市道53号線
　市道608号線　市道633号線

3.06
(1.27)

有
１
基

2,369

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－1043

金
生
川

涼
川

長
の
谷
川

東
金
川

157
(70)

38
(38)

官公署１
　金田分団第四部消防ソーコ
集会施設１
　東金川集会所
市道200(200)ｍ
　市道637号線　市道60号線
　市道609号線　市道53号線
　市道608号線　市道633号線

2.86
(2.86)

有
２
基

1,459

無
有

WL(122)
EL(146)

半
田
公
会
堂

IM208
－1046

金
生
川

三
角
寺
川

三
角
寺
川

西
金
川

55
(55)

14
(14)

寺等１
　正善寺
市道150(150)ｍ
　市道633号線　市道424号線

2.18
(2.18)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

半
田
公
会
堂

IM208
－1045

金
生
川

三
角
寺
川

八
戸
谷
川

八
戸

41
(41)

19
(19)

市道320(320)ｍ
　市道53号線　市道607号線
　市道633号線　市道425号線

2.85
(2.85)

有
１
基

16,390

無
有

WL(122)
EL(146)

生
き
が
い
研
修
セ
ン

タ
ー

IM208
－1048

契
川

契
川

名
草
谷
川

山
口

81
(81)

23
(23)

集会施設１
　山口公会堂
その他の建物２
　妻鳥配水池
　西金川送水ポンプ場
市道140(140)ｍ
　市道401号線　市道453号線
　市道64号線　市道455号線
　市道454号線　市道65号線

3.06
(3.06)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

半
田
公
会
堂

IM208
－1047

契
川

契
川

前
砂
子
川

山
口

67
(67)

19
(19)

その他の建物１
　西金川地区簡易水道施設
市道510(510)ｍ
　市道９号線　市道633号線
　市道432号線

1.84
(1.84)

有
２
基

31,009

無
有

WL(122)
EL(146)

生
き
が
い
研
修
セ
ン

タ
ー

28
(28)

知的障害者援護施設２
　知的障害児施設太
　陽の家
　知的障害更正施設
　太陽の家
その他Ｂ１
　今治養護学校太陽
　の家分校

市道120(120)ｍ
　市道456号線　市道422号線
　市道421号線　市道434号線

3.61
(3.61)

無 0
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（２）　伊予三島地域

砂防施設 土
石
流
災
害
　
　
　
　
有
無

警
戒
避
難
基
準
雨
量
　
㎜

安
全
な
避
難
場
所
　
　
有
無

砂
防
指
定
地
　
　
　
　
有
無

人
口
　
　
　
　
（

人
）

人
家
戸
数
　
　
（

戸
）

災
害
時
要
援
護
者
関
連
施
設

左
記
以
外
の
公
共
施
設

耕
地
面
積
　
　
　
㏊

渓
流
番
号

水
系
名

河
川
名

渓
流
名

位
置

保　全　対　象

松
柏
小
学
校

IM209
－1050

赤
ノ
井
川

赤
ノ
井
川

城
山
川

鳶
畑

248
(248)

91
(91)

集会施設１
　平木集会所
市道140(140)ｍ
　市道2307号線　市道2308号線
　市道2309号線　市道2203号線

10.82
(10.82)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

砂
防
施
設
　
　
　
有
無

未
満
砂
量
　
　
　
㎥

IM209
－1049

契
川

契
川

鰻
谷
川

横
尾

155
(155)

57
(57)

東
中
学
校

有
２
条

IM209
－1052

赤
ノ
井
川

赤
ノ
井
川

西
宇
戸
瀬
川

横
尾

160
(71)

59
(26)

その他の建物２
　富郷配水管理事務所
　富郷発電建設事務所
市道150(0)ｍ
　市道4318号線　市道2315号線
　市道2422号線　市道2203号線
　市道2414号線　市道2320号線
　市道2417号線

1.67
(0.99)

有
１
基

22,935 無
有

WL(122)
EL(146)

東
中
学
校

有
２
条

IM209
－1051

赤
ノ
井
川

赤
ノ
井
川

馬
瀬
谷
川

桂
尾

117
(35)

43
(13)

集会施設１
　山上集会場
その他の建物５
　天理教　本城布教所
　富郷配水管理事務所
　富郷発電建設事務所
　横尾地区配水池　兼　ポンプ場
　横尾中区配水池　兼　ポンプ場
市道150(150)ｍ
　市道4318号線　市道2315号線
　市道2422号線　市道2203号線
　市道2414号線　市道2320号線
　市道2202号線

9.77
(9.77)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

東
中
学
校

有
２
条

IM209
－1054

宮
川

宮
川

宮
川

野
々
首

207
(207)

76
(76)

市道260(260)ｍ
　市道4201号線　市道4202号線
　市道2305号線　市道4318号線

3.69
(3.69)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

東
中
学
校

IM209
－1053

宮
川

宮
川

中
田
井
川

野
々
首

87
(87)

32
(32)

集会施設１
　柱尾集会所
発電所１
　銅山川発電所
その他の建物２
　富郷配水管管理事務所
　富郷発電建設事務所
市道150(0)ｍ
　市道4318号線　市道2315号線
　市道2422号線　市道2203号線
　市道2414号線　市道2320号線
　市道2417号線　市道2418号線
　市道2419号線

4.33
(3.65)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

中
曽
根
小
学
校

市道80(80)ｍ
　市道4312号線　市道4202号線
　市道4425号線　市道4318号線

1.25
(1.25)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

中
曽
根
小
学
校

有
２
基

IM209
－1055

宮
川

宮
川

六
塚
川

中
曽
根

76
(76)

28
(28)

市道90(90)ｍ
　市道4102号線　市道4202号線
　市道4318号線　市道4319号線
　市道4424号線

2.39
(2.39)

有
２
基

39,640 無
有

WL(122)
EL(146)
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IM209
－1056

井
関
川

井
関
川

不
老
谷
川

中
曽
根

196
(196)

72
(72)

中
曽
根
小
学
校

有
２
条

IM209
－1058

大
谷
川

大
谷
川

大
谷
川

光
明

348
(348)

128
(128)

幼稚園１
　愛和幼稚園

高速道路50(50)ｍ
　松山自動車道
国道70(70)ｍ
　国道319号
市道80(80)ｍ
　市道5411号線　市道5318号線
　市道5308号線　市道5319号線
　市道5410号線　市道5412号線
　市道4317号線　市道4316号線

6.81
(6.81)

有
１
基

5,565 無
有

WL(122)
EL(146)

中
曽
根
小
学
校

有
２
条

IM209
－1057

井
関
川

井
関
川

石
床
川

光
明

54
(54)

20
(20)

国道170(170)ｍ
　国道319号
市道10(10)ｍ
　市道4318号線　市道4317号線
　市道4421号線　市道4315号線
　市道4316号線

4.32
(4.32)

無 0
有昭和
51年9月
12日

有
WL(122)
EL(146)

中
之
庄
小
学
校

IM209
－1060

桶
之
尾
谷
川

桶
之
尾
谷
川

桶
の
尾
谷
川

東
寒
川

498
(498)

183
(183)

その他の建物３
　喫茶　案山子
　天理教　中之庄分教会
ローリー学習研究所
高速道路60(60)ｍ
　松山自動車道
市道170(0)ｍ
　市道5426号線　市道5317号線
　市道5201号線　市道5318号線

4.16
(1.47)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

中
之
庄
小
学
校

有
２
条

IM209
－1059

大
谷
川

大
谷
川

西
大
谷
川

光
明

174
(112)

64
(41)

幼稚園１
　愛和幼稚園

教育施設１
　伊予三島市立西中学校
集会施設１
　光明集会所
その他の建物３
　魚菜亭
　天理教　中之庄分教会
　ローリー学習研究所
高速道路140(140)ｍ
　松山自動車道
国道100(100)ｍ
　国道319号
市道440(440)ｍ
　市道5203号線　市道5313号線
　市道5312号線　市道5425号線
　市道5426号線

7.70
(7.70)

有
１
基

3,736
有昭和
51年9月
12日

有
WL(122)
EL(146)

寒
川
公
民
館

有
２
条

IM209
－1062

桶
之
尾
谷
川

桶
之
尾
谷
川

喜
蔵
川

入
野

44
(44)

16
(16)

官公署２
　寒川分団第４部
　寒川郵便局
集会施設１
　東寒川集会所
その他の建物１
　楽善　はなおか
県道200(0)ｍ
　県道126号線
市道120(0)ｍ
　市道6307号線　市道4316号線
　市道6410号線　市道5318号線
　市道6202号線

6.27
(1.54)

無 0
有昭和
51年9月
12日

有
WL(122)
EL(146)

中
之
庄
公
民
館

有
２
条

IM209
－1061

桶
之
尾
谷
川

桶
之
尾
谷
川

重
石
川

正
之
森

283
(30)

104
(11)

官公署２
　寒川分団　第４部
　寒川郵便局
集会施設２
　東寒川集会所
　正之森集会場
その他の建物５
　ＪＡ伊予三島　育苗センター
　大西建設
　ポンプ
　楽善　はなおか
県道410(410)ｍ
　県道126号線
市道60(60)ｍ
　市道6306号線　市道6307号線
　市道6403号線

8.21
(8.21)

無 0
有昭和
51年9月
12日

有
WL(122)
EL(146)

寒
川
公
民
館

有
２
条

集会施設１
　集会所
県道140(140)ｍ
　県道126号線
市道40(40)ｍ
　市道5318号線　市道6413号線

2.40
(2.40)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)
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寒
川
公
民
館

IM209
－1064

桶
之
尾
谷
川

長
谷
川

堀
子
川

大
倉

424
(424)

156
(156)

官公署１
　寒川駐在所
教育施設１
　寒川小学校
集会施設１
　大倉集会所
その他の建物７
　ＪＡうま寒川支店
　ＪＡうま葬祭センター
　赤ちょうちん　ゆみ
　安倍製紙㈱
　うま農協会館
　うま農協野菜出荷場
　ほうれん草集出荷場
県道30(30)ｍ
　県道126号線
市道310(310)ｍ
　市道6206号線

4.29
(4.29)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

IM209
－1063

桶
之
尾
谷
川

桶
之
尾
谷
川

大
倉
谷
川

大
倉

120
(120)

44
(44)

寒
川
公
民
館

IM209
－1066

桶
之
尾
谷
川

長
谷
川

長
谷
川

長
谷
川

106
(106)

39
(39)

その他の建物１
　ミヤザワスクール
高速道路40(40)ｍ
　松山自動車道
県道60(60)ｍ
　県道126号線
市道100(0)ｍ
　市道6314号線　市道6204号線
　市道6321号線　市道6439号線
　市道6442号線　市道6429号線
　市道6438号線

3.06
(0.05)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

寒
川
公
民
館

有
２
条

IM209
－1065

桶
之
尾
谷
川

長
谷
川

東
長
谷
川

長
谷
川

95
(0)

35
(0)

その他の建物４
　公文式(塾)
　中部浄水場
　天理教愛寒分教会
　銅山川上　上水道企業団西部ポ
ンプ場
県道60(60)ｍ
　県道126号線
市道360(360)ｍ
　市道6321号線　市道6204号線
　市道6206号線　市道6455号線
　市道6456号線　市道6428号線
　市道6313号線　市道6429号線

4.53
(4.53)

有
２
基

36,724
有昭和
51年9月
12日

有
WL(122)
EL(146)

無
有
２
条

IM209
－1068

豊
岡
川

豊
岡
川

豊
岡
川

五
良
野

19
(19)

7
(7)

知的障害者援護施設１
　知的障害者更生施設・デ
イサービスセンター

教育施設１
　市立南中学校
市道160(160)ｍ
　市道6318号線　市道7406号線
　市道7407号線　市道7302号線
　市道6209号線　市道6449号線
　市道6432号線　市道6202号線

9.02
(9.02)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

寒
川
公
民
館

有
２
条

IM209
－1067

西
谷
川

西
谷
川

西
谷
川

西
原

147
(147)

54
(54)

その他の建物２
　ミヤザキスクール
　長谷川観光食堂
県道210(210)ｍ
　県道126号線
市道100(100)ｍ
　市道6314号線　市道6204号線
　市道6321号線　市道6439号線
　市道6442号線　市道6429号線
　市道6441号線　市道6438号線

3.24
(3.09)

無 0
有昭和
51年9月
12日

有
WL(122)
EL(146)

豊
岡
小
学
校

IM209
－1070

大
地
川

大
地
川

小
川
原
川

岡
銅

122
(122)

45
(45)

市道90(90)ｍ
　市道6318号線　市道7446号線

2.80
(2.80)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

豊
岡
小
学
校

有
２
条

IM209
－1069

豊
岡
川

豊
岡
川

鎌
谷
川

五
良
野

19
(19)

7
(7)

市道150(150)ｍ
　市道6318号線　市道7204号線
　市道7447号線　市道7448号線

1.51
(1.51)

有
１
基

14,543 無
有

WL(122)
EL(146)

豊
岡
公
民
館
長
田
分
館

有
２
条

IM209
－1072

面
白
川

面
白
川

面
白
川

岡
銅

14
(14)

5
(5)

集会施設１
　コミュニティ楠木
その他の建物１
　日本道路公団高松建設局土居
料金所
市道240(120)ｍ
　市道7312号線　市道7454号線
　市道7453号線　市道7455号線
　市道7456号線　市道7457号線
　市道7458号線　市道7459号線
　市道6318号線

4.88
(4.38)

有
１
基

10,640 無
有

WL(122)
EL(146)

豊
岡
公
民
館
長
田
分
館

IM209
－1071

大
地
川

大
地
川

大
地
川

岡
銅

215
(147)

79
(54)

集会施設２
　宇道寺集会場
　コミュニティ楠木
高速道路40(40)ｍ
　松山自動車道
市道120(120)ｍ
　市道7312号線　市道7454号線
　市道7453号線　市道7455号線
　市道7456号線　市道7457号線
　市道7205号線　市道7313号線
　市道6318号線

3.11
(3.11)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

豊
岡
公
民
館
長
田
分

館
有
２
条

その他の建物１
　東村浄水場
高速道路20(20)ｍ
　松山自動車道
市道190(190)ｍ
　市道572号線　市道582号線
　市道583号線

2.29
(2.29)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)
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寒
川
山
集
会
所

有
２
条

IM209
－1074

吉
野
川

銅
山
川

下
長
瀬
川

下
長
瀬

8
(8)

3
(3)

その他の建物２
　下長瀬簡易水道
　放送設備
県道130(120)ｍ
　県道６号線

1.20
(1.20)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

IM209
－1073

吉
野
川

銅
山
川

西
之
谷
東
川

下
長
瀬

11
(5)

4
(2)

寒
川
山
集
会
所

IM209
－1076

吉
野
川

銅
山
川

夏
切
谷
川

夏
切

16
(16)

6
(6)

官公署２
　富郷分団　蔵置所
　富郷郵便局
その他の建物２
　伊予三島　林業研修センター
　富郷農協
県道190(190)ｍ
　県道６号線

1.30
(1.30)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

寒
川
山
集
会
所

IM209
－1075

吉
野
川

銅
山
川

杉
成
川

杉
成

11
(11)

4
(4)

集会施設１
　下長瀬集会所
県道45(45)ｍ
　県道６号線

0.14
(0.14)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

寒
川
山
集
会
所

IM209
－1078

吉
野
川

銅
山
川

西
谷
奥
川

平
野

0
(0)

0
(0)

児童福祉施設１
　嶺南保育所

0.99
(0.99)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

寒
川
山
集
会
所

有
２
条

IM209
－1077

吉
野
川

銅
山
川

竹
谷
川

上
長
瀬

16
(16)

6
(6)

市道70(70)ｍ
　市道8202号線

0.47
(0.47)

有
１
基

17,958 無
有

WL(136)
EL(194)

無

IM209
－1080

吉
野
川

銅
山
川

東
谷
奥
川

平
野

22
(22)

8
(8)

教育施設１
　金砂小学校
集会施設１
　嶺南支所公民館
その他の建物２
　金砂湖ひらの駅・柳瀬ダム
管理支所
　金砂湖食堂
国道190(190)ｍ
　国道319号
市道280(280)ｍ
　市道8407号線

0.79
(0.79)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

無

IM209
－1079

吉
野
川

銅
山
川

谷
奥
川

平
野

14
(14)

5
(5)

集会施設１
　市民いこいの家
その他の建物２
　金砂湖食堂
　平野警報所
国道85(70)ｍ
　国道319号

0.00
(0.00)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

上
小
川
集
会
所

有
２
条

IM209
－1082

吉
野
川

銅
山
川

舟
形
谷
川

脇
谷

0
(0)

0
(0)

集会施設１
　長野集会所
駅舎１
　東長野バス停
国道255(255)ｍ
　国道319号
市道60(60)ｍ
　市道8405号線　市道8201号線
　市道8311号線

2.89
(2.89)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

無

IM209
－1081

吉
野
川

銅
山
川

境
谷
川

長
野

22
(22)

8
(8)

その他の建物１
　嶺南電気商会
国道145(145)ｍ
　国道319号

0.45
(0.45)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

無
発電所１
　銅山川第２発電所

0.00
(0.00)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)
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（３）　土居地域
警
戒
避
難
基
準
雨
量
　
㎜

安
全
な
避
難
場
所
　
　
有
無

砂
防
指
定
地
　
　
　
　
有
無

人
口
　
　
　
　
（

人
）

人
家
戸
数
　
　
（

戸
）

災
害
時
要
援
護
者
関
連
施
設

左
記
以
外
の
公
共
施
設

耕
地
面
積
　
　
　
㏊

砂
防
施
設
　
　
　
有
無

未
満
砂
量
　
　
　
㎥

渓
流
番
号

水
系
名

河
川
名

渓
流
名

位
置

保　全　対　象 砂防施設 土
石
流
災
害
　
　
　
　
有
無

無
有

WL(122)
EL(146)

長
津
小
学
校

IM302
－1103

古
子
川

桧
川

城
谷
川

小
林

73
(46)

49
(49)

医療提供施設１
　管歯科医院

集会施設２
　西大道集会所
　西森集会場
その他の建物３
山崎塾
　双葉書道塾
　村上鉄工所
町道50(50)ｍ
　町道565号線　町道564号線
　町道568号線　町道457号線
　町道557号線　町道562号線
　町道582号線　町道583号線

10.95
(10.95)

無 0
IM302
－1102

桧
木
川

桧
川

城
谷
東
川

小
林

150
(150)

無
有

WL(122)
EL(146)

小
富
士
小
学
校

IM302
－1105

古
子
川

桧
川

泉
谷
川

小
林

104
(80)

21
(12)

官公署１
　小富士分団第四部消防ポンプ
集会施設１
　根々見集会所
その他の建物１
　近藤組(主)居酒屋
町道270(270)ｍ
　町道55号線　町道54号線
　町道582号線　町道583号線
　町道457号線　町道562号線

9.65
(8.01)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

長
津
中
学
校

有
２
条

IM302
－1104

古
子
川

桧
川

根
々
見
谷
川

小
林

64
(37)

24
(15)

医療提供施設１
　管歯科医院

町道360(200)ｍ
　町道457号線　町道562号線
　町道563号線　町道557号線
　町道582号線　町道583号線

4.69
(4.17)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

小
林
保
育
園

IM302
－1107

古
子
川

古
子
川

宮
谷
川

小
林

187
(168)

45
(45)

その他の建物３
　土居家畜診療所
　ダイオペーパーコンパーディン
グ㈱
　スナックサワ
高速道路60(60)ｍ
　松山自動車道
国道10(10)ｍ
　国道11号
町道70(70)ｍ
　町道582号線　町道583号線
　町道365号線　町道461号線
　町道451号線　町道56号線

5.05
(5.05)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

小
富
士
小
学
校

IM302
－1106

古
子
川

古
子
川

古
子
川

小
林

138
(138)

34
(26)

官公署１
　小富士分団第四部消防ポンプ
集会施設１
　根々見集会所
その他の建物１
　近藤組(主)居酒屋
高速道路90(90)ｍ
　松山自動車道
町道115(115)ｍ
　町道582号線　町道456号線
　町道460号線　町道55号線
　町道54号線　町道583号線
　町道457号線

15.17
(8.73)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

土
居
小
学
校

IM302
－1109

関
川

関
川

添
谷
川

入
野

70
(70)

17
（6)

集会施設１
　東入野集会所
高速道路130(130)ｍ
　松山自動車道
町道140(20)ｍ
　町道59号線　町道582号線
　町道583号線

8.56
(7.89)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

土
居
中
学
校

IM302
－1108

関
川

関
川

多
領
須
川

入
野

52
(18)

61
(55)

その他の建物１
　カク商事㈱
町道15(15)ｍ
　町道582号線　町道461号線
　町道365号線　町道364号線
　町道59号線　町道583号線

6.00
(6.00)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

改
善
セ
ン
タ
ー

23
(23)

官公署１
　土居消防団土居分団第三部
その他の建物１
　入野パーキング
高速道路195(195)ｍ
　松山自動車道
町道220(220)ｍ
　町道582号線　町道62号線
　町道60号線　町道354号線
　町道583号線

4.33
(4.33)

無 0
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無
有

WL(122)
EL(146)

改
善
セ
ン
タ
ー

IM302
－1111

関
川

西
谷
川

西
畑
野
川

畑
野

58
(58)

53
(53)

集会施設１
　西入野集会所
高速道路40(40)ｍ
　松山自動車道
町道70(70)ｍ
　町道582号線　町道351号線
　町道376号線　町道60号線
　町道353号線　町道354号線
　町道583号線

8.53
(8.53)

無 0
IM302
－1110

関
川

関
川

入
野
谷
川

入
野

162
(162)

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM302
－1113

関
川

関
川

地
蔵
谷
川

上
野

49
(49)

35
(35)

寺等２
　心光寺
　西福寺
その他の建物１
　本郷倶楽部
高速道路10(10)ｍ
　松山自動車道
町道165(165)ｍ
　町道234号線　町道237号線
　町道244号線　町道582号線
　町道583号線

1.86
(1.86)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

改
善
セ
ン
タ
ー

IM302
－1112

関
川

関
川

竹
谷
川

上
野

107
(107)

19
(19)

町道75(75)ｍ
　町道339号線　町道377号線

2.98
(2.98)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

関
川
小
学
校

有
２
条

IM302
－1115

関
川

関
川

細
谷
川

上
野

52
(52)

25
(25)

その他の建物１
　森高組㈱事務所
高速道路60(60)ｍ
　松山自動車道
町道65(65)ｍ
　町道582号線　町道14号線
　町道246号線　町道64号線
　町道583号線

3.39
(3.39)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

関
川
小
学
校

有
２
条

IM302
－1114

関
川

関
川

大
段
川

上
野

76
(76)

16
（16)

その他の建物１
　東予生コンクリート㈱・トーヨ
カラー
高速道路50(50)ｍ
　松山自動車道
町道40(40)ｍ
　町道234号線　町道14号線
　町道232号線　町道582号線
　町道583号線

1.80
(1.80)

有
１
基

9,484

無
有

WL(122)
EL(146)

土
居
小
学
校

有
２
条

7
（7)

宿泊施設１
　大谷荘
町道100(100)ｍ
　町道203号線　町道13号線

0.47
(0.47)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

関
川
小
学
校

IM302
－1116

関
川

大
谷
川

大
谷
川

北
野

21
(21)

17
(17)

高速道路50(50)ｍ
　松山自動車道
町道60(60)ｍ
　町道582号線　町道14号線
　町道583号線

4.03
(4.03)

無 0
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（４）　新宮地域
渓
流
番
号

水
系
名

河
川
名

渓
流
名

位
置

保　全　対　象

砂
防
施
設
　
　
　
有
無

未
満
砂
量
　
　
　
㎥

IM301
－1083

吉
野
川

天
日
川

鳩
岡
谷
川

鳩
岡

5
(5)

2
(2)

砂防施設 土
石
流
災
害
　
　
　
　
有
無

警
戒
避
難
基
準
雨
量
　
㎜

安
全
な
避
難
場
所
　
　
有
無

砂
防
指
定
地
　
　
　
　
有
無

人
口
　
　
　
　
（

人
）

人
家
戸
数
　
　
（

戸
）

災
害
時
要
援
護
者
関
連
施
設

左
記
以
外
の
公
共
施
設

耕
地
面
積
　
　
　
㏊

ジ
ョ

イ
フ
ル
八
窪

IM301
－1085

吉
野
川

天
日
川

寺
内
谷
川

木
颪

13
(3)

5
(1)

幼稚園１
　寺内幼稚園

教育施設１
　寺内小学校
寺等１
　安楽寺
村道160(160)ｍ
　村道116号線　村道112号線
　村道115号線

2.32
(1.30)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

ジ
ョ

イ
フ
ル
八
窪

IM301
－1084

吉
野
川

天
日
川

寺
内
北
谷
川

木
颪

11
(11)

4
(4)

幼稚園１
　寺内幼稚園

その他の建物１
　水源地
村道70(70)ｍ
　村道109号線　村道112号線

2.42
(2.42)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

ジ
ョ

イ
フ
ル
八
窪

IM301
－1087

吉
野
川

銅
山
川

田
之
内
北
谷
川

寺
尾

32
(32)

12
(12)

駅舎１
　応神橋バス停(四国交通バス車
庫と兼用)
村道240(240)ｍ
　村道101号線　村道131号線

2.87
(1.54)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

ジ
ョ

イ
フ
ル
八
窪

IM301
－1086

吉
野
川

天
日
川

嵯
峨
野
谷
川

嵯
峨
野

0
(0)

0
(0)

官公署１
　新宮村第６分団詰所
教育施設１
　寺内小学校
村道160(0)ｍ
　村道116号線　村道112号線
　村道115号線　村道101号線
　村道107号線　村道106号線
　村道120号線

3.06
(0.75)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

新
成
・
堂
成
集
会

所

IM301
－1089

吉
野
川

新
瀬
川

西
ウ
ト
キ
谷
川

程
野

13
(3)

5
(1)

その他の建物１
　おこのみ焼き佐津間
村道40(40)ｍ
　村道103号線　村道170号線

0.29
(0.29)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

無

IM301
－1088

吉
野
川

新
瀬
川

栄
谷
川

栄
谷

8
(8)

3
(3)

国道80(80)ｍ
　国道319号
村道20(20)ｍ
　村道335号線

0.59
(0.59)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

新
宮
少
年
自
然
の

家

IM301
－1091

新
瀬
川

新
瀬
川

日
ノ
浦
谷
川

秋
田

27
(16)

10
(6)

村道110(110)ｍ
　村道103号線　村道174号線
　村道175号線

0.70
(0.70)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

新
宮
少
年
自
然
の

家

IM301
－1090

新
瀬
川

新
瀬
川

ウ
ト
キ
谷
川

新
瀬
川

16
(16)

6
(6)

集会施設１
　秋田程野集会所
村道120(60)ｍ
　村道103号線　村道174号線
　村道175号線

0.24
(0.24)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

新
宮
少
年
自
然
の

家

宿泊施設１
　ヤングリーフハウス
村道140(140)ｍ
　村道174号線　村道175号線

0.00
(0.00)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

新
宮
少
年
自
然
の

家

IM301
－1092

新
瀬
川

新
瀬
川

新
瀬
川

中
ノ
川

8
(8)

3
(3)

村道320(260)ｍ
　村道103号線　村道174号線
　村道175号線　村道184号線
　村道172号線

0.72
(0.68)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)
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IM301
－1093

吉
野
川

馬
立
川

馬
立
川

下
り
付

13
(13)

5
(5)

旧
新
宮
小
学
校

IM301
－1095

吉
野
川

銅
山
川

影
井
谷
川

影
井

16
(16)

6
(6)

教育施設１
　新宮小学校
村道70(70)ｍ
　村道317号線

0.48
(0.48)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

総
野
集
会
所

IM301
－1094

吉
野
川

馬
立
川

寺
の
川

新
宮

13
(3)

5
(5)

村道240(240)ｍ
　村道177号線　村道189号線

0.36
(0.36)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

古
野
集
会
所

IM301
－1097

吉
野
川

銅
山
川

五
味
ノ
谷
川

五
味

5
(5)

2
(2)

宿泊施設１
　せせらぎ荘

0.00
(0.00)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

無

IM301
－1096

吉
野
川

中
の
川

芋
野
谷
川

芋
野

3
(3)

1
(1)

発電所１
　四国電力㈱新宮変電所
村道150(150)ｍ
　村道301号線

0.61
(0.61)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

古
野
集
会
所

IM301
－1099

吉
野
川

銅
山
川

市
仲
谷
川

市
仲

19
(19)

7
(7)

集会施設１
　市神公会堂
その他の建物１
　防火水槽
国道230(230)ｍ
　国道319号
村道100(100)ｍ
　村道302号線　村道303号線
　村道305号線

1.88
(1.88)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

古
野
集
会
所

IM301
－1098

吉
野
川

銅
山
川

西
市
仲
谷
川

市
仲

24
(24)

9
(9)

駅舎１
　日浦バス停(車庫と兼用)
国道180(180)ｍ
　国道319号
村道110(110)ｍ
　村道311号線　村道327号線

0.03
(0.03)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

無

IM301
－1101

吉
野
川

銅
山
川

城
後
谷
川

麦
明

3
(3)

1
(1)

その他の建物１
　カラオケ唄の郷
村道120(100)ｍ
　村道332号線　村道334号線

0.00
(0.00)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

古
野
集
会
所

IM301
－1100

吉
野
川

銅
山
川

神
子
屋
敷
西
谷
川

神
子
屋
敷

8
(5)

3
(2)

国道70(70)ｍ
　国道319号
村道70(70)ｍ
　村道302号線　村道303号線
　村道305号線

0.75
(0.75)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

ジ
ョ

イ
フ
ル
八
窪

その他の建物１
　防火水槽
村道130(60)ｍ
　村道205号線

0.88
(0.88)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)
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土石流危険渓流Ⅱ

（１）　川之江地域
警
戒
避
難
基
準
雨
量
　
㎜

安
全
な
避
難
場
所
　
　
有
無

砂
防
指
定
地
　
　
　
　
有
無

人
口
　
　
　
　
（

人
）

人
家
戸
数
　
　
（

戸
）

災
害
時
要
援
護
者
関
連
施
設

左
記
以
外
の
公
共
施
設

耕
地
面
積
　
　
　
㏊

砂
防
施
設
　
　
　
有
無

未
満
砂
量
　
　
　
㎥

渓
流
番
号

水
系
名

河
川
名

渓
流
名

位
置

保　全　対　象 砂防施設 土
石
流
災
害
　
　
　
　
有
無

無
有

WL(122)
EL(146)

金
生
第
二
小
学
校

IM208
－2002

金
生
川

芝
生
北
川

長
持
上
谷
川

長
持

6
(3)

4
(4)

市道250(250)ｍ
　市道57号線

0.31
(0.31)

無 0
IM208
－2001

金
生
川

山
田
井
川

脇
之
山
奥
谷
川

脇
之
山

12
(12)

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－2004

金
生
川

下
川
川

牛
飼
野
谷
川

牛
飼
野

9
(9)

1
(1)

0.48
(0.48)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－2003

金
生
川

柴
生
北
川

長
持
谷
北
川

長
持

3
(3)

2
(1)

0.63
(0.24)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

葱
尾
保
育
園

IM208
－2006

金
生
川

下
川
川

中
下
川

中
下

9
(9)

3
(3)

市道90(90)ｍ
　市道54号線

0.66
(0.66)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－2005

金
生
川

下
川
川

竹
花
下
谷
川

竹
花

9
(9)

3
(3)

市道80(80)ｍ
　市道54号線

0.34
(0.34)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無
有
２
条

IM208
－2008

金
生
川

下
川
川

竹
花
西
川

竹
花

9
(9)

1
(1)

市道1240(1240)ｍ
　市道506号線

1.83
(1.83)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

葱
尾
保
育
園

IM208
－2007

金
生
川

下
川
川

下
谷
川

下
谷

3
(3)

3
(3)

市道100(100)ｍ
　市道54号線

0.27
(0.27)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

葱
尾
保
育
園

IM208
－2010

金
生
川

金
生
川

田
尾
谷
西
川

田
尾

3
(0)

1
(1)

国道80(80)ｍ
　国道192号

0.25
(0.25)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

葱
尾
保
育
園

IM208
－2009

金
生
川

金
生
川

中
組
谷
川

中
組

3
(3)

3
(3)

市道130(130)ｍ
　市道62号線

0.73
(0.73)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無
3
(3)

国道50(50)ｍ
　国道192号
市道40(40)ｍ
　市道619号線

0.01
(0.01)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM208
－2011

金
生
川

金
生
川

椿
堂
川

椿
堂

9
(9)

1
(0)

市道10(10)ｍ
　市道52号線

2.62
(0.06)

有
１
基

10,735
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（２）　伊予三島地域
渓
流
番
号

水
系
名

河
川
名

渓
流
名

位
置

保　全　対　象

砂
防
施
設
　
　
　
有
無

未
満
砂
量
　
　
　
㎥

IM209
－2012

豊
岡
川

豊
岡
川

明
神
川

五
良
野

11
(11)

4
(4)

砂防施設 土
石
流
災
害
　
　
　
　
有
無

警
戒
避
難
基
準
雨
量
　
㎜

安
全
な
避
難
場
所
　
　
有
無

砂
防
指
定
地
　
　
　
　
有
無

人
口
　
　
　
　
（

人
）

人
家
戸
数
　
　
（

戸
）

災
害
時
要
援
護
者
関
連
施
設

左
記
以
外
の
公
共
施
設

耕
地
面
積
　
　
　
㏊

中
之
川
集
会
所

IM209
－2014

吉
野
川

銅
山
川

甲
斐
野
谷
川

甲
斐
野

3
(3)

1
(1)

市道85(85)ｍ
　市道8310号線

0.30
(0.30)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

豊
岡
小
学
校

IM209
－2013

吉
野
川

中
川

戸
屋
奥
川

中
之
川

5
(5)

2
(2)

高速道路160(160)ｍ
　松山自動車道
市道170(170)ｍ
　市道6318号線　市道7447号線
　市道7449号線

2.87
(2.87)

無 0 無
有

WL(122)
EL(146)

上
小
川
集
会
所

IM209
－2016

吉
野
川

銅
山
川

足
尾
谷
川

上
小
川

8
(8)

3
(3)

0.00
(0.00)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

無

IM209
－2015

吉
野
川

銅
山
川

小
川
山
川

小
川
山

3
(3)

1
(1)

0.00
(0.00)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

無

IM209
－2018

吉
野
川

銅
山
川

西
之
谷
川

下
長
瀬

11
(11)

4
(4)

県道70(70)ｍ
　県道６号線

0.53
(0.53)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

上
小
川
集
会
所

IM209
－2017

吉
野
川

銅
山
川

水
丁
谷
西
川

平
野
山

5
(5)

2
(2)

市道280(280)ｍ
　市道8101号線　市道8309号線

0.56
(0.56)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

無

IM209
－2020

吉
野
川

銅
山
川

折
坂
谷
川

折
坂

5
(5)

2
(2)

県道80(80)ｍ
　県道６号線

0.26
(0.26)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

寒
川
山
集
会
所

IM209
－2019

吉
野
川

銅
山
川

杉
成
奥
谷
川

杉
成

3
(3)

1
(1)

県道150(150)ｍ
　県道６号線

1.63
(1.63)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

上
小
川
集
会
所

市道110(110)ｍ
　市道8201号線　市道8403号線

0.44
(0.44)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)
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（３）　土居地域

（４）　新宮地域

IM302
－2027

関
川

関
川

ス
ゲ
ヤ
谷
川

北
野

3
(3)

警
戒
避
難
基
準
雨
量
　
㎜

安
全
な
避
難
場
所
　
　
有
無

砂
防
指
定
地
　
　
　
　
有
無

人
口
　
　
　
　
（

人
）

人
家
戸
数
　
　
（

戸
）

災
害
時
要
援
護
者
関
連
施
設

左
記
以
外
の
公
共
施
設

耕
地
面
積
　
　
　
㏊

砂
防
施
設
　
　
　
有
無

未
満
砂
量
　
　
　
㎥

渓
流
番
号

水
系
名

河
川
名

渓
流
名

位
置

保　全　対　象 砂防施設 土
石
流
災
害
　
　
　
　
有
無

無
有

WL(122)
EL(146)

天
満
公
民
館

IM302
－2029

東
谷
川

東
谷
川

大
境
谷
川

北
野

3
(3)

1
(1)

0.31
(0.31)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

北
野
保
育
園

有
２
条

IM302
－2028

磯
浦
西
川

磯
浦
西
川

磯
浦
西
谷

天
満

3
(3)

1
(1)

町道60(60)ｍ
　町道203号線　町道13号線

0.62
(0.62)

無 0

砂防施設 土
石
流
災
害
　
　
　
　
有
無

警
戒
避
難
基
準
雨
量
　
㎜

安
全
な
避
難
場
所
　
　
有
無

砂
防
指
定
地
　
　
　
　
有
無

人
口
　
　
　
　
（

人
）

人
家
戸
数
　
　
（

戸
）

災
害
時
要
援
護
者
関
連
施
設

左
記
以
外
の
公
共
施
設

耕
地
面
積
　
　
　
㏊

無
有

WL(122)
EL(146)

北
野
保
育
園

渓
流
番
号

水
系
名

河
川
名

渓
流
名

位
置

保　全　対　象

1
(1)

1.37
(1.37)

無 0

無

IM301
－2022

吉
野
川

馬
立
川

半
庄
谷
川

辺
地
床

3
(3)

1
(1)

国道120(120)ｍ
　国道319号
村道50(50)ｍ
　村道102号線　村道146号線
　村道147号線

2.48
(2.48)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

砂
防
施
設
　
　
　
有
無

未
満
砂
量
　
　
　
㎥

IM301
－2021

吉
野
川

銅
山
川

倉
之
谷
川

倉
六

5
(5)

2
(2)

古
野
集
会
所

IM301
－2024

吉
野
川

銅
山
川

神
子
屋
敷
谷
川

神
子
屋
敷

8
(8)

3
(3)

国道80(80)ｍ
　国道319号
村道50(50)ｍ
　村道311号線

0.00
(0.00)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

総
野
集
会
所

IM301
－2023

吉
野
川

銅
山
川

五
味
ノ
東
谷
川

五
味

3
(3)

1
(1)

県道80(80)ｍ
　県道川之江大豊線

0.31
(0.31)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

ジ
ョ

イ
フ
ル
八

窪

IM301
－2026

吉
野
川

銅
山
川

椎
森
谷
川

椎
森

5
(5)

2
(2)

村道60(60)ｍ
　村道202号線

0.16
(0.16)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

無

IM301
－2025

吉
野
川

銅
山
川

吉
ノ
瀬
谷
川

吉
ノ
瀬

5
(5)

2
(2)

村道100(100)ｍ
　村道332号線

0.10
(0.10)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)

ジ
ョ

イ
フ
ル
八

窪
村道150(150)ｍ
　村道201号線

0.72
(0.72)

無 0 無
有

WL(136)
EL(194)
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土石流危険渓流に準ずる渓流

（１）　土居地域
警
戒
避
難
基
準
雨
量
　
㎜

安
全
な
避
難
場
所
　
　
有
無

砂
防
指
定
地
　
　
　
　
有
無

人
口
　
　
　
　
（

人
）

人
家
戸
数
　
　
（

戸
）

災
害
時
要
援
護
者
関
連
施
設

左
記
以
外
の
公
共
施
設

耕
地
面
積
　
　
　
㏊

砂
防
施
設
　
　
　
有
無

未
満
砂
量
　
　
　
㎥

渓
流
番
号

水
系
名

河
川
名

渓
流
名

位
置

保　全　対　象 砂防施設 土
石
流
災
害
　
　
　
　
有
無

無
有

WL(122)
EL(146)

改
善
セ
ン
タ
ー

IM302
－J002

関
川

関
川

関
ノ
原
谷
川

上
野

0
(0)

0
(0)

0.03
(0.03)

無 0
IM302
－J001

関
川

浦
山
川

東
畑
野
川

畑
野

0
(0)

無
有

WL(122)
EL(146)

天
満
公
民
館

IM302
－J004

千
々
の
木
川

千
々
の
木
川

千
々
の
木
川

天
満

0
(0)

0
(0)

1.39
(1.39)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

関
川
小
学
校

IM302
－J003

千
々
の
木
川

千
々
の
木
川

東
千
々
の
木
川

天
満

0
(0)

0
(0)

国道50(50)ｍ
　国道11号
町道30(30)ｍ
　町道252号線

0.26
(0.26)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

天
満
公
民
館

有
２
条

IM302
－J006

千
々
の
木
川

千
々
の
木
川

東
大
谷
川

天
満

0
(0)

0
(0)

5.12
(5.12)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

天
満
公
民
館

IM302
－J005

千
々
の
木
川

千
々
の
木
川

西
大
谷
川

天
満

0
(0)

0
(0)

町道95(95)ｍ
　町道149号線

1.43
(1.43)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

天
満
公
民
館

IM302
－J008

荷
内
川

荷
内
川

南
荷
内
谷
川

北
野

0
(0)

0
(0)

0.37
(0.15)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

天
満
公
民
館

IM302
－J007

磯
浦
東
川

磯
浦
東
川

磯
浦
中
之
川

天
満

0
(0)

0
(0)

0.91
(0.62)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

北
野
保
育
所

0
(0)

0.60
(0.60)

無 0

無
有

WL(122)
EL(146)

無

IM302
－J009

東
谷
川

東
谷
川

な
す
び
池
川

北
野

0
(0)

0
(0)

県道130(130)ｍ
　県道13号線

0.05
(0.05)

無 0
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（１）　川之江地域

208-
001

有 無 無 Ａ ｂ2 ａ1

208-
002

無 〃 〃 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
003

有 〃 〃 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
004

無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
005

有 無 無 Ｂ ａ2 ｂ1

208-
006

有 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
007

有 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
008

無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
009

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

208-
010

無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
011

有 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

201-
012

無 無 無 Ａ ａ2 ｂ1

201-
013

有 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

201-
014

無 無 無 Ａ ａ2 ｂ1

201-
015

有 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

201-
016

有 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

201-
017

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

201-
018

有 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

201-
019

無 無 無 Ｂ ｂ2 ｂ1

201-
020

無 無 無 Ｂ ｂ2 ｂ1

201-
021

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

201-
022

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

201-
023

無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
001

有 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
009

有 無 無 Ａ ａ2 ｂ1

213-
011

有 無 無 Ｂ ｂ2 ｂ1

213-
015

有 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

公　共　施　設　等
被

災

危

険

度

山

腹

崩

壊

危

険

度

備

考

調
査
地
区

（

8
5
点
以
上
の
メ
ッ

シ
ュ
）

危
険
地
区

大

学

字

人

家

公
共
施
設
（

道
路
除

く
）

31　山腹崩壊危険地区

箇

所

番

号

保

安

林

等

他
の
法
令
等
の
指
定

荒

廃

状

況

危

険

地

区

の

危

険

度

面積（㏊）
治

山

事

業

進

捗

状

況

位　置

1.0 1.0 無 下　川 中　下 3

道

路

2.0 2.0 概成 山田井 石ノ口 5 県

市

6.0 3.0 無 川　滝 石　川 25 国

市

1.0 1.0 無 下　川 北柴生 12

4.0 1.0 無 下　川 北柴生 15

国・市

1.0 1.0 無 川　滝 西ノ尾 1

3.0 1.0 無 川　滝 平　木 49

1.0 1.0 概成 川　滝 石　川 25 市

2.0 1.0 無 金　田 半　田 6 市

市

1.0 1.0 無 川　滝 中　通 2 市

国

2.0 2.0 一部概成 山田井 石ノ口 5

市

4.0 4.0 概成 山田井 余　木 70 1

1.0 1.0 一部概成 金　田 八　戸 6

国

2.0 1.0 概成 下　川 葱　尾 15

2.0 1.0 一部概成 上　分 正　地 12

2.0 2.0 無 下　川 中　下 15 国

1.0 1.0 無 山田井 三　谷 1 市

国

1.0 1.0 無 山田井 浦之谷 15 国

市

3.0 2.0 一部概成 下　川 椿　賀 15 市

市

5.0 2.0 無 下　川 中　下 7

2.0 2.0 無 下　川 竹　花 6

2.0 1.0 無 川之江 大　門 1

1.0 1.0 無 上　分 樋　谷

4.0 3.0 無 山田井 東　町 20 国・市

4.0 3.0 無 西金川 西金川 5

7.0 2.0 一部概成 山田井 早苗出 7 1 高・市

高・市・農11.0 6.0 未成 山田井 早苗出
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（２）　伊予三島地域

209-
001

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

209-
002

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

209-
003

無 無 無 Ｃ ｃ2 ｂ1

209-
004

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
005

無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
006

有 無 無 Ａ ａ2 ａ1

209-
007

無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
008

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
009

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
010

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
011

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
012

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
013

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
014

無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
015

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
016

有 無 無 Ａ ｂ2 ａ1

209-
017

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
018

有 無 無 Ａ ａ2 ａ1

209-
019

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
020

無 無 無 Ｃ ｃ2 ａ1

209-
021

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
022

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
023

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
024

無 無 無 Ｃ ｃ2 ｂ1

209-
025

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
026

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
027

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
028

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
029

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
030

有 無 無 Ｃ ｃ2 ｂ1

209-
031

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
032

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

位　置 公　共　施　設　等
被

災

危

険

度

山

腹

崩

壊

危

険

度

備

考

調
査
地
区

（

8
5
点
以
上
の
メ
ッ

シ
ュ
）

危
険
地
区

大

学

字

人

家

箇

所

番

号

保

安

林

等

他
の
法
令
等
の
指
定

荒

廃

状

況

危

険

地

区

の

危

険

度

面積（㏊）
治

山

事

業

進

捗

状

況

5.0 3.0 未成 寒　川 宮　地 10 市

公
共
施
設
（

道
路
除

く
）

道

路

3.0 2.0 未成 寒　川 観音谷 10 国

市

4.0 4.0 無 中曽根 中田井 10 市・農

国・市・森

2.0 1.0 概成 寒　川 大　倉 1

5.0 5.0 無 寒　川 大　倉

林

3.0 3.0 一部概成 金　砂 柳　瀬

3.0 3.0 無 上　柏 積　善 2

5.0 4.0 無 上　柏 鳶　畑 15 林

7.0 6.0 概成 金　砂 柳　瀬 2 県

県

6.0 6.0 無 金　砂 柳　瀬 県

林

3.0 2.0 無 金　砂 甲斐野 3 林

県

3.0 1.0 無 金　砂 甲斐野

6.0 6.0 無 金　砂 柳　瀬 1

林

4.0 4.0 一部概成 金　砂 中之川 7

6.0 6.0 無 金　砂 中之川

1.0 1.0 無 金　砂 中之川 林

5.0 3.0 一部概成 金　砂 長　野 10 県・市

1.0 1.0 無 金　砂 中之川 2 市

林

2.0 1.0 無 富　郷 七々木 2 林

市

2.0 2.0 概成 富　郷 七々木 4

4.0 3.0 無 金　砂 中之川 3

県

2.0 2.0 一部概成 富　郷 中　尾

3.0 3.0 無 富　郷 中　尾

2.0 2.0 概成 富　郷 中　尾 県・市

2.0 2.0 無 富　郷 瀬井野 県

県・林

3.0 3.0 無 富　郷 中　尾 県・林

林

2.0 2.0 無 富　郷 城　師 県

県

4.0 4.0 一部概成 富　郷 宮　城 2

3.0 3.0 無 富　郷 寺　尾 3

市

4.0 4.0 一部概成 長谷寺 長谷寺

6.0 5.0 無 富　郷 折　宇 1

3.0 3.0 無 富　郷 城　師 県

林
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209-
033

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
034

有 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
035

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
036

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
037

無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
038

有 無 無 Ａ ｂ2 ａ1

209-
039

無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
040

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

213-
010

有 無 有 Ｂ ｃ2 ａ1

2.0 1.0 一部概成 寒川山 上猿田 5 1 県

2.0 2.0 一部概成 寒川山 下猿田 県・市

林

9.0 3.0 概成 豊　岡 大　町 450 市

林

4.0 4.0 一部概成 津根山 折　宇

3.0 3.0 一部概成 寒川山 上猿田

市

2.0 2.0 無 金　砂 上小川 4

1.0 1.0 一部概成 上　柏 城 15

4.0 4.0 無 具　定 正之森 6 県

市

6.0 6.0 一部概成 富　郷 津　根 3 高・市・林
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（３）　土居地域

302-
001

無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

302-
002

有 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
003

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

302-
004

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

302-
005

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

302-
006

有 無 無 Ｂ ｂ2 ｂ1

302-
007

有 無 無 Ｃ ｃ2 ｂ1

302-
008

無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
009

有 無 無 Ｂ ｂ2 ｂ1

302-
010

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

302-
011

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

302-
012

有 無 無 Ａ ｂ2 ａ1

302-
013

有 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
014

有 無 無 Ｃ ｃ2 ｂ1

302-
015

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

213-
012

有 無 有 Ａ ｂ2 ｂ1

213-
013

有 無 有 Ａ ｂ2 ａ1

213-
014

有 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

箇

所

番

号

保

安

林

等

他
の
法
令
等
の
指
定

荒

廃

状

況

危

険

地

区

の

危

険

度

面積（㏊）
治

山

事

業

進

捗

状

況

位　置 公　共　施　設　等

市

3.0 3.0 無 浦　山 浦　山 2

2.0 1.0 無 天　満 大地山 28

被

災

危

険

度

山

腹

崩

壊

危

険

度

備

考

調
査
地
区

（

8
5
点
以
上
の
メ
ッ

シ
ュ
）

危
険
地
区

大

学

字

人

家

公
共
施
設
（

道
路
除

く
）

道

路

1.0 1.0 無 北　野 大　谷 18 市

林

1.0 1.0 概成 北　野 山　下 12

県

1.0 1.0 一部概成 浦　山 五良津 林

県

1.0 1.0 無 浦　山 河　内 6

3.0 3.0 一部概成 浦　山 河　内

市

4.0 4.0 無 大北野 大福寺 2

3.0 3.0 無 北　野 上北野 9

1.0 1.0 無 高曽根 高曽根 3 県

5.0 3.0 無 丈　川 丈　川 8 県

市

2.0 2.0 無 大　谷 大　谷 15 市

高・市

3.0 3.0 無 河　内 河　内 3 市

高・市

5.0 3.0 無 木ノ川 西　谷

2.0 2.0 無 内　川 内　川

高・市

13.0 8.0 無 上　野 20 1

9.0 9.0 無 上　野 内の川 6

2.0 2.0 一部概成 上　野 栗の下 6 高・市

高・市
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（４）　新宮地域

301-
001

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

301-
002

無 無 無 Ｃ ｃ2 ａ1

301-
003

無 無 無 Ｃ ｃ2 ｂ1

301-
004

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

301-
005

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

301-
006

無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

301-
007

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

301-
008

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

301-
009

無 無 無 Ａ ｂ2 ａ1

301-
010

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

301-
011

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

301-
012

無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
013

有 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

301-
014

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

301-
015

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

301-
016

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

301-
017

無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

301-
018

有 無 無 Ａ ａ2 ｂ1

213-
002

無 無 無 Ｂ ｂ2 ｂ1

213-
003

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

213-
004

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

213-
005

無 無 無 Ａ ｂ2 ａ1

213-
006

無 無 無 Ａ ａ2 ａ1

213-
007

無 無 無 Ａ ｂ2 ａ1

213-
008

無 無 無 Ａ ｂ2 ａ1

213-
016

無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

公　共　施　設　等
被

災

危

険

度

山

腹

崩

壊

危

険

度

備

考

調
査
地
区

（

8
5
点
以
上
の
メ
ッ

シ
ュ
）

危
険
地
区

大

学

字

人

家

公
共
施
設
（

道
路
除

く
）

箇

所

番

号

保

安

林

等

他
の
法
令
等
の
指
定

荒

廃

状

況

危

険

地

区

の

危

険

度

面積（㏊）
治

山

事

業

進

捗

状

況

位　置

2.0 2.0 無 新　宮 影　井 1 市

道

路

8.0 8.0 無 新　宮 新　宮 13 市

県

4.0 4.0 概成 馬　立 川　渕 1 県・市

市

3.0 3.0 一部概成 馬　立 川　渕

2.0 2.0 無 馬　立 川　渕 1

市

5.0 3.0 無 馬　立 市　仲 2

4.0 4.0 一部概成 新瀬川 樫の下 3

4.0 3.0 無 馬　立 竹の峯 7 農

7.0 7.0 無 馬　立 日　浦 14 市

市

10.0 10.0 無 新瀬川 秋　田 6 市

市

2.0 2.0 一部概成 新瀬川 土　居 2 林

市

3.0 1.0 無 新瀬川 中　川 3

5.0 4.0 一部概成 馬　立 土　居 3

市

2.0 2.0 無 新瀬川 堂　成 4 1

2.0 2.0 無 新瀬川 堂　成 12

3.0 3.0 無 新瀬川 土　居 3 市

15.0 12.0 未成 新瀬川 秋　田 14 1 林

国

1.0 1.0 無 新　宮 宮　川 8 1

農

3.0 3.0 無 天　日 木　颪 4 市

市

43.0 28.0 無 天　日 天　日 10

3.0 2.0 無 天　日 亀　尻 6

市

7.0 6.0 無 横　野 横　野 9

18.0 11.0 無 中　村 中　村 16

12.0 8.0 無 中　村 中　村 6 県・市

3.0 3.0 馬　立 和田小屋 市

市

19.0 10.0 無 泉　田 泉　田 8 市
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（１）　川之江地域

208-
001

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
002

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
003

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
004

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
005

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
006

有 無 無 無 Ａ ａ2 ｂ1

208-
007

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
008

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
009

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
010

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
011

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
012

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
013

無 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
014

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
015

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
016

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
017

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
018

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
019

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
020

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
021

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
022

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
023

無 有 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
024

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
025

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
026

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
027

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
028

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
029

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
030

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
031

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

位　置 公　共　施　設　等
被

災

危

険

度

崩
壊
土
砂
流
出
危
険
度

備

考

大

学

字

人

家

公
共
施
設
（

道
路
除

く
）

道

路

32　崩壊土砂流出危険地区

箇

所

番

号

保

安

林

等

地
す
べ
り
防
止
区
域
指
定

他
の
法
令
等
の
指
定

荒

廃

状

況

危

険

地

区

の

危

険

度

面積
（㏊）

治

山

事

業

進

捗

状

況

市

0.32 無 下　山 日　向 1 市

0.84 概成 下　山 日　向 1

市

1.12 無 下　山 日　向 1 市

0.76 無 下　山 日　向 1

国

0.03 一部概成 下　山 七　田 5 国

0.84 無 下　山 鳶　安

市

0.6 一部概成 下　山 蔭　山 10 市

0.21 無 下　山 佐谷興 7

国

0.08 一部概成 下　山 田尾谷 5 市

0 無 下　山 滝　下 3

国

0 概成 下　山 水ヶ佐谷 5 国

0.1 無 下　山 中　山 1

市

0.13 無 下　山 成毛裏 1 市

0.23 無 下　山 庚辛堂 4

市

0.34 無 下　山 平石ノ裏 20 市

1.31 無 下　山 寒之池 6

国

0.56 一部概成 下　山 船佐古 5 1 国

0.08 無 下　山 岡ノ下 1

国

0 無 下　山 道ノ上 1 市

0 概成 下　山
ツグリグ

尾
3

市

0.11 無 下　山 横井手 国

0 一部概成 下　山 平木蔭

市

0.05 無 下　山 平木蔭 市

0.47 無 下　山 中　山

市

0.05 無 下　山 大砂古 2 市

0 無 下　山 射場ノ窪 2

国

0 概成 下　山 ウツゲ谷 4 市

0.14 無 下　山 東　山 17

市1.4 無 下　山 蔭　山 2

市

0 無 下　山 鬼　城 2 市

0 一部概成 下　山 堂ノ向 8
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208-
032

無 無 無 有 Ｂ ｂ2 ｃ1

208-
033

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
034

無 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
035

無 無 無 有 Ｃ ｃ1

208-
036

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
037

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
038

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
039

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
040

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
041

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
042

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
043

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
044

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
045

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
046

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
047

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
048

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
049

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
050

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
051

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
052

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
053

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
054

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
055

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
056

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
057

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
058

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
059

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
060

有 無 無 有 Ｂ ｂ2 ｂ1

208-
061

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
062

有 無 無 有 Ｂ ｂ2 ｂ1

208-
063

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
064

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
065

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
066

有 無 無 有 Ｂ ｃ2 ａ1

208-
067

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
068

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
069

有 無 無 有 Ｂ ｃ2 ａ1

208-
070

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

0 概成 領　家 南　山 5 市

市

0.46 無 領　家 東光坊 市

1.91 概成 領　家 セリ谷

市

1.88 概成 領　家 東　加 5 市

0 概成 領　家 南　山

市

1.28 無 半　田 南　山 市

1.11 一部概成 領　家 南　山 25

市

0.65 無 領　家 南　山 25 市

1.22 無 領　家 南　山

市

0.34 無 柴　生 柴　生 市

0.14 無 柴　生 松屋谷

市

0.18 無 柴　生 菖蒲谷 1 市

0.16 無 柴　生 柴　生

市

0.19 無 柴　生 大次良谷 5 市

0.17 無 柴　生 向　山 2

市

0.01 無 柴　生 向　山 2 市

0.38 無 柴　生 北　山 10

市

0 無 下　川 竹　元 6 1 市

0 無 下　川 若松谷

市

0.13 無 下　川 西ノ谷 10 市

0.41 無 下　川 浦ノ谷 10

市

0.93 一部概成 山田井 除ヶ谷 2 市

0.44 概成 下　川 日浦谷

市

0.53 一部概成 下　川 日浦谷 市

0.22 無 下　川 若松谷

市

2.12 無 下　川 小屋毛谷 9 市

0.09 無 下　川 折田谷 6

市

0.16 無 下　川 猪ノ窪 6 市

0.08 無 下　川 掛ノ向 5

市

0.5 無 下　川 前の谷 3 市

0.17 無 下　川 袖 2

市

0.17 無 下　川 西　畑 7 市

1.47 無 下　川 犬　戻 3

市

0.05 無 下　川 馬　背 1 市

0 無 下　川 萩子ノ尾 1

市

0.67 無 下　川 小　禿 市

0.07 無 下　川 木諸椎谷 5

市

0.93 一部概成 下　川 萩子ノ尾 1 市

0.4 一部概成 下　川 五郎丸 1
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208-
071

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
072

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
073

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
074

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
075

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
076

無 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
077

有 無 無 有 Ｃ ａ2 ｃ1

208-
078

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
079

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
080

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
081

有 無 無 有 Ａ ｂ2 ａ1

208-
082

有 無 無 有 Ａ ｂ2 ａ1

208-
083

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
084

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
085

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
086

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
087

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
088

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
089

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
090

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
091

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
092

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
093

有 無 無 有 Ａ ａ2 ｂ1

208-
094

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
095

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
096

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
097

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
098

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
099

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
100

有 無 無 有 Ａ ｂ2 ａ1

208-
101

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
102

有 無 無 有 Ｂ ｃ2 ｃ1

208-
103

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
104

有 無 無 有 Ａ ａ2 ａ1

208-
105

有 無 無 有 Ｂ ｂ2 ｂ1

208-
106

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
107

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
108

有 無 無 有 Ｂ ｂ2 ｂ1

208-
109

有 無 無 有 Ｂ ｃ2 ａ1

市

2.37 無 半　田 南　山 3 市

0.99 一部概成 半　田 南　山 18

県

0.35 無 金　川 桜井山 5 県

1.27 無 半　田 南　山 6

県

0.47 一部概成 半　田 平　山 5 県

1.23 一部概成 半　田 南　山 5

県

0.15 一部概成 金　川 黒　塚 15 県

1.08 概成 金　川 佐　禮 15

県

0.74 無 金　川 榎山 25 県

0.63 一部概成 金　川 西芳谷 15

市

1.46 無 三角寺 向　ヒ 市

0.43 無 三角寺 向　ヒ 3

県

0.57 一部概成 金　川 東別宗 5 市

0.49 無 金　川 水浅ヶ子 5

市

0.11 概成 半　田 池の奥 1 市

0.04 無 半　田 池の奥

市

0.04 一部概成 半　田 朝倉谷 15 市

0.21 無 三角寺 唐　谷

市

0.07 無 半　田 赤松谷 5 市

0.18 一部概成 半　田 赤松谷 3

市

0.25 無 半　田 池の奥 5 市

0.16 無 半　田 池の奥 1

市

1.4 無 山田井 スベリ場 5 県

0.67 無 山田井 寺の谷 5

市

0.48 一部概成 山田井 城ヶ谷 20 市

1.26 一部概成 妻　鳥
名草谷上

東西
12

市

2.65 概成 山田井 追　坂 5 県

0.13 概成 山田井 三　谷

県

0.51 無 山田井 三　谷 16 県

1.14 無 山田井 浦ノ谷 16

市

4.05 一部概成 山田井 元　谷 18 市

0 一部概成 山田井 カケ下 6

県

9.53 一部概成 山田井 ガゼキ 2 市

2.58 一部概成 山田井 沼ヶ谷 14

県

0.69 一部概成 山田井
西ノ谷

ヲカマ石
5 市

0.12 一部概成 山田井 立　尾 5

県

0.29 概成 山田井 山　提 1 県

9.68 一部概成 山田井 木曽後 9

市0.8 無 山田井 白木谷 2
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208-
110

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
111

有 無 無 有 Ａ ｂ2 ａ1

208-
112

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
113

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
114

有 無 無 有 Ｂ ｃ2 ａ1

208-
115

有 無 無 有 Ｂ ｃ2 ａ1

208-
116

有 無 無 有 Ｂ ｃ2 ａ1

208-
117

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

208-
118

有 無 無 有 Ｂ ｃ2 ａ1

208-
119

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
120

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
121

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

208-
122

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
123

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
124

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
125

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
126

無 無 無 有 Ａ ａ2 ｂ1

208-
127

有 無 無 有 Ａ ａ2 ｂ1

208-
128

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
129

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

208-
130

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
131

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

208-
132

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

213-
002

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
003

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

213-
013

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
019

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

213-
004

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

市

2.88 一部概成 山田井 倉　谷 9 市

10.53 一部概成 山田井 西ノ谷 9

0.7 概成 山田井 コツモ谷 2 市

市

3.78 一部概成 山田井 金見山 1 市

1.83 無 山田井 ゴヲラ 2

県

4.14 一部概成 山田井 弥陀ノ尾 市

4.37 一部概成 山田井 長　谷

市

0 無 山田井 金見山 市

0.45 無 山田井 金見山

市

0.85 一部概成 山田井 金見山 1 市

0.54 無 山田井 金見山 1

鉄

0.43 無 余　木 鳴　滝 10 鉄

0 無 余　木 鳴　滝 30

市

0.09 無 余　木 潜　亀 15 鉄

0 一部概成 山田井 金見山

市

0.21 一部概成 川之江 大門山 20 市

3.96 無 川之江 宮ノ谷 20

鉄

0.17 無 長　須 三　谷 15 鉄

0 無 長　須 三　谷 15

林

0.53 一部概成 金　川 池之奥 3 市

2.06 無 金　川 金　川 12

国・林

0.17 一部概成 三　谷 三　谷 20 市・林

0.35 無 山田井 早苗山 5

市・農

0.04 一部概成 山田井 石ノ口下 7 県・市

0 一部概成 川之江 大　門 30 2

市

0 無 下　川 牛飼野 4 市

0.22 一部概成 川之江 池之奥 15

農0 無 山田井 下　谷 2
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（２）　伊予三島地域

209-
001

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
002

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
003

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
004

無 無 無 有 Ａ ａ2 ｂ1

209-
005

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
006

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
007

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
008

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
009

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
010

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
011

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
012

無 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

209-
013

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
014

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
015

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
016

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
017

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
018

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
019

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
020

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
021

有 無 無 有 Ｂ ｃ2 ｃ1

209-
022

無 無 無 有 Ａ ａ2 ｃ1

209-
023

無 無 無 有 Ａ ｂ2 ｃ1

209-
024

有 無 無 有 Ａ ａ2 ｃ1

209-
025

有 無 無 有 Ｂ ｂ2 ｃ1

209-
026

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

209-
027

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
028

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
029

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
030

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
031

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

位　置 公　共　施　設　等
被

災

危

険

度

崩
壊
土
砂
流
出
危
険
度

備

考

大

学

字

人

家

公
共
施
設
（

道
路
除

く
）

道

路

箇

所

番

号

保

安

林

等

地
す
べ
り
防
止
区
域
指
定

他
の
法
令
等
の
指
定

荒

廃

状

況

危

険

地

区

の

危

険

度

面積
（㏊）

治

山

事

業

進

捗

状

況

林

0.16 無 寒　川 宮地・原口 20 林

1 無 寒　川 観音谷 100

林

0.54 無 岡　銅 学連寺 50 林

0.97 無 岡　銅 岡　銅 50

林

1.51 無 上　柏 馬　瀬 10 1

0.09 無 中曽根 六　塚 55

林

0.05 一部概成 具　定 正之森 80 県

0.04 無 寒　川 大　倉 20

林

0.19 無 小川山 大やぶ 9 林

0.47 無 小川山 魚染場

林

1.09 無 小川山 魚染場 2 林

0.84 無 上　柏 積　善 10

林

0.59 無 小川山 折　坂 林

0.98 無 小川山 折　坂 1

0.53 無 小川山 柳　瀬 林

1.67 無 小川山 柳　瀬 5 1

林

1.26 一部概成 金　砂 小比須 林

0.82 無 小川山 折　坂

林

1.22 無 小川山 折　坂 1 林

0.81 無 小川山 折　坂 3

県

1.48 無 豊　坂 折　坂 1

1.26 概成 平野山 平　野 5

県

0.18 無 平野山 平　野 3 1

1.22 無 平野山 平　野

市

0.1 無 豊　坂 夏　切 市

0.55 無 豊　坂 七々木

市

0.55 概成 豊　坂 上長瀬 5 市

0.91 無 豊　坂 折　坂 7

県0.66 無 津根山 中　尾

県

0.03 無 豊　坂 岩原瀬 県

0.71 概成 豊　坂 岩原瀬 10
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209-
032

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
033

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
034

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
035

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
036

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
037

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
038

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
039

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
040

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
041

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
042

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
043

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
044

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
045

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
046

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
047

有 無 無 有 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
048

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
049

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
050

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
051

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
052

無 無 無 有 Ａ ａ2 ｃ1

209-
053

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ａ1

209-
054

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
055

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
056

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
057

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
058

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
059

無 有 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
060

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
061

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
062

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
063

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
064

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
065

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
066

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
067

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
068

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

209-
069

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
070

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

0.18 無 津根山 中　尾 林

林

2.12 無 津根山 中　尾 林

0.45 無 津根山 中　尾

林

1.02 無 富　郷 中　尾 林

0.27 無 津根山 中　尾

県

0.16 無 津根山 寺　野 県

1.06 無 津根山 瀬井野

林

0.87 無 津根山 中　尾 林

0.53 無 津根山 中　尾

県

0.54 無 津根山 折　宇 3 林

0.53 無 津根山 城　師

県

0.3 無 津根山 寺　野 県

0.73 無 津根山 寺　野

市

2.16 一部概成 津根山 津根山 市

0.42 無 津根山 落　合

林

0.61 無 津根山 折　宇 林

0.28 無 津根山 折　宇

市

0.43 無 津根山 松　野 1

1 無 津根山 葛　川

市

0.17 無 津根山 落　合 市

0.82 無 津根山 落　合

県

0.27 無 寒川山 下猿田 県

0.42 無 寒川山 下猿田

市

0.02 無 寒川山 下猿田 県

0.15 概成 津根山 藤　原 10

県

1.13 無 寒川山 元ノ庄 県

0.64 無 寒川山 上猿田

林

0.7 無 寒川山 芋　野 林

0.64 無 寒川山 芋　野 2

県

0.51 無 寒川山 杉　成 県

2.46 無 寒川山 元ノ庄

県

0.38 無 寒川山 元ノ庄 県

1.01 無 寒川山 元ノ庄 2

県

0.11 無 寒川山 下長瀬 5 県

0.11 概成 寒川山 下長瀬 3

0.2 概成 寒川山 下長瀬 県

1.36 概成 寒川山 杉　成 7 1

県

0.6 無 平野山 中　峰 1 県

0.24 無 平野山 下長瀬 3
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209-
071

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
072

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
073

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
074

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
075

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
076

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
077

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
078

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
079

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
080

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
081

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
082

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
083

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
084

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
085

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
086

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
087

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
088

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
089

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
090

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
091

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
092

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

209-
093

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
094

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
095

有 無 無 無 Ａ ａ2 ｂ1

209-
096

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
097

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
098

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

209-
099

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
100

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
101

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
102

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
109

無 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
110

無 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

209-
111

無 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
001

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
014

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
015

有 無 無 無 Ａ ａ2 ｃ1

213-
021

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

市

0.79 無 小川山 上小川 県

0.11 無 小川山 上小川 4

県

0.32 無 小川山 引　地 林

0.76 無 小川山 柳　瀬

県

1.49 無 小川山 岩　鍋 県

0.17 無 小川山 岩　鍋

林

1.02 無 小川山 中ノ川 林

0.64 一部概成 小川山 栗ヶ市

林

0.98 無 小川山 久保ヶ市 林

0.25 無 小川山 久保ヶ市

林

0.3 無 小川山 西ノ谷 林

0.54 無 小川山 西ノ谷

林

1.09 無 小川山 西ノ谷 林

0.84 無 小川山 中ノ川

林

0.86 無 小川山 小川山 2 林

1.03 一部概成 小川山 小川山

林

0.32 無 小川山 小川山 4 林

0.39 無 小川山 黒　蔵

県

1.3 無 小川山 上小川 5 市

0.09 無 小川山 柳　瀬

林

1.05 無 小川山 小川山 林

0.37 無 小川山 小川山

国・市・林

0.18 一部概成 具　定 正之森 50 1 国・市

0.01 無 入　野 入　野 50 1

林

0.45 無 平野山 平　野 2 市

0.24 無 小川山 中ノ川

県

0.17 一部概成 寒川山 猿　田 県

2.72 無 金　砂 柳　瀬 10 1

国・市・林

1.01 無 金　砂 東長野 7 県

1.98 一部概成 具　定 正之森 70 1

県

0.08 無 岡　銅 上野田 35 高・県

0.34 無 岡　銅 上野田 45

林

5.72 一部概成 上　柏 馬　瀬 30 1 高・市・林

8.04 無 富　郷 津根山

林

0.53 一部概成 豊　坂 高野上 30 高

2.04 一部概成 豊　坂 高野上 30

県

0.13 一部概成 寒　川 大道上 55 1 高・国・市

0.27 一部概成 中之庄 上野田 33

林1.91 一部概成 津根山 落　合 5 1
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213-
022

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
023

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
026

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ11.16 一部概成 豊　坂 落　合 4 林

1.62 無 津根山 落　合 5 1

2.36 無 津根山 落　合 5 1 林
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（３）　土居地域

302-
001

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
002

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｂ1

302-
003

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
004

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

302-
005

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

302-
006

有 無 無 無 Ａ ａ2 ｂ1

302-
007

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

302-
008

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

302-
009

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
010

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

302-
011

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｂ1

302-
012

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
013

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

302-
014

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

302-
015

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

302-
016

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

302-
017

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
018

有 無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

302-
019

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
020

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
021

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｂ1

302-
022

有 有 無 有 Ｂ ｃ2 ａ1

302-
023

有 無 無 有 Ｂ ｃ2 ａ1

302-
024

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
025

有 有 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
026

有 有 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
027

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

302-
029

有 無 無 無 Ｂ ｃ2 ｃ1

213-
010

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

213-
011

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

213-
012

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

備

考

大

学

字

人

家

公
共
施
設
（

道
路
除

く
）

道

路

面積
（㏊）

治

山

事

業

進

捗

状

況

位　置 公　共　施　設　等
被

災

危

険

度

崩
壊
土
砂
流
出
危
険
度

箇

所

番

号

保

安

林

等

地
す
べ
り
防
止
区
域
指
定

他
の
法
令
等
の
指
定

荒

廃

状

況

危

険

地

区

の

危

険

度

県

0.48 一部概成 上　野 大　川 25

0.12 一部概成 北　野 大　境

林

0.34 一部概成 北　野 大　境 県

0.15 無 浦　山 浦　山

国・市

1.46 無 上　野 河　又 5 国

0.09 一部概成 小　林 粟　谷 30 1

国・市

0.39 一部概成 上　野 上　野 100 3 国・市

0.27 無 上　野 内ノ川 50 1

高

0.43 無 上　野 上　野 国

0.51 無 上　野 上　野

高

0.59 一部概成 北　野 高曽根 30 1 県・市

0.28 一部概成 浦　山 長命寺 4

高

0.14 無 本　郷 木ノ川 高

0.23 無 本　郷 関　川 20

高

0.15 無 本　郷 関　川 高

0.65 無 上　野 大段川

高

0.09 無 入　野 入野東 3 高

0.2 一部概成 入　野 入野東 3

市

0.39 一部概成 入　野 入野西 高

1.31 無 大屋敷 大屋敷

林

3.29 一部概成 上　野 五良津 林

3.31 一部概成 上　野 五良津

県

5.04 一部概成 上　野 五良津 林

0.18 一部概成 北　野 大　鏡

〃

12.34 一部概成 畑　野 西谷川 20

2.38 無 浦　山 中ノ川

林

1.12 無 浦　山 中ノ川 林

2.83 一部概成 浦　山 中ノ川

市・農0.05 概成 北　野 コンカラジ 6

高・市

0.05 概成 北　野 高曽根 1 県・市

0.06 概成 畑　野 上畑野
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213-
016

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
017

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
018

有 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
020

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

213-
024

有 無 無 無 Ｂ ｃ2 ａ1

209-
103

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
104

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

209-
105

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

213-
106

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

213-
107

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

213-
108

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

0.31 未成 畑　野 西谷川 20

1.16 一部概成 浦　山

0.15 一部概成 上　野 6

0.53 未成 畑　野 西谷川 20

0.25 未成 畑　野 西谷川 20

〃

2.02 無 津　根 西　森 〃

0.04 無 小　林 根々見

高

0.07 一部概成 小　林 田　尾 〃

0.27 一部概成 小　林 井　上

高・県

0.17 無 野　田 上野田 高・県

0.26 無 野　田 上野田
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（４）　新宮地域

301-
001

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
002

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
003

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

301-
004

無 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

301-
005

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
006

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
007

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
008

有 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

301-
009

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
010

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
011

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
012

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
013

無 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
014

無 無 無 有 Ｂ ｃ2 ｃ1

301-
015

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

301-
016

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

301-
017

無 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

301-
018

無 無 無 有 Ｃ ｂ2 ｃ1

301-
019

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
020

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
021

無 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

301-
022

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
023

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

301-
024

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
025

無 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

301-
026

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
027

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
028

無 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

301-
029

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
030

有 無 無 有 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
031

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

箇

所

番

号

保

安

林

等

地
す
べ
り
防
止
区
域
指
定

他
の
法
令
等
の
指
定

荒

廃

状

況

危

険

地

区

の

危

険

度

林

1.32 無 新瀬川 秋　田 3 市

2.9 無 新瀬川 秋　田

備

考

大

学

字

人

家

公
共
施
設
（

道
路
除

く
）

道

路

面積
（㏊）

治

山

事

業

進

捗

状

況

位　置 公　共　施　設　等
被

災

危

険

度

崩
壊
土
砂
流
出
危
険
度

市

2.61 一部概成 馬　立 木地屋 県

2.46 無 新瀬川 栄　谷

市

1.3 無 新瀬川 寺　成 5 市

8.28 未成 新瀬川 程　野 3 5

市

1.02 無 馬　立 和田小屋 市

1.26 無 馬　立 和田小屋

県

1.43 無 馬　立 下　附 5 市

1.74 一部概成 馬　立 辺地床

市

1.25 一部概成 馬　立 大　谷 2 市

2.73 無 馬　立 大　谷

市

0.94 無 馬　立 堂　成 市

0.3 未成 馬　立 堂　成

市

1.53 無 上　山 木　颪 5 市

2.13 無 新　宮 新　宮 10

市

1.89 無 新　宮 梶　久 12 市

0.12 無 新　宮 梶　久 10

市

1.27 無 馬　立 市　仲 県

2.22 無 上　山 杉　谷 10

市

3.08 無 上　山 吉野瀬 林

4.68 無 上　山 吉野瀬

県

0.23 無 馬　立 西　谷 2 市

2.72 無 馬　立 日　浦 7

市

1.66 無 馬　立 奥之院 県

2.9 無 馬　立 川　渕 6

県

0.5 無 馬　立
センモド

コヤ
県

1.81 一部概成 馬　立 辺地床

市

0.32 無 馬　立 影　井 5 県

0.9 無 馬　立 大　尾 4

市1.29 無 馬　立 大　尾 7
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301-
032

有 無 無 無 Ｃ ａ2 ｃ1

301-
033

有 無 無 無 Ｃ ａ2 ｃ1

301-
034

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

301-
035

有 無 無 無 Ｃ ａ2 ｃ1

301-
036

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

301-
037

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
038

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
039

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
040

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
041

有 無 無 有 Ｂ ａ2 ｃ1

301-
042

有 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

301-
043

有 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

213-
005

無 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

213-
006

無 無 無 無 Ｃ ｃ2 ｃ1

213-
007

無 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
008

無 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

213-
009

無 無 無 無 Ｂ ａ2 ｃ1

213-
027

無 無 無 無 Ｃ ｂ2 ｃ1

林

1.65 一部概成 馬　立 辺地床 5 県

4.89 一部概成 新瀬川 落　合 10 3

3.48 無 新瀬川 落　合 10 3 林

高・市

0.12 無 辺地床 辺地床 1 国

0.17 無 辺地床 馬　立 2

県

8.21 一部概成 馬　立 木地屋 7 高・県

0.24 一部概成 馬　立 辺地床 10

林

1.35 無 馬　立 和田小屋 3 林

2.05 無 馬　立 和田小屋 1

国

1.75 無 馬　立 和田小屋 県

1.15 無 野辺地 野辺地 1

県・市

0.65 無 上　山 上　山 14 市・農

0.34 無 泉　田 嵯峨野 4

高・林

0.12 無 木　颪 木　颪 7 市

0.14 無 馬　立 辺地床 5

県0.65 無 新瀬川 久保ヶ内 8

市

0.46 無 新瀬川 堂　成 3 1 高

0.91 無 横　野 横　野 7
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（１）　伊予三島地域

209-
1

有 有 有 有 Ａ ａ2 ａ1

（２）　土居地域

302-
1

有 有 無 有 Ｃ ｃ2 ｂ1

302-
2

〃 〃 〃 〃 Ｂ ｃ2 ａ1

33　地すべり危険地区

危

険

地

区

番

号

保

安

林

等

地
す
べ
り
防
止
区
域
指

定

他
の
法
令
等
の
指

定

荒

廃

状

況

危
険
地
区
の
危
険

度 面積（㏊）

治

山

事

業

進

捗

状

況

位置 公共施設等

被

災

危

険

度

地
す
べ
り
危
険
度

備

考

大

学

字

人

家

戸

公

共

施

設

（

道

路

除

く

）

道

路

県

危

険

地

区

番

号

保

安

林

等

地
す
べ
り
防
止
区
域
指

定

他
の
法
令
等
の
指

定

荒

廃

状

況

危
険
地
区
の
危
険

度 面積（㏊）

治

山

事

業

進

捗

状

況

27.00 概成 富　郷 上猿田 1

位置 公共施設等

被

災

危

険

度

地
す
べ
り
危
険
度

備

考

大

学

字

人

家

戸

公

共

施

設

（

道

路

除

く

）

道

路

林

34.79 概成 浦　山 中ノ川 〃

54.00 概成 上　野 五良津

120



（１）土砂災害警戒区域数
令和３年３月23日現在

土砂災害
特別警戒

区域

34　 土砂災害（特別）警戒区域

指定年月日

指定箇所数
合計

急傾斜地の崩壊 土石流 地すべり

土砂災害
警戒区域

土砂災害
特別警戒

区域

土砂災害
警戒区域

土砂災害
特別警戒

区域

土砂災害
警戒区域

土砂災害
特別警戒

区域

土砂災害
警戒区域

0 14 14

平成23年3月29日 10 10 34 34 0 0

平成22年3月5日 6 6 8 8 0

44 44

平成25年2月22日 2 2 26 14 0 0 28 16

平成25年10月15日 4 4 15 13 17

0 40 390

75

0 0 19

219

平成29年3月7日 23 23 17 16

151

令和3年3月23日 3 3 4 0 17 0 24 3

51 0平成31年3月5日 76 76 92

68 0 388 284合計 124 124 196 160
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（２）急傾斜地の崩壊

番
号

所在地 区域名・番号

警戒区域 特別警戒区域

指定年月日 告示番号 指定年月日 告示番号

平成22年3月5日

愛媛県告示第246号 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

2 四国中央市 新宮町上山 赤滝 301-Ｉ-41(1) 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

1 四国中央市 新宮町上山 寺内 301-Ｉ-39(1) 平成22年3月5日

愛媛県告示第246号

4 四国中央市 新宮町新宮 影井Ａ 301-Ｉ-2644(1) 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

愛媛県告示第246号

3 四国中央市 新宮町上山 杉谷 301-Ｉ-45(1) 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号 平成22年3月5日

平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

7 四国中央市 金生町山田井 表 208-Ｉ-4(1) 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日

愛媛県告示第246号 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

6 四国中央市 新宮町新宮 中西 301-Ｉ-2547(1) 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

5 四国中央市 新宮町新宮 宮川北 301-Ｉ-2646(1) 平成22年3月5日

愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

10 四国中央市 金田町金川 涼川 208-Ｉ-2545(1) 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

9 四国中央市 川滝町下山 葱尾 208-Ｉ-2544(1) 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号

8 四国中央市 金田町金川 大久保（北） 208-Ｉ-7(1) 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

愛媛県告示第427号

12 四国中央市 金生町山田井 沼ヶ谷Ａ 208-Ｉ-2638(1) 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

11 四国中央市 柴生町 北柴生Ｂ 208-Ｉ-2636(1) 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日

平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

15 四国中央市 川滝町下山 椿堂（北） 208-Ｉ-2641(1) 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

14 四国中央市 川之江町 宮の谷Ｂ 208-Ｉ-2640(1) 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

13 四国中央市 妻鳥町 名草谷 208-Ｉ-2639(1) 平成23年3月29日

愛媛県告示第145号 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

18 四国中央市 上柏町 城 209-Ｉ-36(1) 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

17 四国中央市 富郷町寒川山 杉成 209-Ｉ-25(1) 平成25年2月22日

愛媛県告示第427号

16 四国中央市 金生町山田井 脇の山 208-Ｉ-2643(1) 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

愛媛県告示第1123号

20 四国中央市 土居町天満 西の江Ｂ 302-Ⅱ-1(1) 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

19 四国中央市 土居町天満 西の江Ａ 302-Ⅰ-52(1) 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号 平成25年10月15日

平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

23 四国中央市 川之江町 塩谷 208-Ⅰ-1(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日

愛媛県告示第1123号 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

22 四国中央市 土居町天満 西の町 302-Ⅰ-53(1) 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

21 四国中央市 土居町天満 西の江Ｃ 302-Ⅱ-2(1) 平成25年10月15日

愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

26 四国中央市 金田町金川 西金川 208-Ⅰ-9(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

25 四国中央市 柴生町 南柴生 208-Ⅰ-3(2) 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号

24 四国中央市 川之江町 大門 208-Ⅰ-2(2) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

愛媛県告示第219号

28 四国中央市 金田町半田 西之坊 208-Ⅰ-11(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

27 四国中央市 金田町半田 坪谷 208-Ⅰ-10(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日

平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

31 四国中央市 川滝町下山 七田 208-Ⅰ-17(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

30 四国中央市 下川町 中下Ａ 208-Ⅰ-16(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

29 四国中央市 柴生町 北柴生Ａ 208-Ⅰ-12(1) 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

34 四国中央市 川滝町下山 大野 208-Ⅰ-2642(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

33 四国中央市 下川町 射場 208-Ⅰ-2637(1) 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号

32 四国中央市 川之江町 宮の谷Ａ 208-Ⅰ-201(2) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

愛媛県告示第219号

36 四国中央市 富郷町寒川山 上長瀬Ａ西 209-Ⅰ-23(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

35 四国中央市 金砂町平野山 灰原瀬 209-Ⅰ-22(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日

平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

39 四国中央市 新宮町新宮 宮川 301-Ⅰ-47(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

38 四国中央市 新宮町新宮 清水 301-Ⅰ-46(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

37 四国中央市 新宮町上山 広瀬 301-Ⅰ-44(1) 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号

40 四国中央市 新宮町新瀬川 影田 301-Ⅰ-49(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号
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愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

42 四国中央市 新宮町馬立 市仲 301-Ⅰ-51(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

41 四国中央市 新宮町馬立 日浦 301-Ⅰ-50(1) 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号

44 四国中央市 土居町北野 山下 302-Ⅰ-2548(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

43 四国中央市 新宮町馬立 総野 301-Ⅰ-2645(1) 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

47 四国中央市 川之江町 中須古町 208-Ⅰ-3(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

46 四国中央市 川之江町 西ノ浜 208-Ⅰ-2(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

45 四国中央市 土居町北野 大谷Ｂ 302-Ⅰ-2647(1) 平成29年3月7日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

50 四国中央市 下川町 棒賀 208-Ⅰ-13(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

49 四国中央市 金田町金川 大久保 208-Ⅰ-8(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

48 四国中央市 金田町金川 国秀 208-Ⅰ-6(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

愛媛県告示第159号

52 四国中央市 金生町下分 川原田 208-Ⅰ-202(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

51 四国中央市 川滝町下山 平木 208-Ⅰ-14(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

55 四国中央市 川滝町下山 石川 208-Ⅱ-2(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

54 四国中央市 金生町山田井 沼ヶ谷Ｂ 208-Ⅱ-1(2) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

53 四国中央市 金田町半田 池の奥 208-Ⅱ-1(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

58 四国中央市 上分町 城ノ谷Ａ 208-Ⅱ-6(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

57 四国中央市 川之江町余木 余木 208-Ⅱ-5(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

56 四国中央市 川滝町下山 久保の内 208-Ⅱ-3(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

愛媛県告示第159号

60 四国中央市 上分町 城ノ谷Ｃ 208-Ⅱ-8(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

59 四国中央市 上分町 城ノ谷Ｂ 208-Ⅱ-7(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

63 四国中央市 川滝町下山 椿堂（東） 208-Ⅱ-11(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

62 四国中央市 下川町 中下Ｂ 208-Ⅱ-10(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

61 四国中央市 川滝町下山 椿堂（南） 208-Ⅱ-9(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

66 四国中央市 川之江町 イケヤ谷池（西） 208-Ⅲ-1(2) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

65 四国中央市 川之江町 イケヤ谷池（東） 208-Ⅲ-1(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

64 四国中央市 金田町半田 坪谷（西） 208-Ⅱ-12(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

愛媛県告示第159号

68 四国中央市 富郷町豊坂 豊坂Ａ 209-Ⅰ-29(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

67 四国中央市 金砂町小川山 岩鍋 209-Ⅰ-19(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

71 四国中央市 中曽根町 野之首 209-Ⅱ-3(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

70 四国中央市 中曽根町 石床 209-Ⅱ-2(2) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

69 四国中央市 上柏町 鳶畑 209-Ⅱ-2(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

74 四国中央市 金砂町小川山 小川山2 209-Ⅱ-5(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

73 四国中央市 金砂町小川山 小川山1 209-Ⅱ-4(2) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

72 四国中央市 金砂町小川山 小川山1 209-Ⅱ-4(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

愛媛県告示第159号

76 四国中央市 金砂町平野山 平野山1 209-Ⅱ-6(2) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

75 四国中央市 金砂町小川山 小川山3 209-Ⅱ-6(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

79 四国中央市 上柏町 城（北） 209-Ⅱ-8(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

78 四国中央市 金砂町平野山 平野山2 209-Ⅱ-7(2) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

77 四国中央市 富郷町津根山 津根山 209-Ⅱ-7(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

82 四国中央市 金砂町小川山 中之川3 209-Ⅱ-11(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

81 四国中央市 富郷町豊坂 豊坂 209-Ⅱ-9(2) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

80 四国中央市 富郷町豊坂 岩原瀬 209-Ⅱ-8(2) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号
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124 四国中央市 上分町・妻鳥町 平尾山 208-Ⅱ-4(1) 令和3年3月23日 愛媛県告示第338号 令和3年3月23日 愛媛県告示第338号

122 四国中央市 金田町金川 涼川（東Ａ） 208-Ⅰ-5001(1) 令和3年3月23日 愛媛県告示第338号 令和3年3月23日 愛媛県告示第338号

愛媛県告示第338号 令和3年3月23日 愛媛県告示第338号

愛媛県告示第159号

84 四国中央市 金砂町小川山 中之川5 209-Ⅱ-13(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

83 四国中央市 金砂町小川山 中之川4 209-Ⅱ-12(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

87 四国中央市 富郷町寒川山 上長瀬Ｂ 209-Ⅱ-16(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

86 四国中央市 富郷町寒川山 上長瀬Ａ東 209-Ⅱ-15(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

85 四国中央市 金砂町小川山 甲斐野 209-Ⅱ-14(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

90 四国中央市 富郷町寒川山 上猿田 209-Ⅱ-20(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

89 四国中央市 富郷町豊坂 岩原瀬 209-Ⅱ-18(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

88 四国中央市 富郷町豊坂 七々木 209-Ⅱ-17(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

愛媛県告示第159号

92 四国中央市 富郷町津根山 中尾 209-Ⅱ-22(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

91 四国中央市 富郷町津根山 藤原 209-Ⅱ-21(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

95 四国中央市 上柏町 積善 209-Ⅲ-1(2) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

94 四国中央市 上柏町 積善 209-Ⅲ-1(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

93 四国中央市 富郷町寒川山 下猿田Ｂ 209-Ⅱ-24(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

98 四国中央市 新宮町新宮 鉱山 301-Ⅰ-48(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

97 四国中央市 富郷町津根山 落合 209-Ⅲ-3(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

96 四国中央市 金砂町小川山 中之川2 209-Ⅲ-2(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

愛媛県告示第159号

100 四国中央市 新宮町新宮 影井Ｂ 301-Ⅱ-2(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

99 四国中央市 新宮町馬立 堂成 301-Ⅱ-1(2) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

103 四国中央市 新宮町上山 下泉田 301-Ⅱ-3(2) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

102 四国中央市 新宮町上山 要麦 301-Ⅱ-3(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

101 四国中央市 新宮町上山 泉田（東） 301-Ⅱ-2(2) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

106 四国中央市 新宮町上山 亀尻 301-Ⅱ-5(2) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

105 四国中央市 新宮町上山 西横野 301-Ⅱ-5(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

104 四国中央市 新宮町馬立 長瀬 301-Ⅱ-4(2) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

愛媛県告示第159号

108 四国中央市 新宮町新瀬川 秋田 301-Ⅱ-7(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

107 四国中央市 新宮町馬立 下り付 301-Ⅱ-6(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

111 四国中央市 新宮町上山 中村 301-Ⅱ-10(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

110 四国中央市 新宮町馬立 下市仲 301-Ⅱ-9(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

109 四国中央市 新宮町上山 杉谷 301-Ⅱ-8(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

114 四国中央市 新宮町上山 木颪 301-Ⅱ-13(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

113 四国中央市 新宮町上山 鳩岡 301-Ⅱ-12(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

112 四国中央市 新宮町上山 中野 301-Ⅱ-11(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

愛媛県告示第159号

116 四国中央市 新宮町上山 泉田 301-Ⅱ-15(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

115 四国中央市 新宮町上山 谷内 301-Ⅱ-14(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

119 四国中央市 土居町浦山 河内 302-Ⅰ-54(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

118 四国中央市 新宮町馬立 大谷（西） 301-Ⅲ-2(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

117 四国中央市 新宮町馬立 大谷（北） 301-Ⅲ-1(1) 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号121 四国中央市 土居町浦山 大屋敷 302-Ⅱ-3(1) 平成31年3月5日

123 四国中央市 金田町金川 涼川（東B） 208-Ⅰ-5002(1) 令和3年3月23日

愛媛県告示第159号

120 四国中央市 土居町北野 大谷Ａ 302-Ⅰ-56(1) 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号
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平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

40 四国中央市 金田町金川 八戸谷川 208-1045 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

39 四国中央市 金田町金川 涼川奥谷川 208-1041-2 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号

38 四国中央市 金田町金川 涼川奥谷川 208-1041-1 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

37 四国中央市 金田町半田 奥の宮川 208-1039 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

36 四国中央市 川滝町領家 合路川 208-1037 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

35 四国中央市 川滝町領家 芹谷川 208-1035 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号

34 四国中央市 川滝町領家 田尾谷川 208-1033 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

33 四国中央市 川滝町下山 的場谷川 208-1032-2 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

32 四国中央市 川滝町下山 的場谷川 208-1032-1 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

31 四国中央市 金田町半田 池之奥川 208-1021-3 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号

30 四国中央市 金田町半田 池之奥川 208-1021-2 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

29 四国中央市 金田町半田 池之奥川 208-1021-1 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

28 四国中央市 金生町山田井 東竜王谷川 208-1019 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

27 四国中央市 金生町山田井 竜王谷川 208-1018 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号

26 四国中央市 金生町山田井 黒岩川 208-1017 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

25 四国中央市 金生町山田井 東黒岩川 208-1016 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日

24 四国中央市 川之江町 松木川 208-1014 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

愛媛県告示第427号

23 四国中央市 川之江町 寺の谷川 208-1012-3 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

22 四国中央市 川之江町 寺の谷川 208-1012-2 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

21 四国中央市 川之江町 寺の谷川 208-1012-1 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

20 四国中央市 川之江町 不老の谷川 208-1011 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号

19 四国中央市 川之江町 高町谷川 208-1010-2 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

18 四国中央市 川之江町 高町谷川 208-1010-1 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

17 四国中央市 川之江町 東町川 208-1009 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

16 四国中央市 川之江町長須 長須川 208-1007-2 平成23年3月29日

15 四国中央市 川之江町長須 長須川 208-1007-1 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

14 四国中央市 川之江町余木 二名川 208-1005-2 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

13 四国中央市 川之江町余木 二名川 208-1005-1 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号

12 四国中央市 川之江町余木 西ノ川 208-1004-2 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

11 四国中央市 川之江町余木 西ノ川 208-1004-1 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日

愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

10 四国中央市 川之江町余木 中の谷川 208-1003 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

9 四国中央市 川之江町余木 東の谷川 208-1002 平成23年3月29日

愛媛県告示第246号

8 四国中央市 新宮町馬立 西市仲谷川 301-1098 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

7 四国中央市 新宮町新宮 影井谷川 301-1095 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号 平成22年3月5日

愛媛県告示第246号 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

6 四国中央市 新宮町新宮 寺の川 301-1094 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

5 四国中央市 新宮町新瀬川 日ノ浦谷川 301-1091-2 平成22年3月5日

愛媛県告示第246号

4 四国中央市 新宮町新瀬川 日ノ浦谷川 301-1091-1 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

3 四国中央市 新宮町新瀬川 西ウトキ谷川 301-1089 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号 平成22年3月5日

愛媛県告示第246号 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

2 四国中央市 新宮町上山 田之内北谷川 301-1087 平成22年3月5日 愛媛県告示第246号

1 四国中央市 新宮町上山 寺内北谷川 301-1084 平成22年3月5日

（３）土石流
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愛媛県告示第145号

70

喜蔵川 209-1062

－

61 四国中央市 下長瀬 西之谷東川 209-1073 平成25年2月22日 愛媛県告示第144号 － －

74 四国中央市 土居町小林 泉谷川 302-1105 平成25年10月15日 愛媛県告示第1122号 － －

平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

71 四国中央市 土居町野田・津根 面白川 209-1072 平成25年10月15日

愛媛県告示第144号 － －

愛媛県告示第144号 － －

－

57 四国中央市 長谷川 東長谷川 209-1065 平成25年2月22日 愛媛県告示第144号 － －

58 四国中央市 長谷川 長谷川 209-1066 平成25年2月22日 愛媛県告示第144号 － －

56 四国中央市 大倉 大倉谷川 208-1063 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号 平成25年2月22日

55 四国中央市

愛媛県告示第144号 － －

44 四国中央市 鳶畑 城山川 209-1050 平成25年2月22日 愛媛県告示第144号 － －

209-1059-2 平成25年2月22日 愛媛県告示第144号 － －

45 四国中央市 横尾 西宇戸瀬川 209-1052-1 平成25年2月22日 愛媛県告示第144号 － －

46 四国中央市 横尾 西宇戸瀬川 209-1052-2 平成25年2月22日

愛媛県告示第1123号 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号82 四国中央市 土居町上野 細谷川 302-1115 平成25年10月15日

愛媛県告示第1123号

81 四国中央市 土居町上野 大段川 302-1114 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

80 四国中央市 土居町上野 竹谷川 302-1112 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号 平成25年10月15日

愛媛県告示第1123号 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

79 四国中央市 土居町畑野 西畑野川 302-1111 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

78 四国中央市 土居町入野 入野谷川 302-1110 平成25年10月15日

愛媛県告示第1123号

77 四国中央市 土居町入野 添谷川 302-1109 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

76 四国中央市 土居町入野 多領須川 302-1108 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号 平成25年10月15日

75 四国中央市 土居町中村 宮谷川 302-1107 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

四国中央市 脇谷 舟形谷川 209-1082 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

73 四国中央市 土居町小林 根々見谷川 302-1104 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

愛媛県告示第1123号 平成25年10月15日 愛媛県告示第1123号

72 四国中央市 土居町津根 城谷東川 302-1102

平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

69 四国中央市 長野 境谷川 209-1081-2 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号 平成25年2月22日

愛媛県告示第145号 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

67 四国中央市 平野 東谷奥川 209-1080 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

66 四国中央市 平野 谷奥川 209-1079-2 平成25年2月22日

68 四国中央市 長野 境谷川 209-1081-1 平成25年2月22日

愛媛県告示第145号

65 四国中央市 平野 谷奥川 209-1079-1 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

64 四国中央市 平野 西谷奥川 209-1078 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号 平成25年2月22日

63 四国中央市 杉成 杉成川 209-1075 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

62 四国中央市 下長瀬 下長瀬川 209-1074 平成25年2月22日

愛媛県告示第145号

59 四国中央市 西原 西谷川 209-1067 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

60 四国中央市 岡銅 小川原川 209-1070 平成25年2月22日 愛媛県告示第144号 －

平成25年2月22日 愛媛県告示第144号 －

愛媛県告示第145号 平成25年2月22日

愛媛県告示第145号 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

54 四国中央市 正之森 重石川 209-1061 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

51 四国中央市 光明 西大谷川 209-1059-1 平成25年2月22日

愛媛県告示第145号

53 四国中央市 東寒川 樋之尾谷川 209-1060 平成25年2月22日 愛媛県告示第144号 － －

入野

愛媛県告示第145号

50 四国中央市 光明 大谷川 209-1058 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

52 四国中央市

平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

光明 西大谷川

平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

49 四国中央市 中曽根 不老谷川 209-1056 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号 平成25年2月22日

愛媛県告示第145号 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

48 四国中央市 中曽根 六塚川 209-1055 平成25年2月22日 愛媛県告示第145号

47 四国中央市 野々首 中田井川 209-1053 平成25年2月22日

愛媛県告示第427号

42 四国中央市 妻鳥町 名草谷川 208-1048 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号

43 四国中央市 横尾 鰻谷川 209-1049 平成25年2月22日

41 四国中央市 妻鳥町 前砂子川 208-1047 平成23年3月29日 愛媛県告示第427号 平成23年3月29日
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86 四国中央市 下川町 竹花川 208-1025 平成29年3月7日 愛媛県告示第218号 － －

愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号85 四国中央市 柴生町 西ノ谷川 208-1023 平成29年3月7日

208-1022 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

83 四国中央市 土居町北野 大谷川 302-1116 平成25年10月15日 愛媛県告示第1122号

愛媛県告示第159号

124 四国中央市
金田町三角寺
金田町金川

白石川 208-1044-3 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

123 四国中央市 金田町金川 白石川 208-1044-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

122 四国中央市 金田町金川 白石川 208-1044-1 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

121 四国中央市 金田町金川 長の谷川 208-1043 平成31年3月5日

－

120 四国中央市 金田町金川 梅ノ木谷川 208-1042 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

119 四国中央市 金田町半田 坪谷川 208-1040-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 －

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

118 四国中央市 金田町半田 坪谷川 208-1040-1 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

117 四国中央市
川滝町領家
川滝町下山

古下田川 208-1038 平成31年3月5日

－

116 四国中央市
川滝町領家
川滝町下山

庄田川 208-1036 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

－ －

115 四国中央市
川滝町領家
川滝町下山

利家川 208-1034-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 －

愛媛県告示第158号 － －

114 四国中央市
川滝町領家
川滝町下山

利家川 208-1034-1 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

113 四国中央市 川滝町下山 葱尾谷川 208-1031 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

112 四国中央市 川滝町下山 寒之池川 208-1030-3 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

－ －

111 四国中央市 川滝町下山 寒之池川 208-1030-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

110 四国中央市 川滝町下山 寒之池川 208-1030-1 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

109 四国中央市 川滝町下山 久保ノ内川 208-1029 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

108 四国中央市 川滝町下山 弟地川 208-1028-3 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

107 四国中央市 川滝町下山 弟地川 208-1028-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

106 四国中央市 川滝町下山 弟地川 208-1028-1 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

105 四国中央市 下川町 古屋ヶ谷川 208-1024 平成31年3月5日

－

104 四国中央市 金生町山田井 本谷川 208-1020 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

－ －

103 四国中央市
川之江町

金生町山田井
扇谷川 208-1015 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 －

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

102 四国中央市 川之江町 高野北谷川 208-1008 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

101 四国中央市 川之江町余木 余木崎川 208-1001 平成31年3月5日

愛媛県告示第219号

平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

100 四国中央市 新宮町馬立 市仲谷川 301-1099-3 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

99 四国中央市 新宮町馬立 市仲谷川 301-1099-2 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

98 四国中央市 新宮町馬立 市仲谷川 301-1099-1 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号

97 四国中央市 新宮町馬立 馬立川 301-1093 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

96 四国中央市 新宮町新瀬川 ウトキ谷川 301-1090 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

95 四国中央市 新宮町上山 寺内谷川 301-1085-4 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

94 四国中央市 新宮町上山 寺内谷川 301-1085-3 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号

93 四国中央市 新宮町上山 寺内谷川 301-1085-2 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

92 四国中央市 新宮町上山 寺内谷川 301-1085-1 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

91 四国中央市 富郷町寒川山 竹谷川 209-1077 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

90 四国中央市 豊岡町五良野 鎌谷川 209-1069 平成29年3月7日

愛媛県告示第219号

89 四国中央市 川滝町下山 石川北谷川 208-1027 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

88 四国中央市 下川町 棒賀川 208-1026-2 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号 平成29年3月7日

87 四国中央市 下川町 棒賀川 208-1026-1 平成29年3月7日 愛媛県告示第219号

－ －

84 四国中央市 柴生町 長持北川
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愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号165 四国中央市 新宮町馬立 五味ノ谷川 301-1097 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

164 四国中央市 新宮町馬立 芋野谷川 301-1096 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

163 四国中央市 新宮町新瀬川 新瀬川 301-1092 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

162 四国中央市
新宮町新瀬川
新宮町馬立

栄谷川 301-1088 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

161 四国中央市 新宮町上山 嵯峨野谷川 301-1086-2 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

160 四国中央市 新宮町上山 嵯峨野谷川 301-1086-1 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

159 四国中央市 新宮町上山 鳩岡谷川 301-1083 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

158 四国中央市 金砂町小川山 折坂谷川 209-2020 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

157 四国中央市 富郷町寒川山 杉成奥谷川 209-2019 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

156 四国中央市
富郷町寒川山
金砂町平野山

西之谷川 209-2018 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

155 四国中央市 金砂町平野山 水丁谷西川 209-2017 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

154 四国中央市 金砂町小川山 足尾谷川 209-2016 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

153 四国中央市 金砂町小川山 小川山川 209-2015 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

152 四国中央市 金砂町小川山 甲斐野谷川 209-2014 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

151 四国中央市 金砂町小川山 戸屋奥川 209-2013 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 － －

150 四国中央市 豊岡町五良野 明神川 209-2012 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

149 四国中央市 富郷町寒川山 夏切谷川 209-1076 平成31年3月5日

－

148 四国中央市
豊岡町長田
土居町野田

大地川 209-1071 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

－ －

147 四国中央市

豊岡町五良野
豊岡町豊田
豊岡町長田
豊岡町大町

豊岡川 209-1068 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 －

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

146 四国中央市 寒川町 堀子川 209-1064 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

145 四国中央市
中之庄町
中曽根町

石床川 209-1057 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

144 四国中央市 中曽根町 宮川 209-1054-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

－ －

143 四国中央市 中曽根町 宮川 209-1054-1 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 － －

142 四国中央市 上柏町 馬瀬谷川 209-1051-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

141 四国中央市 上柏町 馬瀬谷川 209-1051-1 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

140 四国中央市 川滝町下山 椿堂川 208-2011 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

139 四国中央市
川滝町領家
川滝町下山

田尾谷西川 208-2010 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

138 四国中央市 川滝町下山 中組谷川 208-2009 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

137 四国中央市 下川町 竹花西川 208-2008 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

136 四国中央市 金生町山田井 下谷川 208-2007-3 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

135 四国中央市 金生町山田井 下谷川 208-2007-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

134 四国中央市 金生町山田井 下谷川 208-2007-1 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

133 四国中央市 下川町 中下川 208-2006 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

132 四国中央市 下川町 竹花下谷川 208-2005 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

131 四国中央市 下川町 牛飼野谷川 208-2004 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

130 四国中央市 柴生町 長持谷北川 208-2003 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

129 四国中央市 柴生町 長持上谷川 208-2002 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

128 四国中央市 金生町山田井 脇之山奥谷川 208-2001 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

127 四国中央市
金田町三角寺
金田町金川

三角寺川 208-1046-3 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 － －

126 四国中央市 金田町金川 三角寺川 208-1046-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

125 四国中央市 金田町金川 三角寺川 208-1046-1 平成31年3月5日
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195 四国中央市 土居町小林・津根 城谷川 302-1103 令和3年3月23日 愛媛県告示第341号 － －

196 四国中央市 土居町小林・中村 古子川 302-1106 令和3年3月23日 愛媛県告示第341号 － －

愛媛県告示第341号 － －

194 四国中央市 川之江町 イケヤ谷川 208-1013 令和3年3月23日 愛媛県告示第341号 － －

愛媛県告示第159号

192 四国中央市 土居町北野 なすび池川 302-Ｊ009-4 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

193 四国中央市 川之江町長須 北長須川 208-1006 令和3年3月23日

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

191 四国中央市 土居町北野 なすび池川 302-Ｊ009-3 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

190 四国中央市 土居町北野 なすび池川 302-Ｊ009-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

189 四国中央市 土居町北野 なすび池川 302-Ｊ009-1 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

188 四国中央市 土居町天満 南荷内谷川 302-Ｊ008 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

187 四国中央市 土居町天満 東大谷川 302-Ｊ006 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 － －

186 四国中央市 土居町天満 西大谷川 302-Ｊ005-4 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

185 四国中央市 土居町天満 西大谷川 302-Ｊ005-3 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

184 四国中央市 土居町天満 西大谷川 302-Ｊ005-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

183 四国中央市 土居町天満 西大谷川 302-Ｊ005-1 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

182 四国中央市 土居町天満 千々の木川 302-Ｊ004 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

181 四国中央市 土居町天満 東千々の木川 302-Ｊ003 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

180 四国中央市 土居町上野 関ノ原谷川 302-Ｊ002 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

179 四国中央市 土居町畑野 東畑野川 302-Ｊ001-2 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

178 四国中央市 土居町畑野 東畑野川 302-Ｊ001-1 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

177 四国中央市 土居町北野 大境谷川 302-2029-2 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

176 四国中央市 土居町北野 大境谷川 302-2029-1 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

－ －

175 四国中央市 土居町北野 スゲヤ谷川 302-2027 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

174 四国中央市 土居町上野 地蔵谷川 302-1113 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

173 四国中央市 新宮町上山 稚森谷川 301-2026 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

172 四国中央市 新宮町上山 吉ノ瀬谷川 301-2025 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

171 四国中央市 新宮町新宮 神子屋敷谷川 301-2024 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

170 四国中央市 新宮町馬立 五味ノ東谷川 301-2023 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

169 四国中央市 新宮町馬立 半庄谷川 301-2022 平成31年3月5日

愛媛県告示第159号

168 四国中央市 新宮町上山 倉之谷川 301-2021 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

平成31年3月5日 愛媛県告示第159号

167 四国中央市 新宮町上山 城後谷川 301-1101 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 平成31年3月5日

166 四国中央市 新宮町新宮 神子屋敷西谷川 301-1100 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号
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39 四国中央市 新宮町上山 上山 301-Ｊ-17 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

38 四国中央市 新宮町上山 嵯峨野 301-Ｊ-16 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

37 四国中央市 新宮町上山 泉田 301-Ｊ-15 平成31年3月5日

－ －

36 四国中央市 新宮町上山 中野 301-Ｊ-14 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

35 四国中央市 新宮町上山 東北浦 301-Ｊ-13 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

34 四国中央市 新宮町上山 寺内 301-Ｊ-12 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

33 四国中央市 新宮町上山 木颪 301-Ｊ-11 平成31年3月5日

－ －

32 四国中央市 新宮町上山 亀尻 301-Ｊ-10 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

31 四国中央市
豊岡町五良野
豊岡町岡銅
豊岡町大町

五良野 209-Ｊ-473 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

30 四国中央市
富郷町豊坂
豊岡町大町

恵之久保 209-Ｊ-472 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

29 四国中央市
寒川町

豊岡町大町
富郷町豊坂

大西 209-Ｊ-471 平成31年3月5日

－ －

28 四国中央市 金砂町平野山 長野 209-Ｊ-470 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

27 四国中央市
中曽根町
中之庄町

的之尾 209-Ｊ-469 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

26 四国中央市 上柏町 城 209-Ｊ-466 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

25 四国中央市 富郷町津根山 折宇 209-Ｊ-49 平成31年3月5日

－ －

24 四国中央市 富郷町津根山 戸女 209-Ｊ-48 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

23 四国中央市 富郷町津根山 城師 209-Ｊ-47 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

22 四国中央市 富郷町津根山 葛川 209-Ｊ-46 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

21 四国中央市 富郷町津根山 中尾 209-Ｊ-45 平成31年3月5日

－ －

20 四国中央市 富郷町豊坂 岩原瀬 209-Ｊ-44 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

19 四国中央市 富郷町寒川山 上猿田 209-Ｊ-43 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

18 四国中央市 富郷町寒川山 板谷 209-Ｊ-41 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

17 四国中央市 金砂町平野山 平野山 209-Ｊ-38 平成31年3月5日

－ －

16 四国中央市 金砂町小川山 上小川 209-Ｊ-37 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

15 四国中央市 金砂町小川山 岩鍋 209-Ｊ-36 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

14 四国中央市 中曽根町 円山 209-Ｊ-35 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

13 四国中央市 金砂町小川山 大藪 209-Ｊ-34 平成31年3月5日

－ －

12 四国中央市 上柏町 鳶畑 209-Ｊ-31 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

11 四国中央市 川滝町領家 合路 208-Ｊ-464 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

10 四国中央市 川滝町領家 中通（上） 208-Ｊ-463 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

9 四国中央市
川滝町領家
川滝町下山

中通 208-Ｊ-462 平成31年3月5日

－ －

8 四国中央市 川滝町下山 久保の内 208-Ｊ-461 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

7 四国中央市 金田町三角寺 三角寺 208-Ｊ-9 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

6 四国中央市
金田町三角寺
金田町金川

佐礼 208-Ｊ-8 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

5 四国中央市 金田町金川 東金川 208-Ｊ-7 平成31年3月5日

－ －

4 四国中央市 金田町半田 平山 208-Ｊ-6 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

3 四国中央市 金田町半田 横川 208-Ｊ-5 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

2 四国中央市
川滝町領家
川滝町下山
金田町半田

領家 208-Ｊ-4 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

1 四国中央市 川滝町領家 田尾 208-Ｊ-2 平成31年3月5日

－ －

（４）地すべり

番
号

所在地 区域名・番号

警戒区域 特別警戒区域

指定年月日 告示番号 指定年月日 告示番号
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番
号

所在地 区域名・番号

警戒区域 特別警戒区域

指定年月日 告示番号 指定年月日 告示番号

68 四国中央市 新宮町上山 鳩岡 301-NS-143 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号 － －

67 四国中央市 新宮町馬立 長瀬 301-NS-130 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号 － －

愛媛県告示第335号 － －

66 四国中央市 新宮町上山 東泉田 301-NS-96 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号

65 四国中央市 新宮町上山 泉田 301-NK-82 令和3年3月23日

－ －

64 四国中央市 新宮町馬立 大谷 301-NK-81 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号 － －

63 四国中央市 新宮町上山 杉谷 301-NK-80 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号 － －

愛媛県告示第335号 － －

62 四国中央市 新宮町馬立 川淵 301-NK-79 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号

61 四国中央市 新宮町上山 亀尻 301-NK-78 令和3年3月23日

－ －

60 四国中央市 富郷町寒川山 下猿田 209-NS-76 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号 － －

59 四国中央市 富郷町津根山 藤原 209-NK-67 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号 － －

愛媛県告示第335号 － －

58 四国中央市 富郷町豊坂 七々木 209-NK-66 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号

57 四国中央市 川滝町領家 中通 208-NK-63 令和3年3月23日

－ －

56 四国中央市 金田町三角寺 三角寺 208-NK-61 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号 － －

55 四国中央市 川滝町領家 原中 208-NK-60 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号 － －

愛媛県告示第335号 － －

54 四国中央市 川滝町下山 的場 208-NK-58 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号

53 四国中央市 川滝町下山 中組東 208-NK-57 令和3年3月23日

－ －

52 四国中央市 金田町金川 西金川 208-NK-56 令和3年3月23日 愛媛県告示第335号 － －

51 四国中央市 新宮町馬立 西谷 301-Ｊ-465 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

50 四国中央市 新宮町馬立 大尾 301-Ｊ-28 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

49 四国中央市
新宮町馬立
新宮町新宮

大影 301-Ｊ-27 平成31年3月5日

－ －

48 四国中央市 新宮町新瀬川 程野 301-Ｊ-26 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

47 四国中央市
新宮町新宮

新宮町新瀬川
新宮町上山

黒田 301-Ｊ-25 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

46 四国中央市
新宮町上山
新宮町新宮

田之内 301-Ｊ-24 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

45 四国中央市
新宮町上山
新宮町新宮

大窪 301-Ｊ-23 平成31年3月5日

－ －

44 四国中央市 新宮町上山 内野 301-Ｊ-22 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

43 四国中央市 新宮町上山 倉六 301-Ｊ-21 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －

愛媛県告示第158号 － －

42 四国中央市 新宮町上山 中上 301-Ｊ-20 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号

41 四国中央市 新宮町上山 中村 301-Ｊ-19 平成31年3月5日

－ －

40 四国中央市 新宮町上山 城瀬谷 301-Ｊ-18 平成31年3月5日 愛媛県告示第158号 － －
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管理者名

(ｍ) (ｍ) (ｍ) （ｍ3）

　川之江地域

35　要巡視ため池

ため池名称 地区 場所

天
端
幅

堤
高

堤
頂
長

総貯水量
被害
予想

7,900 漏水 妻鳥地区土地改良区

山田池 妻鳥町 山口 4.5 10.4 42 24,800

新池（山口） 妻鳥町 山口 3.0 6.1 189

漏水 妻鳥地区土地改良区

鴻鶴池 妻鳥町 山口 4.2 9.2 67 27,000 漏水 妻鳥地区土地改良区

黒波瀬池 妻鳥町 山口 3.5 6.9 145 30,000 漏水 妻鳥地区土地改良区

3,000 漏水 妻鳥地区土地改良区

大塚池 妻鳥町 山口 3.7 7.8 128.7 14,100

桜木池 妻鳥町 山口 3.0 5.4 49

漏水 妻鳥地区土地改良区

土居池 妻鳥町 土居 4.5 10 197 107,000 漏水 妻鳥地区土地改良区

新池（上分） 上分町 松之谷 3.1 18 77 198,000 漏水 四国中央市水道局

4,000 漏水 個人

飼谷池 金田町 半田池ノ奥 4.9 14.5 172 198,900

中谷池 金田町 半田 3.0 6.6 26

漏水 下分水利組合

佐古池 金田町 半田池ノ奥 1.8 4.9 45 5,000 漏水 個人

西扇谷池 川之江町 大門 1.8 4.7 53 5,000 漏水 個人

17,000 漏水 宮ノ谷水利組合

早苗出下池 金生町 山田井 4.0 9 69 75,000

宮ノ谷池 川之江町 宮ノ谷 4.4 69 11.9

漏水 山田井水利組合

早苗出上池 金生町 山田井 3.0 5.8 11.9 230,000 漏水 山田井水利組合

　伊予三島地域

恵之久保池 豊岡町 大町 2.5 9 113 10,000 漏水 高塚・大町中井手水利組合

原池 豊岡町 長田 2.0 4.9 116 6,000 漏水 長田部落

15,000 漏水 中曽根・石床水利組合

淵ヶ本池 上柏町 平林 4.0 10 72 9,200

琵琶池 中曽根町 石床 3.9 3.5 210

漏水 淵ヶ本水利組合

藤谷池 下柏町 一貫田 4.2 10.6 130 94,000 漏水 藤谷池管理組合

入野池 寒川町 入野 3.4 6.5 203 29,000 漏水 東寒川水利組合

24,000 漏水 楠池水利組合

　土居地域

坂ノ内池 土居町 天満 6.3 11.4 96

村松池 村松町 村松 4.0 4.1 222.8

222,700 漏水 土居町土地改良区天満支部

奥の池 土居町 天満 1.1 3.4 86 2,400 漏水 土居町土地改良区天満支部

小屋の谷池 土居町 北野 2.0 7 67 5,900 漏水 土居町土地改良区北野支部

風呂ノ谷池 土居町 小林 4.4 11.6 49 10,500 漏水 土居町土地改良区小林支部

134,400 漏水 土居町土地改良区小林支部

三郎池 土居町 小林 2.0 9 32 5,500

田尾池 土居町 小林 3.9 9.5 249

土居町土地改良区小林支部

漏水 土居町土地改良区小林支部

小林新池 土居町 小林 1.8 5 40 9,700 漏水
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（１）金生川

36 浸水想定区域図
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（２）関川
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（１）川之江地区

37　浸水危険箇所

被　　災　　箇　　所 被　災　戸　数 被　災　原　因

整理番号 広　報　区　名　等 位　置　詳　細 半壊 床上

〇

102 余木 JR予讃線沿い、西の川北側 5

床下 水路 低地 その他

101 余木 国道11号沿い、桑原商事横 1

104 長須 国道11号沿い、二名漁港南側 7 〇

〇

103 余木 国道11号沿い、西の川南側 1 7 〇

107 東町 JR予讃線沿い、東町グラウンド東側 1 10 〇

〇

106 東町 市営東町住宅西側 1 1 〇

105 長須 JR予讃線沿い、川之江荘西側 2

〇

110 塩谷 市道塩谷農人町線、JR予讃線沿い 1 15

109 宮の谷 稲荷山西側 1 3

108 宮の谷 市道宮ノ谷長須線沿い 1 3 〇

112 西大門 四国中央病院北側 15 〇

〇

111 大門 川之江コミュニティーセンター周辺 9 〇

〇

115 古町1、2区 城山公園東側登道、坂本屋 3

〇

114 農人町1、2、4区 八幡神社亀島南側 2 4 11

113 西大門、農人町1区 川之江小学校西側 1 1 17

〇

118 馬場3区 JR予讃線川之江踏切東側 2

117 鉄砲町4区 城南ハイツ南側 1

〇

116 西新町4区 西新町市民グラウンド南側 5 4 〇

〇

120 山田井上組2区 沼ヶ谷 3 4 8 〇

〇

119 石ノ口 技研工機（株）東側 1

123 山田井上組1区 脇ノ山北側 1

〇

122 山田井上組2区 古城集会所北隣 1 〇

121 山田井上組2区 早苗出 1

〇

126 通谷1区 高松自動車道付近 2 〇

125 山田井上組1区 脇ノ山、高松自動車道東隣 7

〇

124 山田井上組1区 脇ノ山南側 1 4 〇

〇

128 平木3、4区 山田井川通谷川合流付近 4 7 〇

127 山田井中組1区 山田井川城ヶ谷橋付近左岸 1 1 2

〇

131 大下2区 後谷池下 1

〇

130 平木1、3区 山田井川桜木橋付近 1 6

129 平木1、2、3区 県道大野原川之江線東側 7

〇

134 川原田東 市営川原田住宅西側 2 〇

133 平木1区 県道大野原川之江線東側 2

〇

132 大下2区 市道表大下線東側 1 〇

〇

136 池ノ奥 飼谷池東側 1 〇

135 池ノ奥 佐古池北側 1
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低地 その他

137 飼谷 市道脇ノ山飼谷線沿い東側 1

被　　災　　箇　　所 被　災　戸　数 被　災　原　因

整理番号 広　報　区　名　等 位　置　詳　細 半壊 床上 床下 水路

〇

140 川岸2区、大下1区 金生川右岸山田井橋付近 13 13 16

139 長持 市道長持線沿い、集会所北側 1 1

〇

138 飼谷 金生川長途路橋右岸 1 〇

142 小山1、2区 丸住製紙金生工場南側 6 〇

〇

141 川関1、2区 金生川左岸JR予讃線鉄橋付近 7 7 14 〇

145
春日1区、大道3区、
小山5区

（株）トーヨ工場西側、金生第一小
東側

1 5 〇

〇

144
大道1区、住吉1、2
区、通町1区

川之江総合支所周辺 5 〇

143 小山5区
県道大野原川之江線沿い市道川関城
下線交差点

1

〇

148 花園、北新町 金生川左岸 1 4 6 〇

147 春日4区 西竹製紙南側 1

146 大道1、2区 金生保育所西側 2 〇

〇

150 井地4、5区 国道11号北側 9 11 〇

149 北新町2区 県道川之江大登線市道上分川之江線 3

153 綿市2区 国道192号 1

〇

152 住吉、中之町、井地 丸住製紙川之江工場西側 4 9 〇

151 井地3区 丸住製紙本社西側 4

〇

156 松木1区、高木、住吉
市道高木川原田線以北市道中村山田
井線以南

41 〇

155 松木1、2区
国道192号、市道中村山田井線交差
点東側

3

〇

154 通町1区 丸住製紙川之江工場南隣 5 〇

158 北新町 川之江南中学校南側 2 18 〇

157 西川原 契川右岸、西川原公園 1 8 〇

161 新浜4区 契川北岸うしお橋付近 2 〇

〇

160 新浜5区、浜田 契川北岸 3 7 〇

159 北新町 国道192号沿い、HITO病院西 1

〇

164 新浜1、2区 国道11号と市道平木中上線の交差点 2 〇

163 新浜2区
国道11号沿い、大王製紙川之江工場
正門前

1

162 新浜1、2区 新浜会館東側 7 〇

166 平木1区
県道金生三島線、三島川之江港線交
差点北隅

1 〇

165 平木2区 JR予讃線沿い北 1 〇

169 綿市2区 契川左岸 2 〇

〇

168 綿市1区 契川左岸 6 〇

167 綿市1～3区 契川右岸 1 10

〇171 中下3区 定蓮寺北隣 1

170 綿市1区
三皇神社北側、市道中村山田井線沿
い南側

1 〇
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被　　災　　箇　　所 被　災　戸　数 被　災　原　因

173 中上2区 妻鳥土地改良区西側 1 〇

水路 低地 その他

172 中下3区 妻鳥小学校東隣 1 〇

整理番号 広　報　区　名　等 位　置　詳　細 半壊 床上 床下

〇

176 川東1区
三島川之江IC接続道東側、東宮山陵
墓北側

1 〇

175 中上4区
国道11号線南、市道川東三角寺線起
点東隣

1

174 中上2区 県道上分三島線沿い北側 1 〇

〇

178 山口2区 山神社前 1 〇

177 土居1区 五社神社西側 1

〇179 東金川 涼川左岸、市道踏切線沿い 1
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（２）三島地区

水路 低地 その他

201 枝村上1 県道金生三島線沿い、水道局庁舎南側 1

整理番号 広　報　区　名　等 位　置　詳　細 半壊 床上 床下

被　　災　　箇　　所 被　災　戸　数 被　災　原　因

203 乾下、上～国道中、西 川茂川沿い 14 23 〇

〇

202 枝村中 堀子川右岸枝村橋付近 3 〇

〇

206 栄通4区、本郷7区 フクダ自動車南側 2 〇

〇

205 栄通1区 県道上分三島線沿い、海岸寺川右岸 1

204 城 城川左岸城谷橋付近 4

〇

209 旧東町17の2 国道11号南側、卸旅所隣 1 〇

208 旧東町6の下～17の3 海岸寺川左岸、県道金生三島線北側 2 22

207 本郷8区 国道11号バイパス北側 1 〇

211 旧東町6の上、19の1 海岸寺川旭橋付近 7 5 〇

210 東川原町 国道11号南側、寺川沿い 3 6 〇

〇

214 中田井4区 中田井川左岸、三島東中学校付近 1

〇

213
旧中央通り6の3、石
床1区

不老谷川、石床川沿い、県道上猿田
三島線沿い

4

212
西川原町、浜町1
区、旧本町1～3区

宮川左岸三島神社付近 10 12

〇

217 中曽根町六塚 市道出口中田井線沿い、岡坊川沿い 1 〇

216 六塚上3区 中曽根小学校、中曽根保育園南側 1

〇

215 野々首1区 宮川左岸、雨宝浄水場上流 2 〇

〇

219 宮北5 市営宮北団地南側 1 〇

218 宮北8 国道11号沿い、三島跨線橋西側 1

〇

222 ゴルフ場1 伊予三島運動公園南側 1 〇

〇

221 追分 県道上猿田三島線沿い、今宮神社南側 1

220 公園通り2、3丁目 JR予讃線沿い、三島跨線橋西側 2

〇

225 寒川町入野 入野池東側、松山自動車道沿い 2 〇

224 下具定 大谷川左岸、JR予讃線一軒屋踏切南側 1

223 光明6 市営山田団地南側、松山自動車道沿い 2 〇

〇

227 寒川町大道 国道11号線沿い、寒川製紙西側 6 7 〇

226 寒川町
樋之尾谷川左岸、県道上猿田三島線
沿い

2

230 宮西 市道寒川豊岡線沿い、経王寺北側 2

〇

229 宮西 三島南幼稚園北側 1 〇

228 寒川町 国道11号南側、諏訪神社南側 1

〇

233 高野 実相寺 1 〇

232 天関 豊岡保育園東側 1

〇

231 西村 国道11号南側 1 〇

235 豊田東 豊岡漁港東側海岸沿い 2 2 〇

234 西村 豊岡ポンプ場前 3 〇

〇236 豊田西、川東 鎌谷川豊田橋付近 2 16
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水路 低地 その他

237 川東、川西 豊岡台病院東側海岸沿い 1 2

整理番号 広　報　区　名　等 位　置　詳　細 半壊 床上 床下

被　　災　　箇　　所 被　災　戸　数 被　災　原　因

239 川西、小藪下 市道寒川豊岡線沿い、隅田川上橋付近 1 3 〇

〇

238 川東、川西 市道関谷小藪線北側、下五良野橋西側 5 〇

〇

〇

241 原若宮、学蓮寺
小川原川沿い、松山自動車道～国道
11号

4 16

240 五良野 鎌谷川右岸、下五良野第一橋付近 2
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（３）土居地区

被　　災　　箇　　所 被　災　戸　数 被　災　原　因

整理番号 広　報　区　名　等 位　置　詳　細 半壊 床上

〇

302 東宮 面白川右岸、大地川左岸 1 2

床下 水路 低地 その他

301 東宮 市営東宮団地 1

304 津根 津根千拓地、東西排水路南岸 1 〇

〇

303 西の土居 JR予讃線南側沿線、下野田集会所 1 〇

〇

307 堂前 土居町藤原・大賓寺西 1 〇

〇

306 北本郷 小富士小学校南西、JR予讃線南 1

305 下根々見、西大道 檜木川中津橋付近両岸 4

〇

310 辻堂、庄司 延命寺、松風病院 15 〇

309 上飯武 JR土居駅～国道11号 4 14 多数

308 栗谷 井守神社西、宮谷川左岸 4 3 〇

〇

312 西の江 天満漁港 1 〇

311 西入野 松山自動車道入野PA北側 1

〇

315 大谷 関川大谷橋左岸 1 〇

〇

314 大谷 関川大谷橋左岸 1

313 大谷 関川大谷橋左岸 2

〇

318 上野 国道11号南側、竹谷川右岸 1

317 畑野 やまじ風公園北、浦山川左岸側 1

316 天神 JR予讃線踏切 1 〇

320 名西内 名西内集会所 1 〇

〇

319 中本郷 国道11号沿い、本郷集会所 1 〇

323 中村 県道蕪崎土居線沿、JR予讃南側 2 〇

〇

322 道ノ下 天神山川右岸、関川左岸 1 9 多数

321 西内 国道11号沿い、熊谷大橋西側 1

〇325 下天満 岸工務店付近、山中商店付近 7

324 中村 市道下出梅ヶ町線沿、平和橋南側 5 〇
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　本市における近年（昭和45年以降）の主な災害事例は、次のとおりである。

ア　旧伊予三島市

イ　旧新宮村

　46.８.５ 台風19号 やまじ風を伴い、屋根瓦や窓ガラスの飛散による負傷者は７人を数える。

　49.９.１ 台風16号
暴風雨とやまじ風によって、屋根瓦の飛散が多発した他農産物被害甚大
となる。

38 風水害

年月日 災害要因 被　　害　　概　　要

S45.8.21 台風10号 暴風によって人的被害14人と家屋の全半壊は、48棟を数える。

　57.８.27 台風13号
強風によって松柏小学校のフェンスが破損する等農産物を中心に被害甚
大となる。

　62.10.16 台風19号 港湾造成地の護岸損壊が多発した他海上浮遊廃棄物の回収を行う。

　51.９.９ 台風17号
４日間にわたって断続的な大雨が降り続き、累加雨量1,713㎜を記録する
等市内全域で山崩れや河川の氾濫、表土の流失が多発し避難者は139世帯
398人を数える。

　55.９.11 台風13号 豪雨と突風によって家屋損壊や水稲、里芋等の農産物被害甚大となる。

　３.９.27 台風19号
強風によって東中学校体育館サッシが半壊する他市内全域で被害甚大と
なる。

　５.７.27 台風５号
富郷町上猿田、上柏町城地区で山地崩壊する等道路の崩土により不通と
なるなど被害が甚大となる。

Ｈ元.８.27 台風17号
道路、水路や農林産物に大雨による被害が発生し、床上浸水家屋は16棟
を数える。

　２.９.18 台風19号
金砂町東長野地区で山地崩壊が発生し、住家１棟が全壊する。避難者は
嶺南地域３地区で37世帯62人を数える。

　８.８.14 台風12号
水稲・里芋等農産物の強風による被害が甚大となる。（被害額110,110千
円）

年 西暦 被　　害　　状　　況

　５.８.９ 台風７号 道路路側の崩壊が相次ぐ他、公共土木施設の被害が甚大となる。

　５.９.３ 台風13号
金砂町平野地区で山崩れによって住家１棟が全壊したほか、林道等の崩
土５か所を数える。

昭和51年 1976

長崎から日本海を北上した台風17号に伴って秋雨前線が刺激され、９月
８日から強い雨が降り始め、13日まで６日間、連日豪雨が続いた。最大
日雨量は399㎜を示し、連続雨量は800㎜を超え、平年の年間雨量の半分
に達する豪雨であった。収穫前の農作物は発芽し、浸水により被害甚
大。道路災害多数。

昭和54年 1979
６月の梅雨前線豪雨に始まり、台風16号、台風20号と、この年は台風の
当たり年。道路災害も村・農・林道を合わせ77件、１億4,400万円の被
害。
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ウ　四国中央市

１ 人的被害　　死者１人
２ 避難状況
　　避難勧告66世帯221人
　　・12世帯43人（金田町涼川地区）
　　・20世帯63人（金田町長途路地区）
　　・3世帯９人（上分町向山地区）
　　・31世帯106人（上柏城中組地区）
　　自主避難６世帯15人
　　・１世帯２人（新宮地区）

　　・１世帯１人（金生地区）
　　・２世帯９人（上柏町）
　　・２世帯３人（上小川地区）
３ 住家被害
　　床上浸水11棟９世帯24人

　　・三島地区６棟４世帯12人

　　・川之江地区５棟５世帯12人

　　床下浸水

　　・三島地区11棟11世帯28人

　　・川之江地区65棟65世帯165人

　　一部損壊　３棟３世帯６人

　　断水12戸

１ 人的被害　　重傷１人　軽傷２人

２ 避難状況

　　避難勧告108世帯335人

　　・上柏町、金田町、金生町

　　自主避難21世帯31人

　　一部損壊　2棟2世帯８人

　　床上浸水　22棟29世帯79人

　　断水30戸　停電5,648戸

１ 人的被害　　軽傷３人

２ 避難状況

　　避難勧告111世帯357人

　　・20世帯61人（土居町天満地区）

　　・5世帯18人（金田町半田地区）

　　・72世帯235人（上柏町城地区）

　　・14世帯43人（金田町涼川地区）

　　自主避難30世帯48人

　　・９世帯17人（三島地区）

　　・16世帯22人（川之江地区）

　　・３世帯７人（土居地区）

　　・２世帯２人（新宮地区）

　　断水187戸　停電1,582戸

１ 人的被害　　死者２人　重傷１人　軽傷１人

２ 避難状況

　　避難勧告72世帯235人

　　・72世帯235人（上柏町城地区）

　　自主避難51世帯129人

　　・6世帯18人（三島地区）

　　・19世帯45人（川之江地区）

　　・26世帯66人（土居地区）

年 災害要因 被　　害　　状　　況

台風15号
（８/17～
　　 18）

平成16年

台風16号
（８/30～
　　31）

台風18号
（９/６～
　　７）

台風21号
（９/29～
　　 30）
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３ 住家被害

　　全壊１棟１世帯

　　半壊48棟48世帯

　　一部損壊１棟１世帯

　　床上浸水175棟175世帯

　　床下浸水928棟928世帯

　　断水146戸　停電38戸

１ 人的被害　　死者２人　軽傷１人

２ 避難状況

　　避難勧告487世帯1,403人

　　・87世帯289人（三島地区）

　　・327世帯889人（土居地区）

　　・73世帯225人（川之江地区）

　　自主避難85世帯134人

　　・24世帯29人（三島地区）

　　・10世帯17人（川之江地区）

　　・4世帯11人（土居地区）

　　・47世帯77人（新宮地区）

３ 住家被害

　　全壊１棟１世帯２人

　　半壊1世帯

　　床上浸水19世帯

　　床下浸水197世帯

　　断水184世帯　停電38戸

台風21号
（９/29～
　　 30）平成16年

台風23号
(10/19～
　　20）

平成17年 台風14号 １ 住家被害　　　床上浸水６棟６世帯

年 災害要因 被　　害　　状　　況

平成22年 ６月大雨 ３ 住家被害　　　一部損壊１棟１世帯

平成25年

台風17号

台風27号

１ 避難状況
　避難勧告468世帯1,063人
　・298世帯707人（朝日１丁目）
　・170世帯356人（宮川２丁目）
　自主避難
　・５世帯（新宮地区）
　・４世帯５人（三島地区）
　・４人（川之江地区）
２ 住家被害
　　床上浸水４棟
　　床下浸水７棟
１ 避難状況
　自主避難
　・１世帯２名（新宮地区）

平成19年 台風4号 １ 人的被害　　　軽傷１人

平成21年

中国・九州
北部豪雨
（７月20日
～22日）
台風9号
（8月9日～
10日）

農業用施設及び林業用施設が被災した。
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平成27年

台風11号
（7月16日
～17日）

台風15号
（8月25
日）

大雨
（12月11

日）

１ 避難状況
　自主避難者26世帯35人
　・２世帯２人（藤原公会堂）
　・７世帯９人（中之庄公民館）
　・６世帯11人（土居文化会館）
　・６世帯６人（川之江文化センター）
　・５世帯７人（新宮公民館）
２　住家被害
　床上浸水　２棟２世帯
　停電685戸
１ 避難状況
　自主避難者１世帯２人
　・１世帯２人（新宮公民館）
２　住家被害
　一部破損１棟１世帯
　停電1,612戸
１ 住家被害
　床下浸水２棟２世帯

平成28年

台風16号
（9月20
日）

１ 避難状況
　自主避難者９世帯13人
　・１世帯１人（川之江文化センター）
　・３世帯５人（中之庄公民館）
　・５世帯７人（新宮公民館）

年 災害要因 被　　害　　状　　況

平成26年

台風12号

台風11号

１ 避難状況
　避難勧告838世帯1,804人
　・120世帯286人（川滝町領家）
　・101世帯245人（下川町）
　・617世帯1,273人（新宮町全域）
　避難者11世帯16人
　・10世帯14人（新宮公民館）
　・１世帯２人（古野集会所）
２　被害状況
　水道断水（金砂町 3地区）　26世帯49人
１ 避難状況
　自主避難37世帯56人
　・２世帯２人（中之庄公民館）
　・８世帯14人（川之江保健センター）
　・７世帯10人（土居文化会館）
　・20世帯30人（新宮公民館）

平成29年

台風18号
（9月17日
～18日）

台風21号
（10月22日
～23日）

１ 避難状況
　自主避難者24世帯42人
　・５世帯10人（川之江老人憩いの家）
　・５世帯６人（三島公民館）
　・６世帯13人（土居文化会館）
　・８世帯13人（新宮公民館）
２　住家被害
　床上浸水　１棟
　床下浸水３棟３世帯
１ 避難状況
　自主避難者６世帯７人
　・１世帯１人（川之江老人憩いの家）
　・５世帯６人（新宮公民館）
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平成30年

台風7号
（7月3日～

4日）

平成30年7
月豪雨

（7月5日～
9日）

台風12号
（7月29
日）

台風20号
（8月23
日）
　

台風21号
（9月3日～

4日）

大雨
（9月9日
～10日）
台風24号
（9月30日

～
10月1日）

１ 避難状況
　停電約70戸

１　避難状況
　自主避難者14世帯21人
　・４世帯８人（川之江ふれあい交流センター）
　・10世帯13人（新宮公民館）
２　住家被害
　床下浸水１棟１世帯
　停電約30戸
３　被害状況
　農林水産施設及び公共土木施設が被災した
１　避難状況
　自主避難者９世帯10人
　・１世帯１人（川之江ふれあい交流センター）
　・８世帯９人（新宮公民館）
１　避難状況
　自主避難者35世帯47人
　・６世帯９人（川之江ふれあい交流センター）
　・８世帯８人（中之庄公民館）
　・４世帯６人（土居文化会館）
　・17世帯24人（新宮公民館）
２　被害状況
　停電約100戸
１　避難状況
　自主避難者17世帯22人
　・３世帯５人（川之江ふれあい交流センター）
　・５世帯５人（中之庄公民館）
　・５世帯８人（土居文化会館）
　・４世帯４人（長瀬生活改善センター）
１　避難状況
　自主避難者１世帯１人
　・１世帯１人（川之江ふれあい交流センター）
１　避難状況
　避難指示（緊急）18世帯35人
　・18世帯35人（新宮町新宮　個別に連絡した世帯）
　自主避難者21世帯25人
　・３世帯３人（川之江ふれあい交流センター）
　・９世帯９人（中之庄公民館）
　・８世帯12人（土居文化会館）
　・１世帯１人（長瀬生活改善センター）
２　住家被害
　床下浸水１棟１世帯
　停電約300戸

令和元年

台風10号
（8月14日
～15日）

１ 避難状況
　自主避難者17世帯22人
　・３世帯５人（川之江ふれあい交流センター）
　・４世帯４人（中之庄公民館）
　・６世帯９人（土居文化会館）
　・４世帯４人（新宮公民館）

年 災害要因 被　　害　　状　　況
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S50.1.18 製紙原料 村松町 － － 60,944

39 火災

出火年月日 火元用途 出火場所
り災状況

り災棟数
焼損面積

（㎡、ha）
損害額
(千円)

50.12.26 店舗併用住宅 村松町 1 302 20,000

50.２.17 製紙会社倉庫 金生町下分 1 1,280 34,080

51.4.18 倉庫 村松町 3 803 32,000

51.４.14 店舗併用住宅 中央３丁目 1 104 26,084

53.7.24 倉庫 金生町下分 13 1,272 79,757

52.10.12 衛生用材工場 川之江町 3 2,529 200,536

53.10.20 住宅 中曽根町 2 135 25,900

53.3.20 工場 土居町天満 1 1,440 47,026

54.1.1 住居併用教会 寒川町 6 438 30,000

53.11.29 倉庫 川之江町 3 1,875 239,400

54.5.24 作業場 村松町 1 － 80,000

54.1.7 紙加工場 寒川町 1 305 26,700

54.5.23 作業場 上分町 1 10 21,924

54.5.11 作業場 妻鳥町 1 288 22,914

54.12.11 住宅 中央３丁目 3 210 34,744

54.7.17 紙加工場 豊岡町五良野 2 558 110,200

56.1.25 事務所兼倉庫 金生町 2 127 41,417

55.6.10 店舗併用倉庫 川之江町 1 223 33,834

60.11.15 店舗併用住宅 川滝町下山 2 127 50,547

60.2.2 林野 金生町山田井 255ha 290,970

Ｈ元.4.5 冷凍食品加工場 川之江町 1 331 41,109

62.4.6 故紙 妻鳥町 34,366

2.3.2 店舗併用住宅 中央２丁目 2 198 26,041

2.2.5 店舗併用住宅 中之庄町 2 232 36,298

3.3.4 住宅 土居町上野 1 130 23,097

3.1.3 店舗併用住宅 中央３丁目 1 341 37,371

5.2.14 普通林 土居町天満 － 142ha 56,658
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出火年月日 火元用途 出火場所
り災状況

り災棟数
焼損面積

（㎡、ha）
損害額
(千円)

5.11.23 工場 妻鳥町 1 229 26,418

6.12.15 工場 土居町藤原 3 364 91,746

6.6.26 紙加工場 妻鳥町 4 302 75,921

7.6.2 食品工場 川之江町 2 366 71,246

7.3.22 工場 寒川町 3 516 69,451

8.5.23 紙加工場 妻鳥町 2 845 31,748

7.12.26 紙加工場 川之江町 5 953 61,555

13.1.23 住宅 川滝町 3 406 30,979

 11.8.22 倉庫 具定町 2 990 72,883

13.4.24 工場 上分町 2 1329 43,421

13.2.12 倉庫 中之庄町 4 446 29,405

14.1.25 住宅 土居町畑野 1 165 27,340

13.4.27 工場 上分町 1 1896 190,822

16.6.19 倉庫併用住宅 土居町小林 1 156 24,562

15.５.11 住宅 土居町津根 1 107 26,131

16.9.7 加工場兼倉庫 金生町下分 1 114 21,418

16.8.13 神社 上柏町 1 36 20,233

17.11.12 ボイラー設備 村松町 － － 96,026

16.10.11 工場 川之江町 1 265 57,108

18.11.20 住宅新築中 三島宮川２丁目 7 294 39,399

18.8.17 製紙工場 村松町 97,520

25.10.3 工場 村松町1 1 － 223,580

19.3.28
その他（高速道路
トンネル内ピッ
ト）

川滝町領家高知自
動車道下り法皇ト
ンネル内ＫＰ62.8
付近

22,298

29.4.3 住宅 金生町山田井 2 198 24,866

26.10.31 工場 寒川町 1 8675.18 893,004

30.6.27 店舗併用住宅 土居町入野 2 208 36,433

29.9.16 工場 川之江町 1 809 47,530

（注）　損害額２千万以上のものを掲げた。

R2.8.18 工場 川之江町 1 1729 306,021

31.1.6 工場 三島紙屋町 － － 45,448
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40　山地災害危険地区
（平成31年3月31日現在）

市町名 山腹崩壊危険地区 崩壊土砂流出危険地区 地すべり危険地区 合計

四国中央市 111 340 3 454

新居浜市 98 109 2 209

西条市 181 230 5 416

今治市 117 254 0 371

上島町 11 14 0 25

東温市 87 122 0 209

松山市 261 138 0 399

伊予市 154 87 1 242

砥部町 73 58 1 132

久万高原町 167 216 17 400

大洲市 155 200 3 358

内子町 110 137 3 250

八幡浜市 70 77 3 150

伊方町 70 69 3 142

西予市 192 381 1 574

宇和島市 220 139 0 359

鬼北町 76 105 1 182

合計 2,289 2,871 43 5,203

松野町 45 27 0 72

愛南町 91 168 0 259
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番号 路線名 起点所在地 終点所在地 幅員 延長（㎞）

1 寒の池 四国中央市川滝町下山 四国中央市川滝町下山 3.0 3.95

2 粟山 四国中央市新宮町新瀬川 四国中央市新宮町新瀬川 4.0 6.19

3 大山 四国中央市新宮町上山 四国中央市新宮町上山 3.0 2.48

4 萩野 四国中央市新宮町上山 四国中央市新宮町上山 3.0 0.47

5 虫仏山 四国中央市中曽根町虫仏山 四国中央市中曽根町虫仏山 4.0 1.77

6 馬瀬 四国中央市上柏町鳶畑 四国中央市中曽根町虫仏山 4.0 6.22

7 法皇 四国中央市寒川町寒川山 四国中央市土居町浦山 23.25

8 観音谷 四国中央市寒川町長谷川 四国中央市寒川町寒川山 3.0 6.28

9 藤原下猿田 四国中央市富郷町津根山 四国中央市富郷町津根山 4.0 3.44

10 下猿田 四国中央市富郷町寒川山 四国中央市富郷町津根山 3.0 1.85

11 七々木 四国中央市富郷町豊坂 四国中央市富郷町豊坂 1.96

12 大谷 四国中央市土居町天満 四国中央市土居町天満 5.0 3.23

41 林道整備路線

3.6～4.0

3.6～4.0
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2016.4.1現在

県
警
察
本
部

報
道
機
関

※印は警報のみ。

松
山
海
上
保
安
部

陸
上
自
衛
隊
松
山
駐
屯
地

警
察
署

注）二重線の経路は、特別警報が発表された際に、通知もしくは周知
の措置が義務づけられている伝達経路。
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第１章 総則
１ 計画の基本的考え方と目的

　近年、地震、集中豪雨や台風等による風水害などにより、全国各地で大規模な災害が発生して
おり、四国中央市でも、平成１６年の台風災害では５名の犠牲者が発生し、そのうちの４名が６０
歳以上であるなど、災害時に自力で避難することが困難であったり、避難に時間を要する方々へ
の避難支援対策が大きな課題となっています。
　災害による被害を未然に防止するためには、事前の防災対策が不可欠であり、災害に対する備
えの有無が被害の規模を大きく左右します。災害が発生した場合またはそのおそれがある場合（
以下「災害時」という。）においては、「自分の身は自分で守る」ことが基本となります。日頃
から、災害に備え自分自身や家族の協力で災害から身を守るという「自助」の意識をみんなで持
つことが重要です。
　しかし、自力で避難することが困難な高齢者等の避難行動要支援者（以下「要支援者」という。）
への支援は、地域の助け合いの精神である「自分たちの地域は自分たちで守る」という「共助」
の意識を持つことが大切です。
　さらに、「自助」「共助」による家族や地域住民の力だけでは災害から身を守ることが困難な
人たちには、行政や介護等の専門技術を持つ者が特別な支援を行う「公助」も必要となります。
　そのため、高齢者や障がい者など災害時の避難にあたり支援が必要となる人を定義し、その情
報の収集や共有の方法、また、一人ひとりについて避難に必要となる避難支援計画を策定する必
要があります。
　安全な場所への避難に対する一連の行動について支援を必要とする要支援者の生命・身体を守
るため、要支援者の「自助」と地域の「共助」を基本として、迅速かつ的確な避難支援体制の整
備を図ることにより、地域の安心・安全体制を強化することを目的とします。

２ 計画の位置付け
　「四国中央市避難行動要支援者避難支援プラン」（以下、「避難支援プラン」という。）は、
避難行動要支援者名簿に関する災害対策基本法第49条の10から第49条の13までの規定に基づき策
定するもので、国の「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」や市の「四国中央市
地域防災計画」等を踏まえ、要支援者の避難支援対策について、その基本的な考え方や進め方な
どを具体化するものとして作成するものです。

３ 計画の構成
　本計画は、具体的な推進手法等を定める「避難支援プラン」と要支援者一人ひとりの支援計画
を定める「避難支援プラン個別計画」（以下「個別計画」という。）により構成します。なお、
「個別計画」とは、避難などの際、特に人的支援を要する要支援者一人ひとりについて、その状
況や避難支援方法等を具体的に示したものです。

第２章 要支援者情報の把握等
１ 要支援者の対象者（範囲）

　本市における要支援者は、市内に居住する要配慮者（一人暮らし世帯等の高齢者、身体等に障
がいのある方、妊産婦、乳幼児、日本語に不慣れな外国人等をいう。）のうち、災害が発生し、
または発生するおそれがある場合において自ら避難することが困難な方であって、その円滑かつ
迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する在宅者で、次のいずれかに該当する者とします。

(1)　介護保険制度による認定を受けている者（要支援１～要支援５）
(2) 身体障がい者（児）、知的障がい者（児）、精神障がい者（児）、難病患者等のうち「障
　害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する介護給付のサービス
　を受けている者及び児童福祉法に規定する障がい児通所支援を受けている者
(3) その他支援を希望する者で、市長が避難支援等を必要と認めた者

２ 要支援者情報の把握
　災害時における要支援者の避難誘導や安否の確認、避難所での生活支援等を的確に行うために
は、要支援者の情報把握と関係者間での共有が必要であり、市の各担当部署は日頃から要支援者
の居住地や生活状況等を把握します。

３ 要支援者情報の収集
　要支援者の支援に当たっては、氏名や住所等の基本情報のほか、身体の状況などについて把握
する必要があるため、特に人的支援を要する要支援者の情報については、市及び関係機関の協力

により収集を行います。なお、情報の収集に当たっては、次に掲げる台帳等より要支援者の要件

に該当する者の情報を収集します。

・ 住民基本台帳

・ 独居高齢者名簿

・ 高齢者世帯名簿

43 避難行動要支援者避難支援対策
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・ 要介護認定台帳

・ 民生児童委員による訪問調査

・ 居宅介護支援事業者や地域包括支援センターからの情報の提供

・ 基幹相談支援センターや相談支援事業者からの情報提供　など

第３章 要支援者名簿への登録及び作成・管理

１ 要支援者名簿の作成

（１）要支援者名簿作成の目的

　要支援者名簿は、災害発生時の安否確認や避難支援、また、指定避難所での生活支援等を的

確に実施するため、日頃の支援活動を通して要支援者が必要な情報を事前に把握し、地域で安

心して暮らすことができる支援体制の整備を図ることを目的とします。

（２）要支援者名簿情報

　市は、関係部局や民生児童委員等から収集した情報を集約し、災害発生時に特に避難支援を

要する要支援者について要支援者名簿を作成し、災害時にはこれらの情報を迅速に活用できる

よう、紙ベースや電子媒体での保管を行い災害時に備えます。

　要支援者名簿へ記載する情報は、次のとおりです。

・　氏名

・　生年月日

・　性別

・　住所または居所

・　電話番号その他連絡先

・　避難支援等を必要とする事由（身体等の状況等）

・　緊急連絡先

・　家族との同居の有無

・　平常時提供の同意・不同意

・　その他特記事項

・　上記以外で市長が必要と認めるもの

２ 要支援者名簿の管理及び更新

（１）要支援者名簿の管理

　要支援者名簿に記載された情報の適正な管理を行うため、以下のような取扱ルールを定めます。

・ 平常時は要支援者の把握、災害時は避難場所での安否確認や生活支援等を利用目的とする。

・ 個人情報の保護に留意した適正な管理を行う。

・ 守秘義務を厳守する。

・ 目的外使用及び複写等の禁止を明確にする。

・ 管理責任者は、提供を受けた名簿の管理運用について、細心の注意を払い厳重に管理する。

・ 要支援者名簿の提供は、原則、紙媒体で提供する。

・ 市は、要支援者名簿を提供する際、管理責任者に対して個人情報保護の重要性、個人情報

の取扱いについての説明を行う。

・ 要支援者名簿に関する情報を廃棄するときは、市への返却やシュレッダーにかけるなど、

適正な管理を徹底する。

（２）名簿情報等の提供

　要支援者のうち、平常時から名簿の外部提供に同意を得られた要支援者については、災害時

または平常時における避難活動支援のため、当該名簿情報を地域の避難支援関係団体等（以下

「支援団体等」という。）へ提供することとし、防災訓練や見守り活動等にも使用します。

（３）支援団体等の要件

　要支援者名簿の提供先である支援団体等については、消防機関、警察、社会福祉協議会、民

生児童委員のほか、要支援者の支援をしようとする自主防災組織等の団体などであって、その

活動内容や地域団体等との連携・協力状況並びに以下の要件等を参考に個別に判断することと

します。

・ 総会運営や財産管理など団体としての機能を有しており、現に地域に密着した活動をし

ていること

・ 民主的な運営がなされており、構成員の変更に関わらず、団体そのものが存続すること

・ 名簿情報を営利目的や勧誘など、避難支援以外の目的に使用しないこと
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（４）支援団体等に対する提供の手続き

　要支援者名簿を提供する場合は、当該支援団体等が担当する地域の避難行動要支援者に限り

提供するものとし、支援団体等は、管理責任者を定め、あらかじめ「避難行動要支援者名簿等

管理責任者届」を市に提出するものとします。また、管理責任者を変更する場合には、「避難

行動要支援者名簿等管理責任者変更届」を市に提出するものとします。

（５）緊急時の名簿情報の提供

　市は、災害時において要支援者の生命・身体を保護するために必要かつ緊急を要する場合に

限り、本人の同意を得ることなく、救出活動等を行う者または支援団体等に対して要支援者名

簿の情報を提供できるものとします。

（６）名簿情報の更新

　災害時における迅速かつ的確な支援を実施するため、要支援者名簿を１年に１回、４月１日

を基準日とし更新します。ただし、対象者の異動や状況の変化を把握した場合は、適時、追加

や修正を行うこととし、常に情報を適正に保つよう努めます。

第４章 情報の伝達等

１ 避難情報等の発令

　市は、災害時において、要支援者が避難行動を開始するための情報、または、要支援者の避難

に際し避難支援等を行う者（以下「支援者」という。）が要支援者への支援を開始するための情

報として、状況に応じ状況に応じ高齢者等避難、避難指示（以下「避難情報等」という。）を発

令します。

　避難情報等の発令は、地域防災計画に基づき、雨量情報や気象情報・土砂災害警戒情報・河川

洪水予報等の災害関連情報と、避難行動に適切な時間帯等を総合的に判断して行います。

２ 情報の伝達手段

　災害時における災害情報や避難情報等については、市は次のような手段を講じて伝達すること

とします。

・ 防災有線告知システムによる放送  

・ 広報車等による広報 

・防災気象情報等の最新情報に注意するなど
　災害への心構えを高める。

・早期注意情報警戒レベル１

警戒レベル 行動を住民に促す情報住民がとるべき行動

・ハザードマップ等により災害リスク、避難
　場所や避難経路、避難のタイミング等の再
　確認、避難情報の把握手段の再確認・注意
　など、避難に備え自らの避難行動を確認す
　る。

・避難に時間のかかる高齢者等の要配慮者は
　立退き避難する。

・高齢者等避難

・注意報

警戒レベル３

警戒レベル２

・避難指示警戒レベル４

警戒レベル５
・既に災害が発生している状況であり、命を
　守るための最善の行動をとる。

・緊急安全確保

・指定緊急避難場所等への立退き避難を基本
　とする避難行動をとる。
・災害が発生するおそれが極めて高い状況等
　で、指定緊急避難場所への立退き避難はか
　えって命に危険を及ぼしかねないと自らが
　判断する場合には、近隣の安全な場所への
　避難や建物内のより安全な部屋への移動等
　の緊急の避難をする。
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・ 放送事業者（テレビ、ラジオ）への情報提供による放送 

・ CATVによる情報提供

・ 携帯メールサービスによる配信

・ FAXの活用

・ 市ホームページへの掲載　など

　要支援者への避難情報等や災害関連情報の伝達は上記により行うが、避難に時間を要する場合

があることや視覚障がい者・聴覚障がい者等に対応する情報伝達手段、また、外国人に対応する

言語等を考慮する必要があります。また、要支援者自身のみならず、その家族や支援者に対して

も広く周知を図っていく必要があります。

　なお、緊急の場合や適切な情報伝達手段がない場合には、要支援者宅を直接訪問しての情報伝

達も考慮します。

第５章 要支援者支援に係る役割

１ 支援体制の整備

（１）市における避難支援体制の整備

　市は、要支援者の円滑な避難支援のため、防災担当部局と福祉部局等が連携し、避難支援の

ために必要な名簿や個別計画の作成管理、指定避難所での生活が困難な要支援者を収容できる

避難所（以下「福祉避難所」という。）の確保など必要な避難支援が実施できる体制の整備に

努めます。

（２）地域における避難支援体制の整備

　支援団体等は、日頃から地域の要支援者の所在や状態について把握するとともに地域の支援

ネットワークづくりを推進し、災害時には協力して要支援者の避難支援が実施できる体制の整

備に努めることとします。

２ 市及び支援団体等の役割

（１）市の役割

　平常時には、自主防災組織の結成・強化に努めるとともに要支援者名簿を作成し、地域の支

援団体等との情報共有を図り支援体制の構築に努めます。災害時には、災害対策本部を通じた

避難情報等の伝達や避難支援に係る関係機関等との連絡調整を行います。

・ 要支援者の把握

・ 要支援者名簿と個別計画の作成・管理

・ 災害や避難に関する情報の伝達体制の整備

・ 支援団体等との協力関係の構築及び連絡体制の確立

・ 指定避難所における要支援者に配慮した設備の整備

・ 福祉避難所の確保

・ 自主防災組織の結成促進、地域防災力強化のための資機材の整備

・ 要支援者の避難支援に関する知識の普及啓発

・ 要支援者の避難支援を盛り込んだ防災訓練の企画・実施

・ 避難情報等の発令及び伝達

・ 災害時における要支援者の避難支援

・ 災害時における要支援者の避難状況の把握及び安否確認

・ 避難所における要支援者の心のケア及び健康管理に関する指導・助言

（２）民生児童委員の役割

　日頃からの声かけや安否確認等を通した要支援者の見守り活動や自治会、自主防災組織等と

連携した要支援者の個別計画作成への協力、また、災害時には、避難所等において要支援者の

相談等に応じます。

・ 要支援者の把握及び調査への協力

・ 避難支援プラン個別計画の作成や更新作業への協力

・ 災害時における避難情報等の伝達や相談及び安否確認等への協力

（３）自主防災組織や自治会の役割

　日頃からの要支援者と支援者との顔合わせや避難場所、避難ルートの確認などを行うととも

に民生児童委員と連携して、要支援者の個別計画の作成に協力します。災害時には、避難情報

等を支援者に伝えるとともに地域住民と協力して要支援者の避難誘導、安否確認を行います。

・ 要支援者の把握及び調査への協力
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・ 避難支援プラン個別計画の作成、更新作業への協力

・ 災害時における避難情報等の伝達と状況確認及び安否確認への協力

・ 災害時における避難行動の支援

（４）社会福祉協議会の役割

　平常時には、関係機関と連携しつつ個別計画作成等への協力を行い、災害時には、市と連絡

調整を図り、避難所や被災者等のニーズを的確に把握しながら、ボランティア活動を行おうと

する人を受け入れるとともに効果的な活動ができるよう調整等を行います。

・ 要支援者を把握するための調査への協力

・ 避難支援プラン個別計画の作成、更新作業への協力

・ 支援団体等との協力関係の構築及び連絡調整

・ 災害時における要支援者の安否確認への協力

・ 要支援者への支援を行うボランティアの受入、派遣調整

（５）消防団の役割

　平常時は、火災の予防や啓発活動など地域の消防・防災リーダーとしての役割を果たし、災

害時には、消防本部と連携して消防活動や救助活動、避難誘導等にあたります。

・ 災害時における避難情報等の伝達や状況確認及び安否確認への協力

・ 災害時における要支援者等への支援及び救助

（６）社会福祉施設、福祉サービス事業者等の役割

　日頃から施設利用者等に対する災害時の対応について定めておくとともに、要支援者の避難

支援に関する周知や災害時に自らが保有する福祉車両等を活用した避難支援が実施できる体制

を整備します。災害時には、要支援者に対する災害情報や避難情報等の提供、避難生活におけ

る各種相談への対応などを行うとともに可能な範囲で要支援者の受け入れや継続的な福祉サー

ビスの提供に向けた関係機関等との調整などに努めます。

・ 要支援者を把握するための調査への協力

・ 避難支援プラン個別計画の作成、更新作業への協力

・ 施設利用者に対する避難支援計画の作成

・ 災害時における避難情報等の伝達と状況確認及び安否確認への協力

・ 災害時における要支援者の臨時的受入れ

・ 災害時における緊急入所、ショートステイ等への対応

（７）要支援者自身の役割

　日頃から民生児童委員や地域と積極的に交流し、災害時の協力が得やすい環境を作っておく

など地域とのコミュニケーションを密にしておくとともに、避難経路の確認や非常用持ち出し

品等の準備、家具の転倒防止など住宅の安全対策等の措置をとっておきます。

・ 民生児童委員や自主防災組織等の責任者の把握

・ 地域での防災訓練や活動等への積極的な参加

・ 必要な支援について民生児童委員等の支援者への適切な伝達

・ 家族や支援者との避難経路の事前確認

・ 避難に備えた非常用持ち出し品の準備

・ 最低３日分以上の食糧や飲料水の家庭備蓄

・ 外出時にも周囲の支援が得やすいよう必要事項を記載したカード等の準備

・ 住宅の耐震化や家具の転倒防止、飛散フィルムの貼り付けなど、住宅の安全対策の実施

第６章 個別計画の作成・管理

１ 個別計画の作成目的

　災害時において要支援者の避難誘導等を迅速かつ適切に実施するためには、各地域において要

支援者を災害時に誰が支援して、どこの指定避難所等に避難させるかなど、支援が必要な一人ひ

とりについて個別計画を策定しておく必要があります。

　災害発生時には、要支援者の状況によって避難の要否を判断することとなり、指定避難所へ行

かない場合もありますが、個別計画は、平常時からいざというときのために事前把握をしておく

ものです。

２ 個別計画の作成

　市は、支援団体等と連携し、地域において支援が必要な方を把握し、個別計画の作成を行いま

す。
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　個別計画は、要支援者本人が必要な支援内容を認識するための手段であり、支援団体等は、要

支援者本人やその家族とともに地域の実情を踏まえ、支援に関する必要事項等を記載して作成し

ます。なお、登録に際しては、平常時から支援者や支援団体等に個人情報を開示することについ

て要支援者から同意を得ます。

３ 個別計画の管理及び更新

（１）個別計画の管理

　個別計画に記載された情報の適正な管理を行うため、以下の取扱ルールを定め、支援者や支

援団体等で共有するものとします。

・ 平常時は要支援者の把握や見守り、災害時は安否確認や避難場所への避難誘導等を行う

　 ことを利用目的とする。

・ 個人情報の保護に留意した適正な管理を行う。

・ 守秘義務を厳守する。

・ 目的外使用及び複写等の禁止を明確にする。

・ 個別計画の提供は、原則、紙媒体で提供する。

・ 管理責任者は、提供を受けた個別計画の管理について、細心の注意を払い厳重に管理す

　 る。

・ 市は、管理責任者等に対し、個人情報保護の重要性、個人情報の取扱いについての説明

　 を行う。

・ 個別計画に関する情報等を廃棄するときは、市への返却やシュレッダーにかけるなど、

　 適正な管理を徹底する。

（２）個別計画の更新

　個別計画は、一人ひとりの要支援者を対象としていることから、要支援者の個人情報が多く

含まれています。このため、個人情報の保護に十分に留意するとともに災害時の迅速かつ適切

な避難を行うため、常に最新の情報となるよう更新に努めます。

第７章 安否確認情報

１ 安否確認情報の収集

　要支援者の安否情報については、指定避難所において実施するが、親族宅や知人宅等への避難

などにより、指定避難所に避難しない要支援者も多いことから、市は、要支援者の安否の確認・

照会に一元的に対応するため、避難誘導班等において要支援者安否確認情報窓口を開設し、要支

援者の安否情報を収集することとします。また、支援者や支援団体等は、日頃から要支援者の連

絡手段について確認しておき、実施可能な範囲内で安否情報の把握に努めます。

２ 支援者等からの報告

　支援者や支援団体等は、要支援者を指定避難所へ収容した場合や親族宅等への避難情報を入手

した場合、要支援者の安否が不明な場合には、指定避難所または市災害対策本部を通じて要支援

者安否確認情報窓口へ報告するものとします。

第８章 避難誘導及び避難所における支援

１ 避難誘導の手段・経路等

　市は、災害時において避難情報等を発令した場合、防災有線告知システムや広報車等により住

民へ周知します。

　特に人的支援を要する要支援者については、個別計画に基づき支援者や支援団体等が連携して

避難誘導を行い、それ以外の要支援者については、近隣住民の日頃からの繋がりにより避難を促

すことを基本とします。なお、要支援者に家族が同居している場合は、家族が要支援者を避難さ

せることを原則とする。そのため、平常時から、関係団体等の役割分担を明確にし、連携して対

応します。

　また、要支援者自身も、避難支援者とともに実際に自宅から避難場所等まで複数の避難経路を

歩くなど、事前に確認しておくことが必要です。

　避難経路の選定に当たっては、地震の際に倒壊のおそれのある場所や洪水初期の浸水が予想さ

れるアンダーパスなどの危険な箇所を避け、要支援者の避難・搬送形態を考慮した避難経路を優

先的に選定するなど、安全な避難の確保に努めるものとします。
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２ 避難所における支援

（１）避難所の開設

　市は、災害時において、必要と判断される場合には、地域防災計画に定める基準に基づき速

やかに避難所を開設し、避難者を受け入れる体制を整えます。

　また、避難所を開設したことについて、多様な情報伝達手段を活用して住民への周知を図り

ます。

（２）避難生活への配慮

　要支援者は、日常的に介護・支援等が必要な場合が多く、特に指定避難所での生活が長期化

する場合には、要支援者に対して日常的な介護・支援等が必要となります。

　市は、プライバシーの保護や車いすが通行可能な通路の確保等の環境整備に努めるとともに、

保健師等の巡回による健康相談やこころのケアなど生活支援を必要に応じて実施します。また、

要支援者の状況に応じて指定避難所から福祉避難所への移動や社会福祉施設等への緊急入所な

どの対応を行います。

３ 福祉避難所の確保

（１）福祉避難所の必要性

　指定避難所は、階段や段差があったり、障がい者対応型のトイレがないなど、必ずしも要支

援者の利用に配慮した構造とはなっておらず、介助が必要な方にとって困難な生活を強いられ

ることが考えられることから、市は、福祉避難所を確保するものとします。ただし、福祉避難

所は、必要に応じて開設される二次的避難所であり、災害時に初めから利用できるものではあ

りません。

（２）福祉避難所の対象者

　福祉避難所の対象者は、要支援者のうち、指定避難所では生活に支障をきたすため特別の配

慮を必要とする者で、身体等の状況が介護保険施設や医療機関等に入所・入院するに至らない

程度の在宅の者とします。

　なお、対象者を介助する家族等も、対象者とともに避難できるものとします。

（３）福祉避難所となる施設

　福祉部局は、福祉避難所として利用可能な施設の状況を把握するものとします。また、利用

可能な施設とは、災害危険区域以外に存する次に掲げる施設とします。

・ 特別養護老人ホームまたは老人短期入所施設等の入所可能な老人福祉施設

・ デイサービスセンター等の通所施設

・ 障がい者支援施設（入所型、通所型）

・ 介護や医療相談等を受けるための空間を確保できる施設

（４）福祉避難所の指定と利用

　市は、前記の施設等に対して福祉避難所の設置について広く協力を求め、協力を得られる施

設について福祉避難所として指定します。この場合、必要に応じ当該施設との間で、災害時に

おける設置運営に関する協定をあらかじめ締結し、受け入れる際の要件、受入可能人数、費用

負担等について明らかにしておくことにより円滑な福祉避難所の開設、受入、運用を図るもの

とします。

　また、市は、指定した福祉避難所を利用しようとする場合は、あらかじめ当該施設管理者と

十分な連絡調整を図り受入可能状況を把握し、本来の機能や入所者・利用者への処遇に支障を

きたさないよう十分配慮するものとします。

　なお、福祉避難所は、主に緊急避難的な場所の提供を目的とするものであり、通常当該施設

から提供されるサービスの水準を期待するものではないため、特別のサービスを必要とする場

合は緊急入所、ショートステイ等の活用を検討するものとします。

（５）災害時避難行動要支援者のニーズの把握

　市は、福祉避難所に避難している要支援者の福祉サービスの需要を把握するように努めます。
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（令和8年4月1日）

44　要配慮者利用施設一覧

大分類
施
設
数

施設名 所在地
策定を要する避難計画

洪水最大
想定

土砂災害

幼稚園 1 新宮幼稚園 新宮町新宮460 － ○

学校 13

川之江小学校 川之江町2370 ○ ○

金生第一小学校 金生町下分1665 ○ －

上分小学校 上分町800 ○ －

川滝小学校 川滝町下山1910 － ○

寒川小学校 寒川町1814 － ○

豊岡小学校 豊岡町豊田45 － ○

川之江北中学校 川之江町2390 ○ －

川之江南中学校 上分町395 ○ －

三島西中学校 中之庄町乙38-1 － ○

三島南中学校 寒川町4335 － ○

新宮小・中学校 新宮町新宮448 － ○

川之江高等学校 川之江町2257 ○ －

三島高等学校 三島中央5丁目11-30 － ○

児童福祉
施設

21

川之江こども園 川之江町1061-6 ○ －

金生保育園 金生町下分1653-1 ○ －

上分保育園 上分町545-1 ○ －

寒川保育園 寒川町1388-3 － ○

豊岡保育園 豊岡町大町1892-1 － ○

北野保育園 土居町北野1522 ○ －

乳児保育所こころ 川之江町2290 ○ －

幼保連携型認定こども園
アンジェリーナ

土居町上野乙158-1 － ○

認定こども園金生
幼稚園

金生町下分701 ○ －

愛和認定こども園 中之庄町1216 － ○

四中すくすく保育園 川之江町2887-2 ○ －

HITOKIDS 上分町788-1 ○ －

川之江小児童クラブ 川之江町2370 ○ ○

金生第一小児童クラブ 金生町下分1665（金生第一小学校内） ○ －

上分小児童クラブ 上分町800（上分小学校内） ○ －

川滝小児童クラブ 川滝町下山1882-1（川滝公民館内） － ○

寒川小児童クラブ 寒川町1814 － ○

豊岡小児童クラブ 豊岡町豊田45（豊岡小学校内） － ○

関川小児童クラブ 土居町上野911-1（関川公民館内） － ○

ジュリアード奨学院
放課後児童クラブ

土居町上野乙145番地16 － ○

新宮小児童クラブ 新宮町新宮448（新宮小中学校内） － ○
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大分類
施
設
数

施設名 所在地
策定を要する避難計画

洪水最大
想定

土砂災害

（続く）

病院
診療所

8

四国中央病院 川之江町2233 ○ －

長谷川病院 金生町下分1249-1 ○ －

ＨＩＴＯ病院 上分町788-1 ○ －

松岡整形外科医院 川之江町329-8 ○ －

恵康病院 土居町蕪崎253-1 ○ －

井上整形外科医院 三島中央5丁目5-8 － ○

野口眼科・内科・循環器
内科

中曽根町1673-1 － ○

新宮診療所 新宮町新宮50 － ○

高齢者福
祉施設 41

かわのえ
川之江町長須713 － ○

川之江荘

デイサービス「ふれあ
い」

金生町下分1243-1 ○ －

デイサービスいきいき 金生町下分1348-1 ○ －

デイサービスほのぼの

金生町下分1330 ○ －

リハビリデイサービスた
んぽぽ

ショートステイそよ風の
家

ハートケアタウン陽だま
りの家

デイサービスしろした 上分町737-1 ○ －

デイサービスセンターな
ないろ

中曽根町1051 － ○

ケアプラザ「サン愛」三
島事業所

中之庄町621-1 － ○

共楽園 寒川町1792-2 － ○

松岡整形外科医院リハビ
リステーション科

川之江町329-8 ○ －

長谷川病院通所リハビリ
テーションはるかぜ 金生町下分1249-1 ○ －

介護医療院コスモス

老人保健施設アイリス 上分町732-1 ○ －

老人保健施設ちかい 土居町土居2227-32 ○ －

ショートステイ四つ葉 川之江町700-1 ○ －

ショートステイだんだん 川之江町701-4 ○ －

老人保健施設百の里 中曽根町994 － ○

老人保健施設ちかい 土居町土居2227-32 ○ －

まごころはうす
かまやん

川之江町1660-8 ○ －

デイサービス喜楽 川之江町1887-9 ○ －
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大分類
施
設
数

施設名 所在地
策定を要する避難計画

洪水最大
想定

土砂災害

（続き）
デイサービスセンターレ
オナ 金生町下分1423 ○ －

高齢者福
祉施設

41

グループホームレオナ

ケアスタジオ
ココロココ

妻鳥町1012-3　サンライズⅡ１階 ○ －

四国中央市新宮デイサー
ビスセンター

新宮町新宮50 － ○

デイ・サービスセンター
「むらまつ」

村松町781-1 ○ －

リハビリデイサービスき
らり

村松町629-1 ○ －

デイサービスセンター煌
き

中曽根町1257 － ○

デイサービス元気いっぱ
い

寒川町4154 － ○

まちなか 川之江町2651-6 ○ －

グループホーム
桃太郎

中曽根町994 － ○

グループホーム愛
土居町上野乙156-2 － ○

デイサービス愛

グループホーム
テレサ

土居町蕪崎167 ○ －

サービス付き高齢者向け
住宅「愛」

土居町上野乙156-8 － ○

住宅型有料老人ホーム
さくらリビング川之江

金生町下分996-1 ○ －

サービス付き高齢者向け
住宅ぬくもり

金生町下分1348-1 ○ －

サービス付き高齢者向け
住宅レインボー

上分町735-1 ○ －

サービス付き高齢者向け
住宅楽都

土居町津根3800-1 ○ －
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大分類
施
設
数

施設名 所在地
策定を要する避難計画

洪水最大
想定

土砂災害

障がい者
福祉施設

7

障がい者支援施設「こと
な」

妻鳥町乙16 － ○

ステップｂｙすてっぷ 川之江町2472-1 ○ －

放課後クラブぴのきお
かわのえ

妻鳥町1048-1 ○ －

ひらり三島ルーム 中曽根町1894-4

茶れんじ 新宮町新宮50 － ○

－ ○

あおぞら 金生町下分791-2 ○ －

風楽里 金生町下分231-7 ○ －
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●人の体感・行動、屋内の状況、屋外の状況

が（も）ある、
が（も）いる

当該震度階級に特徴的に現れ始めることを表し、量的には多くはないが
その数量・程度の概数を表現できかねる場合に使用。

多くなる 量的に表現できかねるが、下位の階級より多くなることを表す。

さらに多くなる
上記の「多くなる」と同じ意味。下位の階級で上記の「多くなる」が使
われている場合に使用。

45　震度階級表

用語 意味

まれに
わずか
大半
ほとんど

極めて少ない。めったにない。
数量・程度が非常に少ない。ほんの少し。
半分以上。ほとんどよりは少ない。
全部ではないが、全部に近い。

1
屋内で静かにしている人の中に
は、揺れをわずかに感じる人が
いる。

－ －

2

屋内で静かにしている人の大半
が、揺れを感じる。眠っている
人の中には、目を覚ます人もい
る。

電灯などのつり下げ物が、
わずかに揺れる。

－

震度
階級

人の体感・行動 屋内の状況 屋外の状況

0
人は揺れを感じないが、地震計
には記録される。

－ －

5弱
大半の人が、恐怖を覚え、物に
つかまりたいと感じる。

電灯などのつり下げ物は激
しく揺れ、棚にある食器
類、書棚の本が落ちること
がある。座りの悪い置物の
大半が倒れる。固定してい
ない家具が移動することが
あり、不安定なものは倒れ
ることがある。

まれに窓ガラスが割れて落
ちることがある。電柱が揺
れるのがわかる。道路に被
害が生じることがある。

5強
大半の人が、物につかまらない
と歩くことが難しいなど、行動
に支障を感じる。

棚にある食器類や書棚の本
で、落ちるものが多くな
る。テレビが台から落ちる
ことがある。固定していな
い家具が倒れることがあ
る。

窓ガラスが割れて落ちるこ
とがある。補強されていな
いブロック塀が崩れること
がある。据付けが不十分な
自動販売機が倒れることが
ある。自動車の運転が困難
となり、停止する車もあ
る。

3

屋内にいる人のほとんどが、揺
れを感じる。歩いている人の中
には、揺れを感じる人もいる。
眠っている人の大半が、目を覚
ます。

棚にある食器類が音を立て
ることがある。

電線が少し揺れる。

4

ほとんどの人が驚く。歩いてい
る人のほとんどが、揺れを感じ
る。眠っている人のほとんど
が、目を覚ます。

電灯などのつり下げ物は大
きく揺れ、棚にある食器類
は音を立てる。座りの悪い
置物が、倒れることがあ
る。

電線が大きく揺れる。自動
車を運転していて、揺れに
気付く人がいる。
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●木造建物（住宅）の状況

（注１）　木造建物（住宅）の耐震性により２つに区分けした。耐震性は、建築年代の新しいものほど
耐震性が高い傾向があり、概ね昭和56年（1981年）以前は耐震性が低く、昭和57年（1982年）
以降は耐震性が高い傾向がある。しかし構法の違いや壁の配置などにより耐震性に幅があるため、
必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるものではない。既存建築物耐震性は、
耐震診断により把握することができる。

（注２）　この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、損壊は、土壁（割り竹下地）、モルタル
仕上壁（ラス、金網下地を含む）を想定している。下地の弱い壁は、建物の変形が少ない状況で
も、モルタルなどが剥離し、落下しやすくなる。

（注３）　木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成20年（岩手
・宮城内陸地震のように、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。

6弱 立っていることが困難になる。

固定していない家具の大半
が移動し、倒れるものもあ
る。ドアが開かなくなるこ
とがある。

壁のタイルや窓ガラスが破
損、落下することがある。

6強
立っていることができず、はわ
ないと動くことができない。
揺れにほんろうされ、動くこと
もできず、飛ばされることもあ
る。

固定していない家具のほと
んどが移動し、倒れるもの
が多くなる。

壁のタイルや窓ガラスが破
損、落下する建物が多くな
る。補強されていないブ
ロック塀のほとんどが崩れ
る。

7
固定していない家具のほと
んどが移動したり倒れたり
し、飛ぶこともある。

5強 －
壁などにひび割れ・亀裂がみられることが
ある。

6弱
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられる
ことがある。

壁などにひび割れ・亀裂が多くなる。
壁などに大きなひび割れ・亀裂が入ること
がある。瓦が落下したり、建物が傾いたり
することがある。倒れるものもある。

壁のタイルや窓ガラスが破
損、落下する建物がさらに
多くなる。補強されている
ブロック塀も破損するもの
がある。

震度
階級

木造建物（住宅）

耐震性が高い 耐震性が低い

5弱 －
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられる
ことがある。

6強
壁などにひび割れ・亀裂がみられることが
ある。

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入るもの
が多くなる。
傾くものや、倒れるものが多くなる。

7
壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。
まれに傾くことがある。

傾くものや、倒れるものがさらに多くな
る。
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●鉄筋コンクリート造建物の状況

（注１）　鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、概ね
昭和56年（1981年）以前は耐震性が低く、昭和57年（1982年）以降は耐震性が高い傾向がある。
しかし構造形式や平面的、立面的な耐震壁の配置により耐震性に幅があるため、必ずしも建築年
代が古いというだけで耐震性の高低が決まるものではない。既存建築物耐震性は、耐震診断によ
り把握することができる。

（注２）　鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合でも、軽微なひび割
れがみられることがある。

●地盤・斜面等の状況

※1　亀裂は、地割れと同じ現象であるが、ここでは規模の小さい地割れを亀裂として表記している。
※2　地下水位が高い、ゆるい砂地盤では、液状化が発生することがある。液状化が進行すると、

地面からの泥水の噴出や地盤沈下が起こり、堤防や岸壁が壊れる、下水管やマンホールが浮き
上がる、建物の土台が傾いたり壊れたりするなどの被害が発生することがある。

※3　大規模な地すべりや山体の崩壊等が発生した場合、地形等によっては天然ダムが
形成されることがある。また、大量の崩壊土砂が土石流化することもある。

震度
階級

鉄筋コンクリート造建物

耐震性が高い 耐震性が低い

5強 －
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割
れ・亀裂が入ることがある。

7

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割
れ・亀裂がさらに多くなる。
１階あるいは中間階が変形し、まれに傾く
ものがある。

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めやX
状のひび割れ・亀裂が多くなる。
１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるも
のが多くなる。

震度階級 地盤の状況 斜面等の状況

6弱
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割
れ・亀裂が入ることがある。

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割
れ・亀裂が多くなる。

6強
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割
れ・亀裂が多くなる。

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めやX
状のひび割れ・亀裂がみられることがあ
る。
１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるも
のがある。

6強
大きな地割れが生じることがある。

がけ崩れが多発し、大規模な地すべりや山
体の崩壊が発生することがある。※3

7

5弱
亀裂※1や液状化※2が生じることがある。 落石やがけ崩れが発生することがある。

5強

6弱 地割れが生じることがある。
がけ崩れや地すべりが発生することがあ
る。
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●ライフライン・インフラ等への影響

※　震度６強程度以上の揺れとなる地震があった場合には、広い地域で、ガス、水道、電気の

供給が停止することがある。

●大規模構造物への影響

※　規模の大きな地震が発生した場合、長周期の地震波が発生し、震源から離れた遠方まで到達して、

平野部では地盤の固有周期に応じて長周期の地震波が増幅され、継続時間も長くなることがある。

ガス供給の停止

安全装置のあるガスメーター（マイコンメーター）では震度５弱程度以
上の揺れで遮断装置が作動し、ガスの供給を停止する。
さらに揺れが強い場合には、安全のため地域ブロック単位でガス供給が
止まることがある。※

大規模空間を有する施
設の天井等の破損、脱
落

体育館、屋内プールなど大規模空間を有する施設では、建物の柱、壁な
ど構造自体に大きな被害を生じない程度の地震動でも、天井等が大きく
揺れたりして、破損、脱落することがある。

エレベーターの停止
地震管制装置付きのエレベーターは震度５弱程度以上の揺れがあった場
合、安全のため自動停止する。運転再開には、安全確認などのため、時
間がかかることがある。

長周期地震動※による
超高層ビルの揺れ

超高層ビルは固有周期が長いため、固有周期が短い一般の鉄筋コンク
リート造建物に比べて地震時に作用する力が相対的に小さくなる性質を
持っている。しかし、長周期地震動に対しては、ゆっくりとした揺れが
長く続き、揺れが大きい場合には、固定の弱いＯＡ機器などが大きく移
動し、人も固定しているものにつかまらないと、同じ場所にいられない
状況となる可能性がある。

石油タンクのスロッシ
ング

長周期地震動により石油タンクのスロッシング（タンク内溶液の液面が
大きく揺れる現象）が発生し、石油がタンクから溢れ出たり、火災など
が発生したりすることがある。

断水、停電の発生
震度５弱程度以上の揺れがあった地域では、断水、停電が発生すること
がある。※

鉄道の停止、高速道路
の規制等

震度４程度以上の揺れがあった場合には、鉄道、高速道路などで、安全
確認のため、運転見合わせ、速度規制、通行規制が、各事業者の判断に
よって行われる。（安全確認のための基準は、事業者や地域によって異
なる。）

電話等通信の障害

地震災害の発生時、揺れの強い地域やその周辺の地域において、電話・
インターネット等による安否確認、見舞い、問合わせが増加し、電話等
がつながりにくい状況（ふくそう）が起こることがある。
そのための対策として、震度６弱程度以上の揺れがあった地震などの災
害の発生時に、通信事業者により災害用伝言ダイヤルや災害用伝言板な
どの提供が行われる。
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※１　夜間～翌日早朝に大雨警報（土砂災害）に切り替える可能性が高い注意報は、高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされ

る警戒レベル３に相当します。

※２　警報に切り替える可能性については、市町村ごとの警報・注意報のページで確認できます。

大雨特別警報
氾濫発生情報

　地元の自治体が警戒レベル５緊急安全確保を発令する判断材料と
なる情報です。災害が発生又は切迫していることを示す警戒レベル
５に相当します。
　何らかの災害がすでに発生している可能性が極めて高い状況と
なっています。命の危険が迫っているため直ちに身の安全を確保し
てください。

警戒レベル５
相当

46 警戒レベルと住民等のとるべき行動について

情報 取るべき行動 警戒レベル

土砂災害警報情報
危険度分布「非常に危険」（うす紫）
氾濫危険情報
高潮特別警報
高潮警報

　地元の自治体が警戒レベル４避難指示を発令する目安となる情報
です。危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当し
ます。
　災害が想定されている区域等では、自治体からの避難指示の発令
に留意するとともに、避難指示が発令されていなくてもキキクル
（危険度分布）や河川の水位情報等を用いて自ら避難の判断をして
ください。

警戒レベル４
相当

大雨警報（土砂災害）※1
洪水警報
危険度分布「警戒」（赤）
氾濫警戒情報
高潮注意報（警報に切り替える可能性
が高い旨に言及されているもの※2）

　地元の自治体が警戒レベル３高齢者等避難を発令する目安となる
情報です。高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒レ
ベル３に相当します。
　災害が想定されている区域等では、自治体からの高齢者等避難の
発令に留意するとともに、高齢者等以外の方もキキクル（危険度分
布）や河川の水位情報等を用いて避難の準備をしたり自ら避難の判
断をしたりしてください。

警戒レベル３
相当

早期注意情報（警報級の可能性）
注：大雨に関して、［高］又は［中］
が予想されている場合

　災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル１で
す。
　最新の防災気象情報等に留意するなど、災害への心構えを高めて
ください。

警戒レベル１

危険度分布「注意」（黄）
氾濫注意情報

　避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当します。
　ハザードマップ等により、災害が想定されている区域や避難先、
避難経路を確認してください。

警戒レベル２

相当

大雨注意報
洪水注意報
高潮注意報（警報に切り替える可能性
に言及されていないもの※2）

　避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２です。
　ハザードマップ等により、災害が想定されている区域や避難先、
避難経路を確認してください。

警戒レベル２
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47 全国瞬時警報システム（J-ALERT）の概要
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48 えひめ震災対策アクションプランの概要
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平成９年２月６日決定

平成１１年５月２５日一部改正

平成１３年６月 １日一部改正

平成２０年７月１８日一部改正

平成２６年７月１７日一部改正

平成３０年２月２８日一部改正

大規模地震等の災害により，被災自治体では対応がとれない下水道施設の災害が発生した場  
合に備えて，中国・四国地方の災害等発生時の広域支援に関する協定等を踏まえ，中国・四国
地方における災害時相互支援体制を整備することとし，その組織及び運用等について，次のと
おりルールを定める。

１ 下水道対策本部の設置
県の下水道所管課長は，次に揚げる事態が管内において生じた場合に，下水道対策本部
（以下「対策本部」という。）を設置する。
(1) 震度６弱以上の地震が発生した場合
(2) 震度５強以下の地震又はその他の災害が発生し，下水道施設が被災した自治体（一部事

務組合を含む。）から支援要請を受けた場合
(3) その他災害が発生し，県が下水道施設の災害による被災状況等を勘案し, 中国・四国ブ

ロックの幹事県下水道所管課長(以下「幹事課長」という。)と調整の上，必要と判断した
場合

２ 下水道事業を実施している市町村（一部事務組合を含む。）は，災害により下水道施設が
被災したときは,その状況について県に報告を行う。

３ 下水道事業を実施している市町村（一部事務組合を含む。）は，下水道施設に被害があり,
被災状況の調査及び復旧に対して支援が必要な場合は，県に支援要請を行う。

４ 県は，対策本部を設置する場合，幹事課長及び地方整備局を経由して国土交通省水管理・
国土保全局下水道部に速やかに連絡する。

５ 対策本部は，県の本庁舎所在地に設置する。ただし，これにより難い場合は，その周辺に
設置することができる。

６ 対策本部を設置した場合，対策本部長は，災害時緊急連絡網に基づき，別紙２によりブロ

ック連絡会議構成員（以下「構成員」という。）及び他ブロック連絡会議幹事へ設置につい

て連絡するものとし，別紙３により第９に基づく総合調整の上，必要と判断した本部員へ参

集について連絡するものとする。

７ 対策本部の組織

(1) 対策本部の組織は，次に掲げる者をもって構成する。

ア 対策本部長（以下「本部長」という。）

原則として，被災した区域を所管する県の下水道担当課長をもって充てる。ただし,当

該課長に事故があるときは，当該課長の職務を代理する者をもって充てる。

イ 対策本部員（以下「本部員」という。)

別紙１のとおり。

ウ 対策特別本部員

別紙１のとおり。

49 中国・四国ブロックの下水道事業災害時支援に関するルール
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(2) ブロック内では対応が困難で広域的な支援（以下「広域支援」という。）が必要な場

合，第９に基づく総合調整の上，本部長は次に掲げる者を本部員に追加する。

ア 他ブロックの連絡会議幹事課長

イ 大都市窓口(大阪市)

ウ 災害時支援活動の経験を有する都市（以下，「アドバイザー都市」という。）の下水

道担当課長

(3) 本部長は，被災状況等を踏まえ，他ブロックからの支援調整等の対策本部の業務を円滑

かつ迅速に実施するため，第９に基づく総合調整の上、対策本部内に支援調整隊を設置す

ることができる。

なお，その隊長は，対策本部に参集した国土交通省の職員が担うものとし，その隊員

は，隊長が指名するものとする。

(4) 対策本部の事務を処理するため，対策本部内に事務局を置く。対策本部の事務局員は，

対策本部構成員の属する組織及び団体の職員で構成する。

なお，本部長は，対策本部事務の処理に関して，必要に応じて作業部会を事務局内に設

置することができるものとする。

(5) 対策本部の構成員は，原則として，構成員の属する組織・団体の身分及び費用による支

援活動とする。

８ 対策本部の業務

(1) 対策本部の業務は，次に掲げるものとし，第９に基づく総合調整の上，本部長は本部員

に対し，業務の分担を要請することができる。

なお，対策本部の業務を行う際は，二次災害等が発生しないよう安全に十分留意するも

のとする。

ア 対策本部の設置に関すること。

イ 被災状況及び支援要請の取りまとめに関すること。

ウ 支援計画の立案に関すること。

エ 大都市ルールとの調整に関すること。

オ ブロック内の自治体への支援調整に関すること。

カ 被災状況,交通状況その他支援に必要な情報の支援する自治体への提供に関すること。

キ 応援隊の拠点となる前線基地の調整及び確保等並びに第１３に規定する現地応援総括

者の指名に関すること。

ク 災害復旧の調査等に必要な資機材の調達や委託等に係る外注費用の積算等に係る支

援・調整に関すること。

ケ 調査資料及び災害査定関係調書等の作成に係る指導及び協力に関すること。

コ 被災住民に対する自治体の広報に関する連絡調整及び支援に関すること。

サ 被災状況の他ブロック連絡会議幹事及び大都市連絡窓口への情報提供に関すること。

シ 対策本部の解散に関すること。

ス その他支援の実施に必要な事項。

(2) 他ブロックの広域支援が必要な場合，次に掲げる業務を追加するものとする。

ア 本部員への参加要請に関すること。

イ 他ブロックからの支援調整に関すること。

ウ 大都市からの支援調整に関すること。

エ その他広域的な支援の実施に必要な事項。

９ 国土交通省の役割

国土交通省は，対策本部，被災した自治体及び支援する自治体等と連携を図り，災害支援

が円滑かつ迅速に実施できるよう総合調整を行うものとする。

10 支援体制の確立

(1) 対策本部は，被災の状況等を総合的に勘案し，ブロック内の県を通じてブロック内の自

治体に支援活動可能体制の報告依頼を行うものとする。

(2) 支援活動可能体制の報告依頼を受けた自治体は，支援活動の可否を検討し，支援活動可

能体制を速やかに県を通じて対策本部に報告するとともに，概略の支援人員，支援期間及

び帯同可能な資機材等について報告するものとする。
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(3) 対策本部は,支援可能な自治体の支援人員等と被災状況を勘案し，第９に基づく総合調整

の上，調査体制や復旧方針等の支援計画を立案し，県を通じて支援する自治体に支援体制

調整結果を連絡するものとする。

なお，支援計画の立案にあたっては，関係団体等の支援についても検討し，必要に応じ

て支援要請を行うものとする。

また，要請は原則として文書により行うものとする。ただし，緊急でやむを得ない場合

は，電話又はファクシミリ等により要請を行い，後日文書を速やかに提出するものとす

る。

(4) 広域支援を実施する場合，対策本部は，第９に基づく総合調整の上，他ブロック連絡会

議幹事及び大都市窓口を経由して，広域支援体制を確立するものとする。

11 応援活動

(1) 応援する自治体は，中国・四国地方の災害等発生時の広域支援に関する協定に準じ必要

な応援人員，応援期間及び帯同可能な資機材等の調整・調達等を行い，被災した自治体に

応援を行うものとする。

(2) 応援活動に当たっては，被災した自治体の指揮のもと，対策本部とも緊密に連絡を取り

ながら，二次災害等が発生しないよう安全に十分留意し，円滑，迅速かつ臨機応変に応援
活動を実施する。なお，実施の詳細については，(公社)日本下水道協会発行の「下水道の

地震対策マニュアル」を参考にする。

12 前線基地の設置
(1) 対策本部は，被災した自治体と調整の上，応援隊の受入場所，活動拠点として，現地に 

前線基地を設けることができる。

(2) 前線基地は，被災した自治体地内の終末処理場等に設置することを原則とする。ただ

し，これにより難い場合は，その周辺の市町村地内に設置する。

13 前線基地の組織
(1) 応援活動の統一，情報混乱の回避等のため，前線基地に，現地応援総括者を置く。

(2) 同一の前線基地に複数の自治体の応援隊が入る場合は，本部長が現地応援総括者を指名

する。

14 前線基地及び現地応援総括者の業務
(1) 前線基地の業務は，対策本部の業務の内，本部長からの指示の範囲とする。

(2) 現地応援総括者は，対策本部との連絡調整を行うとともに，円滑かつ迅速な応援活動が

行われるよう応援隊を総括する。また，被災した自治体及び応援する自治体との連絡調整

についても配慮する。

15 応援隊
(1) 応援隊は，各自治体（一部事務組合を含む。）ごとに編成することを原則とする。

(2) 各県は，応援に参加する自県及び所管する自治体の応援隊を取りまとめ，本部長に報告

を行う。

16 被災した自治体の役割

被災した自治体は，対策本部に対して，被災情報，現地情報を可能な限り提供するととも

に，応援隊の活動が円滑に行われるよう，応援隊に対して被災情報や下水道台帳等を提供す

る。また，現地への誘導等を可能な限り行うものとする。

17 費用負担

応援活動に要する経費は，原則として，災害対策基本法第92条の規定により，応援を受け

た自治体が負担する。

18 連絡体制

(1) 各構成員は連絡窓口を定め，すべての連絡はこの窓口を通すものとする。
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(2) 各構成員は，毎年４月１日現在の連絡窓口を幹事課長に報告するとともに，変更が生じ

た場合には，速やかに幹事課長に通知することとする。

(3) 対策本部設置時等の連絡体制については支援連絡会議で定める。

19 政令市が被災自治体の場合

政令市が被災自治体の場合の支援は，原則として大都市ルールにより行うものとする。こ

の場合，大都市の情報連絡総括都市担当課長は本部員の一員となる。

20 他ブロック等からの支援要請

他ブロックの下水道対策本部から支援要請を受けた幹事課長は，ブロック内の県を通じて

ブロック内の自治体に支援活動可能体制の報告を求め，その調整結果を他ブロックの下水道

対策本部に連絡する。

21 対策本部の解散

(1) 第１(1)(3)の場合は，被害調査等により本部長が判断した場合に解散する。

(2) 第１(2)の場合は，支援を要請した自治体(一部事務組合を含む。)からの解散依頼により

解散する。

22 支援連絡会議（ブロック連絡会議）等

(1) 年１回（第２四半期中）構成員を召集して支援連絡会議を開催し，支援に必要な連絡調

整を行うとともに，運営に関することを協議する。また，構成員の要請に応じて臨時に開

催することができる。

(2) 支援連絡会議の事務は開催県が所掌する。

(3) 幹事課長，第２幹事課長，支援連絡会議開催県下水道所管課長（以下「事務局課長」と

いう。）は，代表者連絡会議に参加し，事務局課長は，会議内容を構成員に報告する。

23 支援連絡会議構成員の選・解任

(1) 幹事課長，第２幹事課長及び構成員は，支援連絡会議で選・解任する。

(2) 任期は３年とし，再任を妨げない。

24 訓練，机上演習等

事務局課長は必要に応じ訓練対策本部を設置し，災害を想定した訓練，机上演習等を実施

することができる。また，幹事課長は第１８(２)により，各構成員から毎年４月１日現在の

連絡窓口の報告があった後，速やかに，その窓口に対して連絡訓練を行う。

25 支援資機材

構成員は，支援に係わる資機材を整理し，数量及び所在を把握しておくものとする。

26 相互協力

構成員は，支援活動が実効あるものとするため，相互に協力するとともに，平素から連

帯，情報交換に努め，迅速かつ的確な対応に万全を期するよう努める。

27 自治体指導等

(1) ブロック内の県下水道所管課長は，管下の自治体に対し，このルールを周知する。

(2) ブロック内の県下水道所管課長は，管下の自治体に対し，支援を受けるに必要な下水

道台帳や管内住宅地図等を複数箇所に保管する等，災害に対する心がけを指導する。

28 その他

本ルールに定めのない事項，及び内容に疑義を生じた場合は，支援連絡会議で協議し定め

る。ただし，本ルールに定めのない事項で緊急に措置する必要があるときは，本部長の判断

で決定することができる。
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別紙１

(1) ブロック内の県下水道所管課長

(2) ブロック内の政令指定都市担当課長

(3) 各県１市の下水道所管部局長

(4) 日本下水道事業団の内，中国・四国地区の代表窓口として事業団

から指名された者。

(5) (公社）日本下水道協会の内，中国・四国地区の代表窓口として協

会から指名された者。

(6) (一社）全国上下水道コンサルタント協会員の内，中国・四国地区

の代表窓口として協会から指名された者。

(7) (一社）日本下水道施設業協会員の内，中国・四国地区の代表窓口

として協会から指名された者。

(8) (公社）日本下水道管路管理業協会員の内，中国・四国地区の代表

窓口として協会から指名された者。

(9) (一社) 日本下水道施設管理業協会員の内，中国・四国地区の代表

窓口として協会から指名された者。

(10) 全国管工事業協同組合連合会員の内，中国・四国地区の代表窓口

として連合会から指名された者。

(11)（公財）日本下水道新技術機構の内，中国・四国地区の代表窓口として

機構から指名された者。

(12) 対策本部長が必要と認めた者。

※ 政令指定都市のある県については，対策本部員（3）の選出は不要とする。

対策特別本部員 国土交通省（水管理・国土保全局下水道部又は地方整備局）

対策本部長 被災県下水道所管課長

対策本部員
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別紙２

国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道事業課長 様

下水道対策本部構成団体 各位

関係地方整備局建政部都市・住宅整備課長 様

各ブロック幹事都道府県下水道所管課長 様

中国・四国ブロック下水道対策本部長

中国・四国ブロック下水道対策本部設置報告書

次のとおり中国・四国ブロック下水道対策本部を設置したので報告します。

下 水 道 対 策 本 部 設 置 日 平成 　年 　月 　日

下 水 道 対 策 本 部 設 置 場 所

下
水
道
対
策
本
部
連
絡
方
法

ＮＴＴ回線

電　話

ＦＡＸ

地域衛星通信
ネットワーク

電　話

ＦＡＸ

国土交通省
マイクロ回線

電　話

ＦＡＸ

特記事項

支援の依頼元自治体 県

被害の状況・概要

支援の希望内容
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別紙３

○○年○○月○○日

下水道対策本部員 様

下水道対策特別本部員 様

中国・四国ブロック下水道対策本部長

（○○県下水道所管課長）

中国・四国ブロック下水道対策本部への参集について（依頼）

中国・四国ブロックの下水道事業災害時支援に関するルール第６に基づき次のとおり参集を

お願いします。

１ 日 時 ： ○○年○○月○○日（ ） ○○：○○～

２ 場 所 ：

３ 連 絡 先 ：

４ 特記事項 ：
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　[基本的な考え方]
　○被災者に対する物資の供給は、一次的には市町の役割であり、県の備蓄物資は、これを緊急
　　的に応援するもの
　○物資の供給は、市町等から要請があり県災害対策本部長(知事）が必要と認めた場合に行う

50 緊急援護物資管理及び輸送体制

ト
ラ
ッ
ク
協
会
等

災害対策本部
（本部長：知事）

地　方　局
災害対策本部地方本部

（地方本部長：地方局長）

四国中央市災害対策本部
（本部長：市長）

連絡調整要請・状況報告

供給

要
請

連
絡
調
整

被災地区住民

輸送指示

輸送
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（令和２年４月１日現在）
四国中央地区 トーヨー・ロジテック㈱
分 隊 長 代表取締役 西 岡 斉 0896-24-2700

新居浜地区 明星運輸㈱
分 隊 長 代表取締役 明 星 元 0897-46-3444

貨物支班長 今 治 地 区 四国陸運㈱
（一社）愛媛県トラック協会 分 隊 長 代表取締役 門 田 大 0898-32-5252
会　長 御手洗　安 
　089-957-1069 松 山 地 区 日本通運(株)松山支店

分 隊 長 支店長 公 文 雅 裕 089-942-0202

八幡浜地区 保内運送㈲
分 隊 長 代表取締役 竹 井 伸 夫 0894-36-0921

東宇和地区 ㈲明浜運送
分 隊 長 代表取締役 高 間 登 0894-64-0126

宇和島地区 伊豫貨物自動車㈱
分 隊 長 代表取締役 土 居 大 輔 0895-22-5345

霊柩支班長 東 予 地 区 （有）佐々木葬祭
愛媛県霊柩自動車協会 分 隊 長 代表取締役 佐々木孝一 0897-55-3210
会　長 清水 健吉 
　0895-62-4155 中 予 地 （有）鶴岡

分 隊 長 代表取締役 鶴 岡 達 089-956-0019

南 予 地 区 （有）田村商店
分 隊 長 代表取締役 田 村 芳 久 0895-32-2221

松 山 地 区 伊予鉄バス㈱
分 隊 長 代表取締役 清 水 一 郎 089-948-3140

今 治 地 区 瀬戸内運輸㈱
分 隊 長 代表取締役 瀧 山 正 史 0898-23-3450

宇和島地区 宇和島自動車㈱
分 隊 長 代表取締役 村 重 敦 0895-22-2202

乗合支班長
（一社）愛媛県バス協会 八幡浜地区 伊予鉄南予バス㈱
会　長 清水　一郎 分 隊 長 代表取締役 松 本 真 一 0894-22-3200
　089-931-4094

新居浜地区 瀬戸内運輸㈱新居浜営業所
分 隊 長 代表取締役 瀧 山 正 史 0897-33-9166

大三島地区 瀬戸内海交通㈱
分 隊 長 代表取締役 門 田 正 孝 0897-82-0076

宇 摩 地 区 宇田タクシー㈱
分 隊 長 代表取締役 宇 田 直 器 0896-24-2525

新居浜・西条 渡部タクシー㈱
地区　分隊長 代表取締役 渡 部 光 男 0897-56-0222

周 桑 地 区 ㈲周桑丹原タクシー
分 隊 長 代表取締役 渡 部 光 男 0898-64-2313

今 治 地 区 河南タクシー㈲
分 隊 長 代表取締役 平 野 勇 夫 0898-32-0011

乗用支班長
（一社）愛媛県ハイヤー 松 山 地 区 伊予鉄タクシー㈱
タクシー協会 分 隊 長 代表取締役 清 水 一 郎 089-948-3151
会　長 渡部　光男
　089-941-7481 中 予 地 区 ㈲ツバメハイヤー

分 隊 長 代表取締役 伊 藤 秀 人 089-994-0017

大 洲 ・ 喜 多 ㈲肱南タクシー
地区　分隊長 代表取締役 得 村 慫 0893-24-0260

八 西 地 区 ㈱富士タクシー
分 隊 長 代表取締役 甲 野 恵 三 0894-23-1000

南 予 地 区 宇和島ハイヤー㈱
分 隊 長 常務取締役 弓 削 利 明 0895-22-4544

51 災害対策自動車班編成表

愛
媛
運
輸
支
局
長

自
動
車
班
長

089

956-1563
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52　自動車出動計画表

【トラック】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和5年12月1日現在）

大 小 大 小 大 小 大 小
トーヨー・ロジテック株式会社 0896-24-2700 1 1 2
金生運輸株式会社 0896-58-4356 1 1 2
南流勢運輸株式会社 0896-25-3060 1 1 2
三島運輸株式会社 0896-24-2049 1 1 2
川之江港湾運送株式会社 0896-58-1230 1 1 2
株式会社寒川港湾荷役 0896-25-1366 1 1 2
真部産業株式会社 0896-25-1811 1 1 2
四国福山通運株式会社四国中央営業
所

0896-25-2921 1 1 2
丸福運輸株式会社 0896-58-4428 1 1 2
大西物流株式会社 0896-25-0222 1 1 2
タイカワ運輸株式会社 0896-25-2335 1 1 2
丸調運輸株式会社 0896-56-5581 1 1 2
有限会社高橋運輸 0896-58-4505 1 1 2
四国興産有限会社 0896-58-6136 1 1 2
日本興運株式会社 0896-24-2550 1 1 2

4 11 15 30

【タクシー】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

大 小 大 小 大 小 大 小
丸ハタクシー株式会社 0896-58-2121 1 1 2
有限会社川之江タクシー 0896-58-1188 1 1
宇田タクシー株式会社 0896-24-2525 2 1 1 4
三島交通株式会社 0896-24-5455 2 2 4
まるみタクシー株式会社 0896-23-2323 1 1

5 3 4 12

（注） 第１次出動　：　命令受領と同時に出動

第２次出動　：　命令受領後１時間以内に出動

第３次出動　：　命令受領別に指示する時に出動

乗用

計

一般

計

事業
種別

事 業 者 名 電話番号

出動車数
第１次
出動

第２次
出動

第３次
出動

合計

事業
種別

事 業 者 名 電話番号

出動車数
第１次
出動

第２次
出動

第３次
出動

合計
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国土交通省
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/butsuryu/Top03-02-03.htm

53 重要物流道路及びその代替・補完路
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（人口は平成２７年１０月１日の国勢調査による確定数である。)

(注)　住家の滅失についての換算率
　全壊、流失、全焼・・・１、　半壊、半焼・・・１／２、　床上浸水・・・１／３

災害救助法の適用基準(災害救助法施行令第１条)
災害救助法による救助は、市町村の区域単位を原則として同一原因の災害による被害が一定

の程度に達した場合で、かつ被災者が現に救助を求める状態にあるとき行われる。

○１号適用
住家が滅失した世帯の数が当該市町村の区域内の人口に応じ、上表の世帯数以上であること。

○２号適用
住家の滅失した世帯の数が県内合計1,500世帯以上であって、当該市町村において上表の世帯

数以上であること。

四国中央市 87,413 80 40

54 災害救助法適用基準表（四国中央市）

市町村名 人口
１号適用
世帯数

２号適用
世帯数
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県は、災害救助法の規定に基づき、救助に要する費用等の支弁の財源に充て
るため、平成 31 年 3 月 29 日現在において、1,048,080,864 円を災害救助基
金として積み立てている。

（参考） 
災 害 救 助 基 金 事 務 の 流 れ 

（通常処理）
① 一般会計から特別会計へ繰出
② 特別会計から基金へ繰出
③ 基金で積立て
④ 金融機関で運用
（災害発生時）
⑤ 預金の取崩し
⑥ 基金から特別会計へ繰出
⑦ 特別会計から市町村又は県の費用として救助費用を支弁
⑧ 国庫が救助費の一部を負担

費用が 100 万円以上の場合、その額の都道府県の普通税収入見込額の割合に応じ、国が負担
・普通税収入見込額の 2/100 以下の部分 　　　　　 　　50/100  
・ 〃 　　　　　　　 2/100 をこえ 4/100 以下の部分　 80/100 
・ 〃 　　　　　　　 4/100 を超える部分 　　　　　 　90/100

金融機関

災害救助基金

55 災害救助基金の概要

一般会計 災害救助基金特別会計 市町村長の行う救助
（救助法適用市町村）

国庫
知事の行う救助

⑦救助に要す

る経費支弁

②基金へ繰出

③基金で積立て

①繰出

⑧救助費の

一部を負担

⑥特別会計

へ繰出

⑤預金取崩し ④金融機関で運用
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全国防災協会
http://www.zenkokubousai.or.jp/saigai_disaster.html

56 大規模災害時の専門家派遣制度
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令和３年４月１日現在

四国中央市自主防災
組織連絡協議会

（H29.12.21設立）

57　自主防災組織結成状況

全世帯数
自主防災
組織数

自主防災
組織世帯

数

組織率
％

主な活動事例
自主防災組織
連絡協議会

四国中央市

市町名

38,963 135 27,476 70.5

〇防災会報や瓦版の発行
〇防災学習会（救急講習、防災講話等）の実施
〇地区防災マップ作成
〇近隣自主防災会と連携した防災訓練（炊出訓練や応急救護搬送
訓練等）の実施
〇土のう作製

(注)　世帯数は、令和３年４月１日現在の住民基本台帳月報の数値

合　計 38,963 135 27,476 70.5 　（１組織あたり　平均約203世帯）
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（１） 趣 旨 
自然災害により、住民や家財に被害を受けた場合並びに世帯主が負傷した場合に、その世帯の生活

の立て直しを目的とする貸付制度
（２） 貸付けの対象となる災害

県内において災害救助法が適用された市町村が１以上ある場合の災害
（３） 貸付対象者 

①貸付けの対象となる被害
（ア）世帯主の療養に要する期間がおおむね１月以上の負傷
（イ）住居が半壊・全壊・滅失・流出した場合
（ウ）家財の被害があって、被害額が当該家財の価額のおおむね３分の１以上である場合

②貸付け対象者
・被害を受けた世帯の世帯主 

③世帯の所得制限 
世帯の所得の合計額が次の基準以下でなければならない

（４） 貸付条件 
①貸付限度額  
世帯主１か月以上の負傷 １５０万円
家財の 1/3 以上の損害 １５０万円 ２５０万円 ２７０万円 ３５０万円
住居の半壊 １７０万円（２５０万円） （３５０万円）
住居の全壊 ２５０万円（３５０万円）
住居の全体が滅失 ３５０万円

（ ）内は被災した住居を建て直すに際し、残存部分を取り壊さざるをえない等特別の事情がある場合

（住居の全壊とは、損壊部分の床面積が述面積の７０％以上に達した場合、または、被害額が住家の時価の 

５０％に達したものをいう。） 

②償還期間 　　１０年（うち据置期間３年）  
③償還方法 　　年賦、半年賦又は月賦 
④利 率 　　　 年３％以内で市町が条例で定める率（据置期間３年は無利子）

５人以上 １人増すごとに７３０万円に３０万円を加えた額

減失世帯 － 1,270万円

58 災害援護資金貸付制度の概要

減
失
世
帯
以
外

世帯人員 市町村民税における総所得額
１人 ２２０万円
２人 ４３０万円
３人 ６２０万円
４人 ７３０万円
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１ 取扱機関 日本政策金融公庫中小企業事業、日本政策金融公庫国民生活事業、商工組合中央金庫

２ 目 的 　 暴風、豪雨、地震や大規模な火災などの災害を受けた中小企業者の事業の復旧を図る。

３ 貸付限度 日本政策金融公庫中小企業事業 別枠１億５千万円
日本政策金融公庫国民生活事業 別枠３千万円
商工組合中央金庫 必要に応じ一般限度額を超える額 

４ 貸付金利 日本政策金融公庫中小企業事業 基準金利
日本政策金融公庫国民生活事業 基準金利
商工組合中央金庫 所定の利率

５ 貸付期間 日本政策金融公庫中小企業事業  運転：１０年以内（据置２年以内）
　  設備：１０年以内（据置２年以内）

 日本政策金融公庫国民生活事業  日本政策金融公庫中小企業事業と同じ
 商工組合中央金庫 　　　　　 　運転：１０年以内（据置３年以内）

  　設備：２０年以内（据置３年以内） 

59 災害復旧貸付制度の概要
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１ 目 的 災害の影響を受け、事業活動に支障を生じている県内中小企業者に対する融資を促進し、
もってその経営の安定を図る。

２ 融資条件等 災害等の発生の都度知事が定めるところによる。

（参考）
平成３０年度から実施している「災害関連対策資金（平成 30 年 7 月豪雨）」の概要
１ 融資対象者

県内に事業所を有し、愛媛県信用保証協会の定める保証対象業種に属する事業を引き続き６か月以
上営む法人又は個人であって、次の各号いずれかに該当する者。ただし、いずれの場合も市町が発行
する「り災証明書」又は「被災証明書」が必要。
(1)平成３０年７月豪雨による災害（以下「災害」という。）の影響を受けて営業又は操業等を短縮し、

若しくは停止していること。
(2)災害の影響を受けて最近１か月間の売上高が、前年同期の売上高に比して１０％以上減少し、又は

減少することが見込まれること。
(3)その他、災害の対応策として、一時的に資金を必要としていること。
２ 融資条件
(1) 資金使途 運転資金、設備資金
(2) 融資利率 年１.０％
(3) 保証料率 年０．３５～１．８０％（県が全額負担）
(4) 融資限度額 運転資金 ２,０００万円

  設備資金 ３,０００万円
(5) 融資期間 運転資金 ７年以内（うち据置１年以内）

  設備資金 １０年以内（うち据置１年６か月以内）
３ 取扱金融機関 伊予銀行、愛媛銀行、県内各信用金庫、商工組合中央金庫、中国銀行、広島銀行、

山口銀行、阿波銀行、百十四銀行、四国銀行、徳島大正銀行、香川銀行、高知銀
行、観音寺信用金庫、みずほ銀行、三井住友銀行

４ 取扱期間 平成 30 年７月 20 日～令和 2 年３月 31 日

60 中小企業振興資金（災害関連対策資金）の概要
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１ 災害復旧貸付とは
次のいずれかの場合に対する貸付けを災害復旧貸付といいます。
(1) 既往の高度化事業の貸付けを受けた事業用施設が災害による被害を受けたため、施設の復旧を図り

たいとき
(2) 災害による被害を受けた施設を復旧するに当たって、新たに高度化事業の貸付対象事業を実施する

とき

２ ｢災害｣とは
｢災害｣とは、次のいずれかの事態をいいます。
(1) 災害救助法施行令（昭和２２年政令第２２５号）第１条第１項第１号から第４号までのいずれかに

該当する被害が発生した事態（これに準ずる事態であると都道府県知事が認めたものを含みます｡）
(2) 相当数の者の事業活動の運営が、著しい地盤沈下による被害により著しく困難になっていると都道

府県知事が認める事態

３ 災害復旧貸付を受ける主な要件等
(1)貸付けの対象者

過去に高度化資金の貸付けを受けて整備した施設の復旧を図る者又は施設の復旧に当たって新たに
高度化事業の貸付対象事業を行う者
(2)貸付け対象施設

貸付けの対象施設については、災害復旧に当たって必要な土地、建物、構築物、設備であって、資  
産計上されるものです。
(3)制度要件

原則として、実施するそれぞれの高度化事業の貸付対象事業ごとに定められた要件を満たす必要が
ありますが、併せて次の要件を満たす必要があります。
①既往の高度化資金の貸付けを受けて取得し、造成し、又は整備した施設が罹災して、当該施設の復

旧を図る場合であって、当該施設の相当部分が滅失若しくは消失し、又は使用不可の状態となった
と認められること。
②罹災した施設の復旧に当たって、新たに準則第１条に規定する事業を行う場合にあっては、事業に

参加する者の相当数が罹災地域内に事業を有していると認められること。
③既往の高度化資金の貸付けを受けて取得し、造成し、又は整備した施設が著しい地盤沈下により被
害を受け、当該施設の復旧を図る場合であること。
(4)貸付けを受ける場合に必要となるもの

災害復旧貸付に係る高度化資金の貸付けを受ける場合には、罹災証明書又は都道府県知事による罹
災の認定により、施設の罹災が確認され、被害により事業活動の運営が著しく困難となっていること
が認められる必要があります。
(5)貸付けの適用期間

災害復旧貸付に係る資金の貸付けの適用は、施設が罹災したと認められる日から起算して、原則と
して、１年以内に事業計画書の提出が行われたものに限られます。

ただし、地盤沈下により施設が被害を受けた場合など都道府県知事が認めた場合には、この限りで
はありません。

４ 貸付条件

据 置 期 間 ３年以内であって、都道府県が適当と認める期間
金 　　　利 無利子

61 災害復旧貸付（高度化事業）の概要

貸 付 割 合 貸付対象施設の整備資金の９０％以内
償 還 期 限 据置期間を含む２０年以内であって、都道府県が適当と認める期限
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農林関係
（令和２年９月現在）

林
業
基
盤
整
備

造　林

台風、異常降雪等による被
害造林地の復旧

0.16
～

0.20

３０年
（２０年）

62 日本政策金融公庫災害資金等の概要

資金名 貸付対象事業
利率

（％）
償還期限

(据置期間)
貸付金額の
最高限度額

備考

樹苗養成施設の復旧
0.16
～

0.20

受益者が負
担する額

事業費
×80％

災害により流失、埋没した
農地・牧地・かんがい排水
施設、農道等の復旧

0.16
～

0.30

２５年
（１０年）

１５年
（５年）

事業費
×80～90％

600万円
(特認　年
間経営費の
12分の6に
相当する額
又は粗収益
の12分の6
に相当する
額のいずれ
か低い額)

事業費×
80％
に相当する
額又は１施
設当たり
300万円(特
認600万円)
のいずれか

林　道
林道及びこれら附帯施設の
復旧

0.16
～

0.20

事業費
×80％

農林漁業セー
フティネット

災害により被害を受けた農
林漁業経営の再建に必要な
資金（対象とする災害は原
則として、風水害、震災等
の天災に限るものとする
が、天災以外のものでも、
通常の注意をもってしても
避けられない物的損害で、
農林漁業経営に著しい支障
を及ぼすもの（火災、海洋
汚染等）を含むものとす
る）

２０年
（３年）

農林漁業施設
(主務大臣
指定施設)

農業・林業用施設の復旧
 農舎、畜舎、農作物育成
 管理用施設、農産物処理
 加工施設等の復旧。
 被害園地の果樹の改植・
 補植、地ごしらえ等の樹
 園地整備、果樹棚の設置

0.16
～

0.30

１５年
（３年）
果樹改植
２５年

（１０年）

申請窓口
農協等
借入までの期間
申請後約15～
40日
必要書類
借入申込書等

農業経営基盤
強化資金

農地・農業用施設等の復旧
0.16
～

0.30

２５年
（１０年）

個人３億円
法人１０億

円

農業近代化資金

損壊した農業用施設等の復
旧、流失した果樹等の植
栽、育成資金
認定農業者及び集落営農
組織に限る。

0.16
～

0.30

〈原則〉
認定農業者

１５年
（７年）

その他農業者
１５年

（３年）

通算残高が
個人1,800万
円
法人等２億
円
に達するま
で

日
本
政
策
金
融
公
庫
資
金

農業基盤整備

0.16
～

0.25

１０年
（３年）
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漁業関係
（令和２年９月現在）

日
本
政
策
金
融
公
庫
資
金

漁
業
基
盤
整
備

漁　港
指定漁港の指定区域内にあ
る漁港施設の復旧

0.16
～

0.30

農林漁業施設
(主務大臣
指定施設)

漁具、海面養殖施設、漁船
漁業用施設等の復旧

0.16
～

0.30

資金名 貸付対象事業
利率

（％）
償還期限

(据置期間)
貸付金額の最高限度額

２０年
（３年）

事業費×80％

漁場整備
漁場の復旧、種苗生産施設
の復旧

0.16
～

0.30

２０年
（３年）

事業費×80％

１５年
（３年）

事業費×80％

農林漁業セー
フティネット

災害により被害を受けた農
林漁業経営の再建に必要な
資金（対象とする災害は原
則として、風水害、震災等
の天災に限るものとする
が、天災以外のものでも、
通常の注意をもってしても
避けられない物的損害で、
農林漁業経営に著しい支障
を及ぼすもの（火災、海洋
汚染等）を含むものとす
る）

0.16
～

0.25

１０年
（３年）

600万円
(特認年間経営費の12分の6に
相当する額又は粗収益の12分
の6に相当する額のいずれか
低い額)

漁業近代化資金
漁船の建造・取得、その他
の施設、機具等の取得、種
苗の購入・育成

1.60
５～２０年
(２～３年 )

9,000万円
（養殖法人 36,000万円）
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（農業）
政令で定める県において、旧市町村単位に 以上で、かつ、

又は、樹体被害が 以上の特別被

害農業者数が  以上の区域で、県が指定する区域

（林業及び漁業）
政令で定める県において、旧市町村単位に

以上、又は 以上の特別被害林漁業者数が

10（特別被害林漁業者） 以上の区域で、県が指定する区域
100（被害農業者）

（農業者）県が特別被害地域の指定をした地域のものに限る。
　30（減収量）　以上で、かつ、 以上の場合
100（平年収穫量）
又は、樹体被害が 以上の場合

（林業者及び漁業者）

以上の場合、又は

以上の場合

（農業者）
　30（減収量）　以上で、かつ、 以上の場合
100（平年収穫量）

（林業者及び漁業者）
以上の場合

100（平年林漁業総収入額）
（農業者）
　30（減収量）　以上で、かつ、 以上の場合
100（平年収穫量）

又は、樹体被害が 以上の場合

（林業者及び漁業者）
　　　10（損失額）　　　　以上の場合、又は　 50（施設損失額）　　以上
100（平年林漁業総収入額） 100（被害時価額）

の場合
経営資金 
農業  種苗、肥料、飼料、薬剤、農機具（12万円以下）、家畜等の購入

 及びその他の農業経営に必要な資金（労賃、水利費、簡易な施設
 の復旧費、共済掛金等）

林業  種苗、肥料、薪炭原木、しいたけほだ木等の購入、炭がま構築資
 金及びその他林業経営に必要な資金（労賃、簡易な施設の復旧
 費）

漁業  稚魚、稚貝、餌料、漁具、漁業用燃油等の購入資金、漁船（５ト
 ン未満）の建造又は取得資金その他漁業経営に必要な資金（共済
 掛金等）

50（損失額） 50（損失額）
100（平年農業総収入額） 100（被害時価額）

 10（特別被害農業者）
100（被害農業者）

63 天災資金の概要

事項 内容

天
災
融
資
法

１ 天 災 融 資 法 の
　発動基準

天災による被害が著しくかつ国民経済に及ぼす影響が大である場合
（具体的な基準についての規定はない。）

２ 特 別 被 害 地 域
の指定
(法第２条第５項)

30（減収量）
100（平年収穫量）

50（損失額）
100（平年林漁業総収入額）

70（施設損失額）
100（被害時価額）

３ 借受資格者
(法第２条
第１項、第２項)

①3.0％以内資金

②5.5％以内資金

③6.5％以内資金

注 ： 金 利 は 天 災 融
資 法 発 動 時 に設定さ
れる

50（損失額）
100（平年農業総収入額）

50（損失額）
100（被害時価額）

50（損失額）

10（損失額）
100（平年農業総収入額）

　30（損失額）
100（被害時価額）

４ 資金使途
(法第２条第４項)

100（平年林漁業総収入額） 70（施設損失額）
100（被害時価額）

30（損失額）
100（平年農業総収入額）

　30（損失額）
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（単位：％）

６ 貸付限度額及び償還期限

貸付限度額は、Ａ％、Ｂ万円のいずれか低い額

事　　　項 内　　　　　　　　　　　容

天
災
融
資
法

５ 利 子 補 給 率 の
　　　　(法第４条)
(例：平成３年
　　　　台風 19 号) 区分

基準
金利

利 子
補給率

負 担 率 区 分

国 県 計 市町村

0.86625

5.0％資金 7.95 2.95 1.475 0.7375 2.2125 0.7375

3.0％資金 7.95 4.95 3.2175 0.86625 4.08375

0.4875

区　分

天 災 融 資 法 激 甚 災 害 法

貸付限度額 償還期限 貸付限度額 償還期限

Ａ％
(損失
額)

Ｂ万円

6.0％資金 7.95 1.95 0.975 0.4875 1.4625

5.5% 3%

個人 法人 賃金 賃金 賃金 個人 法人 賃金

6.5% 5.5% 3% Ａ％
(損失
額)

Ｂ万円 6.5%

賃金 賃金

被
害
農
林
漁
業
者

農
業
者

果樹栽培者 55 500 2500 5 5 7

家畜等飼育者 55 500 2500 5 5 6 80 600

6 80 600 2500 6 7

2500 6 7 7

一般農業者 45 200 2000 3 5 76 60 250 2000 4 6

林 業 者 45 200 2000 3 5 6 60 250 2000 4 6 7

漁
業
者

漁具購入資金 80 5000 5000 3 7

漁船建造資金 80 500 2500 5 6 80

6 80 5000 5000 4

600 2500 6 7

水産養殖資金 50 500 2500 5

250 2000 4 6 7

7 7

一般漁業者 50 200 2000 3 5 6 60

5 6 60 600 2500 6
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１．目的
自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、都道府県が相互扶助の観点から拠出し

た基金を活用して被災者生活再建支援金を支給するための措置を定めることにより、その生活の再建を
支援し、もって住民の生活の安定と被災地の速やかな復興に資することを目的とする。

２．制度の対象
（１）対象となる自然災害

① 災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号に該当する被害が発生した市町村
② １０世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村
③ １００世帯以上の住宅全壊被害が発生した都道府県
④ ①又は②の市町村を含む都道府県で、５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口１０
万人未満に限る）
⑤ ①～③の区域に隣接し、５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口１０万人未満に限
る）
⑥ ①若しくは②の市町村を含む都道府県又は③の都道府県が２以上ある場合に、５世帯以上の住
宅全壊被害が発生した市町村（人口１０万人未満に限る）、２世帯以上の住宅全壊被害が発生し
た市町村（人口５万人未満に限る） 

（２）支給対象世帯
上記の自然災害により
① 住宅が「全壊」した世帯
② 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯
③ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続している世帯
④ 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊世帯）

３．支給条件
（１）支給金額

支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる
（※世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額の３／４の額）
① 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金）

② 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金）

※ 一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場合は、合計で
２００（又は１００）万円

４．支援金の支給申請
（申請窓口）　　　　市町村
（申請時の添付書面）①基礎支援金： 罹災証明書、住民票 等
　　　　　　　　　　②加算支援金： 契約書（住宅の購入、賃借等） 等
（申請期間） 　　　 ①基礎支援金： 災害発生日から１３月以内
　　　　　　　　　　②加算支援金： 災害発生日から３７月以内

５．基金と国の補助
○ 国の指定を受けた被災者生活再建支援法人（財団法人都道府県会館）が、都道府県が相互扶助 
の観点から拠出した基金を活用し、支援金を支給。 
○ 基金が支給する支援金の１／２に相当する額を国が補助。

64 被災者生活再建支援法の概要

住宅の
被害程度

全壊
２(２)①に該当

解体
２(２)②に該当

長期避難
２(２)③に該当

大規模半壊
２(２)④に該当

５０万円

住宅の
再建程度

建設・購入 補修
賃借

（公営住宅以外）

支給額 ２００万円 １００万円 ５０万円

支給額 １００万円 １００万円 １００万円
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改正 昭和 46 年 10 月 11 日
同 56 年 10 月 14 日
同 58 年 6 月 11 日
平成 12 年 3 月 24 日
同 19 年 2 月 27 日
同 19 年 4 月 19 日
同 20 年 7 月 3 日
同 21 年 3 月 10 日
同 23 年 1 月 13 日

激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和三十七年法律第百五十号。以下
「法」という。）第二条の激甚災害の指定及びこれに対し適用すべき措置の指定は、激甚災害指定基
準（昭和三十七年十二月七日中央防災会議決定）によるもののほか、次の基準による。

次のいずれかに該当する災害があるときは、当該災害が激甚災害指定基準（昭和三十七年十二月七
日中央防災会議決定）に該当しない場合に限り、（１）に掲げる市町村における（１）に掲げる災害
については、法第三条第一項各号に掲げる事業のうち、当該市町村が当該災害によりその費用を負担
するもの及び法第四条第五項に規定する地方公共団体以外の者が設置した施設に係るものについて法
第二章の措置並びに当該市町村が当該災害について発行を許可された公共土木施設及び公立学校施設
小災害に係る地方債について法第二十四条第一項、第三項及び第四項の措置、（２）に掲げる市町村
の区域における（２）に掲げる災害については、法第五条、第六条及び第二十四条第二項から第四項
までの措置（ただし書に掲げる災害については、法第六条の措置（水産業共同利用施設に係るものに
限る。））、（３）に掲げる市町村の区域における（３）に掲げる災害については、法第十一条の二
の措置、（４）に掲げる市町村の区域における（４）に掲げる災害については、法第十二条及び第十
三条の措置をそれぞれ適用すべき激甚災害とする。

（１）次のいずれかに該当する災害
① 当該市町村がその費用を負担する当該災害に係る公共施設災害復旧事業等（法第三条第一

項第一号及び第三号から第十四号までに掲げる事業をいう。以下同じ。）の査定事業費の額
が次のいずれかに該当する市町村が一以上ある災害（該当する市町村ごとの当該査定事業費
の額を合算した額がおおむね一億円未満のものを除く。）

（イ）当該市町村の当該年度の標準税収入の 50％を超える市町村（当該査定事業費の額が
1,000 万円未満のものを除く。）

（ロ）当該市町村の当該年度の標準税収入が 50 億円以下であり、かつ、当該査定事業費の額
が 2 億 5,000 万円を超える市町村にあつては、当該標準税収入の 20％を超える市町村

（ハ）当該市町村の当該年度の標準税収入が 50 億円を超え、かつ、100 億円以下の市町村に
あつては、当該標準税収入の 20％に当該標準税収入から 50 億円を控除した額の 60％を加
えた額を超える市町村

② ①の公共施設災害復旧事業等の事業費の査定見込額からみて①に掲げる災害に明らかに該
当することとなると見込まれる災害（当該災害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のもの
を除く。）

（２）次のいずれかに該当する災害

① 当該市町村の区域内における当該災害に係る農地等の災害復旧事業（法第五条第一項に規

定する農地、農業用施設及び林道の災害復旧事業をいう。）に要する経費の額が当該市町村

に係る当該年度の農業所得推定額の 10％を超える市町村（当該経費の額が 1,000 万円未満

のものを除く。）が一以上ある災害（上記に該当する市町村ごとの当該経費の額を合算した

額がおおむね 5,000 万円未満である場合を除く。）

ただし、これに該当しない場合であっても、当該市町村の区域内における当該災害に係る

漁業被害額が農業被害額を超え、かつ、当該市町村の区域内における当該災害に係る漁船等

（漁船、漁具及び水産動植物の養殖施設をいう。）の被害額が当該市町村に係る当該年度の

漁業所得推定額の 10％を超える市町村（当該漁船等の被害額が 1,000 万円未満のものを除

く。）が一以上ある災害（上記に該当する市町村ごとの当該漁船等の被害額を合算した額が

おおむね 5,000 万円未満である場合を除く。）

② ①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて①に掲げる災害に明らかに該当

することとなると見込まれる災害（当該災害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のものを

除く。）

65 局地激甚災害指定基準
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（３）当該市町村の区域内における当該災害に係る林業被害見込額（樹木に係るものに限る。以下

同じ。）が当該市町村に係る当該年度の生産林業所得（木材生産部門）推定額の 1.5 倍を超え

（当該林業被害見込額が当該年度の全国生産林業所得（木材生産部門）推定額のおおむね

0.05％未満のものを除く。）、かつ、大火による災害にあつては、その災害に係る要復旧見込

面積がおおむね 300ha を超える市町村、その他の災害にあつては、その災害に係る要復旧見込

面積が当該市町村の民有林面積（人工林に係るものに限る。）のおおむね 25％を超える市町

村が一以上ある災害

（４）当該市町村の区域内における当該災害に係る中小企業関係被害額が当該市町村に係る当該年

度の中小企業所得推定額の 10％を超える市町村（当該被害額が 1,000 万円未満のものを除

く。）が一以上ある災害。ただし、上記に該当する市町村ごとの当該被害額を合算した額がお

おむね 5,000 万円未満である場合を除く。

なお、この指定基準は、昭和43年 1 月 1 日以後に発生した災害について適用する。

注 昭和46年10月11日改正の指定基準は、昭和46年 1 月 1 日以後に発生した災害について適用。

昭和56年10月14日改正の指定基準は、昭和56年 8 月21日以後に発生した災害について適用。

昭和58年 6 月11日改正の指定基準は、昭和58年 4 月27日以後に発生した災害について適用。

平成12年 3 月24日改正の指定基準は、平成12年 1 月 1 日以後に発生した災害について適用。

平成19年 2 月 27 日改正の指定基準は、平成18年10月 6 日以後に発生した災害について適用。

平成19年 4 月 19 日改正の指定基準は、平成19年 3 月25日以後に発生した災害について適用。

平成20年 7 月 3 日改正の指定基準は、平成20年 6 月 14 日以後に発生した災害について適用。

平成21年 3 月10日改正の指定基準は、平成20年10月 1 日以後に発生した災害について適用。

平成23年 1 月13日改正の指定基準は、平成22年 1 月 1 日以後に発生した災害について適用。
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１．背景
東日本大震災を踏まえた法制上の課題のうち、緊急を要するものについて措置した平成 24 年６月の

災害対策基本法の改正法の附則及び附帯決議で、引き続き検討すべきとされた復興の枠組みについて、
中央防災会議「防災対策推進検討会議」の最終報告（平成 24 年７月）も踏まえ、あらかじめ法的に用
意するもの。

２．法律の概要
（１）復興に関する組織等

① 復興対策本部の設置
内閣総理大臣は、大規模災害が発生した場合において、復興を推進するために特別の必要がある

と認めるときは、内閣府に復興対策本部を設置することができるものとすること。
② 復興基本方針の策定

政府は、当該災害からの復興のための施策に関する基本的な方針を定めるものとすること。

（２）復興計画の作成等
① 大規模災害を受けた市町村が、土地利用の再編などによる円滑かつ迅速な復興を図るため、政

府の復興基本方針等に即して、復興計画を作成できるものとすること。
② 大規模災害を受けた都道府県が、復興基本方針に即して、都道府県復興方針を定めることがで

きるものとすること。
（３）復興計画等における特別の措置

① 復興計画に関する協議会を設けて、そこでの協議等を経た復興計画を公表することで、土地利
用基本計画の変更等をワンストップで処理できるものとすること。

② 復興計画に記載された復興整備事業について、許認可等を緩和する特例を設けること。
③ 復興の拠点となる市街地を整備するため一団地の復興拠点市街地形成施設に関する都市計画を

設けること。
④ 大規模災害を受けた市町村等からの要請により都道府県等が都市計画の決定等を代行できるも

のとすること。

（４）災害復旧事業に係る工事の国等による代行
① 大規模災害による被害を受けた地方公共団体を補完するため要請に基づいて、漁港、道路、海

岸保全施設、河川等の災害復旧事業について国等が代行できるものとすること。

（５）その他
① 国は、大規模災害が発生した場合、特別の必要があると認めるときは、別に法律で定めるとこ

ろにより、復興のための財政上の措置等を速やかに講ずるものとすること。

66 大規模災害からの復興に関する法律の概要
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(1)指定行政機関

内 閣 府
大臣官房総務課 東京都千代田区永田町1-6-1 ０３－５２５３－２１１１

政策統括官（防災担当）付
参事官（総括担当）

  〃     〃   霞が関1-2-2 ０３－３５９３－３３１１

67　防災関係機関及び連絡窓口

機　関　名 連　絡　窓　口 所　　在　　地 電　話　番　号

消 費 者 庁 総 務 課   〃     〃   霞が関3-1-1 ０３－３５０７－８８００

総 務 省 大 臣 官 房 総 務 課   〃     〃   霞が関2-1-2 ０３－５２５３－５１１１

国 家 公 安 委 員 会
警 察 庁 警 備 局 警 備 課   〃     〃   霞が関2-1-2 ０３－３５８１－０１４１

金 融 庁 総 合 政 策 局 総 務 課   〃     〃   霞が関3-2-1 ０３－３５０６－６０００

外 務 省
大 臣 官 房 総 務 課
危 機 管 理 調 整 室

  〃     〃   霞が関2-2-1 ０３－３５８０－３３１１

財 務 省 大 臣 官 房 総 合 政 策 課   〃     〃   霞が関3-1-1 ０３－３５８１－４１１１

消 防 庁 防 災 課   〃     〃   霞が関2-1-2 ０３－５２５３－７５２５

法 務 省
大 臣 官 房 秘 書 課

広 報 室
  〃     〃   霞が関1-1-1 ０３－３５８０－４１１１

厚 生 労 働 省 大 臣 官 房 総 務 課   〃     〃   霞が関1-2-2 ０３－５２５３－１１１１

農 林 水 産 省
大 臣 官 房 地 方 課
災 害 総 合 対 策 室

  〃     〃   霞が関1-2-1 ０３－３５０２－８１１１

文 部 科 学 省
大 臣 官 房 文 教 施 設 企 画 ・ 防 災 部

施 設 企 画 課   〃     〃   霞が関3-2-2 ０３－５２５３－４１１１

文 化 庁 政 策 課   〃     〃   霞が関3-2-2 ０３－５２５３－４１１１

中 小 企 業 庁
事 業 環 境 部 企 画 課
経 営 安 定 対 策 室

  〃     〃   霞が関1-3-1 ０３－３５０１－１５１１

国 土 地 理 院 企 画 部 防 災 推 進 室 茨城県つくば市北郷1番 ０２９－８６４－１１１１

経 済 産 業 省 大 臣 官 房 総 務 課   〃     〃   霞が関1-3-1 ０３－３５０１－１５１１

資 源 ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ 庁 長 官 官 房 総 合 政 策 課   〃     〃   霞が関1-3-1 ０３－３５０１－１５１１

海 上 保 安 庁
警 備 救 難 部
環 境 防 災 課

 　〃　 千代田区霞が関2-1-3 ０３－３５９１－６３６１

環 境 省 大 臣 官 房 総 務 課   〃     〃   霞が関1-2-2 ０３－３５８１－３３５１

国 土 交 通 省
水 管 理 ・ 国 土 保 全 局
防 災 課 災 害 対 策 室

東京都千代田区霞が関2-1-3 ０３－５２５３－８１１１

気 象 庁 総 務 部 企 画 課  　〃　 港区虎ノ門3-6-9 ０３－６７５８－３９００

原 子 力 規 制 委 員 会
原 子 力 規 制 庁

災 害 対 策 ・ 核 物 質 防 護 課  　〃　　港区六本木1-9-9 ０３－５１１４－２１２１

防 衛 省 防 衛 政 策 局 運 用 政 策 課  　〃　 新宿区市谷本村町5-1 ０３－３２６８－３１１１
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(2)　指定地方行政機関

(3)　自衛隊

機　関　名 連　絡　窓　口 所　　在　　地 電　話　番　号

中国四国管区警察局四国
警 察 支 局

総 務 監 察 ・ 広 域 調 整 部
災 害 対 策 官

高松市サンポート3-33
高松サンポート合同庁舎

０８７－８２１－３１１１
（内5862）

四 国 厚 生 支 局 総 務 課
高松市サンポート3-33
高松サンポート合同庁舎

０８７－８５１－９５６５

愛 媛 労 働 局
総 務 部
総 務 課

松山市若草町4-3
松山若草合同庁舎

０８９－９３５－５２００
（内415）

四 国 総 合 通 信 局
無 線 通 信 部

陸 上 課
松山市味酒町2-14-4 ０８９－９３６－５０６６

四 国 財 務 局
松 山 財 務 事 務 所

総 務 課
松山市若草町4-3
松山若草合同庁舎

０８９－９４１－７１８５
（内611）

四 国 経 済 産 業 局
総 合 調 整 ・ 防 災 担 当

参 事 官
高松市サンポート3-33
高松サンポート合同庁舎

０８７－８１１－８５０３

中 国 四 国 産 業 保 安
監 督 部 管 理 課 広島市中区上八丁堀6-30 ０８２－２２４－５７５３

中 国 四 国 農 政 局 企 画 調 整 室
岡山市北区下石井1-4-1
岡山第２合同庁舎

０８６－２２４－４５１１
（内2122）

四 国 森 林 管 理 局 企 画 調 整 課 高知市丸ノ内1-3-30 ０８８－８２１－２１６０

中 国 四 国 産 業 保 安
監 督 部 四 国 支 部 管 理 課

高松市サンポート3-33
高松サンポート合同庁舎

０８７－８１１－８５８２

四 国 地 方 整 備 局

企 画 部
防 災 室

高松市サンポート3-33
高松サンポート合同庁舎

０８７－８１１－８３１０
（内2161）

松 山 河 川 国 道 事 務 所 松山市土居田町797-2

大 阪 航 空 局
松 山 空 港 事 務 所

総 務 課 松山市南吉田町空港内
０８９－９７２－０３１９

（内202）

国 土 地 理 院
四 国 地 方 測 量 部

高松市サンポート3-33
高松サンポート合同庁舎南館５階

０８７－８１１－１９０１

０８９－９７２－００３４

松 山 港 湾 ・ 空 港
整 備 事 務 所

松山市海岸通2426-1 ０８９－９５１－０１６１

四 国 運 輸 局
愛 媛 運 輸 支 局

運 輸 企 画 専 門 官 松山市森松町1070 ０８９－９５６－９９５７

中 国 四 国 防 衛 局
企 画 部 地 方 調 整 課
地 方 協 力 確 保 室

広島市中区上八丁堀6-30
広島合同庁舎4号館

０８２－２２３－７１５３

中 国 四 国
地 方 環 境 事 務 所

総 務 課
高松市サンポート3-33
高松サンポート合同庁舎南館２階

０８７－８１１－７２４０

大 阪 管 区 気 象 台
（ 松 山 地 方 気 象 台 ） 松 山 地 方 気 象 台 松山市北持田町102 ０８９－９３３－３６１０

第 六 管 区
海 上 保 安 本 部

松 山 海 上 保 安 部
警 備 救 難 課

松山市海岸通2426-5 ０８９－９５１－１１９７

航 空 自 衛 隊
西 部 航 空 方 面 隊 司 令 部 福岡県春日市原町3-1-1 ０９２－５８１－４０３１

海 上 自 衛 隊
呉 地 方 総 監 部

広島県呉市幸町8-1 ０８２３－２２－５５１１

機　関　名 所　　在　　地 電　話　番　号

松 山 駐 屯 地
中 部 方 面 特 科 隊

松山市南梅本町乙115
０８９－９７５－０９１１

（内436）
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(4)　指定公共機関

日 本 銀 行
松 山 支 店
総 務 課

松山市三番町4-10-2 ０８９－９３３－２２１１ 

日 本 赤 十 字 社
愛 媛 県 支 部

事 務 局
松山市岩崎町2-3−40 ０８９－９２１－８６０３

機　関　名 連　絡　窓　口 所　　在　　地 電　話　番　号

日 本 郵 便 株 式 会 社
四 国 支 社

経 営 管 理 本 部
総 務 ・ 人 事 部

松山市宮田町8-5 ０８９－９３６－５１２１

独 立 行 政 法 人
水 資 源 機 構

池 田 総 合 管 理 所
第 １ 管 理 課

徳島県三好市池田町
　　　　　　字西山谷尻4235-1

０８８３－７２－２０５０

本 州 四 国 連 絡 高 速
道 路 株 式 会 社

し ま な み 今 治 管 理 セ ン タ ー
 計 画 課 今治市山路751-2 ０８９８－２３－７２５０

日 本 放 送 協 会
松 山 放 送 局

放 送 部
松山市堀之内5 ０８９－９２１－１１１１

西 日 本 高 速 道 路
株 式 会 社

四 国 支 社 保 全 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 事 業
部

保 全 サ ー ビ ス 統 括 課
香川県高松市朝日町4-1-3 ０８７－８２３－２１１１

日 本 貨 物 鉄 道
株 式 会 社

松 山 営 業 所 松山市三番町8-326 ０８９－９４３－５００３

西 日 本 電 信 電 話
株 式 会 社

愛 媛 支 店
設 備 部

松山市一番町4-3 ０８９－９３６－３５７０

電 源 開 発
株 式 会 社

西 日 本 支 店
高 松 事 務 所

高松市番町1-1-5
ニッセイ高松ビル6Ｆ

０８７－８２２－０８２１

四 国 旅 客 鉄 道
株 式 会 社

安 全 推 進 室 高松市浜ノ町8-33 ０８７－８２５－１６６６

佐 川 急 便
株 式 会 社

松 山 営 業 所 伊予郡砥部町八倉125 ０８９－９５８－１１８１

ヤ マ ト 運 輸
株 式 会 社

愛 媛 主 管 支 店 松山市大橋町466-1 ０８９－９６３－５５００

日 本 通 運
株 式 会 社

松 山 支 店 総 務 課 松山市大手町2-26-3 ０８９－９４１－５１１２

福 山 通 運
株 式 会 社

松 山 支 店 松山市富久町420 ０８９－９７２－３３３３

株 式 会 社
Ｎ Ｔ Ｔ ド コ モ

四 国 支 社
ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ 部 災 害 対 策 室

高松市天神前9-1 ０８７－８３２－２１４３

ｴ ﾇ・ﾃ ｨ・ﾃ ｨ・ｺ ﾐ ｭﾆｹｰ
ｼｮﾝｽﾞ株 式 会 社

カ ス タ マ サ ー ビ ス 部
危 機 管 理 室

東京都千代田区大手町2-3-5
ＮＴＴ大手町ビル本館6Ｆ

０５７０－０３－９９０９

四 国 電 力
株 式 会 社

愛 媛 支 店 総 務 課 松山市湊町6-6-2 ０８９－９４６－９７０７

四 国 電 力 送 配 電
株 式 会 社

松 山 支 社 総 務 課 松山市湊町6-6-2 ０８９－９４６－９７２９

独 立 行 政 法 人
国 立 病 院 機 構

中 国 四 国 グ ル ー プ 東広島市西条町寺家513 ０８２－４９３－６６０６

太 陽 石 油 株 式 会 社
四 国 事 業 所

環 境 安 全 部
環 境 安 全 グ ル ー プ

今治市菊間町種4070-2 ０８９８－３６－３５３８

Ｋ Ｄ Ｄ I
株 式 会 社

四 国 総 支 社
高松市番町1-6-8
高松興銀ビル7Ｆ

０８７－８２３－６７７７

ソ フ ト バ ン ク
株 式 会 社

九 州 ・ 中 四 国 総 務 課
高松市寿町2-2-7
いちご高松ビル5Ｆ

０８７－８２５－１８０１

株 式 会 社
ロ ー ソ ン

コンプライアンス・リスク統括室
東京都品川区大崎1-11-2
ゲートシティ大崎イーストタワー6F

０３－５４３５－１５９４

株 式 会 社
フ ァ ミ リ ー マ ー ト CSR・コンプライアンス部 東京都豊島区東池袋3-1-1 ０３－３９８９－７６５８

イ オ ン 株 式 会 社
イ オ ン リ テ ー ル （ 株 ）

中 四 国 カ ン パ ニ ー
広島県広島市南区段原南1-3-52 ０８２－５３５－７６００

株 式 会 社
セブン-イレブン・ジャパン Ｑ Ｃ ・ 物 流 管 理 本 部

東京都千代田区二番町８-８
渉外部

０３－６２３８－３７１１
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(5)　指定地方公共機関

株 式 会 社
伊 予 鉄 グ ル ー プ

総 務 部 総 務 課 松山市湊町4-4-1 ０８９－９４８－３２２２

株 式 会 社
テ レ ビ 愛 媛

総 務 部 松山市真砂町119 ０８９－９４３－１１１１

機　関　名 連　絡　窓　口 所　　在　　地 電　話　番　号

南 海 放 送
株 式 会 社

総 合 企 画 局 松山市本町1-1-1 ０８９－９１５－３３３３

株 式 会 社
あ い テ レ ビ

総 務 部 松山市竹原町１-5-25 ０８９－９２１－２１２１

株 式 会 社
愛 媛 朝 日 テ レ ビ

総 務 局 松山市和泉北1-14-11 ０８９－９４６－４６００

一 般 社 団 法 人
愛 媛 県 医 師 会

事 務 局 松山市三番町4-5-3 ０８９－９４３－７５８２

株 式 会 社
エ フ エ ム 愛 媛

放 送 部 松山市竹原町１-１０-７ ０８９－９４５－１１１１

一 般 社 団 法 人
愛 媛 県 薬 剤 師 会

事 務 局 松山市三番町7-6-9 ０８９－９４１－４１６５

公 益 社 団 法
愛 媛 県 看 護 協 会

事 務 局 松山市道後町2-11-14 ０８９－９２３－１２８７

四 国 ガ ス
株 式 会 社

 総 務 部
庶 務 グ ル ー プ

今治市南大門町2-2-4 ０８９８－３２－４５００

一 般 社 団 法 人
愛 媛 県 歯 科 医 師 会 事 務 局 松山市柳井町2-6-2 ０８９－９３２－５０４８

宇和島ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
株 式 会 社

営 業 技 術 部 宇和島市丸之内5-4-7 ０８９５－２４－３９３９

株 式 会 社
ﾊ ｰ ﾄ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ

業 務 局 総 務 課 新居浜市坂井町2-3-17 ０８９７－３２－７７７７

株 式 会 社
愛 媛 Ｃ Ａ Ｔ Ｖ

総 務 部 松山市大手町1-11-4 ０８９－９４３－５０２９

今治ｼｰｴｰﾃｨｰﾋﾞｨ
株 式 会 社

技 術 部 今治市南大門町2-1-2 ０８９８－２２－０００１

西 予 Ｃ Ａ Ｔ Ｖ
株 式 会 社

総 務 営 業 課 西予市宇和町卯之町2-449 ０８９４－６２－７８１１

一 般 財 団 法 人
八 西 Ｃ Ａ Ｔ Ｖ 事 務 局 西宇和郡伊方町川永田甲1534-1 ０８９４－３８－２２１１

株 式 会 社
ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰ ｸ西 瀬 戸 制 作 ・ 編 成 部 大洲市徳森248 ０８９３－２５－０２１２

株 式 会 社
四 国 中 央 テ レ ビ

総 務 部
四国中央市三島宮川4-6-48
愛媛新聞宇摩支社２F

０８９６－２４－０１３０

一 般 社 団 法 人
愛 媛 県 ト ラ ッ ク 協 会 業 務 部 業 務 課 松山市井門町1081-1 ０８９－９５７－１０６９

石 崎 汽 船 株 式 会 社
（ 愛媛県旅客船協会 ）

安 全 統 括 管 理 者
運 航 管 理 者

松山市高浜町5-2259-1
松山観光港ターミナル内

０８９－９５１－０１２８

株 式 会 社
愛 媛 新 聞 社

総 務 企 画 局 総 務 部 松山市大手町1-12-1 ０８９－９３５－２１３２

一 般 社 団 法 人
愛 媛 県 バ ス 協 会

事 務 局 松山市大手町1-7-4 ０８９－９３１－４０９４

社 会 福 祉 法 人
愛媛県社会福祉協議会 経 営 管 理 課 松山市持田町3-8-15 ０８９－９２１－８３４４
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(6)　愛媛県（本庁及び主な地方機関）

(7)　市町

(8)　消防機関

(9)　愛媛県警察本部

(10)　都道府県

愛 媛 県 庁
県 民 環 境 部 防 災 局
防 災 危 機 管 理 課

松山市一番町4-4-2
０８９－９４１－２１１１

（内線2335）

東 予 地 方 局 総 務 県 民 課 西条市喜多川796-1 ０８９７－５６－１３００

機　関　名 連　絡　窓　口 所　　在　　地 電　話　番　号

南 予 地 方 局 総 務 県 民 課 宇和島市天神7-1 ０８９５－２２－５２１１

南 予 地 方 局
八 幡 浜 支 局

総 務 県 民 室 八幡浜北浜1-3-37 ０８９４－２２－４１１１

東 予 地 方 局
今 治 支 局

総 務 県 民 室 今治市旭町1-4-9 ０８９８－２３－２５００

中 予 地 方 局 総 務 県 民 課 松山市北持田町132 ０８９－９４１－１１１１

機　関　名 所　　在　　地 電　話　番　号

 四国中央市消防本部 四国中央市下柏町750  ０８９６－２３－６６１１

機　関　名 連　絡　窓　口 所　　在　　地 電　話　番　号

四国中央市 総務部防災まちづくり推進課 四国中央市三島宮川4-6-55 ０８９６－２８－６９３４

警 察 学 校 伊予市松前町西古泉646 ０８９－９８４－１４０５

愛 媛 県 運 転 免 許
セ ン タ ー

松山市勝岡町1163-7 ０８９－９３４－０１１０

機　関　名 所　　在　　地 電　話　番　号

愛 媛 県 警 察 本 部
( 警 備 部 警 備 課 ） 松山市南堀端町2-2 ０８９－９３４－０１１０

TEL

課室名 FAX

1 愛　　媛
〒790-8570
松山市一番町4-4-2

県民環境部防災局 089-912-
2335

38-2317
38-2328防災危機管理課

都道府県名 所在地
部局名

電話番号
消防防災
無　　線
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平成16年に愛媛県を襲った一連の台風が、26名の尊い命を奪い、県内に甚大な被害をもたらした
ことは、県民の記憶に深く刻まれている。 

また、平成23年３月11日に発生した東日本大震災は、想定を超える巨大な地震と津波により我が
国に甚大な被害をもたらしたばかりでなく、福島第一原子力発電所の事故を引き起こし、私たちは、
災害の脅威をあらためて思い知らされたところである。 

こうしたことから、近い将来、発生が危惧されている南海トラフを震源とする地震をはじめ、津
波災害、土砂災害、原子力災害などの様々な災害から、県民の生命、身体及び財産を守るためには、
県民、自主防災組織、事業者、県及び市町が、平素から最悪の事態を想定し、万全の対策を講ずる
ことの重要性を認識した上で、より一層、防災対策を推進し、地域防災力を向上させることが必要
である。

これまで、県及び市町では、災害対策基本法及び地域防災計画等に基づき、防災対策を講じてき
たところであるが、被害を最小限に抑える「減災」の考え方を基本とした防災対策を進めるために
は、年齢、性別、障害の有無その他支援を要する者の事情に配慮しつつ、行政による防災対策の充
実はもとより、県民自らが災害への備えを実践し、災害に強い地域社会づくりを実現させることが
不可欠である。 

ここに、私たちは、県を挙げて防災に取り組み、災害から命と暮らしを守り、安心して生活する
ことができる地域社会を築くため、この条例を制定する。 

第１章 総則
（目的） 

第１条 この条例は、防災対策に関し、基本理念を定め、並びに県民、自主防災組織、事業者、県
及び市町の責務を明らかにするとともに、災害予防対策、災害応急対策その他の防災対策の基本
となる役割を定めることにより、防災対策を総合的かつ計画的に推進して地域防災力を強化し、
もって災害に強い地域社会づくりに寄与することを目的とする。 
（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに
よる。
(１) 災害 災害対策基本法（昭和36年法律第223号。以下「法」という。）第２条第１号に規定

する災害をいう。 
(２) 防災 法第２条第２号に規定する防災をいう。 
(３) 防災対策 防災のために行う対策をいう。 
(４) 地域防災力 地域における防災の能力をいう。
(５) 自主防災組織 住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組織をいう。 
(６) 要配慮者 高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児、外国人、旅行者その他の特に配慮を要する

者をいう。
(７) 避難行動要支援者 要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場

合（以下「災害時」という。）に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な
避難の確保を図るため特に支援を要するものをいう。 

一部改正〔平成28年条例33号〕 
（基本理念） 

第３条 防災対策は、県民が自らの安全は自らで守る自助を実践した上で、地域において互いに助

け合う共助に努めるとともに、県及び市町がこれらを補完しつつ公助を行うことを基本として実

施されなければならない。 

２　防災対策は、県民、自主防災組織、事業者、県及び市町がそれぞれの責務と役割を果たし、相

互に連携を図りながら協力して着実に実施されなければならない。 

３　防災対策は、災害時において人命を守ることを最も優先させること、及び災害の発生を常に想

定し被害の最小化を図る減災の考え方を基本として実施されなければならない。 

４　防災対策は、あらゆる事態を想定し、防災対策の主体が災害の発生に備えるための措置を優先

的に講ずることを旨として実施されなければならない。

５　防災対策は、被災者等の年齢、性別、障害の有無その他の事情に配慮しながら、その時期に応 

じて適切に実施されなければならない。 

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（県民の責務） 

第４条 県民は、前条に定める防災対策についての基本理念（以下「基本理念」という。）にのっ

とり、自ら防災対策を実施するよう努めるものとする。 

68 愛媛県防災対策基本条例
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２　県民は、基本理念にのっとり、平常時から災害に関する危機意識を持って、自己の安全の確保

に努めるとともに、地域における自主防災組織等の防災活動に積極的に参加するよう努めるもの

とする。

３　県民は、基本理念にのっとり、県又は市町が実施する防災対策に協力するよう努めるものとす

る。

（自主防災組織の責務）

第５条 自主防災組織は、基本理念にのっとり、災害及び防災に関する知識の普及啓発、地域にお

ける安全点検、防災訓練その他の災害予防対策を実施するよう努めるとともに、避難、救助、初

期消火その他の災害応急対策を実施するよう努めるものとする。

２　自主防災組織は、基本理念にのっとり、県又は市町が実施する防災対策に協力するよう努める

ものとする。

（事業者の責務）

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、来所者、従業員及び事業所の周辺地域に生活する住民の 

安全確保を始め、災害時において事業を継続することができる体制を整備するよう努めるととも

に、地域の防災活動に協力するよう努めるものとする。

２　前項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、災害応急対策を実施するよう努め

るものとする。

３　事業者は、基本理念にのっとり、県又は市町が実施する防災対策に協力するよう努めるものと

する。

（県の責務）

第７条 県は、基本理念にのっとり、県民の生命、身体及び財産を災害から守るため、国、市町そ

の他の関係機関等と連携し、防災対策に関する総合的かつ計画的な施策の推進に努めるとともに、

県民、自主防災組織等、事業者及び市町が行う防災対策への支援に努めるものとする。

（市町の責務） 

第８条 市町は、基本理念にのっとり、基礎的な地方公共団体として、県、自主防災組織その他の

関係機関等と連携し、当該市町の地域並びに住民の生命、身体及び財産を災害から守るための施

策の推進に努めるものとする。 

第２章 災害予防対策

第１節 県民の役割

（防災知識の習得等） 

第９条 県民は、防災訓練及び研修等に積極的に参加して、災害の種類ごとの特徴、予測される被

害、災害時にとるべき行動その他の防災に関する知識を習得するよう努めるものとする。 

２　県民は、自ら生活する地域において、災害が発生するおそれのある箇所、避難場所、避難経路

その他の災害に関する情報を掲載した地図（以下「防災地図」という。）等により、土砂災害、

浸水被害、津波被害その他の災害に関する危険箇所を把握するよう努めるとともに、災害時にお

ける避難場所、避難経路、避難方法その他の安全の確保に必要となる事項について、あらかじめ

確認しておくよう努めるものとする。 

３　県民は、地域における過去の災害から得られた教訓を伝承し、防災活動にいかすよう努めるも 

のとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（建築物の安全性の確保等）

第10条 建築物の所有者は、当該建築物について、建築に関する法令に基づき耐震性の診断を行う

よう努めるとともに、その診断結果を踏まえ、耐震改修その他の適切な措置を行うよう努めるも

のとする。

２　県民は、家具、窓ガラス等について、転倒、飛散等による被害の発生を防ぐための対策を講ず

るよう努めるものとする。 

３　ブロック塀、広告板その他の工作物及び自動販売機（以下「工作物等」という。）を設置しよ

うとする者は、当該工作物等の耐震性を確保するために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、

当該工作物等を定期的に点検し、必要に応じ、補強、撤去等を行うよう努めるものとする。 

（生活物資の備蓄等） 

第11条 県民は、食料、飲料水、医薬品その他の生活物資を備蓄し、及びラジオ等の情報収集の手

段を確保するよう努めるとともに、避難の際に必要な物資を持ち出すことができるように準備し

ておくよう努めるものとする。 
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２　県民は、災害を未然に防止し、及び災害が発生した場合における被害の拡大を防止するため、 

消火器その他の必要な資機材を備えるよう努めるものとする。 

（避難行動要支援者からの情報の提供） 

第12条 避難行動要支援者は、自主防災組織等及び市町に対し、あらかじめ避難の際に必要な自ら

の情報を提供するよう努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

第２節 自主防災組織の役割

（防災意識の啓発）

第13条 自主防災組織は、地域住民に対し、防災意識の啓発及び高揚を図るための研修等を行うよ

う努めるとともに、その構成員を、県、市町等が行う災害及び防災に関する講座等に積極的に参

加させるよう努めるものとする。 

（災害危険箇所の確認等） 

第14条 自主防災組織は、県、市町等が提供する災害及び防災に関する情報を活用し、地域におけ

る災害危険箇所並びに災害の発生の危険性及びその態様を確認するよう努めるものとする。
２　自主防災組織は、あらかじめ、防災地図等により、災害の態様に応じた避難場所、避難経路、

避難方法等を確認するよう努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（防災訓練の実施等） 

第15条 自主防災組織は、少なくとも年１回は、地域住民が主体となった防災訓練を実施するよう

努めるとともに、市町等が行う防災訓練に積極的に参加するよう努めるものとする。 

（避難行動要支援者の避難支援等に関する体制の整備）

第16条 自主防災組織は、避難行動要支援者の生命及び身体を守るため、市町が行う避難行動要支

援者の避難支援等に関する体制の整備に協力するよう努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（資機材等の備蓄） 

第17条 自主防災組織は、初期消火、負傷者の救出及び救護その他の応急的な措置に必要な資機材

及び物資を備蓄するよう努めるものとする。 

（市町等との連携等） 

第18条 自主防災組織は、市町、事業者及び関係機関等と連携しながら、地域の実情に応じた災害

予防対策を円滑かつ効果的に実施するよう努めるものとする。 

一部改正〔平成28年条例33号〕 

第３節 事業者の役割 

（安全を確保するための計画及び事業継続計画） 

第19条 事業者は、災害時における来所者、従業員等の安全を確保するための計画及び事業を継続

するための計画（以下「事業継続計画」という。）を作成するよう努めるとともに、防災訓練及

び研修等を積極的に行うよう努めるものとする。 

（災害時における事業継続等） 

第20条 事業者は、事業継続計画に基づき、災害時において、事業を継続し、又は中断した事業を

速やかに再開することができる体制を整備するよう努めるものとする。

（建築物の耐震性の確保等） 

第21条 事業者は、あらかじめ、その所有し、占有し、又は管理する建築物及び工作物等の耐震性

又は耐火性を確保するよう努めるとともに、応急的な措置に必要な資機材、食料、飲料水、医薬

品等を確保するよう努めるものとする。 

（地域への協力） 

第22条 事業者は、その所有し、占有し、又は管理する施設の指定緊急避難場所（法第49条の４第

１項に規定する指定緊急避難場所をいう。以下同じ。）及び指定避難所（法第49条の７第１項に

規定する指定避難所をいう。以下同じ。）としての提供その他の地域の防災対策について、地域

住民及び自主防災組織等に積極的に協力するよう努めるとともに、これらの者が行う防災活動に

参加するよう努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕
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第４節 県及び市町の役割

（防災意識の啓発等） 

第23条 市町は、住民、自主防災組織等及び事業者が災害に備え、適切な防災対策を講ずることが

できるよう、自主防災組織等、事業者及び関係機関等と連携し、住民への災害及び防災に関する

知識の普及に努めるものとする。

２　県は、前項の規定による施策の実施を支援するとともに、市町及び関係機関等と連携し、県民

の防災意識の普及及び啓発を図るものとする。 

３　県及び市町は、関係機関等と連携して、複合型の災害や広域的な災害など様々な災害の発生を

想定して、総合的な防災訓練を実施するものとする。

４　県及び市町は、関係機関等と連携して、幼児、児童、生徒及び学生が防災に関する理解を深め、

災害時において適切に行動することができるよう、防災教育及び防災訓練の実施に対する支援そ

の他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（災害及び防災に関する情報の提供等） 

第24条 県及び市町は、県民、自主防災組織等及び事業者が平常時から災害に備え、適切な防災対

策を講ずることができるよう、災害の発生原因となる自然現象、災害危険箇所、避難場所、指定

避難所、過去の災害状況その他の災害及び防災に関する情報を収集するとともに、住民に提供す

るものとする。

２　市町は、当該市町の区域内の防災地図を作成するとともに、住民に周知するものとする。 

３　県は、前２項の規定による市町の施策の実施を支援するものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（自主防災組織への支援） 

第25条 市町は、自主防災組織の結成を促進するとともに、自主防災組織が行う防災活動に対し、

必要な支援を行うものとする。 

２　県は、前項の規定による施策の実施を支援するものとする。

（防災リーダー等の育成） 

第26条 県及び市町は、自主防災組織が行う防災活動及びボランティアが行う防災活動（以下「ボ

ランティア活動」という。）が効果的に実施されるよう、防災リーダー（防災士その他の自主防

災組織が行う防災活動において中心的な役割を担う者をいう。）及びボランティアコーディネー

ター（ボランティア活動が円滑に実施されるようボランティア相互間の連絡調整を行う者をいう。）

の育成に努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（災害時情報収集伝達体制の整備） 

第27条 市町は、あらかじめ、災害時における災害及び避難に関する情報を住民に提供するととも

に、住民からの被害状況、住民の安否その他の必要な情報を入手する手段を講じておくものとす

る。

２　県及び市町は、孤立地区（災害の発生により通信及び交通が途絶した地区をいう。以下同じ。） 

の発生に備え、情報収集及び伝達手段の確保に努めるものとする。 

３　市町は、あらかじめ、災害の発生により、帰宅することが困難となり、又は移動の途中で目的

地に到達することが困難となった者（以下「帰宅困難者」という。）が帰宅し、到達し、又は避

難するために必要な情報を提供するための体制を整備するものとする。

４　県は、あらかじめ災害時における気象、被害その他の災害に関する情報を入手し、並びに市町

及び関係機関等に提供するための手段を講じておくものとする。 

５　県及び市町は、災害時における情報の提供について、あらかじめ報道機関と連携を図るものと

する。

一部改正〔平成28年条例33号〕

（住民避難体制の整備） 

第28条 市町は、あらかじめ、自主防災組織等と連携して、災害の態様及び地域の特性に応じた避

難計画を作成するものとする。

２　前項に規定する避難計画には、避難準備情報等の発表等の基準、避難場所、避難経路、避難方

法その他の避難のために必要な事項を定めるものとする。 

３　市町は、災害時における指定避難所の運営について、あらかじめ、指定避難所の所有者、占有

者又は管理者及び自主防災組織と連携して、居住性、衛生、保健医療サービスその他の生活環境

に配慮した運営基準を作成するものとする。
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４　市町は、自主防災組織等及び関係機関等と連携して、第１項に規定する避難計画及び前項に規

定する運営基準（以下「運営基準」という。）を住民に周知するものとする。

５　県及び市町は、孤立地区の発生に備え、輸送手段の確保に努めるものとする。

６　市町は、あらかじめ、避難行動要支援者に関する情報の把握に努め、自主防災組織等及び関係 

機関等と連携して、避難行動要支援者の避難支援等に関する体制を整備するものとする。

７　市町は、あらかじめ、関係機関等と連携して、疾病等のために通常の指定避難所では生活する

ことができない住民が避難することができる施設を確保するものとする。

８　県は、前２項の規定による市町の施策の実施を支援するものとする。

９　県及び市町は、他の市町又は他の都道府県への広域的な避難が必要な場合に備え、避難を円滑

かつ迅速に行うために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（物資等の備蓄及び流通備蓄の促進） 

第29条 県及び市町は、災害時における応急対策に必要な物資等の備蓄に努めるとともに、民間企

業等の協力による流通備蓄の促進に努めるものとする。

（事業者等との協定） 

第30条 県及び市町は、食料、飲料水、医薬品等の供給、緊急輸送の確保、応急の復旧に係る工事

の施工その他の災害応急対策が迅速かつ的確に行われるよう、あらかじめ他の地方公共団体及び

事業者等との協定の締結に努めるものとする。

（広域防災拠点の整備） 

第31条 県は、大規模な災害が発生した場合において、県内外からの人的支援及び物的支援を円滑

に受け入れるための受援計画を作成するとともに、災害応急対策の展開及び物資の中継拠点（以

下「広域防災拠点」という。）の整備に努めるものとする。

２　県は、広域防災拠点で活動する際に必要な資機材の確保に努めるものとする。

追加〔平成28年条例33号〕 

（医療救護体制の整備） 

第32条 市町は、あらかじめ、医療救護に関する計画を作成し、災害による傷病者の治療の拠点と

なる病院等を指定するなど、災害が発生した場合における医療救護体制の整備に努めるものとす

る。

２　県は、前項に規定する医療救護体制の整備に対する支援及び広域的な医療救護体制の整備に努

めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕

（ボランティア活動への支援等） 

第33条 県及び市町は、災害が発生した場合において、ボランティア活動が円滑に実施されるよう、

関係機関等と連携して、ボランティアの受入体制の整備、資機材及び物資の提供その他のボラン

ティア活動の支援に努めるものとする。

２　県及び市町は、平常時から、ボランティア活動を目的としている団体等との連携に努めるもの 

とする。

３　県及び市町は、県民及び事業者等が積極的にボランティア活動に参加するための意識啓発に努

めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（公共施設の整備） 

第34条 県及び市町は、指定緊急避難場所及び指定避難所の選定に当たっては、災害による危険性

等の考慮に努めるとともに、指定緊急避難場所及び指定避難所に指定されている公共施設の耐震

性の確保及び非常用電源設備の整備等に努めるものとする。

２　県及び市町は、要配慮者が指定緊急避難場所及び指定避難所を利用する場合を考慮し、必要に

応じて、傾斜路等の設置等に努めるものとする。

３　県及び市町は、道路、公園、河川、港湾等の施設について、防災上の観点から、定期的に点検 

を行うとともに、計画的な整備に努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（研修の実施等） 

第35条 県及び市町は、研修等の実施等により、職員の災害及び防災に関する知識の習得並びに防

災意識の高揚を図るものとする。 

２　県及び市町は、あらかじめ、災害時に職員が的確かつ迅速に対処することができるよう危機管

理体制の整備を図るとともに、災害時にとるべき行動等を職員に周知するものとする。 

一部改正〔平成28年条例33号〕 
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第３章 災害応急対策

第１節 県民の役割

（円滑な避難行動） 

第36条 県民は、災害時において自らの生命及び身体を守るため、災害に関する情報に留意しつつ、

災害による危険を回避するための行動をとるとともに、避難準備情報の発表、避難勧告、避難指

示又は屋内での待避等の安全確保措置の指示等（以下「避難指示等」という。）があったときは、 

これに応じて速やかに行動するものとする。

２　県民は、災害時において避難するに当たっては、要配慮者が円滑に避難することができるよう

配慮するとともに、近隣住民への呼び掛けを行う等相互に助け合うよう努めるものとする。

追加〔平成28年条例33号〕 

（緊急通行車両の通行の確保等） 

第37条 県民は、災害時において、法、道路交通法（昭和35年法律第105号）その他の法令の規定に

基づき、公安委員会又は警察官が行う車両の通行の規制その他の交通の規制を遵守するとともに、

当該交通の規制が行われていない道路においても、緊急通行車両の通行の妨げとならないように

車両の使用を自粛するよう努めるものとする。ただし、避難指示等により広域避難の必要がある

場合における車両の使用については、当該避難指示等に従って行うものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕

（指定避難所の運営） 

第38条 指定避難所に滞在する者は、運営基準に従い、相互に協力して自主的に共同生活を営むと

ともに、避難勧告又は避難指示が解除されるまでの間、避難を継続するものとする。

２　指定避難所の管理者等は、市町及び自主防災組織等と相互に連携を図りながら、男女双方の意

向に配慮して、指定避難所を円滑に運営するよう努めるものとする。

追加〔平成28年条例33号〕 

第２節 自主防災組織の役割

第39条 自主防災組織は、災害時において、市町及び関係機関等と連携して、情報の収集及び伝達、

地域住民等の避難誘導、初期消火、負傷者等の救護、給水及び給食、災害危険箇所の巡視その他

の地域における防災活動を積極的に実施するよう努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

第３節 事業者の役割

（災害時の応急対策）

第40条 事業者は、災害時において、来所者、従業員等の安全を確保するよう努めるとともに、地

域住民及び自主防災組織等と連携して情報の収集及び提供、救助、避難誘導等を積極的に行い、

地域住民の安全を確保するよう努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（帰宅困難者への支援） 

第41条 事業者は、事業所の周辺地域において、多数の帰宅困難者が発生している場合は、連絡手

段及び一時的な滞在施設の提供その他の応急措置に必要な支援に協力するよう努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

第４節 県及び市町の役割

（災害時情報連絡体制の確立） 

第42条 県及び市町は、災害時において、速やかに情報連絡体制を確立することにより、災害及び

防災に関する情報を収集するとともに、住民及び帰宅困難者に対し、迅速かつ的確な情報の提供

に努めるものとする。

２　県は、市町が避難指示等を行う場合は、必要な助言を積極的に行うものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕

（応急体制の確立等） 

第43条 県及び市町は、災害時において、迅速かつ的確な避難、救助、医療等の災害応急対策が講

じられるよう必要な応急体制の速やかな確立に努めるものとする。

２　市町は、県民や自主防災組織、関係機関等と連携して、避難行動要支援者等の避難を円滑に行

うために必要な措置を講ずるよう努めるものとし、県は、これを支援するものとする。
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３　県及び市町は、災害時において、関係機関等と連携して、感染症の発生の予防及びまん延の防

止その他の公衆衛生の確保のために必要な措置を講ずるものとする。

４ 市町は、指定避難所における避難行動要支援者をはじめとする被災者の生活環境の整備に努め

るものとし、県は、これを支援するものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕

（県から市町への応援） 

第44条 県は、災害時において、市町から応援を求められ、又は応急措置の実施を要請されたとき

は、あらゆる手段の活用を検討し、速やかな対応に努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

第４章 復旧及び復興対策

追加〔平成28年条例33号〕 

第45条 県民は、災害による重大な被害が発生した場合において、国、県、市町、自主防災組織、

事業者及び防災関係機関等と協力して、自らの生活の再建及び地域社会の再生に努めるものとす 

る。

２　自主防災組織は、災害による重大な被害が発生した場合において、地域における復旧及び復興

対策の実施に協力するよう努めるものとする。

３　事業者は、災害による重大な被害が発生した場合において、事業の継続又は中断した事業の速

やかな再開により雇用の場の確保に努めるほか、自らの社会的責任を自覚して、県、市町等が行

う復旧及び復興対策へ積極的に協力するとともに、地域経済の復興に貢献するよう努めるものと

する。

４　県及び市町は、災害による重大な被害が発生した場合において、住民の参画を図りながら、当

該災害からの復旧及び復興に関する計画を策定し、復旧及び復興対策の円滑な実施に努めるもの

とする。

追加〔平成28年条例33号〕 

第５章 防災対策の計画的な推進等 

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（県地域防災計画及び市町地域防災計画）

第46条 県は、県民の意見に十分配意して、この条例の規定に沿って県地域防災計画を定めるもの

とする。 

２　県及び市町は、それぞれの地域防災計画について、必要に応じ、見直しを行うとともに、当該

地域防災計画に定められた施策の実効性の確保に努めるものとする。

３　県は、防災対策の推進に必要な財源の確保に努めるものとする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（大規模な地震による被害の軽減対策）

第47条 県は、大規模な地震による被害の軽減に向けた施策を総合的かつ計画的に推進するため、

地震防災に関する施策の実施に関する総合的な計画（以下「行動計画」という。）を策定するも

のとする。

２　行動計画には、次に掲げる事項について定めるものとする。

(１) 地震防災に関する施策の目標

(２) 地震防災に関する施策の内容

(３) 前２号に掲げるもののほか、地震防災対策を計画的に推進するために必要な事項

３　市町は、大規模な地震による被害の軽減に向けた施策の総合的かつ計画的な推進に努めるもの  

とする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

（消防団による地域防災力の強化） 

第48条 県及び市町は、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律（平成25年法律第

110号）第３条に定める基本理念に基づき、消防団の強化、消防団への加入の促進等による地域防

災力の強化に努めるものとする。

２　県民及び自主防災組織は、地域防災力の強化に関する施策が円滑に実施されるよう、消防団そ

の他の関係機関等との連携及び協力に努めるものとする。

３　事業者は、従業員の消防団への加入及び消防団員としての円滑な活動について協力するよう努

めるものとする。 

一部改正〔平成28年条例33号〕 
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（えひめ防災の日及びえひめ防災週間） 

第49条 県民、自主防災組織等及び事業者の防災に関する関心と理解を深めるとともに、防災活動 

の一層の充実を図るため、えひめ防災の日（以下「防災の日」という。）及びえひめ防災週間（以

下「防災週間」という。）を設ける。

２　防災の日は、12月21日とし、防災週間は、同月17日から23日までとする。 

３　防災の日及び防災週間においては、県民、自主防災組織等及び事業者は、災害時においてそれ

ぞれの役割を果たせるように防災訓練の実施及びこれへの参加その他の防災対策を一層充実させ

るよう努めるものとする。

４　防災の日及び防災週間においては、県及び市町は、その趣旨にふさわしい事業の実施に努める

とともに、県民、自主防災組織等及び事業者により当該事業が実施されるよう支援に努めるもの

とする。

一部改正〔平成28年条例33号〕 

附 則

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年３月29日条例第33号） 

この条例は、公布の日から施行する。
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69　四国中央市国土強靭化地域計画（概要）

１　計画策定の目的

２　基本理念

３　基本目標

４　計画の期間

５　対象とする自然災害（リスク）

1-1
大規模地震に伴う、住宅・建物・工場施設等の複合的・大
規模倒壊による多数の死傷者の発生

1-2
地震に伴う密集市街地等の大規模火災の発生による多数の
死傷者の発生

1-3 広域にわたる大規模津波による多数の死傷者の発生

1-4

突発的又は広域的な洪水・高潮に伴う長期的な市街地等の
浸水による多数の死傷者の発生（ため池の損壊によるもの
や、防災インフラの損壊・機能不全等による洪水・高潮等
に対する脆弱な防災能力の長期化に伴うものを含む）

1-5
大規模な土砂災害（深層崩壊、土砂・洪水氾濫、天然ダム
の決壊など）等による多数の死傷者の発生

　　　本市においても、台風や集中豪雨による被害は毎年発生しており、平成16年には来襲
　　した一連の台風による土砂災害や洪水により、５名の尊い人命が奪われるなど、甚大な
　　被害が発生している。

６　「事前に備えるべき目標」と「起きてはならない最悪の事態」

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）

1
あらゆる自然災害に
対し、直接死を最大
限防ぐ

　　　近年、地球温暖化等に伴う気候変動により、雨の降り方の局地化や集中化が顕著と
　　なり、台風も大型化している。

　　想定される大規模自然災害時に、市民の生命が確保され、被害が最小限に抑えられると
　ともに、速やかに復旧・復興を図ることができるよう、これまでの「防災」の範囲を超
え、
　災害に強い強靭なまちづくりを推進する。

　　防災・減災対策の強化と地域の発展を両立させる国土強靭化を推進することで、広域的
　に人や地域が支え合う「四国のまんなか 人がまんなか」のまちとして「まんなか力」を
　発揮し、人が支え合い、地域が支え合い、未来へ「しあわせ」を届けるまちづくり、魅力
　あふれるまちの実現を目指す。

 (1)　人命の保護が最大限に図られること
 (2)　市及び地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること
 (3)　市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化に資すること
 (4)　迅速な復旧復興に資すること

　　本計画は、「第三次四国中央市総合計画」と整合性を図りながら推進するため、計画期
　間は同計画の前期計画期間に合わせて令和９年度までとする。

(1)　南海トラフ地震

　　　南海トラフ沿いでは、約100～150年の間隔で蓄積されたひずみを開放する大地震が発
　　生しており、昭和東南海地震（1944年）、昭和南海地震（1946年）から約80年が経過し
　　ている。国の調査機関によると、今後30年以内にＭ８～９クラスの地震が発生する確率
　　は60～90％程度以上となっており、地震発生の危険性は年々高まってきている。

　　　また、平成25年に愛媛県が公表した地震被害想定調査によれば、想定される最大クラ
　　スの地震が発生した場合、強い地震の揺れや大規模津波により、最悪のケースで死者は
　　約1,000人、全壊・焼失建物は約２万６千棟にも上り、甚大な被害を及ぼすとされてい
　　る。

 (2)　風水害（土砂災害も含む）
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2-1
自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活
動等の絶対的不足、本市への進出経路の途絶、市内の道路
障害による活動阻害

2-2
医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災、市の孤立
による支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医
療・福祉機能の麻痺

2-3
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数
の被災者の健康・ 心理状態の悪化による死者の発生

2-4
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物
資・エネルギー供給の停止

2-5 想定を超える大量の帰宅困難者の発生による混乱

2-6
山間部等において、多数かつ長期間にわたり孤立地域が発
生する事態

2-7 大規模な自然災害と感染症との同時発生

3-1
被災による警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会
の混乱

3-2
被災による市職員の不足や施設の損壊等により、行政機能
が大幅に低下する事態

4-1
サプライチェーンの寸断やエネルギー供給の停止等によ
り、経済活動が低下する事態

4-2
重油タンク・高圧ガス・有害物質貯蔵施設等の重要な産業
施設の火災、爆発に伴う有害物質等の大規模拡散・流出

4-3
海上輸送、陸上輸送の機能停止による企業の生産活動への
甚大な影響

4-4
金融サービス・郵便等の機能停止による市民生活・商取引
等への甚大な影響

4-5
食料等の安定供給の停滞に伴う、市民生活・社会経済活動
への甚大な影響

4-6
異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大
な影響

4-7
農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機
能の低下

5-1

テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラの障害により、
インターネット・ＳＮＳなど、災害時に活用する情報サー
ビスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず避難行動や
救助・支援が遅れる事態

5-2
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）の長期
間・大規模にわたる機能の停止

5-3
石油・液化天然ガス・ＬＰガス等の燃料供給施設等の長期
間にわたる機能の停止

5-4 上下水道施設の長期間にわたる機能停止

5-5

本州との陸上交通の途絶、瀬戸内海の航路の障害による四
国の孤立、四国内幹線道路の障害等による本市の孤立な
ど、基幹的陸上・海上・航空交通ネットワークの機能停止
による物流・人流への甚大な影響

4
経済活動を機能不全
に陥らせない

5

情報通信サービス、
電力等ライフライ
ン、燃料供給関連施
設、交通ネットワー
ク等の被害を最小限
にとどめるととも
に、早期に復旧さ
せる

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）

2

救助・救急､医療活
動が迅速に行われる
とともに、被災者等
の健康・避難生活環
境を確実に確保する
ことにより、関連死
を最大限防ぐ

3
必要不可欠な行政機
能を確保する
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6-1
自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョ
ンや地域合意の欠如等により、復興が大幅に遅れ地域が衰
退する事態

6-2
災害対応・復旧復興を支える人材等（専門家、コーディ
ネーター、ボランティア、ＮＰＯ、企業、労働者、地域に
精通した技術者等）の不足等により復興できなくなる事態

6-3
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅
に遅れる事態

6-4
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が
進まず復興が大幅 に遅れる事態

6-5
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩
壊等による有形・無形の文化の衰退・損失

6-6
風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量失業・倒産
等による、地域経済等へ甚大な影響が及ぶ事態

1-1

住宅・建築物の耐震化、防災拠点施設の耐震化、住宅等の
総合的な安全対策、緊急輸送道路の確保、大規模造成地の
情報共有、地域防災力の強化、市民の安否確認・避難者保
護の体制、情報収集・運用の体制等の整備について推進す

1-2
消防力整備、延焼防止、地域防災力の強化、市民の安否確
認・避難者保護の体制、情報収集・運用の体制等の整備に
ついて推進する。

1-3

南海トラフ地震臨時情報への対応、海岸保全施設の整備、
水門等の整備、津波避難の体制、海抜ゼロ地帯等の対策、
港湾・漁港の機能強化、地域防災力の強化、市民の安否確
認・避難者保護の体制、情報収集・運用の体制等の整備に

1-4

海岸・河川の保全設備の整備・維持、浸水時の臨機処置、
内水等浸水リスクの周知、ため池等の対策、ダム事業者等
関係機関との連携、地域防災力の強化、市民の安否確認・
避難者保護の体制、情報収集・運用等の体制整備について

1-5
地すべり等の対策、太陽の家の防災対策、土砂災害リスク
の周知、２次災害防止の体制、地域防災力の強化、市民の
安否確認・避難者保護の体制、情報収集・運用等について

2-1
消防の訓練・他機関との連携、大規模災害に対応した機
材、地域防災力の強化、応援部隊の活動基盤、応援部隊の
進出経路等の確保、情報収集・運用の体制等の整備につい

2-2

災害医療体制、市の医療力・応援の医療力の運用、医療
ルートの確保、広域搬送、医薬品等の供給・調達、慢性疾
患者への対応、医療・福祉施設の機能強化等の体制整備に
ついて推進する。

2-3
避難所の体制、備蓄品の整備、要支援者の支援体制、保健
衛生の体制、避難所の特性に応じた運営、災害関連死の防
止等について推進する。

2-4
食料等の物流、長期断水の対策、電力の確保、燃料の確
保、関係団体による物資供給、インフラ復旧等の体制整備
について推進する。

2-5
安否情報の通信環境、帰宅困難者等の収容、帰宅困難解消
のための交通、帰宅困難者の把握・対応の体制整備につい
て推進する。

2-6
孤立地域との連絡線の整備、早期の連絡回復、孤立に備え
た地域の準備、避難ルート、要配慮者支援等の体制整備に
ついて推進する。

2-7
保健衛生の体制、衛生環境の維持、多数遺体の対応等の整
備について推進する。

3-1 治安対策、人心対策等について推進する。

3-2

市の対応体制、行政施設の維持、職員の安否確認と初動対
応、行政データの管理、受援計画の整備、人事運用、応援
部隊等を含めた総合運用の体制、市単独での地震火災対応
等について推進する。

2

救助・救急､医療活
動が迅速に行われる
とともに、被災者等
の健康・避難生活環
境を確実に確保する
ことにより、関連死
を最大限防ぐ

事前に備えるべき目標
「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」ごとの

推進方針

3
必要不可欠な行政機
能を確保する

1
あらゆる自然災害に
対し、直接死を最大
限防ぐ

事前に備えるべき目標

6

社会・経済が迅速か
つ従前より強靱な姿
で復興できる条件を
整備する

７　強靭化に向けての推進方針

事前に備えるべき目標
「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」ごとの

推進方針

起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）
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4-1
事業所の強靭化、農水産業業者のＢＣＰ（流通体制）の体
制整備について推進する。

4-2
平時及び発生時における有害物質の管理・対応の体制整備
について推進する。

4-3
陸上幹線路の強化、陸上幹線路の沿線強化、道路啓開、海
路の強化、海路啓開、代替経路の確保、鉄道の維持等の体
制整備について推進する。

4-4 金融・郵便・物流等の体制整備について推進する。

4-5

食料等の安定供給、農林水産業者の生産継続、大規模物流
の運営、陸上幹線路の強化、陸上幹線路の沿線強化、道路
啓開、海路の強化、海路啓開、代替経路の確保等の体制整
備について推進する。

4-6 渇水対策、水利用の調整・水源保全等について推進する。

4-7
土砂災害防止、農地の保全、農業の維持、森林の保全等に
ついて推進する。

5-1
国・県・関係機関等との情報共有、市民等への情報伝達、
市の情報共有、避難指示の伝達、市民等が自ら行動できる
情報の提供等の体制整備について推進する。

5-2
平時からの関係機関との連携体制、事業者の施設整備等に
ついて推進する。

5-3
平時からの関係機関との連携体制、事業者の施設の整備等
について推進する。

5-4
上下水道の耐震化等の防災力強化、浄化槽の防災力強化、
下水道の復旧体制、し尿の処理体制等の整備について推進

5-5
陸上幹線路の強化、陸上幹線路の沿線強化、道路啓開の体
制、海路の強化、海路啓開の体制、代替経路の確保、鉄道
の維持等について推進する。

6-1 事前復興の体制の整備ついて推進する。

6-2

道路啓開等の人材確保、インフラ復旧等の人材確保、人材
が早期復帰できる環境整備、災害ボランティアの運用体
制、地域の自立的な防災・復旧（農林・市民団体）、過疎
地域の自立的な保全等について推進する。

6-3
災害廃棄物の処理体制、処分施設の整備、関連業者との連
携体制、災害廃棄物の仮置き場確保等について推進する。

6-4

応急危険度判定、被害認定調査・罹災証明書発行、応急仮
設住宅の供給、応急修理、公費解体、事前復興、復旧復興
のための地籍明確化、被災者の生活再建支援等の体制整備
について推進する。

6-5
文化財の耐震処置、文化財の保護・修復、過疎地域の自立
的な保全、環境資産の保護等について推進する。

6-6
風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量失業・倒産
等による、地域経済等へ甚大な影響が及ぶ事態

4
経済活動を機能不全
に陥らせない

5

情報通信サービス、
電力等ライフライ
ン、燃料供給関連施
設、交通ネットワー
ク等の被害を最小限
にとどめるととも
に、早期に復旧さ
せる

6

社会・経済が迅速か
つ従前より強靱な姿
で復興できる条件を
整備する
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防災まちづくり推進課 ①各班等の総合調整に関すること。

防災まちづくり推進課
②気象等の情報収集・消防団の連絡
に関すること。

政策推進課
③災害情報収集及び各班等への連絡
調整等に関すること。

・市管理施設被害状況に関する情報集約体制に関すること。

政策推進課
③災害情報収集及び各班等への連絡
調整等に関すること。

・住民等の安否確認に関すること。

管理課
④災害時の庁舎管理及び他班への支
援に関すること。

・市施設の被害等に関すること。

総務班（各課）
⑤避難所設営に伴う連絡調整に関す
ること。

・指定避難所の設営の連絡調整に関すること。

防災まちづくり推進課
⑦消防本部との連絡調整に関するこ
と。

防災まちづくり推進課 ⑧車両に関すること。 ・車両等の調達に関すること。

財政課、管理課
⑨来訪者・職員の負傷者対応及び避
難誘導方法に関すること。

・来訪者・職員の負傷者対応及び避難誘導方法に関すること。

人事課 ⑪職員給与に関すること。 ・職員給与に関すること。

人事課、各課 ⑫職員の安否確認に関すること。 ・職員の安否確認に関すること。

人事課、各課
⑬非正規職員の安否確認に関するこ
と。

・非正規職員の安否確認に関すること。

税務課
会計課

⑭災害対策用物資の出納及び保管に
関すること。

・災害対策に必要な物品等の保管事務について、予め災害対策
に必要な物品、申請書類等を確認し、保管場所については関係
各課と協議しておく。

税務課 ⑮税の減免に関すること。
・減免申請手続き関係書類作成事務について、予め減免基準を
検討し定めておく。また、減免申請手続きの事務の流れも作成
し確認しておく。

税務課 ⑮税の減免に関すること。
・納期限延長・減免・執行猶予事務について、事前に事務の流
れを確認しマニュアルを定めておく。

税務課
建築住宅課

⑯被災家屋調査に関すること。

・家屋被害状況の情報収集を行う。
・調査の実施方法、罹災(被災)証明書の発行受付、発行方法等
の実施方針を確認しておく。
・罹災(被災)証明関係は税務課、家屋危険度判定関係は建築住
宅課が主体で様式を取りまとめる。

税務課
(建築住宅課)

⑰罹災証明に関すること。
・被災に関する関係者からの申請を受け、被災者台帳を作成
し、それに基づき罹災(被災)証明書を発行する。
・事前に事務の流れを確認しマニュアルを定めておく。

税務課
(農林水産課)

⑱被災者台帳に関すること。 ・事前に被災者台帳の様式を作成しておく。

税務課
(農林水産課)
(情報政策課)

⑱被災者台帳に関すること。

・被災家屋調査の判定結果、家屋データ、課税台帳等のデータ
を集約し、被災者台帳を作成する。
・予め被災調査の具体的判断基準を定め、平常時から確認して
おく。
・関係各課と事前に協議し、紙ベースも含めたバックアップ体
制の検討をしておく。

観光交通課
①通報に対する被害状況の把握及び
応急対策に関すること。

・イベント等の開催中止、施設の営業停止の決定の情報を関係
者に伝える手段を検討する。
・また、管理施設の安全性の確認方法等を検討する。

観光交通課
①通報に対する被害状況の把握及び
応急対策に関すること。

・被害状況の確認とその復旧を行う。

財政課
①通報に対する被害状況の把握及び
応急対策に関すること。

・被害情報を収集（正確・迅速な情報の収集）する。

巡視・対策班（各課）
①通報に対する被害状況の把握及び
応急対策に関すること。

・緊急輸送計画に関する業務を実施するものとする。

巡視・対策班（各課） ②資機材の運搬に関すること。
・緊急輸送計画に関する業務を実施するものとする。
・関係機関との連絡調整を行う。
・支援物資等の海上流通拠点施設の確保を行う。

観光交通課 ③障害物の除去に関すること。

・公共交通機関の復旧予定情報の収集業務が電力や電話通信の
不通段階を含めて実施できるよう、事前に関係機関と情報の情
報の授受に関する方法について、手順書にまとめるなど具体的
に検討しておくものとする。

観光交通課 ③障害物の除去に関すること。 ・公共交通機関の被害情報、道路情報等の収集業務を行う。

観光交通課 ③障害物の除去に関すること。
・道路交通の危険箇所に対する巡回及び予防、交通規制等、交
通安全対策に関する業務を行う。

巡視・対策班（各課） ③障害物の除去に関すること。

・所管施設の障害物除去業務を行う。
・災害復旧に障害となる箇所について優先的に行う。
・廃棄物処理計画に関する道路阻害物件の除去方針及び道路交
通情報の提供業務を実施する。
・交通確保計画に関する業務を実施するものとする。

観光交通課 ④被害状況の報告に関すること。
・情報受付様式を使用し（観光施設等の被害状況など）スムー
ズに情報収集が出来るように、準備しておくものとする。

巡視・対策班（各課） ④被害状況の報告に関すること。
・部署所管の被害状況、応急対策の実施状況その他被災活動等
に必要な情報を本部へ報告する。

巡視・対策班（各課） ⑤その他対策に関すること。 ・公共施設災害復旧計画に関する業務を行う。

70　四国中央市業務継続計画における応急業務一覧

活動班 担当課 所掌事務 応急業務の内容

総務班

総務調整課
秘書課

政策推進課
人事課

情報政策課
人権施策課

財政課
管理課
税務課

選挙管理委員会事務局
監査委員事務局
議事調査課

巡視・対策班

産業支援課
観光交通課
農業振興課
農林水産課
国土調査課

建設課
港湾課

下水道課
都市計画課
建築住宅課

会計課
農業委員会事務局
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活動班 担当課 所掌事務 応急業務の内容

農林水産課
⑥ため池、灌がい用水施設の巡回及
び現地調査に関すること。

・現地状況、津波情報、気象情報等の情報収集を行う。総務
班、巡視・対策班との連絡調整を行う。

建設課 ⑦災害現場写真に関すること。
・道路・橋梁等の被害状況調査及び応急対策に関する業務を実
施する。

巡視・対策班（各課） ⑦災害現場写真に関すること。

・防災まちづくり推進課が作成した情報受付様式を使用し（管
理施設(３日間以内に災害対策本部に報告)や農家、JA、NOSAI等
からの被害状況など）スムーズに情報収集が出来るように、
JA、NOSAI等と協定を検討し準備しておくものとする。

都市計画課 ⑧被害状況の報告に関すること。
・関係機関と調整の上、必要な応急措置を行い、被害状況を確
認し、本部へ報告ができるよう、事前に協力会社を含めた対応
手順書を作成するなど具体的に検討しておくものとする。

農林水産課
農業振興課

⑧被害状況の報告に関すること。 ・農業関係の被害情報の収集に関する業務を行う。

建設課 ⑧被害状況の報告に関すること。
・道路・橋梁等の被害状況調査及び応急対策に関する業務を実
施する。

下水道課 ⑧被害状況の報告に関すること。
・公共下水道施設等の被害状況調査及び応急対策に関する業務
を実施する。

巡視・対策班（各課） ⑧被害状況の報告に関すること。
・現地状況、津波情報、気象情報等の情報収集を行う。総務
班、巡視・対策班との連絡調整を行う。

巡視・対策班（各課） ⑧被害状況の報告に関すること。

・防災まちづくり推進課が作成した情報受付様式を使用し（管
理施設(３日間以内に災害対策本部に報告)や農家、JA、NOSAI等
からの被害状況など）スムーズに情報収集が出来るように、
JA、NOSAI等と協定を検討し準備しておくものとする。

巡視・対策班（各課） ⑧被害状況の報告に関すること。

・道路網、下水道・河川・海岸・斜面などの管理施設におい
て、地震・津波発生時の予防措置、応急措置等について、予め
マニュアル(手順書)を作成し、これに基づき指示・調整が実施
できるよう、訓練を実施するものとする。
・住民からの災害情報の分析に関する業務ができるよう、津波
ハザードマップに示された浸水想定区域を基図に、GIS上で被害
状況と程度が確認できるよう、具体的に検討しておくものとす

巡視・対策班（各課） ⑨樋門の操作に関すること。
・沿岸部の水門・ポンプの作動状況の確認を行う。
・水門を閉鎖(ポンプ作動可能時)する。

巡視・対策班（各課） ⑨樋門の操作に関すること。
・ため池、河川、道路、下水道、港湾、海岸及び重要施設の現
地状況を監視分析係に報告を行う。

都市計画課 ⑩門扉の開閉に関すること。
・被災者が一時避難する場合に障害となるものを除去する。所
管公園における応急トイレ・水道等の設置協力を依頼する。

巡視・対策班（各課） ⑩門扉の開閉に関すること。
・ため池、河川、道路、下水道、港湾、海岸及び重要施設の現
地状況を監視分析係に報告を行う。

農林水産課
⑪（専任班）排水機場の管理に関す
ること

・排水機場の現地状況を監視分析係に報告を行う。

建設課
⑫（専任班）アンダーパスの管理に
関すること

・アンダーパスの現地状況を監視分析係に報告を行う。

港湾課
⑬（専任班）港湾施設の管理に関す
ること。

・陸こうの閉鎖及び閉鎖状況の確認・陸こうの全閉鎖を実施す
る。

建築住宅課
⑮（専任班）市営住宅の管理及び応
急対策に関すること。

・被害状況を収集(正確・迅速な情報の収集)する。

建築住宅課
⑮（専任班）市営住宅の管理及び応
急対策に関すること。

・危険箇所の調査、応急修理を行う。

農林水産課
農業振興課

⑯所管施設の応急措置に関するこ
と。

・農村環境改善センターなどの被災状況の確認とその復旧を行
う。

農林水産課
農業振興課

⑰農林水産物の応急措置に関するこ
と。

・関係団体との応急対策協議を行う。

農林水産課
農業振興課

⑱関係団体との連絡に関すること。
・関係団体（ＪＡ・共済・漁協・森林組合・指定管理者等）と
の連絡調整及び被害情報の収集を行う。

建築住宅課
(防災まちづくり推進
課)

⑲応急仮設住宅に関すること。
・被害状況に関する情報と過去の災害時の実績資料を参考に、
必要戸数を算出できるよう、様式を整備する。

建築住宅課
(防災まちづくり推進
課)

⑲応急仮設住宅に関すること。
・仮設住宅の建設及び入居者の選定を行う。
・住宅に係る被害状況の把握を行う。

建築住宅課
⑳建物等応急危険度判定に関するこ
と。

・被災建物及び被災宅地の応急危険度判定に関する業務（被害
情報収集、判定実施計画策定、判定士等受入、判定活動、判定
結果とりまとめ）を実施するものとする。

建築住宅課 ㉑住宅等応急復旧に関すること。
・被災建築物の災害復旧の技術指導、復旧補強等の住民相談に
関する業務を行う。

巡視・対策班

産業支援課
観光交通課
農業振興課
農林水産課
国土調査課

建設課
港湾課

下水道課
都市計画課
建築住宅課

会計課
農業委員会事務局
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活動班 担当課 所掌事務 応急業務の内容

教育総務課
学校教育課
（総務調整課長）

①市立学校施設並びに社会教育施設
の保全、復旧措置に関すること。

・代替場所の業務を継続するスペースについては、協議してお
く必要がある。

教育総務課
①市立学校施設並びに社会教育施設
の保全、復旧措置に関すること。

・復旧事業の実施ができるよう、事前にGIS上に津波・ため池ハ
ザードマップに示された浸水想定区域や歩行困難区域、家屋倒
壊危険区域を参考に、通行止めの区間や応急復旧資機材の搬入
路等、協力企業等との協定について具体的に検討しておくもの
とする。

教育総務課
①市立学校施設並びに社会教育施設
の保全、復旧措置に関すること。

・学校施設の被害状況の情報収集を行い、避難所開設及び学校
再開への施設管理を行う。

教育総務課
①市立学校施設並びに社会教育施設
の保全、復旧措置に関すること。

・各施設（指定管理施設）における被害状況の確認及び避難所
開設時の調整を行う。

教育総務課
①市立学校施設並びに社会教育施設
の保全、復旧措置に関すること。

・施設損傷箇所の応急修理計画の策定を行う。

教育総務課
学校教育課
（総務調整課長）

②り災児童生徒の救護及び避難誘導
に関すること。

・人的被害・物的被害の情報収集をし、イントラネット等を用
いて本部への報告を行うこととする。
・各小中学校等については、対策本部の決定に応じて休校
（園）し、市のホームページに休校（園）情報を掲載し保護者
への情報提供を行う旨、平常時から周知しておくものとする。

学校教育課
②り災児童生徒の救護及び避難誘導
に関すること。

・児童生徒等の被災状況等の情報収集を行う。

教育総務課
②り災児童生徒の救護及び避難誘導
に関すること。

・被害状況、応急対策等の実施状況を本部に報告する。

教育総務課
②り災児童生徒の救護及び避難誘導
に関すること。

・業務再開のための復旧調整業務を実施する。

教育総務課 ③応急教育に関すること。 ・応急対策の実施を行う。

学校教育課 ③応急教育に関すること。
・児童生徒等の応急教育計画の策定と実施を行う。
・児童生徒等の登下校の安全を確保する。

学校教育課
教育総務課

④学校における保健衛生並びに給食
保全措置に関すること。

・学校薬剤師の安否を確認し、学校施設の環境衛生の調査、検
査等を行う。

教育総務課
⑤学用品、教科書の調達配分に関す
ること。

・学校等に連絡を行い、児童生徒等の健康、生活状況等を把握
し、学校給食に反映する。

教育総務課
学校教育課

⑥教育施設等の被害調査に関するこ
と。

・学用品の支給等、就学援助の実施を行う。

避難所班（各課）
①避難所の開設及び運営等に関する
こと。

・指定避難所の被害状況(３日間以内に災害対策本部に報告)を
確認し、開設に協力する。

避難所班（各課）
①避難所の開設及び運営等に関する
こと。

・避難所の設置及び運営に関する業務を実施する。

避難所班（各課）
①避難所の開設及び運営等に関する
こと。

・避難及び救護者情報名簿を作成する。
・災害対策本部へ情報を提供する。

避難所班（各課）
①避難所の開設及び運営等に関する
こと。

・災害時要配慮者等への炊き出し(配給班実施)及び給食に関す
る業務を行う。

避難所班（各課）
①避難所の開設及び運営等に関する
こと。

・避難住民等への炊き出し(配給班実施)その他による食品の給
与を実施する。

避難所班（各課）
②高齢者等要配慮者の支援に関する
こと。

・避難者(障がい者(生活福祉課)・高齢者(高齢介護課))への支
援様式を作成しておくものとする。

避難所班（各課）
②高齢者等要配慮者の支援に関する
こと。

・市として福祉避難所の開設準備から受け入れ態勢を準備す
る。
・県で愛媛県災害時福祉支援地域連携協議会があるので、避難
所や民間施設に福祉専門職を派遣してもらって人員確保する。

避難所班（各課）
②高齢者等要配慮者の支援に関する
こと。

・下記の民間施設に誘導することも大切だが、市として福祉避
難所の開設準備から受け入れ態勢を準備する。
・県で愛媛県災害時福祉支援地域連携協議会があるので、避難
所や民間施設に福祉専門職を派遣してもらって人員確保する。

避難所班（各課）
②高齢者等要配慮者の支援に関する
こと。

・市として福祉避難所の開設準備から受け入れ態勢を準備す
る。
・県で愛媛県災害時福祉支援地域連携協議会があるので、避難
所や民間施設に福祉専門職を派遣してもらって人員確保する。

避難所班（各課）
③社会教育施設並びに社会体育施設
の管理に関すること。

・被害状況の情報を収集し、災害対策本部へ報告(３日間以内)
したり、施設破損箇所については、応急修理の計画を立てるこ
とができるよう、様式を検討し準備しておくものとする。

避難所班（各課） ④避難者の誘導に関すること。

・名簿(台帳)作りのためのシステムの早期導入が必要である。
・作成後には、民生委員、自主防災組織との連携を図り、情報
を共有する。
・避難行動要支援者(障がい者・高齢者)の所在を明確化する。
・避難所に要避難者が避難できているかどうかの安否確認な
ど、避難所で住民等からの情報収集や情報掲示をし、救護必要
があれば本部に連絡を入れる。

生活福祉課
高齢介護課
こども課
発達支援課

⑤高齢者等避難行動要支援者の避難
及び受入れに関すること。

・災害時要配慮者及び応急救護を要する者の把握ができるよう
災害対策本部、巡視・対策班、福祉部との連携をするために事
前協議しておく。
・災害時要配慮者及び応急救護を要する者に対する応急救護活
動及び保護に関する業務ができるよう、津波やため池ハザード
マップに示された浸水想定区域や歩行困難区域、家屋倒壊危険
区域を参考に、通行止めの区間や迂回路等について、紙媒体で
も具体的に検討しておく。
←(高齢介護課から)要支援者10208人全員の初期避難誘導(12時
間)を自主防災組織に委ね、自主防災組織から防災まちづくり推
進課に状況報告を求める。

教育班

学校教育課
教育総務課

避難所班

高齢介護課
生活福祉課
こども課

発達支援課
生涯学習課

文化・スポーツ振興課

215



活動班 担当課 所掌事務 応急業務の内容

こども課
⑤高齢者等避難行動要支援者の避難
及び受入れに関すること。

・各幼稚園・保育所・こども園・放課後児童クラブ・児童厚生
施設等の被害状況を把握し、各施設利用者等への対応調整し、
応急教育・保育を実施（準備開始）ができるよう、対応に関す
る手順書を具体的に検討しておくものとする。

こども課
⑤高齢者等避難行動要支援者の避難
及び受入れに関すること。

・人的被害・物的被害の情報収集をし、イントラネット等を用
いて本部への報告を行うこととする。
・各幼稚園等については、対策本部の決定に応じて休校（園）
し、市のホームページに休校（園）情報を掲載し保護者への情
報提供を行う旨、平常時から周知しておくものとする。

こども課
⑤高齢者等避難行動要支援者の避難
及び受入れに関すること。

・一時的に本来の相談業務を中断し、災害対策本部との連携に
よる緊急相談事業に切り替えて対応に協力する（児童福祉相談
等）体制について、こども課が主体となり保健推進課、発達支
援課と必要な措置を具体的に検討する。相談受付場所の設置を
検討し、人的な応援を県に要請する。

避難所班（各課）
⑤高齢者等避難行動要支援者の避難
及び受入れに関すること。

・問題が発生する可能性の要支援世帯等を対象に、予め配慮す
べき内容について検討しておく。
　・災害時に対象者の人数を確認して、必要なケアを実施す
る。
・ハザードマップ等を用い、ハイリスク者を把握する。地域的
な優先順位を協議する。

避難所班（各課）
⑤高齢者等避難行動要支援者の避難
及び受入れに関すること。

・手話・点字通訳者及び要約筆記者を確保する。
・避難所等において掲示板やファクシミリの確保。

避難所班（各課）
⑤高齢者等避難行動要支援者の避難
及び受入れに関すること。

・介護が必要な被災者を一時的に受け入れる特別養護老人ホー
ム等手配業務（報告様式の運用）を実施し、市内施設（特養・
養護）から避難誘導班へ被害状況報告書により、報告を受け
る。施設の受入れ可能状況により、緊急入所判断基準に基づき
受け入れるものとする。
・被害状況報告書を作成し、関係施設へ周知する。
・被災台帳より把握した保護が必要な乳幼児及び児童に対し、
施設の受入れ可能状況により、緊急入所判断基準に基づき受け
入れるものとする。
・緊急入所判断基準を作成する。
・施設入所退所者名簿様式を作成する。

避難所班（各課）
⑤高齢者等避難行動要支援者の避難
及び受入れに関すること。

・要配慮者及び災害時避難行動要支援者の被災台帳を作成する
ものとする。このうち、乳幼児は約3900人である。

避難所班（各課）
⑤高齢者等避難行動要支援者の避難
及び受入れに関すること。

・在宅サービスのニーズ把握・開始を行うものとする。
・地域包括支援センター、介護保険事業者の協力により、ニー
ズを把握し、提供できるサービスを開始できるよう調整する。
介護保険制度外のサービス提供も必要となることが予測され、
サービス提供条件ついても事前に県に問い合わせ、検討してお
く。
・要支援者全員の在宅サービスニーズ把握を自主防災組織や介
護サービス事業所及びケアマネジャー等に委ね、自主防災組織
から安全・危機管理課に状況報告を求める。
地域包括支援センター、介護保険事業者から、開始できるサー
ビスを【防災まちづくり推進課・高齢介護課】へ報告を求め
る。介護保険制度外のサービス提供も必要となる。
・手続きが間に合わない場合においても、必要に応じ緊急避難
的に介護保険給付の適用を認める（特例居宅介護サービス費の
支給等）とともに、早期に介護保険業務の開始が可能となるよ
う努める。

避難所班（各課）
⑦災害情報の住民と行政間の伝達と
受付に関すること。

・住民からの災害情報の受付を行う。
・住民への災害情報の伝達を行う。

高齢介護課
(保健推進課)

⑧所管施設の応急対策と利用者の安
全確保に関すること。

・地域における災害時要配慮者及び救護を要する者に対する救
護活動、巡回訪問を行う。

避難所班（各課）
⑧所管施設の応急対策と利用者の安
全確保に関すること。

・施設の応急対策、保安及び利用者の安全確保を行う。
・市内関係施設（高齢者、障がい者）から被害状況報告書によ
り、報告を受ける。
・平常時から関係施設との連絡体制を確認しておく。

生活福祉課
高齢介護課
こども課

⑨行旅病人・死亡人に関すること

・部所管施設の応急対策、保安及び施設利用者の安全確保に関
する業務を行う。
・所管施設の施設管理者が応急対策、保安及び利用者の安全確
保を図り、被害状況報告を行う。
・平常時から連絡体制を確認しておく。
・管理契約者から老人つどいの家の被災状況、施設利用者の安
全確保、応急対策に関する報告を【高齢介護課、防災まちづく
り推進課】が受ける。

生活福祉課
⑩被災者生活再建支援に関するこ
と。

・身元確認できない負傷者・死亡者の対応を行う。
・負傷者については、病院等と連携し、必要な処置を受け病院
や避難所へ移動する。身元不明死亡者は、四国中央警察署に連
絡する。その後、遺体安置へ保管し、火葬する。市内の火葬場
は一箇所であり、対応が困難となった時は、近隣市町村へ連絡
し使用を依頼する。

避難所班

高齢介護課
生活福祉課
こども課

発達支援課
生涯学習課

文化・スポーツ振興課
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活動班 担当課 所掌事務 応急業務の内容

市民窓口センター
①避難所への食料及び物資(毛布等)
の配給に関すること。

市民くらしの相談課
①避難所への食料及び物資(毛布等)
の配給に関すること。

市民くらしの相談課
②災害対策本部員の食料供給に関す
ること。

生活環境課
地域振興課

①被災地の清掃に関すること。
・所管施設と本部の連絡調整ができるよう、人的、物的に参集
条件を決めておく必要がある。

生活環境課
地域振興課

①被災地の清掃に関すること。 ・災害発生後の環境衛生（ごみ）に関すること。

生活環境課
地域振興課

②し尿処理に関すること。 ・災害発生後の環境衛生（し尿）に関すること。

生活環境課
地域振興課

③災害廃棄物の処理に関すること。
・災害ごみの収集・処理の総合調整（災害廃棄物の発生状況の
把握）ができるよう、人的、物的に参集条件を決めておく必要
がある。

生活環境課
地域振興課

③災害廃棄物の処理に関すること。
・津波等により発生する大量のがれきを処理するためには、確
保した仮置き場の状況を迅速に公表する必要があり、その方法
を事前に検討しておく必要がある。

生活環境課
地域振興課

③災害廃棄物の処理に関すること。
・災害ごみの収集・処理の総合調整（がれき等処理計画の調
整・策定）に関すること。

生活環境課
地域振興課

③災害廃棄物の処理に関すること。
・災害ごみの収集・処理の総合調整（関係機関への協力依頼に
よる災害廃棄物の処理）に関すること。

生活環境課
地域振興課

④災害時における防疫に関するこ
と。

・災害発生後の環境衛生（防疫）に関すること。

生活環境課
地域振興課

⑤避難所等の防疫に関すること。 ・災害発生後の環境衛生（防疫）に関すること。

生活環境課
地域振興課

⑥死体の収容に関すること。

・遺体の処置に関すること。
　・かなりの混乱が予測される。どのような流れで処理すれば
よいか分からない。
　・推計死亡者に基づき死体収容所の決定も地域の被災状況に
より選定しなければならない。

生活環境課
地域振興課

⑥死体の収容に関すること。 ・遺体の処置・処理業務に関すること。

生活福祉課
①救護所の開設及び運営等に関する
こと。

・申請及び適用後の支援金支給を行う。

保健推進課
国保医療課

②医療資機材及び薬品等の調達に関
すること。

(訓練の実施)
・災害対策本部との連絡方法等を予め確認し、習熟しておくも
のとする。
・消防計画で定めている情報集約の様式を使用して報告する。

保健推進課
③医療機関との連絡調整及び協力要
請に関すること。

・災害対策本部との協力
・避難所巡回の状況から得られる調達すべき医療資機材及び薬
品等の情報を本部に報告する。

保健推進課
③医療機関との連絡調整及び協力要
請に関すること。

・課の関係施設(所管施設)の被害状況の把握

保健推進課
③医療機関との連絡調整及び協力要
請に関すること。

・地域災害医療対策会議(仮称)との災害時の連絡方法と実施体
制を確認しておく必要がある。
・日赤愛媛県支部との連絡については、保健推進課と連携し、
確認しておく必要がある。

保健推進課
④避難所等での被災者等の健康
チェックに関すること。

・関係施設の業務継続決定及び業務再開のための調整を行う。

保健推進課
④避難所等での被災者等の健康
チェックに関すること。

・食中毒、感染症予防、食生活、精神保健、健康相談などに関
する業務を行う。

保健推進課
④避難所等での被災者等の健康
チェックに関すること。

・一時的に本来の相談業務を中断し、災害対策本部との連携に
よる緊急相談事業に切り替えて対応に協力する。

保健推進課
④避難所等での被災者等の健康
チェックに関すること。

・災害対策本部へ対応体制や既に判明している被害の概要等を
報告する。
　・災害発生直後の連絡先リスト及び被害の報告内容の様式を
取り決める。
　・通信機器の使用が出来ない場合の報告手段を事前に確認す
る。

生活福祉課
高齢介護課
こども課

⑤福祉関係機関との連絡調整及び協
力要請に関すること

配給班

市民くらしの相談課
市民窓口センター

衛生班

生活環境課
地域振興課

救護班

生活福祉課
保健推進課
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活動班 担当課 所掌事務 応急業務の内容

給水整備課
浄水場管理受託者

①被災状況の確認に関すること

(緊急対応)
・重要施設（6施設）の緊急点検
・重要施設：中曽根中区配水池（中曽根高区配水池）、西部ポ
ンプ場、東町ポンプ場、上柏配水池、小富士配水池、小富士長
津高区配水池
・重要施設から中田井浄水場までの接続管路の点検

給水整備課 ①被災状況の確認に関すること
(緊急対応)
・病院への接続ルートの点検・復旧・給水

給水整備課
浄水場管理受託者

①被災状況の確認に関すること
(緊急対応)
・中田井浄水場内の点検・復旧

給水整備課
浄水場管理受託者

①被災状況の確認に関すること

(初期対応)
・重要路線の点検
・その他配水池の点検
・中田井浄水場の管理

給水整備課 ①被災状況の確認に関すること
(初期対応)
・病院への接続ルートの復旧

給水整備課
浄水場管理受託者

①被災状況の確認に関すること
(一次対応)
・その他施設の点検
・中田井浄水場の管理

給水整備課 ①被災状況の確認に関すること
(一次対応)
・その他管理の点検
・重要路線の復旧

給水整備課
②復旧計画の策定及びその総合調整
に関すること。

危機管理マニュアルに基づき、復旧・応急給水等を行う。
・緊急対応（発災～12時間）
・初期対応（12～24時間）
・一次対応（24～48時間）
・二次対応（48時間以降）

給水整備課
浄水場管理受託者

③復旧作業の実施に関すること。

危機管理マニュアルに基づき、復旧作業を実施する。
・緊急対応（発災～12時間）
・初期対応（12～24時間）
・一次対応（24～48時間）
・二次対応（48時間以降）

給水整備課 ④他団体との連携に関すること。

(一次対応以降)
・管工事組合等と連携し、重要路線以外のその他管路について
点検。
・応援事業体を指揮し、復旧作業を進める。

給水整備課 ⑤供給水の水質に関すること 重要施設の機能確保、供給水の水質検査

給水整備課
水道総務課

①応急給水計画の策定に関するこ
と。

危機管理マニュアルに基づき、応急給水等を行う。
・緊急対応（発災～12時間）
・初期対応（12～24時間）
・一次対応（24～48時間）
・二次対応（48時間以降）

給水整備課
水道総務課

②給水状況の把握に関すること。
(緊急対応)
・重要施設を給水拠点とし、給水活動を行う。
・重要施設での給水活動の準備

給水整備課
水道総務課

③応急給水の実施に関すること。
(初期対応)
・避難住民用給水として、重要施設で給水活動を行う。

給水整備課
水道総務課

③応急給水の実施に関すること。
(一次対応)
・避難住民用給水として、重要施設で給水活動を行う。
・拠点給水箇所の拡大

給水整備課
水道総務課

③応急給水の実施に関すること。
(二次対応)
・避難住民用給水として、重要施設で給水活動を行う。

上水道事業
復旧班

水道総務課
給水整備課

上水道事業
給水班

水道総務課
給水整備課
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